
 
　

　
 

  
  

 

　

   
 

企業一覧
●ダイヤモンドサポーター
SAPジャパン株式会社
●プラチナサポーター（全25社）
株式会社アイ・ピー・エス/アクセンチュア株式会社/アビームコ
ンサルティング株式会社/アマゾン ウェブ サービス ジャパン
株式会社/EMCジャパン株式会社/EYアドバイザリー・アンド・
コンサルティング株式会社/インフォシスリミテッド/SCSK株
式会社/株式会社NTTデータ/グーグル・クラウド・ジャパン合
同会社/株式会社シグマクシス/住友セメントシステム開発株式
会社/株式会社ソフテス/日本アイ・ビー・エム株式会社/日本タ
タ・コンサルタンシー・サービシズ株式会社/日本電気株式会社
/日本ヒューレット・パッカード株式会社/日本マイクロソフト株
式会社/株式会社BeeX/PwCコンサルティング合同会社/株式
会社日立製作所 /be one solutionsジャパン株式会社/富士
通株式会社/三井情報株式会社/株式会社レイヤーズ・コンサル
ティング

●ゴールドサポーター（全11社）
伊藤忠テクノソリューションズ株式会社/ウィプロ・リミテッド/
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社/オープンテキ
スト株式会社/クレスコ・イー・ソリューション株式会社/コベル
コシステム株式会社/株式会社JIEC/株式会社電通国際情報サ
ービス/東洋ビジネスエンジニアリング株式会社/SUSE（ノベ
ル株式会社）/三菱電機インフォメーションシステムズ株式会社

●NETサポーター（全3社）
株式会社インターネットイニシアティブ/株式会社野村総合研
究所/ハンドジャパン株式会社

●MVP賞
照木 麻子（株式会社NYK Business Systems）
●ベストサポーター賞
富士通株式会社
●事例ダウンロード賞
テクニカル部会
●プラチナサポーター継続賞
株式会社アイ・ピー・エス
アクセンチュア株式会社
アビームコンサルティング株式会社
SCSK株式会社
株式会社日立製作所
三井情報株式会社
●特別功労賞（該当者なし）

JSUG Award 2018
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我々はデジタルの渦の真っ只中にいる。
イノベーションを起こすのは今！

各部会のアクティビティや会員事例など、JSUGの活動を
まとめたJSUG INFOのバックナンバーは、JSUGNETで
ご覧いただけます。

JSUG Awardは、JSUG活動に多大な貢献のあった方々へ
の感謝の意を表し、5つの区分にて表彰するものです。
2018年度の選考結果は以下の通りです。

JSUG INFO. バックナンバーのご案内

ご入会はこちらから　
http://www.jsug.org/

●特別賞 三井 一夫
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株式会社NTTデータ …………………………………2,80※2

三井情報株式会社…………………………………………14※2

EMCジャパン株式会社 …………………………………15※2

株式会社レイヤーズ・コンサルティング …………………22※2

日本ヒューレット・パッカード株式会社 …………………23※2

日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ株式会社 ……30※2

EYアドバイザリー・アンド・コンサルティング株式会社……33※2

グーグル・クラウド・ジャパン合同会社 …………………35※2

株式会社ソフテス…………………………………………44※2

アクセンチュア株式会社 …………………………………45※2

SAPジャパン株式会社……………………………………46※1

富士通株式会社 …………………………………………54※2

アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社 ……58,96※2

株式会社BeeX ……………………………………………60※2

株式会社日立製作所 ……………………………………62※2

日本マイクロソフト株式会社 ……………………………64※2

PwCコンサルティング合同会社 …………………………66※2

インフォシス リミテッド …………………………………67※2

be one solutionsジャパン株式会社 …………………68※2

株式会社シグマクシス ……………………………………70※2

日本電気株式会社 ………………………………………72※2

コベルコシステム株式会社 ………………………………74※3

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 ………76※3

TIS株式会社 ………………………………………………78※5

アビームコンサルティング株式会社 ……………………82※2

SCSK株式会社……………………………………………84※2

日本アイ・ビー・エム株式会社…………………………… 86※2

クレスコ・イー・ソリューション株式会社…………………88※3

ウィプロ・リミテッド ………………………………………90※3

住友セメントシステム開発株式会社 ……………………92※2

株式会社JIEC ……………………………………………93※3

株式会社インターネットイニシアティブ…………………94※4

ハンドジャパン株式会社 …………………………………95※4

株式会社ユアソフト ………………………………………97※6

日本航空株式会社 ………………………………………98※6

株式会社アイ・ピー・エス …………………………………99※2

■広告掲載企業一覧

我々はデジタルの渦の真っ只中にいる。
イノベーションを起こすのは今！

■世界で勝てるビジネス基盤を築こう

■目 次
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神戸信光ジャパンSAPユーザーグループ（JSUG）事務局長
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※3は同ゴールドサポーター、※4は同NETサポーター、※5はJSUGの賛助会員、※6はJSUGの法人会員です。
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今年は、スポーツ界で日本人の活躍が目立ちます。サッカーワールド
カップの予想外の健闘、大坂なおみ選手のテニスUSオープン優勝、
MLBでも大注目の大谷翔平選手。彼らに共通するのは、最初から世
界で競うマインドと、世界レベルの準備で才能を磨き上げてきたことで
す。ならば、企業でもそうすればよいのではないでしょうか？ JSUGで
は、その一歩となる「世界を見る」ことを進めるため、米国・西海岸と
インド・バンガロールを訪問する企画を初めて実施しました。素晴らし
い経験を国際派遣プログラムの特集でご覧ください。

SAP S/4HANAの導入についても、これまでの機能の延長ではな
く、いま一度、何をすべきかを考え直すため「ニッポンのERP再定義
委員会」が発足、第3回までの議論を取りまとめてご紹介していま
す。また、今年はJSUGの代表的なプログラムが、揃って10年目を迎
えています。Leaders’ Exchange、ESAC、そしてこのJSUG INFO
も10年です。それぞれ特集を組み、INFOについては、10年分のユー
ザー事例を集めて別冊「事例大全集」を刊行しますので、ぜひご入手
ください。
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「ニッポンのERP再定義委員会」では、前半
の第3回までで、現状の課題・問題点およ
び現状に至った要因・背景の分析を行っ
た。日本企業が今後どうすべきかについて
は、第4回以降議論していくが、ここでは、
委員会で挙がった現状の課題・問題点を列
記し、今後どうすべきかの示唆に富んだ現
状に至った要因分析の議論を紹介する。

第2回までにあがった現状の課題・問題点
① ERP導入プロジェクトの目的が、「ERP

の稼動」になってしまったために、稼動後
プロジェクトは解散し、稼動しても当初目
標のKPIに達せず、プロセス改善やデー

タ活用も不十分なままになっている。
② 個別最適の仕組みになっており、膨大な

アドオンが作られている。
③ 導入プロジェクトが長期化し、大きなコ

ストがかかってしまっている。
④ その結果、導入時のバージョンのアップ

グレードにもコストがかかるので、パッ
チも当てず、導入時のまま使っている
ケースも多い。

⑤ 結果として、ビジネスの変化にERPが追
いついていない。

⑥ 個別最適になっているため、各国や各事
業所間のデータ連携ができていない。

⑦ 導入企業が、パートナーやSAP任せで、

日本企業が熾烈なグローバル競争に打ち勝つためには、デジタル変革が欠かせな

いが、真の意味でのデジタル変革には、そのコアとなる基幹システムがそれを実現

しうるシンプルな標準化されたものでなければならない。しかし、過去20数年に

わたって導入されてきたニッポンのERPは、アドオンの山に埋もれ、データの活用

もままならないという状況に陥っているのではないだろうか。JSUGでは、SAP

S/4HANA導入の機会を絶好のチャンスと捉え、ニッポンの環境下でERPをある

べき姿で導入するにはどうすべきか、有識者による「ニッポンのERP再定義委員

会」を設立して議論している。その議論の前半部分である「日本企業が現状に至っ

た要因分析」について議論の抜粋をご紹介する。

■ JSUG ERP再定義委員会
SPECIAL FEATURE

「日本企業の輝く未来のために」を

旗印に、JSUGでは、今年度SAP

ジャパンのご協力を得て、ユーザー

企業、パートナー企業、SAPジャ

パン、JSUGから有識者を募り、

「ニッポンのERP再定義委員会」を

設立した。20数年にわたる日本企

業の過去のERP導入の課題・問題

点を掘り下げ、その要因分析を行っ

た。今後、これまでの議論を踏ま

え、どうすれば本来のあるべき姿で

ERPを導入できるかについての議

論を続け、2019年の夏には、その

議論をまとめた小冊子を作成して、

会員企業に配布する予定である。

ニッポンのERP
再定義委員会

設立趣旨

日本企業の輝く未来のために

ニッポンのERP
再定義委員会 始動！
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主体性を持っていない。
⑧ 企業の中に権限を持ったビジネスプロ

セスオーナーがいない。

アドオンが膨大に作られた背景

小松氏：2001年当時の食品業界の商社と
卸の関係は密接で、請求先、支払先の構造
を変えることは難しく、アドオンで作らざる
をえなかった。口銭やバックリベートとい

うリベートや不定貫についても、社内の問
題ではなく、お客様のために絶対に必要な
機能で、アドオンとなった。また、当時の食
品業界は、午前中に注文をとって午後まで
に出荷指示がいる。ボリュームが多くて、
30秒で伝票を打てるようにしてくれという
要望があり、キーボードの配置も変えられ
なかった。経営は、「現場の声を聞いてあ
げなさい。でも、業務改革も実現しなさ
い」という矛盾したことを言ってましたね。
土佐氏：化学業界も同様で、当社はSAPを
入れるからこれからこうなりますとお客様
には言えなかったですね。極めて強力かつ
重要なお客様が相手なので、お客様の言う
ことを聞くのは当たり前、変更してください
なんて口火を切ること自体考えられない雰
囲気があった。
植田氏：同様なことが、現業部門とシステム
部門、組織の上下関係にもあるが、ユー
ザーとベンダーとの関係でも対等の立場で
言えない場合がある。いろんな場面で、丁
寧なコミュニケーションを端折ってきたと
いうこともあるのではないだろうか。
小松氏：システムサイドから考えると、ホス
トからオープン化の手段としてERPを導入

するという流れできたから、現場を説得す
るのは大変。ベンダーからも十分な情報が
入ってこないため、説得のネタも足りず、ホ
ストのリプレースのタイミングもあり、時間
がないからアドオンにした方が早いとなっ
てしまう。「ERPの機能をできるだけ使わ
ずにERPを導入するのがポイント」はある
コンサルさんが言ったセリフ。当時は、ベン
ダーは継続的にサービスをするためにはア
ドオンを作らないと儲からない。それでア
ドオンの敷居が低かった。
栗田氏：私も聞いたが、目からうろこでし
たね。

土佐氏：当時のシステム担当者はほとんど
プロジェクトに入らず、新しい仕組みだから
将来の育成のためにということで、若手と
コンサルタント主体でやっていた。結果と
して、現状が詳しく分からず、SAPのことも
よく分からないから仕事を変えるという主
張ができずアドオンを作ってしまったとい
う面もある。予算やスケジュールのプレッ
シャーから、途中からSAPを導入すること
が目的となってしまって、結局、効果を刈り
取らずに力尽きた感がある。

蘇氏：パートナー側の要因として、売上向上
につながるために積極的にアドオンを提案
していた状況があるのではないか。自社の
テンプレートには、特殊なアドオン、サブシ
ステムがあり、それが競争優位と考えて提
案していて、それがアドオンを作る要因に
もなっていたと思う。
神沢氏： 2000年前後は、ウォーターフォー
ル型の導入が主流で、SAP導入もホストで
実装されている機能一覧をベースに、SAP
の機能有無を確認していくといった導入が
多かった。しかも、ないものはアドオンな

らまだしも、機能があっても使いづらい、も
しくはよく分からないから作った方が早い
といった理由でアドオンが開発されてい
た。つまり、最初から今の仕組みを作るこ
とが前提の導入だったわけですね。2000
年代後半の主流は、パートナーテンプレー
ト。このパートナーテンプレートがあった
からこそ、日本でERP導入が加速され、コ
スト・導入期間も安定したのは事実だが、ア
ドオンを組み込んだものやアドオンライブ
ラリを活用するといったもので、結果的に、
アドオンが積み重なってしまった。

ERP導入は、
業務改革プロジェクトではなく

ITプロジェクトだった

土佐氏：システム導入プロジェクトとは違う
ということで始めたが、作ったプロジェクト
体制は結局システム導入プロジェクトそのも
のだった。初めてなので、パイロットをやっ
てから全社へ展開していこうとしたが、会社
全体としてどうするのかという議論が盛り上
がらず、展開する先ごとの仕事に合わせた部

ニッポンのERP再定義委員会 始動！

小松氏

栗田氏

植田氏

神沢氏

土佐氏
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分最適なものができてしまった。SAPで仕
事をするとどうなるのか、当時は誰も見せ
てくれなくてさっぱり分からない状態で、IT
部門に要件定義をするから要件を決めろと
言われてしまったユーザー側は、じゃあとり
えず今のままにしておこうとなった。

鈴鹿氏：今から考えると、要件定義やFit &
Gapというやり方が正しかったのか、と思
う。Fit & Gapをしたら、Gapが出てくるの
は当たり前で、それをどう埋めるかという
話になってしまう。
中江氏：パートナーの立場から見ても、多く
のSAP導入企業がERP導入をITプロジェ
クトとして位置付けていたために、ERPの
本質を活かせないまま、従来通りの現行機
能踏襲が前提になっていたのではないかと
思う。ユーザー企業、ベンダー企業双方が
ERPの本質を理解できておらず、経験不足
もあったのではないか。最初は、ERPに業
務を合わせると言いながら、実際プロジェ
クトが始まると現場に押し切られてアド
オンを積み上げてしまった。CIOが懸命に
現場を押さえようとするが、「現場が回らな
い」というキラーワードを覆せないことが
多く、予算の内訳を変えてでもアドオンを
積み上げる。

鈴鹿氏：パートナーもユーザーも、最初は
こうやってやろうと合意したはずなのに、途
中から変わってしまうのは、ユーザー側の

覚悟、決意が弱かったんだと思う。SAP導
入企業のトップから現場まで、覚悟が必要
だということと、経営トップが現場のことを
ほんとうに分かっていることも大事。

企業文化による個別最適化

黒田氏：企業の基幹システムの歴史的背景
が要因の1つだと思う。三井物産では「業
態変革プロジェクト」の一環として、2004
年、日本国内の基幹システムにSAPを導入
したが、時間の制約もあり、最初のバー
ジョンでは他社で利用されていたカスタマ
イズとアドオンをほとんどそのまま採用、
SAPは単なる「基幹システムパッケージ」の
位置付けに過ぎず、「SAP/ERP活用のある

べき姿」に基づく導入にはなっていなかっ
た。社内では、初めて「プロセス管理」とい
う考え方を導入し標準化を目指したが、商
品固有のプロセスも多く、当時は、全体最
適は難しかった。
鈴鹿氏：三井物産には、こういうやり方があ
る。それこそが他社にない差別化。うちの
会社が優れているところという意識があっ
たんですね。
黒田氏：日本企業では、社員は基本的に同
じ会社にずっといて担当も変わりにくいか
ら、プロセスが標準かどうかではなく、企業
によって変わっていることに不自由を感じ
ない。イタリアとイギリスにSAPを導入し
た際、社員は、前の会社でもSAPを使って
いたから分かるといってスッと入れる。海
外では、事務スタッフが変わることが当た
り前で、だから標準化が大事なのだが、そ
この違いもありますね。

蘇氏：ERPを活用できていない要因の1つ
に、ERP導入後のマネージメントスタイルが
変わっていないということがある。ERPに
はいろんなデータが入っていて、これを利用
するプロセスを考えれば活用できるはずな

のに、導入すればそれでおしまいになってい
る。ERPを単なる管理ツールだと認識して
いて、導入すれば進化は必要ないと考えて
いるが、本来は、ビジネスの進化とともに
ERPも進化させていかなければならない。

経営のコミットメントの欠如
ERP導入の目的が、

具体的かつ明確でなかった

神戸氏：ERP導入の目的の設定が不十分
だったと思う。きれいごとではなく、リード
タイムの圧縮とか、決算方式を半期から四
半期に変えるとか、具体的なはっきりした
目標を定義すべきなのに、レガシーから
SAPの基盤に切り替えるという手段が目的
になってしまったケースが多かった。また、
目的を達成するために必要な人的な座組
が組めていなかったケースも多い。業務全
体のニーズを俯瞰してバランスを取るプロ
セスオーナー、業務と技術条件の両面を理
解しているメンバーもなかなか揃えられな
かった。ERPの機能・条件についてきちん
とした知識を得るための情報収集する努力
も少なかった。

■ JSUG ERP再定義委員会
SPECIAL FEATURE

鈴鹿氏

中江氏

黒田氏

蘇氏

神戸氏
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［前列左から］
●（株）日立フーズ＆ロジスティクスシステムズ 理事 

ソリューション第1事業部 事業部長 栗田 琢氏
●（株）ニチレイ 経営企画部 副部長
（情報企画担当）小松 唯史氏

●JSUG 会長 鈴鹿 靖史氏
●SAPジャパン（株) 代表取締役社長  福田 譲氏
●住友化学（株）理事 IT推進部 土佐 泰夫氏

［後列左から］
●SAPジャパン（株）ソリューションCoE 

シニアディレクター 川中 健氏
●SAPジャパン（株）エンタープライズクラウド事業本部 

本部長 神沢 正氏

●JSUG 常任理事 植田 勲氏
●JSUG 事務局長 神戸 信光氏
●富士通（株）ERPソリューション事業本部 

戦略企画統括部 統括部長 中江 功氏
●デル（株）デルジャパン最高技術責任者 黒田 晴彦氏
●SAPジャパン（株）デジタルビジネスサービス事業本部 

アソシエイト 小林 晴行氏
●（株）クニエ シニアマネージングディレクター 蘇 航氏
●SAPジャパン（株）ゼネラルビジネス統括本部 

シニア・アカウント・エグゼクティブ 坂本 典子氏
●SAPジャパン（株）ソリューション統括本部 

マネージャー 上硲 優子氏

第1回（2018年7月） 自己紹介と委員会にかける意気込みの紹介
第2回（2018年7月） 既存ERP導入企業の課題・問題点の抽出
第3回（2018年9月） 現状に至った要因・背景の分析
第4回（2018年11月）国内外の成功事例の研究
第5回（2019年2月）ERPを本来のあるべき姿で導入するための指針作成
第6回（2019年3月） ERPを本来のあるべき姿で導入するための指針作成
2019年夏ごろ、小冊子を発行し、会員企業に配布予定

上 硲 氏：今 で こそ 年 に 数 回 SAP S/4
HANAの責任者が来日してお客様と直接会
話する機会を持つなど、SAPの開発者との
直接的なコネクションが増えたが、10数年
前はそういう機会もなく、開発部門とのコ
ミュニケーションや巻き込みが不足してい
たと思う。一方でお客様との話で出てきて
いたのが、「現行担保」という言葉。ERP
パッケージによってできることやプロセス
がこう変わります、というご説明をしていて
も、今できていることがすべて担保されて
いるか教えてほしいと聞かれてしまうこと
があった。
福田氏：総論賛成、各論反対になりがちな
プロジェクトにおいて、あらゆる意思決定
の道標になる明確な目標が重要、数値化が
望ましい。目標の明快さ、達成に向けた経
営陣のコミットメントやリーダーシップの課
題が散見された。人材配置と育成も重要
なテーマ。経営陣と近く、変化を先導でき
る方がCIOやプロジェクトリーダーに適任。
そういうリーダーが、明確な目標を掲げ、経
営目線で取り組んだプロジェクトは強い。

ITベンダー側の意識にも課題。システムが
動いたら成功ではなく、ビジネス上の価値
を真ん中に据え、目標を達成する意識を強
く持ちたい。ユーザー企業内のIT部門と現
業部門の論理に流されてはいけない。フォ
ロワーシップ一辺倒ではなく、リーダーシッ
プを磨きたい。

ニッポンのERP再定義委員会 始動！

ERP導入の目的について、最初の理念は素晴らしかったが、具体的かつ明確で

なかったために社内のトップからエンドユーザーまで共有することができないま

まにプロジェクトが進行し、ERPのカットオーバーこそが目的になってしまっ

た。現場の声や取引先との関係によりアドオンが増えたためにプロジェクトが長

期化し、導入後プロジェクトは解散し、疲弊と人材の交代により、進化のないま

ま現状に至っており、本来のバリューが出せていない。パートナー、SAPにおい

ても、ERPに関する知識が不足していた点は否めず、積極的にこうすべきだとの

リーダーシップが十分発揮できていなかった。

これまで日本でERPを導入してきた企業が抱えている課題・問題点について、さ

まざまな要因や背景が浮き彫りになってきたが、今後検討会では、国内外の成功

事例の研究も含め、日本の環境下でERPを本来のあるべき姿で導入するための

指針作成に取り組み、小冊子にまとめる予定である。

まとめと今後の展開

「ニッポンのERP
再定義委員会」

活動スケジュール

ニッポンのERP
再定義委員会

メンバー

上硲氏

福田氏
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JSUGサポーター企業は、SAPユーザー

企業の価値向上と、SAP製品の品質向上を

求めて日々邁進。互いに切磋琢磨を繰り返

し、常に高みを目指してチャレンジを続け

た結果、参加企業が年々増え、2018年度

はプラチナサポーターに新たに7社が加

わった。そこで今号は、新規・ランクアップ・

既存、それぞれの立場から、JSUG会員の

ビジネスにどのように取り組むのかという

問いに寄せられた、意気込みを紹介する。

JSUG会員の
活動を支援する

プラチナサポーター
からのメッセージ フレッシュパワーで、

JSUGに新しい風を
吹き込む!

■ プラチナサポーターメッセージ

EYアドバイザリー・アンド・
コンサルティングは、今年か
らJSUGのプラチナサポー
ターとして活動をさせていた
だいております。顕著な実績
を残したSAPパートナーに対
して授与されるSAP Pinna-
cle Awardを今年も受賞をいたしました。ITのみならずイノベー
ション、戦略、業務プロセス、セキュリティなど幅広いテーマに
SAPソリューションは関わるようになっています。当社では幅広
い専門性をもつコンサルタントにより専門チームを作り、クライ
アント企業の企業変革の支援を行います。

児玉 幸乃氏マネージャー

■企業のデジタルトランスフォーメーションをサポート

EYアドバイザリー・アンド・コンサルティング株式会社
NEW

SAP S/4HANAは経営・
業務を支えるシステムとし
て有効に活用することが重
要です。そして新たにSAP
S/4HANAを導入する際に
は今後10年の経営を見通
し、システムの在り方を構
想することが肝要です。これには大胆な発想と、入念な準備が
欠かせません。ソフテスは、業務に精通したコンサルタントと、
業務知識をベースに確立した導入方式「ユーザ・ダイレクト方式」
で、ユーザニーズにジャストフィットしたSAP S/4HANAに仕上
げます。

石井 郁美氏営業部

■ニーズにJust fitしたSAP S/4HANAに仕上げます

株式会社ソフテス
NEW

新規に
プラチナ

サポーターに

なった企業

SPECIAL FEATURE
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高い目標を掲げプラチナサポー

ターに新規参入。その心意気に

敬意を表し、コツコツと磨いて

きた開発力と提案力、そして

SAPにかける情熱など、今後に

かける想いと意気込みを大々的

に紹介。フレッシュパワーで

JSUGに新しい風を吹き込み、

大いに盛り上げていく、これか

らの活躍に乞うご期待!

Google Cloud PlatformはSAP S/4HANAな
ど20以上の主要なアプリケーションに対応して
おり、Intel Optane DC Persistent Memory
を搭載したVM上で、大容量のSAP HANAワー
クロードを低コストで実行することも可能です。
最大18TBを見据えたインスタンスなど、今後の
ロードマップもぜひご期待ください。

芦澤 英美氏テクニカルパートナーリード

■SAPのクラウド移行はGCPで

グーグル・クラウド・ジャパン合同会社

昨今の進化し続けるデジタル化
の勢いで、お客様の「システム」
に対する要望は多岐にわたり、
期待は高くなっています。さら
に、文化が異なる場所で同じシ
ステムを導入するにはさまざま
なリスクがあります。私たちは
世界各拠点で活躍しているエキスパート達と連携し、日本はもとよ
り日本からグローバル拠点に対してのSAP Business One導入お
よびサポートを行います。各国の要件を踏まえつつ、迅速かつ最適
なソリューションとサポートを提供できるよう尽力して参ります。

Emelda Then氏Global Marketing Assistant

■独自のグローバルロールアウト方法論で
グローバル導入をサポートします

be one solutionsジャパン株式会社
NEW

デジタルトランスフォーメー
ション成功の鍵は、データ活用
にあります。SAP S4/HANA
Public Cloudは、企業の成長
を牽引する新たな事業モデル
を 支 え る 、重 要 な ソリュー
ションであると私たちは考え
ます。シグマクシスは、単なる業務効率化やシステム再構築にとど
まることなく、お客様とともに成長シナリオを描き、組織・業務の
変革とチェンジマネジメントにともに取り組み、SAP S4/HANA
Public Cloudのスムーズな導入を実現するとともに、企業価値向
上の成果が実現するまでご支援することをお約束します。

安積 泰伸氏コンサルタント

■クラウドによるデータ活用から、企業価値向上のご支援をします

株式会社シグマクシス
NEW

レイヤーズ・コンサルティング
は、「戦う創造集団」を使命と
してクライアントにおけるイ
ノベーションの実現を支援し
ています。特にSAPを活用
したイノベーションとしては、

「リアルタイムマネジメント」、
「マトリックス経営」、「マス・カスタマイゼーション」、「1to1の新人
事戦略」があります。弊社は昨年度から「SAPトレーニング・サ
ポート体制の構築」に取り組んできており、2018年9月末で125
名のSAP資格保有者を有しています。

堤 洋氏SAP担当グループ

■「戦う創造集団」が貴社のデジタルトランスフォーメーション
の実現を支援します

株式会社レイヤーズ・コンサルティング
NEW

インフォシスは2025年問題をマイ
ナス要因と考えるのではなく、日本
企業にとって真のグローバル化を完
了させるプラス要因であるとみてい
ます。当社は既にグローバルで40
社以上のSAP S/4HANAへのマイ
グレーションを完了させてきました。
当社が短期間で精度の高いマイグレーションを完了させてきたその成功要因は
当社独自の移行ツールの存在です。またSAP S/4HANAへのマイグレーション
プロジェクトで一番の要はその人材にあります。当社には1万5千名以上のSAP
コンサルタントが在籍いたします。この圧倒的な人材と独自ツールを用いて貴社
のSAP S/4HANAマイグレーションを全社をあげてご支援いたします。

安藤 穣氏マーケティングマネージャー

■2025年に向けてさらなる日本・インドの連携を

インフォシス リミテッド　
NEW

NEW
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■ プラチナサポーターメッセージ

満を持してプラチナサポーターへランクアップ。高いモチベーションを保ちながら、それまで蓄積して

きたノウハウや独自技術を生かし、JSUGをぐいぐい牽引してくれること間違いなし。次代のJSUG

を担うニューリーダーとして、情報収集や交流を積極的に推し進め、新たなステージへ全力トライ!

高いモチベーションで、
新たなステージへ全力トライ!

こんにちは、Virtustream
坂本です。Virtustreamは
エンタープライズ用に設計
済みのクラウドであり、移
行作業を自ら実施、その後
の運用サービスまで明確な
SLAとともにご提供してお
ります。お客様にはクラウド活用の先にあるイノベーションへいち
早く注力いただけるよう、確実なクラウド化と日々の運用は専門家
集団である私どもにお任せください。Dellテクノロジーズはオン
プレ基盤に加えてクラウド基盤でもお客様のSAPビジネスアプリ
ケーションの導入、安定稼働をご支援して参ります。

坂本 環氏Presales Japan Lead

■基幹システム専用クラウドでより迅速な変革を

Virtustream（EMCジャパン株式会社）

Hewlett Packard Enter-
priseは、SAP R/3のリリース
時から29年間、SAP社との協
業を続けています。特に大規
模ミッションクリティカルなシス
テムのインフラとしてグローバル
で高い評価をいただいており、
最大で130TBのメモリーを搭載したSAP HANA DBの構築実績も
あります。また近年は「オンプレミスなのに、月額従量課金」という、新
たなサービス「HPE GreenLake」もご好評をいただいており、SAP
S/４HANAインフラとしても続 と々採用されています。SAP S/4HANA
のインフラ構築のパートナーとして、ぜひお気軽に声をかけてください。

福田 健治氏SAPアライアンスマネージャー

■大規模ミッションクリティカルなSAP S/４HANAシステムを支える

日本ヒューレット・パッカード株式会社

2025年問題は、「ガラパゴス
化したERP」から脱却する大
きなチャンス。「グローバル
展開」「リアルタイム＆モバイ
ル」「将来の予測」の3点に注
目し た デ ジ タルトラ ン ス
フォーメーションが成功のカ
ギです。日本TCSは、競争力を高めるERPの実現に向けて、シス
テムデザインの見直しから始まり、計画立案・実装に至るまで、強
力なオファリングを揃えています。
日本での知見とグローバルリソースを融合した「ハイブリッドモデ
ル」で、皆様のERPの”リアーキテクト”をご支援します。

石原 健氏S/4HANAソリューション本部  ソリューション・アーキテクト

■ハイブリッドモデルによる「ガラパゴスERP脱却」と
「ニッポンのERP再定義」

日本タタ・コンサルタンシー・サービシズ株式会社

SAP社が「クラウドファース
ト」という方針を掲げて早5年
目、その黎明期からこの分野
に携わってきた「クラウド」と

「SAPシステム」に精通した技
術スペシャリストが一同に集
結して2016年に設立した会
社がBeeX（ビーエックス）です。
デジタルトランスフォーメーションへの取り組みのきっかけとなる
既存SAPシステムのクラウドマイグレーション（クラウド移行）の現
実解として「リフトアンドシフト」手法が得意です。移行後の運用保
守にも対応していますので、お気軽にお声掛けください。

松本 航志氏BASISコンサルティング部  マネージャー

■リフトアンドシフトで始めるデジタルトランスフォーメーション

株式会社BeeX

RANK
UP!

RANK
UP!

RANK
UP!

RANK
UP!

プラチナ

サポーターに

ランクアップした

企業

SPECIAL FEATURE
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JSUG会員の活動を支援するプラチナサポーターからのメッセージ

豊富な経験と実績で、
JSUGの発展と

今後の成長を担う!

リアルタイムビジネスへの期
待と加速するグローバル展
開。そして、急がれるSAP
S/4HANAへの移行。日立
は、皆様の展開に応じた最適
なクラウドを提案します。「日
立のSAP HANAクラウド
サービス」は、世界各地に広がる日立グループ拠点間の連携、実績
に裏づけされたサービス提供体制を活かし、国内外へビジネス展
開する皆様を支援しています。SAP HANA導入/移行に迷ってい
る、導入効果を検証してみたい、システム全体の最適化のご相談な
ど皆様のさまざまな課題に寄り添い、全力で支援いたします。

山口 琴音氏ＩＴプロダクツ統括本部　ソリューションビジネス推進部

■フルマネージドサービスをグローバルに提供する
日立のSAP HANAクラウドサービス

株式会社日立製作所

JSOLはこれまで多くのお客
様にERPを中心としたSAP
関連ビジネスを展開しており、
私もお客様のSAP S/4HANA
導入のご支援をしています。
最近ではSAP S/4HANAの
新規導入のみならず、SAP
S/4HANAへの移行や、SAP Concur、SAP Success Factors
などのクラウドソリューション導入、SAP Leonardoの活用を進
めることで、お客様のデジタルトランスフォーメーションにますま
す貢献していきます。

清水 武氏製造ビジネス事業部

■お客様のデジタルトランスフォーメーションを全力サポート！

株式会社JSOL（NTT DATA Group）

NECは、日本国内最大級（国
内・海外含め10万人規模）の
SAPユーザーです。2015年
からは、SAP HANAを活用
したデジタルトランスフォー
メーションへの取り組みを
開始し、経営判断のスピード
と業務生産性の向上に成果を挙げております。NECは、これら自
社で培った経験やノウハウをベースに、NECが持つAI・IoTなどの
最新テクノロジーを組み合わせてお客様に最適なソリューション
をご提供することにより、お客様のグローバル経営をご支援して
参ります。

西川 奨氏主任

■経営のデジタルトランスフォーメーションを後押しします

日本電気株式会社

三井情報では、デジタル変革
を実現する新たな価値とし
て、OCR、RPA、AIを活用し
た請求書照合、入金消込を
評価、検証し、お客様のSAP
S/4HANA化を強力に推進
しています。また、SAP S/４
HANA化の規模感を把握するための「SAP S/4HANA簡易アセ
スメントサービス」により、お客様の意思決定をサポート。さらに
グループ経営を加速する2Tier ERP、短期導入を目指すお客様向
けに、SAP S/4HANA Cloudを提供しています。

吉野 知子氏ソリューションナレッジセンター ERP事業部 プロモーション担当

■ERPと連携したコーポレートDXによる
新たな価値を創造し、SAP S/4HANA化を促進します！

三井情報株式会社

経験と
実績がある

プラチナサポーター

企業
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いずれも劣らぬ精鋭ぞろいのプ

ラチナサポーター。組織発展の

大きな原動力になった、豊富な

経験と実績をベースにしたパワ

フルな活動に感謝。そして今後

先端技術への取り組みが重要に

なる業界において、ますます頼

りになるサポーターとして存在

感を高めるだろう!

PwCコンサルティングでは、Strategy through
Executionをキーメッセージとして、構想企画や既存
ERPからの移行アセスメントだけでなく、SAP
S/4HANA上のCentral Finance構築やテンプレー
トによる短期導入の提案も実施しています。皆様の成
長・成功を実現すべく、戦略策定から実行まで一気通
貫で各領域の卓越した経験と専門知識を備えたコン
サルタントが総合的に支援させていただきます。

河村 一仁氏ディレクター

■Strategy through Executionで幅広くお客様を支援します

PwCコンサルティング合同会社

SCSKは長年SAPシステム導
入に携わり、現在はSAP S/4
HANA向けテンプレート「Add-
Value」も提供しています。
私はSAP S/4HANA導入プ
ロジェクトを推進し、高速化
に貢献しました。旧SAPシス
テムの追加開発機能群は標準機能対応、統廃合、RPAによる自動
化によって、スリム化しました。今後はデジタルコアとしての特性
を生かして、お客様のビジネスバリューに直結した提案、サービス
提供を続けて参ります。このメソッド、ノウハウを、広く活用でき
る機会を楽しみにしています。

橋本 拓磨氏

■SAP S/4HANAの導入を検討中の皆様へ

SCSK株式会社

富士通は、精密機械などの加
工・組立の製造業様向けに
SAP ME/MIIを中核とした
SAP製造ソリューションを提
供しています。SAP ERPと
統 合 化 さ れ た こ の 製 造 ソ
リューションは、ものづくり現
場の効率化はもとより、トレーサビリティなどによる品質向上によ
りお客様の企業プレゼンス向上をご支援します。またRFIDや現
場ツール活用など、富士通のものづくりノウハウも合わせてご提供
させていただくことで、お客様のデジタルものづくりをご支援して
参ります。

野田 麻由子氏

■製造業のデジタルトランスフォーメーション実現に向けて

富士通株式会社

アビームコンサルティングは、
SAP SuccessFactorsを活
用し、人と組織が最大限にパ
フォーマンスを発揮する施策立
案・実行を支援しています。ま
た、従来の人事管理で収集して
いた情報の活用だけではなく、
セールス情報・コミュニケーションツールから得られるコミュニケー
ション頻度・関係性といった事業データも収集し、分析活用すること
で、人事部門だけでなく、現場のマネジメントでも実践可能なタレント
マネジメントに取り組んでいます。見える化だけで終わらない、人と
組織の活性化を実現するタレントマネジメントを提供していきます。

長村 星良氏シニアコンサルタント

■タレントマネジメントで人と組織の活性化を実現する

アビームコンサルティング株式会社

アクセンチュアは、SAP
S/4HANA お よび SAP
Leonardoの両テクノロ
ジーに関するSAP社との
緊密なコラボレーション
や深い知見をベースに、
皆様のビジネスの課題解
決、デジタルトランスフォーメーションの成功を全面的にご支援い
たします。また、さまざまな事例やセッションを通じたアイデア共
創の場として「アクセンチュア・イノベーション・ハブ東京」を2018
年1月に開設し、7月末時点でのべ約500社以上のお客様にご来
場・ご活用いただいています。

品田 啓秀氏シニア・アナリスト

■イノベーションによって世界の人々 の仕事と生活をより良くする

アクセンチュア株式会社

ビジネスソリューション事業部門
ＡＭＯ第一事業本部 ソリューション第一部 第二課
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IPSは、企業へのコンサルティングからの基幹システ
ム導入サービスを特徴としています。ERPを導入する
ために業務整理をすることは第１ステップ。長年ERP
をお使いのお客様の中には、次のステップとして業務
をERPに合わせることによる「業務改革」「自動化」「効
率化」などを目指しているお客様も多くいらっしゃる
のではないでしょうか。IPSは、そのような皆様に
ERP導入だけではなく、SACやRPAなども取り入れ
た総合的な業務改革のご支援を提供します。

足利 国洋氏

■新たなステップを目指したクラウドERP活用

株式会社アイ・ピー・エス

マイクロソフトは企業のデジ
タルトランスフォーメーション
を支援します。Microsoft
Azureは 、AIや IoT、ビッグ
データ分析など、これまで実
現が困難であったシステムを
構築するための豊富なサービ
スを提供しております。
多くのAzureサービスにはSAPコネクタがあり、SAPの業務プロ
セスやデータを連携させ活用できます。クラウドへの移行を単な
るコスト削減だけではなく、業務の改善・改革の契機としてみませ
んか？ マイクロソフトがご支援いたします。

池本 仁氏グローバルブラックベルト アジアタイムゾーン 
SAP テクノロジーソリューションズプロフェッショナル

■業務の改革・改善に向けたクラウドへの移行を支援します

日本マイクロソフト株式会社

プラチナサポーターとしてJSUGにて
活動させていただいております、住友
セメントシステム開発（略称：スミテ
ム）の湯川と申します。 当社は、親会
社である住友大阪セメント社の運用
業務を担っているSAPユーザーとして
の立場のほかに、テスト管理・自動化
ソフト「SAP Quality Center by HP」を基盤としたテストの効率化について、お
客様をご支援させていただくITベンダーとしての立場もございます。 特に後者
の立場においては、これまでの導入・開発実績を基に、SAP S/4 HANAマイグ
レーション・海外展開・EHP適用などの機会に実施すべきテストを大幅に効率
化するお手伝いができると考えておりますので、お気軽にお声掛けください。

湯川 英一氏一般職

■スミテムは、SAP S/4HANA化などの機会における
テスト効率化をご支援します

住友セメントシステム開発株式会社

SAP S/4HANAの導入は、単
なる1システムの導入・置換で
はなく「企業の存続に直結す
るデジタル変革の最重要基
盤」という視点を持つことが
不可欠だと日々感じています。
IBM の コン サ ル タントは 、
SAP製品の知識はもちろんのこと、業務に深く入り込むことで得る
洞察と、コグニティブなど先端技術活用の豊富な事例・知見を組み
合わせ、ユーザー企業がグローバルに変革するためのパートナーと
なります。 皆様とともに全社を巻き込んだ変革に携われることを
楽しみにしております。

谷口 惣祐氏マネージングコンサルタント

■デジタル変革のパートナーに！

日本アイ・ビー・エム株式会社

AWSはクラウドでミッション
クリティカルなSAPシステムを
実行するための選択肢を提供
するために10年以上ビジネス
を続けて参りました。結果、
グローバルでも数千社のお客
様にSAP ERPやSAP BI、
さらに最新のSAP S/4HANAをご利用いただくまでになりました。
最近では、AWSのIoT、ビッグデータや機械学習サービスを基幹の
SAPシステムと連携させて、デジタルフォーメーションを実現する
事例も生まれています。ぜひ、SAP on AWSをお試しください。

浜崎 彩菜氏パートナーアライアンス本部　パートナービジネス開発部

■ミッションクリティカルからデジタルトランスフォーメーションまで
AWSクラウドで実現するSAPシステムのイノベーション

アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社

豊富な経験と実績で、
JSUGの発展と

今後の成長を担う!

経験と
実績がある

プラチナサポーター
企業
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過去最大の参加者数を記録した
イベントにJSUGからもメンバーを派遣

2018年6月5日（火）～6月7日（木）の3日間
にわたって開催された、SAPPHIRE NOW。
キーノートを始め1,700本のセッションと聞く
だけで、そのスケール感が伝わってくる。
参加者も史上最多を記録し、全体では昨年
対比10％増の約2万2,000名。うち日本か
らの参加は405名で、昨年対比では36％
増。また参加者のうちユーザー企業および
パートナー企業は約340名に上り、日本国
内からのSAPに対する注目度の急速な高
まりを反映している。

世界から集まった人々 とSAPの
将来展望についての熱い意見交換も

国際派遣メンバーの1人であるJSUG常任

理事（アンリツ株式会社 経営情報システム
部 兼 経営企画室 部長）宇佐美学氏は、
SAPPHIRE NOWの何よりの魅力は、SAP
の最新の戦略および製品動向にいち早く触
れられる点だと語る。

「最新の戦略・製品動向の理解やベストプラ
クティス共有、さらに世界レベルの人と情報
のネットワーキングを体験できる場であり、
これからSAPのマネージメントがどういう
方向に向かっていくかを、期間中いろいろ
な方と語り合うことができました」
また会場では、イノベーションでの優れた成
果をたたえるSAP Innovation Awardの
表彰も行われた。日本からはJFEスチール
株式会社（構築：JFEシステムズ、アビーム
コンサルティング）、株式会社NTTドコモ

（構築：NTTデータ）の2件がそれぞれ受
賞。また三井物産株式会社からは「Cash
Applicationの実証実験結果」と題した講
演も行われた。

SAPがついにCRM領域への
本格進出を宣言したSAP C/4HANAの発表

宇佐美氏が「今回のSAPPHIRE NOW最大
のトピックス」と語るのが、経営トップから
発表された2つの新しいコンセプト～
CRM領 域 に 向 け た 新 た な ア プリケー
ション投入となる「SAP C/4HANA」と、よ
り高度に統合化・自動化されたEnd-to-
Endプロセスのための「Intelligent Enter-
prise」だ。
SAPのCEOであるビル・マクダーモット氏
が「このアプリケーションによって、SAPは
新しいCRMを作り上げる」と宣言したSAP
C/4HANAは、従来のSFAであるC4Cや
e-commerceのHybrisを、HANA上で統
合していく見通しだ。宇佐美氏は、この取り
組みを経て、最終的にはSAP S/4HANA
のEnd-to-Endプロセス全体を統合する試

今年もSAP最大の国際イベントであるSAPPHIRE NOWが、米国フロリダ州オーランドで盛大

に開催された。JSUGでは毎年この催しに「国際派遣メンバー」を送り、SAPの最前線を体感して

もらうとともに各国から集まる関係者およびユーザーと交流を図っている。今回現地に赴いた派

遣メンバーの報告をもとに、SAPの最新＆注目トピックをユーザー目線で紹介する。

最新コンセプトから数々の先進事例まで
SAPの今とこれからを体感した充実の3日間

JSUG国際派遣プログラム「SAPPHIRE NOW 2018」現地レポート

－SAPのさらなる進化は？－

■ FOCUS 2018

JSUG常任理事
アンリツ株式会社 

グローバルコーポレート本部
経営情報システム部 兼 経営企画室 部長

宇佐美 学氏

JSUG運輸部会長
株式会社NYK Business Systems 

バルク・エネルギー輸送システム部 部長

照木 麻子氏

JSUG西日本フォーラム長
ベニックソリューション株式会社
取締役 ソリューション本部 担当

倉本 淳司氏

株式会社豊通シスコム
技術本部 グローバルシステム部 

海外システムグループ

浅田 陽平氏

SPECIAL FEATURE
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みだと評価する。「ただし、実際にはまだ
コン セプトが 発 表 さ れ た 段 階 で あり、
HANA上でどのように動作するようになる
か、注視していきたい」と話す。

真のEnd-to-Endプロセスを実現する
Intelligent Enterpriseとは？

もう1つのトピックである、Intelligent
Enterpriseとは、SAP S/4HANAを含め
たビジネスアプリケーションを連携させ、
さらにAIやIoTなどの技術を利用して、これ
らのEnd-to-Endプロセスを統合・自動化、
最適化していくコンセプトだ。
まだまだ概念的な段階だが、このコンセプ
トは、SAPのビジネスアプケーションと、
SAP Leonardoを含めたIoTや機械学習、
AIといったテクノロジー、それを支える
HANA、データマネージメントを含んだク
ラウドプラットフォームが完全に統合され
た形に進化していくと思われる。

「将来的に、大きくEnd-to-Endプロセスを
支えてくれるソリューションとなるのは確実
です。すでにいくつかの機能がリリースされ
ていますが、今後はSAP S/4HANAや
SAP C/4HANAといったデジタルコアを
ベースに、「Intelligent」な企業に不可欠の
テクノロジーが、随時提供されていくことに
期待を感じています」（宇佐美氏）。

先進事例が続々。SAPテクノロジーの
新たな可能性を確信

SAPPHIRE NOWの各セッションでは、す
でにSAPソリューションを導入して大きな
成果を挙げているユーザー企業のケースス
タディや、SAPによる最先端のユースケー
スが数多く紹介された。その中から特に印
象に残ったセッションをいくつか紹介する。
① ロッキード・マーティン社が製造現場の3

層垂直統合を実現
航空機や宇宙船開発で知られる米国の
ロッキード・マーティン社は、製造現場にお
ける情報活用の垂直統合事例を発表した。
同社ではセンサーなどのIoTデータを収集
する「デバイス層」、その収集されたデータ

の蓄積・加工・分析を
行う「プラットフォーム
層」、そしてそれらの情
報を活用する「アプリ
ケーション層」の3つ
のレイヤーを垂直統合
した 仕 組 み を 構 築 。
生産性および品質向
上に大きな成果を挙
げているという。
セッションを聴講した
JSUG西日本フォーラ
ム長（ベニックソリュー
ション株式会社 取締役 ソリューション本部
担当）倉本淳司氏は、「つい最近まで『概念』
でしかなかった垂直統合が、これほど高い
レベルで、しかもユーザー企業主導で実現
したことは、同じ製造業として大きな驚きで
あり、わが国での実績作りにもうひと頑張り
しなくてはと発奮させられました」と語る。
② SAP Transportation Managementに

よる「物流」を超えた物流モジュール
SAP Transportation Managementは物
流領域の輸送管理モジュールであり、現在
はSAP S/4HANAのコア機能に含まれて
いる。当初は物流業者向けに提供されて
きたが、現在は物流業者を使う一般企業の
お客様向けの機能も大量に追加され、しか
もSAP S/4HANA、SAP Leonardoベー
スで大幅な機能進化を遂げている。もはや
物流向けモジュールというよりは、出荷側
から納品側のお客様まで、すべての流通
ネットワークをサポートする共通プラット
フォーム的存在に成長しているという。
JSUG運輸部会長（株式会社NYK Busi-
ness Systems バルク・エネルギー輸送シ
ステム部 部長）照木麻子氏は、「このツール
を使えば一般企業のお客様でも、私たち物
流専門業者以上のEnd-to-Endロジス
ティックス管理が実現できるという事実に
大きな刺激を受けました」と語る。
③ アジャイル型導入アプローチ（スクラム）

を使ったSAP S/4HANA導入事例
株式会社豊通シスコム 技術本部 グローバ
ルシステム部 海外システムグループ 浅田陽
平氏が、今回最も興味を惹かれたキーワー

ドは「アジリティ（敏捷性、機敏さ）」。そうし
た視点で選んだのが、トヨタ・カナダによる
アジャイル型導入アプローチ（スクラム）を
使ったSAP S/4HANAの導入事例だ。
このプロジェクトにさまざまな国や地域の
200人を超えるスタッフが関わっており、
ユーザーとの要件討議などを行うワーク
ショップは300本。開発したビジネスプロ
セスの数は255本。一般に小規模の開発プ
ロジェクトに向いているといわれるアジャ
イル型開発において、異例ともいえる大型
開発が成功した理由を、浅田氏はトヨタ独
自の生産方式などの基盤や手法、指針が確
立されていたことに加え、メンバーのモチ
ベーションをコミュニケーションによって上
げていく仕組みがあったと指摘する。

「新しい技術や手法を取り入れるにはやはり
会社としての仕組みづくりが必要であり、特
にコミュニケーションなどはAIだけではで
きない、人間のバリューを発揮すべきポイン
トだというのを改めて勉強させられました」

ぜひ来年のSAPPHIRE NOWには
JSUGと共に参加を！

セッションの最後に再び登壇した宇佐美氏
は、「来年度もJSUGとしては国際派遣を予
定しています。やはり現地に赴き肌で感じ
ないと、SAPPHIRE NOWの熱量や衝撃は
伝わらないでしょう。来年もまた皆さんと
参加できたらと願っています」と語り、会場
にもぜひ参加を検討して欲しいと力強く呼
びかけた。

最新コンセプトから数々の先進事例までSAPの今とこれからを体感した充実の3日間
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2018 国際派遣報告❶

■ 国際派遣プログラム

イノベーションの聖地 シリコンバレーで
SAP社のイノベーション文化に触れる

SAP社Palo Altoオフィスを訪問させていただいた
目的は大きく2つです。1つは2010年ごろまで

「ERP一本足」だったSAPが、なぜ非ERPの売上が
約6割を占めるところまで急速に変革を遂げること
ができたのかを探ること。4,000名いるPalo Alto
オフィス唯一の日本人社員、坪田氏に説明いただ
いた中で最も印象に残ったのは、SAP社が変革を
遂げた3つのPというキーワードでした。
People・・・「異邦人」と交わる制度設計。すでにあ
る知識やノウハウでも、組み合わせることでイノ
ベーションを起こせる。バックグラウンドの異な
る社員を交流させる制度作りが重要。
Place・・・本社から離れた「出島」（=シリコンバ
レー）に組織を作り、既存事業の「普通の感覚」から
解き放つ。
Process・・・イノベーションを起こすためのガイドラ
イン（共通言語・フレームワーク）を会社に取り入れ
る。デザインシンキングはその大きな要素の1つ。
実は今回の派遣に先立って弊社内インタビューやメン
バー間のディスカッションを行っていたところ、例えば
社内手続に時間を要したり、既存事業の業績を重視
する部門長の賛同を得ることが難しかったりと、皆同
じようなことで苦労していることが分かりました。3つ
のPというキーワードは日本型企業におけるイノベー
ションの大きなヒントになると感じました。
もう１つの訪問目的は、デザインシンキングを体感する

こと。私はこれまでデザインシンキングを知りません
でしたが、非常に良い機会なのでメンバーの了解を得
た上で弊社のあるイノベーション事例を題材としまし
た。まずはPalo AltoオフィスのBrian Itow氏
(Senior Director、Value Prototyping) にデザ
インシンキングのエッセンスや心構えを教えていた
だき、そのあと実演習。徹底的にユーザーの気持ち
になるため、仮想のユーザーのプロフィール（氏名、
年齢、性別に加えて趣味、仕事内容など）を定義す
るところから始めました。その後、サービスを提供
することでユーザーが得られる価値をValue
Proposition Canvasに付箋で貼っていく作業。滞
在時間の都合で短縮版でしたが、素晴らしいファシ
リテーションのおかげで非常に活発な意見が飛び
交ったことは、皆さんの笑顔を見ればお察しいただ
けるのではないでしょうか？
デザインシンキングではユーザーを理解すること、
アイデアを膨らませること、すばやく行動に移して
テストすること、そして失敗を恐れずこのプロセスを
繰り返すことが重要だとよく分かりました。言葉の
響きは、イノベーション部門の専売特許のように感
じられますが決してそんなことはなく、ビジネス
パーソンとして持つべき問題解決のためのマインド
セットであり、派遣プログラムに参加した全員が、ぜ
ひ社内にこの考え方を浸透させていきたいという
熱い思いを共有しました。

谷口 聡氏日本航空株式会社 経理部 アシスタントマネジャー

Palo Alto
SAP 
Palo Alto
Labs
California, U.S.A.

Value Proposition Canvasに張り付けられた付箋の数々。（写真左）
Brian Itow氏（左端）のファシリテーションによりディスカッションが活発に。（写真右）

HPEの展示室にて、ツアー参加メンバー
（写真左から右に）
日本航空株式会社  谷口 聡氏（運輸部会）
HPEで案内いただいた
Jose Bermudez氏
近鉄グループホールディングス株式会社 
清田 大貴氏 （Next Leaders’ Exchange）
CTCシステムマネジメント株式会社　
太田 朱美氏（Next Leaders’ Exchange）
ジャパンSAPユーザーグループ　
神戸 信光氏
パナソニックインフォメーション
システムズ株式会社  林 大樹氏

（Next Leaders’ Exchange）
トラスコ中山株式会社  土屋 剛氏

（西日本フォーラム）
※（ ）内は派遣元部会

Palo Alto
参加メンバー
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2018 国際派遣報告①

世界的なネットワークを背景に新しいサービスを次 と々リリースしてい
るGoogle社ですが、会社の成長を支える人材についての考え方がユ
ニークで、採用面接では最高レベルの人材のみを確保できるよう厳し
い審査が行われます。一方、応募者も企業理念などをそらんじられ
るほど頭に叩き込むなど、行動力と情熱を持って臨んでいるそうで
す。また仕事の環境も、各自が能力を最大限に発揮できるよう、快適
なカフェテリアなど、コミュニケーションを豊かにする工夫がされてい
ます。こうした「Google’s Culture」が社員に浸透されており、企業の
理念が共有され、社員の役割が明確であることが同社の基盤となって
いることが分かりました。また、マネージャーの要件として“ Is a
strong decision making?”、“Collaborates across Google?”、

“Is a good coach?”、“Has a clear vision/strategy for the
team” などが挙げられ、マネージャーとして社員とのコミュニケー
ションを模索している私たちにとっては刺激的な内容でした。ビジネ
ス面においては、SAP S/4HANAとGoogle Cloud Platformとの
連携による企業向けビジネスモデルの変革を実感しました。

太田 朱美氏CTCシステムマネジメント株式会社 SAP・アプリケーション開発部 課長

土屋 剛氏トラスコ中山株式会社  eビジネス営業部  MROサプライ部長

イノベーション企業は、
人材活用の考え方からユニーク

いつでも食事がとれる快適なカフェテリア。（写真左）
Sam Greenfield氏（右端）によるGoogleのカルチャーやミッションの説明に感銘。（写真右）

国際派遣はプラチナサポーターであるHewlett Packard Enter-
prise (HPE) 本社訪問から始まりました。HPEは30年以上にわた
りSAPと協業し、SAP S/4HANAに最適なソフトウェアやハード
ウェアを開発されています。今回はExecutive Briefing Centerに
招待いただき、戦略コンセプト「インテリジェントエッジ」と「ハイブ
リッドクラウド」の2つの技術領域への集中の説明を受けました。展
示室では開発中のIoT製品の数 と々、160テラバイトメモリーを搭載
した、メモリー中心型コンピューター“The Machine”の試作機を見
学させていただき、こうした高い技術レベルの元でITが進化してい
ると改めて実感しました。
Palo Altoにはシリコンバレー発祥の地と呼ばれるガレージが保存
され、HPE創業者であるBill Hewlett、David Packardが初の試作
品を作ったといわれています。今回は残念ながら訪れることはでき
ませんでしたが、HPEスタッフの方 と々の議論や社内を見学させて
いただく中で、「明確な将来像をもって技術主導型イノベーションを
加速」されている雰囲気を十分に感じることができました。

林 大樹氏パナソニックインフォメーションシステムズ株式会社  ERP基盤部  主務

清田 大貴氏近鉄グループホールディングス株式会社  経理部

イノベーションの最先端は、
最高の技術とともに

Hewlett Packard Enterprise本社。（写真左）
最先端製品の展示室。次世代コンピューター“The Machine”の試作機。（写真右）

Hewlett Packard Enterprisesupporter

Google Cloudsupporter

今年度の国際派遣では、SAPPHIRE NOWやSAP TechEdなど、SAPが主催するグローバルイベント

への参加に加え、SAPやサポーター企業の戦略拠点を、新たに派遣先として追加しました。イノベーション

を起こすためのヒントを探る米国・西海岸と、今後、開発パートナーとしての期待が高まるインド・バンガ

ロールに、部会から立候補したメンバーと共に訪問し、素晴らしい発見と感動を得ることができました。
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Bangalore

SAPからWiproへの移動中のバス内で。（写真左）
ハイテク企業が入居し、近代的なビルが立ち並ぶコンプレッ
クスの一角にあるSAP Indiaビル。（写真上）

■ 国際派遣プログラム

JSUGとして初めてインド/バンガロールへの国際派
遣を実施しました。今回の派遣の背景には「2025
年問題」があり、SAP S/4HANAへのmigrationを
実施するユーザー企業が増えることが予想され、IT
リソースの逼迫も見込まれる中、潤沢なITリソース
を持ち、SAPに関する知見と豊富な経験を持つ
インド企業の活用も考える必要があるのではない
かという仮説の下、SAPジャパンとJSUGのインド
系サポーター企業の協力を得て、バンガロールへ
の国際派遣を企画・実行したものです。
バンガロールはインドのシリコンバレーとも呼ば
れ、高い教育水準を誇る大学と研究所の所在地と
しても知られています。SAP Indiaのラボは7,200
人を擁し、本社以外では最大の拠点となっていま
す。また、SAP IndiaはBest Workplace 2018で
1位に選ばれるなど、働きやすい環境づくりの工夫
がなされており、本社との密な結びつきにより、本
社からの技術情報についての量もスピードも見る
べきものがあります。具体的な事例についても
hands-on-expertiseの蓄積があり、学ぶべき点が
多々あると感じました。
インド企業を活用するメリットは、コストや品質面も
さることながら、大量の人材を採用し、短期間で教
育する仕組みが整っており、そのスピード感と人数
規模がもたらす柔軟性は大きな魅力といえます。
インドの大手IT企業は、欧米のオフショア市場が主
たるマーケットで、売上比率では米国が約5割、欧

州が約3割、その
他が2割という中
で、各社共に日本
市場には高い関
心を持っており、
日 本 に お け る
SAP S/4HANA
のmigration需
要は双方にとって
大きな機会とな
る可能性があり
ます。
インドのIT企業は、日本市場よりも欧米との地理
的・心理的・実務的な距離が近いと感じられます
が、その理由の1つは英語であり、大量の（かつ一
定水準に均質化された）IT人材を確保できること
が欧米のIT企業にとっても開発拠点として重要性・
有効性が高い、ということが挙げられます。
インドのIT企業の多くは日本市場にも参入し、日本企
業の特色や企業文化、日本企業との仕事の仕方に
も精通していますが、言語、文化、スキルやナレッジ、
日本的な商慣習など、まだまだ多くのチャレンジが
存在しており、日本企業を含めて双方が努力して乗り
越えていくべき所があるように思われます。
SAP関連ビジネスにとどまらず、デジタルトランス
フォーメーションの分野でも欧米企業の先進性を
取り込んでおり、日本企業として学ぶべき点が多々
あります。今回強く印象に残ったことは、インド企業
が欧米と一体化している、ということであり、我々日
本のユーザー企業もインドのIT企業とがっぷり四
つに協働する積極さがないと世界の動きから取り
残されるのではないか、という危機感を持ち帰って
きました。

急成長するSAP Indiaの実力と
ポテンシャルを肌で感じた

SAP 
India
Karnataka,
Republic of India

Wiproのキャンパスにて、ツアー参加メン
バー（写真左から右に）
丸紅ITソリューションズ株式会社　
砂田 未生氏
双日株式会社  田辺 岳大氏（商社部会）
AIGビジネス・パートナーズ株式会社　
山本 晋吾氏（Next Leaders’ Exchange）
アフラック生命保険株式会社　
日下部 淳氏
株式会社NYK Business Systems
小川 善幸氏（運輸部会）
アフラック生命保険株式会社　
佐々木 拓氏（Next Leaders’ Exchange）
丸紅株式会社  遠藤 容子氏（商社部会）
三井物産株式会社  
植田 勲氏（JSUG常任理事）
※（ ）内は派遣元部会

Bangalore
参加メンバー

2018 国際派遣報告❷

植田 勲氏

JSUG常任理事
三井物産株式会社 理事IT推進部長

すべての日程を終えてリラックス（空港に向か
う途中に立ち寄ったショッピングモールにて）

SPECIAL FEATURE
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Infosysは1981年に創業し、バンガロールのハイテク団地である
「エレクトリック・シティ」の中心的存在です。若々しい社員が行き
交う広大な本社キャンパスはさながら大学のようです。社員数は
約20万人で、SAPのエキスパートは15,500人を擁しています。会
社全体の売上は約$10B（100億ドル）で、内SAP関連が$1.7B

（17億ドル）を占め、SAP関連ビジネスの存在感が分かります。
マイソールにあるキャンパスは企業としては世界最大規模のトレー
ニングセンターで、同時に13,500人を収容できる規模を誇り、技
術の進化が速いことから、社員の教育を重視し、大人数を短期間
で育成することが差別化要素になっていることがうかがえます。
Infosys Japanは社員350名で、顧客の56％が日本企業で、ERP
関連売上が1/3を占め、日本語教育を受けたインド人と日本人がペ
アを組むことで両者の能力をいかしています。

広大で緑豊かな
バンガロールキャンパス

キャンパス内一番の写真スポットで、SAP事業部門トップのPravinKulkarniさん、
日本法人の大西社長、安藤さんらと共に。（写真左）キャンパス入口のビル。（写真右）

Wiproは、売上高$8.1B（81億ドル）、社員数16
万人以上と、1982年のIT事業参入以来急成長
を遂げてきたインド企業です。現在400社以上
の顧客を1万1,000人超のSAP認定コンサル
タントが 支 援しており、迅 速 で 確 実 なSAP
S/4HANA移行を実現するためのプロセスと
ツールをパッケージ化した、Safe Passageに
基づくデリバリフレームワークを構築していま

す。日本進出は1996年からで、現在日本で
500人、グローバル（インドを含む）で約2,000
人が現法での事業をサポートしており、SHIM-
POプログラム※を通じて日印言語ギャップを埋
めるなど、日本向けに最適化されたサービスを
提供すべく、注力されているとのことです。

SAP S/4HANAデリバリフレームワークに注力

TCSはタタ財閥のITサービス企業として1968年に創業し、ムンバ
イに本社を置いています。社員数は41万人を超え、売上$19B

（190億ドル）です。
日本法人の社員は約2,700人で、プネーにHikari Academyを置
き、2,000人規模で日本語教育を実施する一方で、日本法人から日
本人をインド側拠点に配置するなど、双方の文化や仕事の仕方を
理解できる人材を育成しています。
日本企業との取引も多く、インド系企業として日本企業とどう付き
合うのが良いか、という勘所について、アプローチ、ビジネス、コ
ミュニケーション、デリバリーという各々の視点で的確に理解され
ていることが印象的でした。

インド最大手のITサービス企業

TCSが中核となっているITPL (International Tech Park Ltd) の事務所棟。
（写真左） TCSの方 と々の会食のカフェにて。（写真右）

※インド本社社員向け日本語およびビジネス慣習のトレー
ニングプログラム。

Consulting PartnerのShivanandさん
からSAP S/4HANAのTransformation
Serviceについてレクチャーを受ける。

Infosyssupporter

Wiprosupporter

Tata Consultancy Servicessupporter







Vol.1024

VNSG (Vereniging Nederlandstalige
SAP Gebruikers)は1988年に設立され、
現在750のメンバー組織で総勢9,000人
が登録しています。そして知識共有、ネット
ワーキングなどを提供することで、SAP
ユーザー企業のSAPへの投資に対する付
加価値を高めることを使命としています。
VNSGでは、年間を通して各種分野の30
のSIG (Special Interest Group)が100
前後の会合を主催するという、広範にわた
るプログラムを用意しています。加えて、幅

広いテーマの終日イベント、半日イベント、
ワークショップでさまざまなトピックを取
り上げています。もちろん、SAPオランダと
ともに主催する、一大イベントConnect to
Innovateも開催しています。2018年は
SAPの通常のトピックに加え、VNSGの
コンテンツとして、デジタルトランスフォー
メーション、セキュリティ、IoT、人工知能と
機械学習、ブロックチェーン、イノベーション
プロセスを重点トピックとしています。
私たちはJSUGが果たす役割をありがた
く思っています。その地道な活動で得た日
本のユーザーの声をSAP製品に反映させ
ることは重要です。大切なことは、VNSG
とJSUGが同じ目的に向かって切磋琢磨
することで、結果的にSAP社の戦略をよ
り良い方向に持って行くことができるので
はないでしょうか。

Jan-Willem van der Meere
VNSG会長

VNSGとJSUGは同じ目的に向かって切磋琢磨し、
SAPユーザー企業の投資に対する付加価値向上を目指す

今や世界42の国・地域で設立されているSAPユーザーグループは、年2回開催

されるSUGEN（SAP User Group Executive Network）を初め、お互い

にさまざまな情報交換を行いながら、それぞれの国で部会や各種イベントを開催

するほか、SAP社とユーザー企業をつなぐパイプ役として、日々活動を行ってい

る。今回は、VNSG（オランダSAPユーザーグループ）、UKISUG（英国＆アイ

ルランドSAPユーザーグループ）、SAUG（SAPオーストラリアユーザーグルー

プ）から、JSUGに届いたメッセージを紹介する。

JSUGと共に成長を目指す頼もしい仲間

世界のSAPユーザーグループから
届いたメッセージ

■ グローバルメッセージ

VNSG のボードメンバー

オランダSAPユーザーグループ Vereniging Nederlandstalige SAP Gebruikers

SPECIAL FEATURE



Vol.10 25

JSUGと共に成長を目指す頼もしい仲間   世界のSAPユーザーグループから届いたメッセージ

SAUG  (SAP Australian User Group)
は、500社を超える企業の4,500人以上
のメンバーを擁し、オーストラリアでSAP
が公認する唯一のユーザーグループです。
私たちのビジョンは、SAPコミュニティ内
の企業がSAPの有効活用に必要な知識と
スキルを獲得することで、経営目標達成
を支援する戦略的パートナーとなること
です。1998年以来、SAUGは知見を共有
し、SAPを活用してメンバーの経営目標
達成に貢献してきました。現在SAUGの
メンバーは、オーストラリアにおけるSAP
の従来顧客の半分以上を占めています。

SAUGに加入すると、企業の人事、購買、
財務、ITその他の部門のスタッフが、メン
バー特典をすべて享受できるようになり
ます。またSAUGは他地域のユーザーグ
ループとの関係を非常に重要視していま
す。特に、間接ライセンスなどのグローバ
ルな課題における戦略的パートナーであ
り、協力者であると考えています。
オーストラリアと日本は時差が少なくビ
ジネスがしやすいことから、オーストラ
リアに進出する日本企業も多く、現地に
合わせた基幹システムの構築が不可欠で
す。もっとSAPのグローバル展開をサ
ポートできるよう、SAUGとJSUGが緊
密に連携できる体制を構築したいと思っ
ています。

UKISUG  (UK and Ireland SAP User
Group)は1988年に設立され、650社を超
える法人メンバーと6,000人以上の登録者
を擁し、チーフエグゼクティブが率いる総勢
10名で運営を行っています。活動のベース
となる事務局を英国北東部に置き、SAP
ユーザー間の交流、知識の交換、ベストプラ
クティスの共有を推進し、オンラインウェビ
ナーから実践ワークショップおよびSIG
(Special Interest Group) などの直接参加
イベントまで、年間200以上のイベントを主
催しています。2018年は、100以上のウェビ
ナー、50のSIG、シンポジウム3回、年次
カンファレンス1回のメンバー向けイベントを
予定しています。これらを土台に、メンバー
はCustomer Connectionなどの主要プロ

グラムを通じて得たユーザーの声をSAP製
品に反映させることができます。また、
UKISUGはメンテナンスやサポートといった
ユーザーにとって重要な課題にも、地域のみ
ならずグローバルなレベルでもSAPととも
に取り組んでいます。SAPが企業買収を続
け、IoT、機械学習、AI、さらにはモバイル端
末を活用した新たなワークスタイルが登場
する中、困難な課題
に直面することにな
りますが、JSUGを初
めとする世界のユー
ザー会とともに、メン
バー企業にさらなる
価値を提供できると
考えています。 左：UKISUG Connectの様子　右：チーフエグゼクティブのCraig Dale

SAUGのボードメンバー

Matt Perry
SAUG会長

日本企業のグローバル展開をサポートできるよう、
SAUGとJSUGが緊密に連携できる体制を構築したい

SAPオーストラリアユーザーグループ SAP Australian User Group

Paul Cooper
UKISUG会長

UKISUGは、年間200以上のイベントを主催。
プログラムを通してSAP社の戦略に影響を与える体制を構築

英国＆アイルランドSAPユーザーグループ UK and Ireland SAP User Group
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LEX第1期はCIOのラウンドテーブル
第3期目から若手リーダーにシフト

鈴鹿氏：LEXが10年間続いてきたのも、皆
さんのご苦労があったからこそだと思いま
す。LEXという活動を始めた経緯につい

て、当時のJSUG会長だった安永さんから
お聞かせいただけますか。
安永氏：2008年に私がJSUGの会長に就
任してすぐのころ、SAPの共同CEOのジム・
ハガマン・スナーベ氏と昼食を一緒にする
機会がありました。その時に「あなたは
JSUGの会長になって何を成し遂げたら成

功したと言えるのか」と、質問されました。
その時は不意の事態に半ば口からでまか
せに近い状態で「ITの価値を日本の経営者
に理解してもらえたら成功といえるのでは
ないか」と答えたことを覚えています。当時
はエンタープライズSOAが議論されてい
たころで、経営層に投資の価値を訴えるこ

「企業価値向上とIT活用」をテーマに有志で議論する勉強会「JSUG Leaders Exchange」

（以下、LEX）が始まって今年で10期目。今や次世代を担う若手の変革リーダーを育成する

勉強会として定着し、LEX卒業生たちの活躍も目立つようになってきた。近年は、複数のチー

ムに分かれて特定のテーマに沿ったイノベーションに取り組み、成果を毎年冬に開催される

JSUG Conferenceで発表している。第10期を迎えた2018年度からは、次世代のリー

ダー向けの「Next Leaders Exchange」と、経営層向けの「Top Leaders Exchange」に

分け、これまで以上に活発な議論を進めている。そこで今回は、LEXを立ち上げた初期の

キーマンにお集まりいただき、創設初期の理念と活動を振り返っていただいた。

■ LEX10周年座談会

「企業価値向上とIT活用」から
「イノベーションを実現するIT」へ

変革リーダーを創出する「JSUG Leaders Exchange」の10年

株式会社 中田康雄事務所 代表取締役　

中田 康雄氏

横浜川崎国際港湾株式会社 上級理事　

安永 豊氏

前JSUG事務局長

三井 一夫氏

JSUG 会長  

鈴鹿 靖史氏（ファシリテーター）

●出席者（写真左から）
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とが頭の中にあったからだと思います。そ
の後、7月にSAP Enterprise Supportの
実質的な値上げで多くのユーザー企業か
ら批判を浴びました。そこで、11月のJSUG
Conferenceで10数社のCIOクラスの方に
集まっていただき、エンタープライズSOA
の観点から経営層に訴えてみようというこ
とになりました。そのラウンドテーブルが
LEXのパイロット版にあたり、これを機に
ITを経営的な視点で議論してみようという
ことで、翌2009年に正式にLEXが立ち上
がりました。
鈴鹿氏：三井さんは第1期のメンバーとして
参加されたのですね。
三井氏：私自身は当時、三井金属のグルー
プ会社（ユアソフト）に在籍中で、SAPのグ
ローバル展開を手掛けていました。そこで
気が付いたのは、グローバル展開を実現す
ることでIT部門が変わるということです。
そんな経験もあり、LEXはIT部門のあり方
を変えていく原動力になるだろうという期
待を抱いて参加しました。
鈴鹿氏：中田さんはどのような経緯でLEX
に関わられたのでしょうか。
中田氏：第1期の活動で講師を依頼された
のがきっかけです。当時、カルビーのCEO
をリタイヤしたばかりでしたが、JSUG事務
局から「ここは何とか」と拝み倒されて引き
受けることになりました。3期目くらいにな
ると、LEX参加者がCIOクラスからIT部門
の若手にシフトしはじめ、そこからはアドバ
イザーとして本格的なお手伝いが始まりま
した。
鈴鹿氏：若手にシフトした理由はご存じで
すか。
中田氏：完成された人より、未来がある若
手を育てようとなったのではないでしょう
か。CIOを目指す人を作った方が日本のた
めになるのではないかと。
安永氏：実は、そこまで高邁な話ではありま
せん（笑）。実際はLEXの勉強会に出席す
るCIOが徐々に減り、課長クラスの部下の
方が代理で出席するようになったからです。
ただ、若手にシフトして良かったのは1期
生、2期生のCIOクラスの方に講師をお願

いして、皆さんの経験を語っていただけた
ことです。
鈴鹿氏：私がLEXの講師として呼ばれたの
は第5期でした。中田さんと同じように第
6期から引きずり込まれて今に至っていま
す（笑）。
安永氏：講師の方は親身になってすごくい
い話をしてくれました。その噂が次第に拡
散し、「LEXは役に立つ集まりだ」というこ
とで定着していったのではないでしょうか。
鈴鹿氏：10年間も続けていると相当多数の
方がメンバーとして経験しているわけで、皆
さんで集まる会も企画してみたいですね。
大先輩の経験を聞くことはすごく大事だと
思いますので、その時はまたよろしくお願
いいたします。

経営が分かるIT人材を育て
CEO候補をLEXで輩出したい

鈴鹿氏：JSUG全体の課題でもありますが、
LEXも参加者はIT部門からがほとんどで
す。しかし、今やITは経営そのものですか
ら、IT部門だけでなくビジネス部門はもち
ろんのこと、役員クラスの方にも入っても
らって一緒に議論したいと思っていますが、
なかなか実現できません。これまでLEX
を見てきた立場として中田さんはどのよう
に考えていますか。
中田氏：やはりSAPユーザーの経営層に本
当の有効な使い方をきちんとレクチャーす
るべきだと思います。まだ十分にアプロー
チできているとは言えないというのが私の

実感です。今年から始まったCIO向けの
「Top Leaders Exchange」はどういう状
況ですか。
鈴鹿氏：参加者は経営を自分のものとして
捉えているので、皆さんの意識は高いです。
これからはそういう人たちの集まりをもっ
と広げていきたいと思います。
三井氏：むしろ、IT部門の人がCEOになる
くらいの環境を作っていかないと日本は変
わりません。そのためにもITがどのように
経営に貢献できるかを当事者として意識で
きるように、LEX参加者は経営的な発想の
仕方から具体的な実現方法までを考えてい
くべきです。IT部門はシステム屋じゃダメ
なんです。ITのトップリーダーが集まるTop
Leaders Exchangeでも、彼らがCEOに
なって経営を引っ張っていけるパワーを植え
付けていって欲しいと思います。
鈴鹿氏：おっしゃるとおりですが、日本企業
の難しさはCIOをしている人たちは入社以
来システムに携わってきた人が多いことで
す。その意味では今の若手に頑張ってもら
うしかないと思うのですが、これからはシ
ステムとビジネスの両方に精通している人
がCIOになるのが大切です。
安永氏：そのとおりです。社内でマネージ
メント層と業務部門が話をしないとダメだ
なと思います。そのためにはIT部門からマ
ネージメント層にアプローチするしかあり
ません。今から7年ほど前、LEXの集まり
の中で後に東北エプソンで社長を務めた
セイコーエプソンの酒井さんが、「3つのク
エスチョン」を挙げてくれました。1つ目が、

「企業価値向上とIT活用」から「イノベーションを実現するIT」へ 



業務革新を起こすのは誰か。その答えは
「お前だ」ということです。2つ目が、経営者
の視点で動いているか。そして、3つ目が
21世紀をどうやって乗り切るかを考えてい
るか。経営視点と未来視点を持ちなさい
ということです。その話はIT部門に対して
非常に励みになりました。こうした考え方
をみんなが持つ世界になっていくと、少しず
つ変わっていきます。怖いのは変にAIや
ビッグデータなどのバズワードにマネージ
メント層が踊らされ「うちの会社はAIをやっ
ているか」「はい、やっています」というやり
取りで満足して先に進まなくなることです。
やはり表層的な話でなく、本質に踏み込ま
ないと難しいですね。
鈴鹿氏：LEXとしては社内で議論を起こす
人を育てていきたいと思っています。IT部
門が経営に問いかけていくしかないという
意味で、やはり昔のIT部門と今のIT部門で
役割が違うことを認識しなければなりませ
ん。スクラッチの時代はユーザー部門のリ
クエストに応えて作り、直していくだけで十
分でしたが、今のIT部門は先頭を切って最
新のテクノロジーで経営を変えていくことを
やらないといけません。役目が変わってき
ていると思います。JSUGも昨年のテーマ
に「今こそ問われるIT部門の存在価値」とい
うタイトルを付けたくらい危機感を持って
いるわけですが、なかなか浸透していかな
いジレンマを感じています。
中田氏：ITの戦略的な活用を働きかけるこ
とは、入社以来IT部門にいる人でも可能で
はないかと思います。そういう意味での問
題提起はずっと続けていく必要があります。
三井氏：CIOになる人は戦略のベースを自
分で持ち、1つの方針を立てて部下にうまく

動機付けをするのが理想的ですが、現実は
そうではありません。むしろテクニカルな
ベースを理解している現場のIT部門の力が
大きい。それを理解した上でマネジメント
クラスから実務クラスがビジネスにどう影
響するかを考えて場作りをやらないといけ
ない。そういうところにこそLEXがマッチす
ると思います。上層部に働きかけてどう反
応するかが勝負です。各会社がこうしたア
クションを起こさないと、経営サイドはとも
すれば外部のコンサルタントにすべてした
がってしまいます。そんなことをしていたら、
コンサルタントに会社を乗っ取られるだけ
で、中にいる人たちは全員が不抜けた状態
になります。経営層は自社の社員に対して
時間をかけてでもそういった発想に持って
いくように努力をするべきですし、JSUGは
その後押しをして欲しいと思います。
中田氏：CIOが置かれている状況も深刻で、
現在は今まで作ってきた膨大なIT資産の
メンテナンスにエネルギーを奪われ、新し
いことをやりたいけどもその余力がありま
せん。それに対する解決策を持っていない
と説得力はありませんね。
鈴鹿氏：確かにSAPもシステムをクラウド
に持っていけば維持管理の労力は減る、
残った余力をイノベーションや攻めのITに
持っていけばいい、と言っています。しか
し、入社以来システムの維持管理していた
IT部門の人がいざイノベーションを考えろ

と言われても無理な話で、絵に描いたよう
にはうまくいかない。どうやって新しいこ
とを考えさせるか、ITをこう使えば経営に
生かせるか、を考えられる人を育てること
が企業にとって大きな課題ですね。
中田氏：そのためには業務を徹底的に標準
化しなければなりません。そこをおろそか
にしてきたツケが今、回ってきています。一
周遅れになるかもしれませんが、ここはも
う一度見つめ直していく必要があります。
鈴鹿氏：日本企業が目指すべき方向は見え
るものの、実際にやっていくのは難しいと
いうことですね。そこでそういうことをでき
る人材を育てないといけないということ
で、私はLEXを草の根運動としてやってい
るつもりです。

卒業生も含め会社を超えた
LEXのネットワークが拡大中

鈴鹿氏：当初のCIOのラウンドテーブルか
ら若手の育成に変わってきたLEXの活動の

■ LEX10周年座談会
SPECIAL FEATURE

2008年6月10日 SAP Jim Snabe氏（左端）と安永氏（右端）の運命的なランチの模様
（SAPドイツ本社内のレストランにて）

三井氏 中田氏
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中で、アドバイザーとしてずっと見てきた中
田さんが感じられたことはありますか。
中田氏：若手に対する問題設定がユニーク
でした。ITで経営を変える、ITで企業価値
を上げる、イノベーションをITで起こすと
いったテーマを与えられ、それをしっかり受
け止めて対応する皆さんの力は素晴らしい
と思います。もう1つは集まった人たちが自
主的にチームを作り、それがダイバーシ
ティ、多様性につながっていることですね。
勤務状況も勤務地も異なる参加者が、時間
も乗り越えてコラボレーションができる。
彼ら彼女らがLEXを経験したことは、これ
からの仕事に生かされていくはずです。
三井氏：LEXの発展で、受講した参加者が
翌年に今度は運営委員としてサポートに回
る仕組みも素晴らしいつながりを生み出し
ています。中には3年間続けた人もいて、自
立運営の構造ができているのがいいと思
います。SAPジャパンから入社2年目の若
手社員が入り、最初は議事録の作成だけ
だったのが、途中から積極的に関与するこ
とになる。これは参加している人の意識も
また刺激を受けているということで、運営
がうまく回っている証拠です。
中田氏：最近は「ITでイノベーションを起こ
そう」というテーマでチームが一丸となって
議論し、最終的にアウトプットまで作ってい
ます。そのチームワークは卒業しても続い
ていくのがいいですね。それぞれ自分の置
かれた立場での悩みを自分で抱えず、ネッ
トワークの中で解消しています。
鈴鹿氏：会合の後は毎回、部屋でビールと
乾き物で1時間くらい懇親会のようなもの
をやっています。12月のカンファレンスの
発表会の後に同窓会のようなものを開催し

たり、卒業生を集めてたこ焼きパーティー
を開いたりと、ネットワークは拡がっている
ようです。
安永氏：それは大事ですね。私もJSUGの
良さは「つながり」にあると思います。自分
だけで考えて悩んでも息が詰まるだけです
から、上下の関係なく、同じ年代の方と直接
話せるメリットは大きい。
鈴鹿氏：実は今年から、「ウーマンズTalk☕」
という女性会員だけのコミュニティーを作
りました（本誌38～41ページ参照）。そこ
では女性ならではの課題、普段会社で言え
ないような子育ての問題などが挙がってい
て、そこだと平気で話ができるようです。
JSUGのいろいろな人からそういう場を
作ってくれてありがとうと感謝されました。
それは1つの例ですが、LEXも若手がお互
いに情報交換して元気になり、会社に帰っ
てからまた頑張ろうと思える。そういう場
を作ることもJSUGのミッションで有効に
働いていると思います。
安永氏：ネットワーク作りはLEXを立ち上
げた当初の目的でもあるので、それが実現
してうれしいですね。

ユーザー、パートナー、SAPの
3者で日本のIT部門を変えていく

鈴鹿氏：そろそろ今後を考えてみたいと思
います。皆さんの立場としてこれからの
LEXに期待することやアドバイスがあれば
お聞かせください。
安永氏：将来を背負って立つ方たちがお互
いに悩みを共有しながらそれでも日本のIT
を変えていくようなネットワークができると
いいですね。会社によって状況は異なりま
すし、抱えている問題も違うと思いますが、
先ほどの「3つのクエスチョン」を頭に置き
ながら、これからの日本のITを変える原動
力となる人材が輩出できたらうれしく思い
ます。日本郵船出身の私からすると、LEX
はいつでも帰って来られる港のようなイ
メージです。あとは、SAPジャパンのサ
ポートが入り、一緒に考えていくことも頼も

しく思います。ユーザー、パートナー、SAP
ジャパンの3者で緊張感を持ちながら方向
性を考えていく姿に期待しています。
中田氏：LEXは学びの場として、自主的・主
体的に学ぶことが強調されていますが、プ
ラスアルファでやはり効率的な学びはベス
トプラクティスに接することです。そこから
刺激を受けて学びに到達することが大前
提。そのためにはかなりの準備が必要で
す。ユーザー同士で仲良くすることも悪く
ありませんが、徹底的に有効にかつ先端的
に使っているユーザーのベストプラクティス
を研究し、CIOはどんな人なのか、どういう
プロセスでそれが実現できたのかを掘り下
げて学ぶ機会を作って欲しいと思います。
三井氏：LEXが素晴らしいと思ったのは、
最近の2年はITとは関係のない話題、特に
去年は国連の持続可能な開発目標（SDGs）
をテーマに取り組んでいることです。しか
も彼らは、私たちが右往左往してしまいそ
うなことを器用にこなしている。元々正解
があるわけではないところから、解を見出
していく力には感激しました。これから
LEXの価値を高めていくためには社員を送
り出す上司も必要で、コミュニケーションや
人間の度量を磨くために、参加者の上司の
方にも期待しています。メンバーが変わっ
ても同じような組織にならないとイノベー
ションは起きません。やはりLEXの魅力は
そこにあると思うのでぜひそれを大事にし
て欲しいと思います。
鈴鹿氏：本日はありがとうございました。
LEXの活動はこれからも続いていきます。
引き続きよろしくお願いします。

「企業価値向上とIT活用」から「イノベーションを実現するIT」へ

鈴鹿氏安永氏
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右肩上がりで増加し続ける
参加企業数が

ESACの確かな成長を実証

ESAC (SAP Enterprise Support Advi-
sory Council)は、SAP Enterprise Sup-
port※の活用と改善を目的に、JSUGと
SAPジャパンが共同で実施する戦略プログ
ラムだ。今回で節目となる第10期を迎え
るが、この間クラウド、IoT、AI、ビッグデー
タといった画期的なテクノロジーが次々に
生まれ、ビジネスや産業界に大きな変革を
もたらした。毎年、約半年にわたって開催
されるESACは、そうした先端技術を利用
したイノベーション推進事例や、SAP製品
の基本知識などが得られる場として、また
SAPのサポート担当者やユーザー同士の交
流の場として果たしてきた役割は大きい。
研究テーマは、SAPを運用する上で基本的
かつ重要な「SAP Solution Manager」の
ように初回から継続されているものと、

「Analyticsソリューション」、「SAP S/4
HANA」といったその時々の技術トレンドを
取り入れたテーマで編成。2012年からは
ユーザーの関心領域に応じた「ワークスト
リーム（分科会）」が導入され、選択の幅が

大いに広がった。これにより参加企業が大
幅に増え、2009年の発足時に12社であっ
た参加企業は回を重ねるごとに右肩上がり
で増加し続け、2018年度は過去最多の参
加企業数を記録しました。2017年のワー
クストリームに参加した企業からは「別製品
のDashboard構築で苦労した身としては、
Analytics Cloudで簡単に作れるような印
象をハンズオンデモで持つことができて、非
常に良かったです。（クラウド）」、「HANA1.0
との比較を交えていただいたのでHANA2.0
の機能が明確であった。今後、HANA1.0→
HANA2.0の移行を検討していて参考にな
る個所が多かった。（プラットフォーム）」と
いった声が寄せられている。

先端技術のトレンド発信拠点として、
いっそう役割が増すESAC

現在、SAPジャパンは機械学習、IoT、アナ
リ ティクス 、ビッ グ デ ー タ、ブ ロ ック
チェーン、データインテリジェンスなどの先
端技術を「SAP Leonardo」というブランド

に結集し、SAP ERP製品群と連携させる
「インテリジェントエンタープライズ」を戦
略的に打ち出している。狙いは現在、局所
的にしか活用されていない先端技術を、企
業の柱となる基幹システムSAP ERPに利
用し、新たなイノベーションを生み出すこと
にある。例えば、「SAP S/4HANA」「SAP
Hybris」「SAP Success Factors」「Con-
cur」などに、機械学習に対応したアプリ
ケーションを組み込み、ヒト・モノ・カネに関
する情報を集めることで、既存業務の効率
化や生産性の向上、新規事業の創出などが
可能になる。ここから生まれたソリュー
ションに、経理部門における入金消込業務
を自動化する「SAP Cash Application」が
ある。サービス内容は、SAP S/4HANAか
ら新しい入金情報や未処理の請求書情報
を取得し、ルールに一致するものは自動処
理し、確認が必要なものは担当者にレ
ビューを促す仕組みになっている。これに
より経営部門の業務負担を軽減し、余った
時間をより戦略的なタスクやサービスに集
中させることができる。また、IoTの活用例
では、顧客に提供した機器に取り付けた
センサーのデータを集計・分析し、製品品
質の安定化のための最適な稼動設定を提
案するソリューションも提供している。この
ように他社が興味を持つ技術トレンドや、自
社のSAPシステム運用に有益な情報が得
られる場として、またイノベーション創出の
可能性を高め、その実現を早めるために、
ESACが果たす役割は今後ますます大きな
ものになるだろう。

■ ESAC活動紹介

歴代の研究テーマ

※お客様とともに目標を設定し、明確なサポートエンゲー
ジメント計画に沿って、今日の複雑なビジネス課題に対処
しながら、既存のIT資産の活用、運用の最適化、SAPの最
新イノベーション導入を進めるプロアクティブサポート。

節目となる第10期を迎えたESAC
これまでの足取りを振り返るとともに、
今後のあるべき姿を展望する

0 2009年 2015年 2016年 2017年 2018年

20

40

60

80

100

99社

58社

22社
12社
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参加
企業数

参加企業数は
右肩上がりで
増加

年 度 研 究 テ ー マ

2009年 テクニカル運用におけるアドオン削減、DBパフォーマンスチューニングなどの改善活動

2010年 ビジネスプロセス運用、アプリケーションライフサイクル管理、テクニカル運用の各エリアにおける「継続的改善」

2011年 ビジネスプロセス運用、アプリケーションライフサイクル管理、テクニカル運用の各エリアにおける「技術革新」

2012年 システムランドスケープの最適化 ほか
※2012年以降は興味のあるテーマを自由に選択できるワークストリーム（分科会）を導入

2013年 UNICODE変換、カスタムコード管理、拡張EWA機能の検証 ほか

2014年 システムオペレーション最適化、パフォーマンス改善、SAP Analyticsソリューション ほか

2015年 SAP S/4HANA、SAP Fiori、IoT・Big Data研究 ほか

2016年 Digital Businessシミュレーション、SAP S/4HANA（Fiori含む)、IoT・Big Data研究、
Solution Manager活用に向けた概要説明　ほか

2017年 クラウド、プラットフォーム、SAP S/4HANA（基礎編・応用編）、SAP Solution Managerラボ、
Solution Manager活用に向けた概要説明、Solution Manager 7.2 アップグレード

2018年 インテリジェントエンタープライズに向けたSAP S/4HANA、SAP Leonardo およびSAP Solution Manager 活用

参加企業の推移
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企業の関心は運用側面での課題や
罰則運用に集まっている

セッションの冒頭では、ファシリテーターを
務める植田氏からGDPRの概要説明が行
われた。企業の関心が高い項目としては、

「個人データの処理と移転の違い」、「違反
に対する制裁（行政罰）の適用実態」といっ
た、実際の運用側面でどのように対応すべ
きかといった問題がある。

「そうした疑問を解決するためにも、今日の
各社取り組み事例や専門家の皆様による最
新の情報を貴重なヒントにしていただきた
い」と植田氏は語る。

一般企業は全社的課題と捉えて
取り組みを進めている

取り組み事例発表では、各社ともにGDPR対
応を全社的課題と捉えていることが伺われ
た。新井氏は「法務室と情シスでのPMOを中
心に、国内外の関係会社から代表者を集めて
プロジェクトを立ち上げ、5月の運用開始からは
窓口を情シス内部に設けています」と語る。
また立ち上げ当初とあって、小坂氏は「ヨー
ロッパだけでも数多くの個人データがある
ため、基本的に保守的なスタンスをとって
います。インターネットのサービスをタッチ
ポイントとするデータは、すべてGDPRの対
象としています」と慎重な姿勢を見せる。
データプロテクションオフィサー（DPO）は

現状では設置義務はないとの判断だが、奥
村氏は「ドイツの国内法では10名以上の従
業員がいる場合には設置義務があり、そう
いう場合は個別に選任している」と明かす。
各社とも、SCC（標準契約条項）締結はほぼ
対応が終わった一方、BCR（拘束的企業準
則）ではまだ具体的な動きはなく「今後の検
討課題」としていた。

データ移転では管理のあり方を
見直す動きも出てきている

後半は専門家からのアドバイスとして、まず
熊谷氏が企業からのIT面での問い合わせ
例を紹介した。その1つが「データ移転」の
問題だ。「グローバルで共有されている
データがどこに保管され、どの国からアク
セスできるのかをSCCという契約書に落
とし込んでいく。その過程で、データセン
ターのロケーションの見直しや、システム
のアクセス権を見直して特定の国からのア
クセス権をいったん削除するといった取り
組み例も出てきている」という。
またセキュリティ対策の実装と運用につい
てGDPRでは明確な決まりがないため、
ISMS/ISO27001のような国際規格を拠り
どころとする例が多いと語る。

注目の制裁金はデータ侵害の
程度に応じて課せられる見込み

クリティカルな課題の1つに制裁金の問題

がある。杉本氏は日本企業が最も懸念す
べきリスクは情報漏えいだとした上で、「基
本的には、個人データの侵害の程度が高い
ほど制裁金も高くなります。実際にはいろ
いろな要因に基づいた警告から始まり、管
理の怠慢など悪い要因が重なるほど制裁
金も大きくなると考えればよいでしょう」と
見通しを語る。
また日本の十分性認定※が正式に採択され
ても、これで制裁金も免除になると考えるの
は早計だ。認定によって欧州拠点と日本拠
点の間ではSCCやBCRが免除になるもの
の、それ以外の地域では依然必要になる。

「運用に際しては、十分性認定の範囲がどこ
までかの注意が必要になります。また認定
は最長4年ごとに見直しがあり、万が一再
認定されない場合に備えて従来のSCCを
維持し続けておくといった対応も必要で
しょう」（杉本氏）。

■ GDPR

JSUG Focus：60分で分かるGDPR

※十分性認定：欧州委員会の個人情報保護委員会が、個
人データの欧州域外への移転に関して、その国が十分な保
護水準を確保していると認めること。日本については、
2018年末までに正式承認される見通し。

「EUの一般データ保護規則（GDPR）」が2018年5月25日に施行された

が、いまだ国内では具体的にどのような内容で、どう対応すべきか迷ってい

る企業が少なくない。そこで今回は専門家と国内一般企業の情報セキュリ

ティ担当者にお集まりいただき、現時点における各社の取り組み事例、規

則の概要や対応における重要ポイントなどを、それぞれ語っていただいた。
（写真左から右に）
●パネリスト
バード・アンド・バード法律事務所 ブリュッセル オフィス パートナー
弁護士 杉本武重氏
EYアドバイザリー・アンド・コンサルティング シニアマネージャー

熊谷真知子氏
JSUG常任理事
セイコーエプソン株式会社 IT推進本部 IT基盤企画設計部長

小坂 賢氏
横河電機株式会社 デジタル戦略本部 ITガバナンス推進部 ITガバナンスグループ

新井康司氏
三井物産株式会社 IT推進部 サイバーセキュリティ対策室長

奥村明也氏

●ファシリテーター
JSUG常任理事 

植田 勲氏（三井物産株式会社 理事IT推進部長）

各社で進むGDPR対応の取り組み
今後は運用の具体的な指針にも注目を
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自動車バネ部品大手の日本発条がチャッ
トボットに取り組んだきっかけは、2017
年から同社が進めている働き方改革の一
環にあった。人事部主体で「Smart Work
Project」を推進する中、情報システム部
門はサービスデスクの改革に取り組んで
いる。
現在の同社のサービスデスクでは、20数
社に及ぶグループ会社のエンドユーザーか
らの問い合わせを、会計、人事、製造など
カテゴリー別にメールで受け付け、SAP
Solution Managerにインシデントを自動
登録している。サービスデスク担当者は
SAP Solution Managerの問題管理に過
去事例が存在すれば直ちに回答し、新規の
ものは専門担当者を割り当てて原因調査
の後、解決策を提示して問題管理に登録す
る流れだ。しかし、ユーザー数が増加する
中でサービスデスクの対応要員数は変わ
らず、負担は大きくなっていた。また、SAP
システムの利用歴やスキルが異なるため、
問い合わせの内容も初歩的なものから高
度な問題までバラツキが大きい。そこで
チャットボットを用いて情報システム部門
の業務を効率化し、対応要員の負荷を軽
減することにした。
20年来のSAPユーザーである同社の課題
解 決 に 向 け て、SAP ジ ャパ ン は SAP
Leonardoのチャットボットツール「SAP
Conversational AI」と、機械学習を用い
てユーザーからの問い合わせ内容を自動

的に分類する「SAP Serv-
ice Ticket Intelligence」
を 用 い た PoC を 提 案 。
2018年8月よりプロジェ
クトを開始した。PoC環
境はSAPのクラウド環境
上に構築し、9月中旬より
チャットボットの単体テス
ト を 実 施 し た 。 通 常 、
チャットボットのPoCは複
数社の技術を組み合わせ
て構築し、環境も自社で
用意する必要があるが、
SAPであれば環境から技
術要素までが一括で用意
できるため、短期間でPoCが実施できる。

PoCでは、エンドユーザーからの問い合わ
せをメールの代わりにチャットボットが対
応するプロセスとした。「ユーザーロックが
かかってログインができない」「出荷伝票が
削除できない」といった、日常的によくある
インシデントについてはチャットボットが
自動で応答。自動応答できないものにつ
いては、SAP Service Ticket Intell i-
genceがインシデントの内容を自動的に
判断して仕分けた上で、SAP Solution
Managerに登録する。以降のプロセスは
手動と同じだが、問題の原因や解決策など
の情報はSAP Service Ticket Intelli-
genceにフィードバックされ、常に学習し
ながら解析精度を高めていく。

チャットボットの単体テストでは、一部で助
詞を正しく認識できないケースはあったも
のの、問い合わせ内容が学習データと一言
一句一致しなくても正しく理解して自動的
に回答を返していることが確認できたとい
う。同社の場合、20年来のSAPユーザー
ということもあり、SAP Solution Manag-
erに学習データが揃っていたこともPoCで
は功を奏した。9月の単体テスト後、結果
を受けて改めてシステムを修正。10月末に
最終報告会を開催してPoCは終了したが、
実用面でも使える手応えをつかんだ。
今回のPoCはチャットボットの自動対応
と、インシデントの仕訳・登録までの検証
だが、将来的にはSAP Service Ticket
Intelligenceが過去の解決策から自動的に
対応策を判断してユーザーに返答するまで
を目指す。実用化のためにはシステムの運
用コストも鍵になるため、今後に向けて検
証を重ねていく。

SAP Solution Managerのサービスデスクを用いて、社内ユーザーからの問い合わせ対応を行って

いる企業は多いが、よくある質問から、エスカレーションが必要なトラブルまで、問題の切り分けは難

しい。対応負荷を軽減するため日本発条株式会社は、SAP Leonardoのチャットボットとチケット・

インテリジェンスを用いてインシデントの対応を自動化するPoC（コンセプト検証）を実施した。

チャットボットとチケット・インテリジェンスを用いた
サービスデスク業務の効率化を検証

■ SAP Conversational AIとSAP Service Ticket Intelligenceを用いたPoC

働き方改革の一環として
サービスデスクの負荷軽減を検討

よくある問い合わせには
チャットボットが自動で応答

●SAPジャパン株式会社  デジタルビジネスサービス事業本部
Co-innovationマネージャー 河口 藤朗 氏

●日本発条株式会社 企画管理本部 情報システム部 主任 西江 剛 氏
●日本発条株式会社 企画管理本部 情報システム部 企画グループ 主管 鈴木 孝司 氏
●日本発条株式会社 企画管理本部 情報システム部 主任 松岡 梨那 氏
●SAPジャパン株式会社 デジタルビジネスサービス事業本部

Co-innovationマネーCoE プラットフォーム
Run SAP サポートアーキテクト/チームリード 福田 政史 氏

（写真左から）
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■ JSUG部会活動

中部フォーラムは、東海3県のユーザーが中心となり、年間4
回SAP中部支社でイベントを開催しています。SAP社による
SAP最新動向、ユーザー企業やJSUGサポーター企業による
導入事例などをご紹介しています。イベントはJSUGNETか
ら申し込めますので、初めての方もご参加いただけます。こ
の4回のイベントは参加者が30名程度での開催となりますの
で、講演者だけでなく参加者からも活発な意見や質問が出て
くる相互コミュニケーション的なイベントとなっています。さ
らに、ユーザー同士の事例や課題なども共有しており、有益な
情報交換ができる場となっています。開催場所は名古屋駅か
ら徒歩数分という非常に便利なロケーションですので、ぜひ
ご参加ください。

株式会社豊通シスコム　
グローバルシステム部 部長

安達 正浩

■中部地区SAPユーザーの有益な情報交換の場

中部フォーラム

テクニカル部会

テクニカル部会の生い立ちは、SAP R/3 3.0までさかのぼり
ます。R/3の構築や維持運用の右も左も分からなかった時代
にSAP BASIS担当者の有志が集まって情報共有、検証を中心
とした活動から始まりました。今やSAPの進化とともに、SAP
HANAを中心とした分析基盤、クラウド開発、そしてSAP S/4
HANAと活動領域が拡大、深化し、ワーキンググループと地域
フォーラムにて会員の皆さんとSAP最新技術・ソリューション
を極めています。また、SAP最新技術に関する各種セッション
や、開発者とのネットワーキングなどが行われるSAP TechEd
にも参加しています。今年から関西分科会もスタートしていま
すので、西日本の方はぜひご参加ください。

■SAPの進化に合わせて活動領域も拡大、深化
日本発条株式会社 
企画管理本部 情報システム部 主管

鈴木 孝司

JSUGの部会活動紹介
各地域や専門領域ならではの取り組み
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電力部会

2002年9月に設立された電力部会は、業界固有ニーズの
SAPソリューションへの反映や、最新情報の収集、効果的な活
用ノウハウの習得、電力各社の取り組みや課題についての情報
交換などを目的として活動しています。年に数回部会を開催し
ており、今年7月に開催した部会では、電力会社の情報システ
ム部門や電力会社の情報子会社などから約20名（11社）が参
加し、各社の現状や、2020年4月に向けた発送電の法的分離
対応、SAP S/4HANAへの移行対応などについて情報共有や
意見交換を行うとともに、SAPジャパンより最新動向の情報提
供がありました。引き続き、活発な意見交換の場となるよう活
動を盛り上げていきたいと考えています。

■法規制から移行対応まで活発な意見交換を実施

JSUG部会活動紹介

日本企業の海外進出は、現地主導で行われることが多く、現
地の業務プロセスやITシステムを本社側で把握できないこと
が、さらなるグローバル化の課題となっております。
近年のクラウドサービスの広がりにより、グローバル標準の
ITシステムを、現地に提供できるようになりつつあります。一
方、グローバルガバナンス、業務プロセスやデータの標準化
など、自社で解決すべき課題は、そのまま残ったままです。
グローバルにERPをどうすべきか、悩んでいる日本企業は多
いと思います。日々、これらの課題に取り組んでいるユーザー
企業の皆様と、ざっくばらんに情報交換をしながら、日本企業
のグローバル化の知見を共有したいと考えています。皆さん
の積極的な参加をお待ちしております。

アンリツ株式会社　
グローバルコーポレート本部
経営情報システム部 兼 経営企画室 部長

宇佐美 学

四国電力株式会社
情報システム部　
基盤開発・運用グループリーダー　

柴田 和充

■ERPグローバル展開の知見を共有

Global Implementation部会

JSUGの部会活動は、産業、機能、地域などのカテゴリー別に分かれ、情報共有や意見交換、SAPへの各種要

望活動などが盛んに行われている。あくまで自主参加で、みな高い目的意識を持って参加しているので、自然

に仲間意識が生まれ、社内では話せない「ここだけの話」「失敗談」が聞けたり、なかにはプライベートのつなが

りが生まれたりすることも。今回は「中部フォーラム」「テクニカル部会」「Global Implementation部会」

「電力部会」の4つの部会にフォーカスし、日々の活動内容や注力ポイントを紹介する。
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■ JSUGウーマンズTalk 座談会

近鉄グループ
ホールディングス株式会社　
事業開発部

城阪 衣里氏

インフォコム株式会社　
エンタープライズ事業本部 
本部長席

國生 桂子氏

ホーチキ株式会社
情報システム部 部長、
ウーマンズTalk☕代表 ファシリテーター

佐藤 菜穂子氏

ダイヤ精機株式会社
代表取締役

諏訪 貴子氏

アンリツ株式会社
経営情報システム部 
BPR推進チーム 部長

中島 久美子氏

セイコーエプソン株式会社　
IT推進本部 情報化推進部 
シニアスタッフ

花岡 範子氏
出席者

「世には幸も不幸もない。考え方次第だ」
シェイクスピアに学んだ心構え

佐藤氏：諏訪さんは32歳の時、創業者であ
るお父様の急逝を受けて社長に就任し、10
年で優良企業へと成長させました。2011
年からは経済産業省の産業構造審議会の
委員を務め、2012年には「日経ウーマン・
オブ・ザ・イヤー2013」の大賞を受賞され
ています。パワフルに活動する諏訪さんで

すが、元気の源はどこにあるのでしょうか。
諏訪氏：笑っていることですかね。とにかく
楽しいことが大好きで、息子からは「お母
さんは寝ているか、笑っているか、踊って
いる」と言われています!!
佐藤氏：社長業は辛くありませんか。
諏訪氏：辛いのはほんの一瞬で、いいことの
ほうが多いですね。それに、辛いことにと
らわれるのはもったいない。私の中では

「まあいいか」がキーワードです。
佐藤氏：ここまでの道のりは決して平坦で

ないでしょうから、「まあいいか」で片付け
られないこともあったのでは。
諏訪氏：社長に就任してからの半年はずっ
と泣いていました。そこで救ってくれたのが
シェイクスピアの言葉です。「世には幸も不
幸もない。考え方次第だ」これでマイナス
思考をやめました。
城阪氏：私はこの春、別会社に異動しまし
た。不安な顔をしていると周りに心配をか
けてしまうので、とにかく笑顔を心掛けて
います。ニコニコしていると自然と心配ご

女性の比率が圧倒的に低いIT業界や企業のIT部門。その中で、ひたすら仕事に励み、自己研鑽を怠らない女性たちの活躍はなかなか注目
されにくい。そこでJSUGでは2017年に女性同士のコミュニティ「ウーマンズTalk 」を立ち上げ、情報共有の機会を設けてきた。今回は
特別編としてゲストに東京・大田区の測定具メーカー、ダイヤ精機の二代目社長、諏訪貴子氏に参加いただいた。諏訪氏は、主婦から社長
になった波乱の半生をまとめた著書「町工場の娘」（日経BP社）が大きな話題になり、昨年は「マチ工場のオンナ」（NHK）としてドラマ化さ
れた実業家。女性の働き方をめぐる状況や「女性活躍」に関する座談会を実施した。和気あいあいとした雰囲気の中、業種も職種も異な
るJSUG会員からはさまざまな質問が投げかけられ、活発な意見交換が行われた。

自分らしい
ライフスタイル、
ワークスタイルとは

主婦から社長になった
「町工場の娘」に聞く

特別編

みんな！限界を
自分で決めないで！

（諏訪さん）

SPECIAL FEATURE
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ともなくなり、元気が湧いてきます。
國生氏：私は5年前から英会話の勉強を始
めて今は趣味になっています。土日は朝一
で英会話学校に行き、その後で運動という
サイクルができました。
中島氏：私も深くものを考えないようにしてい
て、会社を出たら全部忘れます。晩ご飯の献
立を考えたり、誰かとしゃべったり、運動をし
たり。日 の々中で「まぁいいか」を心掛けてい
ます。
花岡氏：私はストレスを溜めやすいタイプ
なので、趣味の山登りで気分転換していま
す。アルプスや八ヶ岳が近くなので、手軽に
行けるんです。
諏訪氏：私は若い子たちを教育しているうち
に心理学に興味を持ちました。それで今年、
メンタルケアのカウンセラーの資格を取りま
した。その時思ったのは、私自身がシェイク
スピアの言葉で考え方を変えたのは「自己
防衛」だったということです。メンタルケアの
勉強をして、なるほどと思いました。
佐藤氏：私の場合はサッカーを見に行くの
が好きなので、ゴール裏で飛び跳ねて叫ん
でいることが元気の源かも。あと休日は仕
事のことを一切考えない。ただ、諏訪さん
のような社長の立場だとオンオフを切り替
えることが難しいのではと思いますが。
諏訪氏：私にとってはそれがバレエなんで
す。バレエの世界は、社長の肩書きが外れ
る唯一の時間なので、そこが私のストレス
の発散の場です。踊りの順番を覚えるのに
いっぱい、いっぱいで、他のことを考える余
裕すらありません。

後に続く人のために
女性ならでは働き方を開拓していく

城阪氏：最近は「女性活躍推進」が叫ばれて
いますよね。私も今の部署に異動してから

「女性の力・目線に期待しています」などと
言われることが増えました。諏訪さんも
女性経営者として同じようなことを言われ
ていると思うのですが、みなさんは女性と
して頑張らなきゃと意識していることはあ
りますか。
諏訪氏：私自身は女性、男性の性別と関係
なしに戦っていきたいという思いがあります。
ただ、女性経営者の目線を教えてくえださ
いと言われたら、それは自分のためでなく
て後に続く人のためだと理解して答えてい
ます。男女の性差が関係なく、能力で評価
される時代になり、女性自身による過小評
価が解消されれば「女性だから」はなくなっ
ていくと思います。
中島氏：私は段階を踏んでマネージャーに
なりましたが、何か言われたら「私をマネー
ジャーにしたのはあなたたちでしょう」とキ
レます（笑）。女性の意見だ、女性の活躍だ
と言われても、文句あるかと言ってきた時
代もありました。だから、何かしなきゃい
けないことではなくて、自分らしさが出れば
いいのではと思いますよ。
佐藤氏：部長の立場でも役員と打ち合わせ
をしていると、暗黙的に女性ならではの意見
や行動を求められていると感じることはあり
ます。でもそれは諏訪さんが言うように、後
ろについてくる人がいるからで、自分が道を
開いていかなければいけないという思いで
やっています。やってみて会社に認めさせれ
ばいい話で、こうでなければならないという
こともなくて、女性目線イコール「城阪さんの
考え」の程度ではないでしょうかね。

城阪氏：ありがとうございます♡

コミュニケーションがうまくいけば
世代間ギャップも乗り越えられる

花岡氏：私の場合、目上の人に対して「こう
したらいいのではないでしょうか」と提案す
ることが苦手です。アサーションスキルに
なるかもしれませんが、心掛けていること
があれば教えてください。
諏訪氏：社長になったばかりのころは、年上
の社員ばかりでした。当時、その方々に対
する敬意とか礼儀は持ち続けようと思いま
した。ただ、敬語になると距離感が開いて
しまいます。だから大阪弁の日とか作って

「ほんまやな」とか言いながら、東京弁に
なったらコーヒーをおごるわ、みたいなコ
ミュニケーションを取っていました（笑）。
あと、積極的に教えを請うようにしました。

「分からないから教えて」と聞くと、「これは
こうなるんだよ」と喜んで教えてくれる。ま
ずはこうしたコミュニケーションを取って、
礼節をわきまえた上で、指摘するところは
指摘しました。とにかく相手を思いやるこ

主婦から社長になった「町工場の娘」に聞く 自分らしいライフスタイル、ワークスタイルとは

素敵なお話が聞けたし
活力ももらっちゃった。

（佐藤さん）

「まぁいいか！」が
大事なんじゃない？

（中島さん）
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とで信頼関係が生まれると思っています。
國生氏：確かに「教えてください」と言うと目
上の人は喜んで教えてくれますね。リスペク
トがあれば、「こいつは勉強する気がある
な」と思ってくれます。
諏訪氏：褒めるのもいいですね。地位が上
がると褒められること少なくなるので、「す
ごいですね」とか「さすがですよね」とか。
花岡氏：結局はコミュニケーションなんです
ね！

若い世代にアプローチする秘訣は
悩みを聞いてあげること

國生氏：私が聞きたいのは、エンジニアの育
成方法です。諏訪さんは若い社員と「交換
日記」をしていると著書にありましたが、若
い人にアプローチする秘訣はありますか。
諏訪氏：今の若い子たちは、「自分のことを
見ていて欲しい」という思いが強いので、ま
ずは彼らの性格や特徴を知ることから始め
ます。顔、態度、言動などからこの子は悩
んでいると思ったら、時間を取って対話を
します。その時も隣に立って圧迫感をなく
し、指導にならないように気をつける。難
しいのは、怒られたい子と褒められたい子

の2通りいることです。そこを見極めて、ダ
メなことはダメと厳しく言い、すごいと思っ
たら素直に褒めるようにしています。
中島氏：今の若い人たちは、相手に信頼感が
ないと会社に長く残ってくれませんからね。

子育てはもっと気軽に。
ライフワークバランスは気にしなくていい

中島氏：諏訪さんはお子さんが小さい時に
社長に就任されていますが、子育てで苦労
したことはありますか。

諏訪氏：息子には寂しい思いをさせたと思
います。ただ、私自身も父が経営者でした
から、父親と一緒にいる時間は多くありま
せんでした。1年間で一緒にご飯を食べら
れるのは1日か2日くらいでした。それでも
父にはあり余るほど愛してもらったと思い
ます。だから愛情は一緒にいる時間の長さ
ではなく、深さだと思います。うちの父は
ベタベタで、家に帰ってくると「貴ちゃ～ん」
みたいな人。私も息子と一緒にいる時はベ
タベタですね。母は専業主婦で昔の考え
だったので、女性が働くこと自体が賛成で
はありませんでした。一方、息子はいつも
私をかばってくれました。「お母さんは仕事
をしているから僕は寂しくない」って。だか
ら息子に助けられた部分はあります。
中島氏：息子さんをお母さんに見てもらっ
たことはありませんか。
諏訪氏：見てもらっていました。あとは地域
や学童保育ですね。ただ、男の子なので自
分が家を守るという気持ちもあったようで
す。息子が6歳の時にアメリカに単身赴任し
ている主人に逢いに行った時は24時間のフ
ライトでもぐずることなく、移動の時は私の
荷物まで持とうとする。彼は彼で背負うも
のがあったんでしょうね。息子に感謝です。
佐藤氏：息子は基本、お母さんが好きですよ
ね。
諏訪氏：息子が中学生の時に私はバレエを
していたので、発表会の直前はほぼ家を空
けていました。その時も「今、お母さんがし
たいことをしないと後悔するから」と言って
くれて、発表会にも花束を持って見に来て
くれました。だから、親がだらしないと息
子はしっかり育つなって（笑）。子供は親の
背中をしっかり見ています。
佐藤氏：私も周りの男性や上の人からは「子
供が小さい時に仕事に出るとは、なんてか
わいそうなんだ」「母親の自覚がないのか」

と言われました。でも今となると、子供は
親がいなくても意外と強いということが分
かります。だから、若い人には子供ができ
た時にすぐ仕事をやめることを考えて欲し
くないなと思います。
中島氏：反対にマネージメント側も、若い子
の現状を認めてあげたり、過小評価を解消
してあげたり、マインドチェンジのための
キーワードを与えてあげたりすることが重
要だと思います。母親をしながら仕事が続
けていけるように、ステージを1つ上げてあ
げたいですね。
諏訪氏：ライフワークバランスとよく言われ
ますが、考えすぎのような気がします。私
は男性ばかりの職場にいて男性脳になって
いるから分かるのですが、女性は先の不安
に対して先手、先手を考えて対処法がない

となかなかそこに踏み込めません。なの
で、自分が楽しいと思った時点でそれはバ
ランスが取れています。だから常識に当て
はめなくていいというのが私の主張です。
もっと心を軽く持ってもらえると、一歩が踏
み出せるのではないでしょうか。

二代目、三代目社長のモデルになり
日本の製造業を元気にしていきたい

花岡氏：諏訪さんは、仕事が忙しいと思い
ますが、勉強や趣味の時間はどのように
作っているのですか。
諏訪氏：時間は自分で作るものです。私の
場合、講演会などで2019年3月までスケ
ジュールが埋まっているので、予定を必ず入
れておくようにしています。昔は1日7食くら
い台所で作って、講演会をして、仕事をして、
バレエをしてきたから、座る時間さえありま
せんでした。それと比べると今は時間がで
きてしまってどうしようという状況です。

ニコニコ笑顔を
心掛けよっと
（城坂さん）

趣味の英会話と
運動が元気の源！
（國生さん）

私は山登りで
気分転換しています！

（花岡さん）

■ JSUGウーマンズTalk 座談会
SPECIAL FEATURE
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主婦から社長になった「町工場の娘」に聞く 自分らしいライフスタイル、ワークスタイルとは

佐藤氏：できた時間で何かやりたいことあ
りますか。
諏訪氏：今、メンタルケアのカウンセラーの
上級者の資格取得に向けて勉強していま
す。それも2018年中には取るつもりです。
あと、新しい会社を立ち上げたので、それ
にも力を入れたいと思っています。
佐藤氏：新しい会社ですか？！どのような会
社ですか？！
諏訪氏：2017年12月にIT会社を立ち上げ
ました。社長になって今年で15年目。二代
目としてやってきましたが、若手経営者の会
議に出て創業者と二代目と話してみると、
性格が分かれるんです。創業者はインスピ
レーション力もすごいですし、自分の発想
が後から理論付けできる。二代目は創業
者を見ているから守りから入る。ただ、守
りに入った時点で後退しかありません。そ
のためには自分自身が創業者になるしかな
いと思いながら過ごしてきましたが、よう
やくそのチャンスが巡ってきました。
佐藤氏：IT会社の立ち上げはずっと温めて
いたのですか。
諏訪氏：いつか勝負をかける日が来ると
思っていました。それである時、キッチンで

「これならうまくいく」とひらめきました。今
はどの企業も事業承継の時期がきていて、
これから二代目、三代目となる若い人たち
が増えてきます。私はたまたま10数年前
に父の会社を引き継ぎ、たまたま製造業で
社長をやることになっただけでした。若い
人たちが親の会社を継いで10年後のこと
を考えた時、自分の得意分野で起業する人
たちが出てくるだろう。そうすることで日本
の企業を増やしていかなければダメになる
という思いがありました。だからこそ、自分
で新しい会社を立ち上げ、モデルになろう
と思いました。私はもともと専業主婦でし
たが、これまで夢をあきらめずにやってき
ました。その中でゼロからやってみたい思
いから生まれたのが自分の得意分野を生
かしたIT会社です。ひらめいたアイデアを
もとに開発を進めて、2018年12月には製
造業系のソフトウェアをリリースします。
佐藤氏：深いと思うのは、環境に頼らず自
分の力で向かっていこうという姿勢ですね。

目標はそれぞれ異なりますが、今日はあき
らめずにやっていこうという活力をもらい
ました。
諏訪氏：みなさんには、自分で限界を決め
ないで進んで欲しいと思っています。

佐藤氏：ためになるお話、ありがとうござい
ました。カウンセリングを受けたように気
持ちがすっきりしました。今後の活躍をお
祈りしています。

普通の主婦であった諏訪貴子氏は、
32歳の時に創業者である父親の急逝
を受けて急遽ダイヤ精機の二代目社
長に就任。経営者としては全くの素
人ながらも、町工場の経営改革に挑
み、中小企業のモデルとなるような企
業へと生まれ変わらせた。その取り
組みを記した『町工場の娘』（日経BP
社刊）は、大きな反響を巻き起こし、

『マチ工場のオンナ』というタイトルで
ドラマ化された。（全７回　主演：内山理名　NHKオンデマンドで視聴可能）。
新たなチャレンジとして、2017年12月にIT企業「株式会社 リスタ・プロダクツ」を設立。
今度は創業者として、新事業に取り組む。「ウーマン・オブ・ザ・イヤー2013」大賞受賞。

ダイヤ精機 株式会社
創業当時よりゲージ製作で培ったノウハウで
設計提案から旋盤・フライス・マシニングセン
ター等の切削加工、円筒研削・平面研削・ジグ
研削等の研削加工および検査までを行う多
品種少量生産向けの一貫加工メーカー。
http://www.daiyaseiki.co.jp/

株式会社 リスタ・プロダクツ
ソフトウェア・アプリ開発および運用を手掛け
る。基幹業務システムに連動できる業種特化
型のソフトウェアを開発し、2018年12月に
リリース予定。

二代目から創業者へ
新たなフィールドでもビジネスを展開中
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■ SAP支援者紹介

SAPジャパンの歴史でも常に率先して改革を
進めてきたのが同部。それだけに過去の成
功体験を打破できる新たな価値を模索して
います。そんな活動を通じ、部会の皆様に新
たな気づきを与えられたらと感じています。

総合商社部会

今や、業界の垣根、ユーザー企業とベン
ダー企業の区別自体がイノベーションの
阻害要因です。JSUGという場の持つチ
カラでイノベーションを起こすことを考え
ています。

松井 昌代氏
インダストリーバリュー
エンジニアリング統括本部
イノベーションディレクター  
プレシジョンメディスン担当

医薬品部会

エグゼクティブスポンサー

古くから多くの業務領域でSAPをご利用い
ただいている、素材産業部会参加企業様にお
けるデジタル変革をご支援できるよう、ユー
ザー間の情報交換と、SAPとの活発な意見
交換の場にすることを目指しております。

素材産業部会

自動車産業大変革時代に直面されている
自動車部会各社様の勝ち抜くためのデジ
タル活用やイノベーション創出へのお取
り組みに対して、今後も国境や産業の垣
根を越えた支援をさせていただきます。

自動車部会

工場見学会の企画や、SAPからの業界
向けにお役に立ちそうな情報の提供な
ど、食品・飲料業界の皆様が集って楽し
く意義のある会を心掛けてご支援させ
ていただいています。

企業や部門の垣根を取り払い、みんなで

知恵やアイデアを出し合うことでイノベー

ションが生まれる。そんな想いで部会活

動をサポートしている、SAPジャパンの

JSUG支援担当者の声を紹介します。

食品部会

電力部会では年に2回、東京と各地方に
て部会を開催しています。部会ではSAP
からの情報提供のお時間をいただき、
ユーザーの皆様により有効な情報をお届
けできるように心掛けています。

電力部会

私が大阪勤務ということで、関西圏のお
客様が大阪支社からリモートで人事部会
に参加するお手伝いをさせていただいて
おります。関西圏で人事部会に興味のあ
る皆様、ご参加をお待ちしております。

人事部会

「運輸」の括りの中で、幅広い業種から各
社ご参画いただいているところが本部会
の大きな特徴の1つと思います。その

「横」の連携がより活発・円滑になるよう、
微力ながらご支援していきたいです。

運輸部会

ERP HCMに限定せず「人事」「ローカラ
イズ」の視点から人事部会の各分科会（機
能要求分科会、タレントマネージメント分
科会）の活動を支援しています。人事にご
関心のある皆様、ぜひご参加ください。

人事部会

SAPジャパンの
JSUG支援
担当者紹介

佐野 太郎氏

SAPジャパン株式会社　
常務執行役員 サービス事業本部長

JSUG会員の皆様には、常日頃から有益
なフィードバック、さまざまなご意見、ご
要望を頂戴し、誠に感謝しております。
昨今の業界の垣根がない刻 と々変化す
る事業環境の中で、会員の皆様とはこ
れまで以上にシナジーを生む関係に発
展させ、ご一緒にDXやイノベーションを
進めていきたいと思っております。
SAPジャパンの支援者一同で、バック
アップいたします！

中原 啓樹氏
シニアソリューション
アーキテクト 高橋 正直氏

プロセス産業統括本部 
第一営業部 部長

山﨑 秀一氏
自動車産業
インダストリー
バリューエンジニア

大滝 明彦氏
インダストリーバリュー
エンジニアリング
食品・消費財・製薬担当

土屋 貴広氏
インダストリー戦略

竹内 功氏
Globalization Services,
Localization Product 
Management APJ

岡田 歌織氏
Globalization Services,
Localization Product 
Management APJ

田積 まどか氏
ユーティリティデジタルトランス
フォーメーションオフィス 
シニアディレクター
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SAP支援者紹介

価値はアイデアから生まれ、アイデアは、
移動距離、話した人の数に比例すると思い
ます。JSUGの場はアイデアを得る絶好
の機会です。私自身、サポーターというよ
り、自分がアイデアをいただいています。

Global Implementation部会

SAPの設備管理ユーザー、導入を検討し
ている企業が当部会を通じて今以上に
SAPを効果的に利用し、設備管理業務を
高度化できるよう支援を行っていければ
と考えています。

設備保全部会

SAPコンサルタントとして導入を中心に
関わって参りましたが、会員の皆様との
ディスカッションを通じ、よりよくSAPを
活用いただく術について、新たな気付き
を得られたらと思っております。

Global Implementation部会

参加企業の皆様のビジネス成長のため、
経営や業務へのデータ活用および活用基
盤整備の推進に、少しでもお役に立てる
よう、BI部会の活性化、スムーズな運営を
お手伝いしていきたいと考えています。

BI部会

部会では皆様からのSAPに対する率直な
ご意見や、現場での課題をお聞きすること
ができます。 毎回これらに対してどのよう
にSAPが少しでもお手伝いできるかを考
えるのが私の楽しみとなっております。

調達部会

参加されるお一人お一人の方が、自社と
異なる業界の方 と々交わり刺激を受ける
異業種交流会の実現を目指して活動して
います。その舞台を作るのが私の役割と
いう思いでやっています。

経営管理部会
西日本フォーラム、北陸フォーラム

社名の印象で中堅・中小企業様から敬遠さ
れがちですが、国内で600社以上のお客
様がいます。部会長様および皆様と一緒
に、既存および将来のお客様のROIを少し
でも高めることを支援したく存じます。

SAP Business Oneユーザー部会

グローバルで多くのお客様がAribaのメリッ
トを享受されています。日本のお客様にも
Aribaのメリットを享受していただき、Ariba
を導入して良かったと言っていただけるよう
に支援させていただきたいと思います。

Ariba部会

EHS部会は毎年開発部門を直接訪問し製品
品質向上に大きく寄与いただいています。真
摯にお客様の声に向き合い続ける、製品
ベンダーとして本来当たり前のことを部会支
援活動を通じて学ばせていただいています。

EHS部会

東京との情報格差は厳然と存在する。独
米との差はさらに大きい。日本のものづ
くりを担う中部地区の皆様に気づいてい
ただくために自分は何ができるか、を考
えながら各回の内容を工夫している。

中部フォーラム

各種ワーキンググループにおける検証作業
のアドバイスを行ったり、時には一緒に環
境構築やハンズオンを行うことで、参加者
の方々にとっても自身にとっても知識の向上
を図れる有意義な活動を目指しています。

テクニカル部会

大池 康文氏
シニアソリューション
スペシャリスト

野上田 亮氏
ソリューションデリバリ本部
ディレクター

吉田 一哉氏
調達＆ビジネスネットワーク
ソリューション部

横山 龍児氏
アリバ　
プロダクトマネージメント

赤川 有美氏
シニアソリューション
アーキテクト

高橋 正樹氏
ビジネスアナリティクス
事業本部

新井 将晃氏
S/4HANA Regional 
Implementation Group APJ
Product Expert

中村 龍太郎氏
Head of SAP Business One,
Japan

山澤 雅史氏
ソリューション
スペシャリスト

関口 善昭氏
CFOソリューション推進室
専任部長

古澤 昌宏氏
IVE
(Industry Value Engineering)







  

  

付き合いしてきて
良かったと感じるところですね。
大我氏：広い業種のネットワークを活用して、
変革やチャレンジを行っているお客様と、そ
れを必要としているお客様をつなぐことが
我々の貢献の1つだと考えています。今後、
TechLab（仮称）も開設され、SAP自身が実
践しているアントレプレナーシッププログ
ラムによって、他社とのコラボレーションや

デザインシンキングが行いやすくなります。
TechLab（仮称）に対する取り組みや期待
はどうでしょう。
数見氏：Business Innovators Network
の方 と々一緒に、TechLab（仮称）を作り、育
てていきたいですね。外のさまざまな人た
ちと一緒に実験して、イノベーションを起こす
ことを楽しみにしています。これからTech-
Lab（仮称）に入る人たちは、どんな会社が
入っているのかを気にしているかもしれませ
んが、自ら最初に飛び込むといった気持ちを
大切にしたいと考えています。Business
Innovators NetworkやTechLab（仮称）
では、会社の規模にかかわらず、同じ土俵に
立ってさまざまな情報交換ができることが
大きな価値や刺激となると思います。
当社では「独創経営」と表し、定説や常識に
とらわれずユニークで斬新な経営・機能向
上を目指しています。先人の居ない道を歩
くのには苦労、失敗もするでしょうが、早く
失敗したほうが早く学べるというのが当社
の企業風土でもあり新しいテクノロジー導
入にも数多くチャレンジしています。こう
いった考え方の我々がTechLab（仮称）な
どで少しでも他社に刺激を与え、少しでも
他社から刺激をもらうことができれば、大
きな価値となっていくでしょう。

誰もがイノベーターになる可能性を秘めている！ 社会課題の解決に立ち向かうイノベーション“創出空間”誕生

※2001年に創設、世界的に認知されグローバルなネットワークを有
する賞。日本企業の競争力を向上させることを目的とし、革新的な戦
略で、高収益を生み出す企業を表彰する。

現状の改善ではなく
イノベーションを生み出す方法を模索

大我氏：変革にチャレンジする多くの企業
では、0を1にして、1を10や100にしていく
ことが大きなテーマとなっています。トラス
コ中山さんがLANDLOGのビジネスパー
トナーになられた背景や経緯について教え
てください。
数見氏：当社はポーター賞※を受賞するな
ど、イノベーティブな挑戦を大切にしていま
す。とはいえ他社とは違う独創的なイノ
ベーションを継続的に生み出し続けること
は簡単ではありません。また業務革新に
は、自社だけでなく仕入先や販売店、ユー
ザーも視野に入れることが大切になるの
で、自社だけでの継続的なイノベーション
は難しいと考えていました。そのようなと
きに、SAP SELECT Tokyo 2017でコマツ
の四家さんがLANDLOGについて話してい
るのを聞き、自社だけでは解決できないこ
とをサプライチェーン全体で考えることに感
銘を受け、我々もLANDLOGに参画するこ
とで1歩踏み出せると考えました。

大我氏： 0を1にすることは、顧客の何を解
決するかが重要となり、イノベーションは目
的を持って行う必要があるとSAPは考えて
いますが、トラスコ中山さんはどのような価
値を重視されているのでしょうか。
数見氏：現場で必要なプロツールの品揃え
を徹底し、すばやく届けることが我々の「が
んばれ!!日本のモノづくり」という企業メッ
セージを具現化し、当社のコアバリューと
なると考えています。そのため、在庫回転
率ではなく、お客様からのご注文のうち、ど
れだけ在庫から出すことができたか、とい
う在庫ヒット率を最上位のKPIとして設定
しており、現在の在庫ヒット率89.9％を1％
でも高くすることに注力しています。
大我氏：自社の効率を考えれば在庫回転率
が重要ですが、在庫ヒット率を重視するとい
うのは、まさにデザインシンキングによる顧
客視点に通じる考え方ですね。

他の業種の取り組みを参考にして
自社のイノベーションに役立てる

大我氏：現在のLANDLOGでの取り組みを
教えてください。

数見氏：MROストッカーという、顧客デー
タや天候データ、現場の施工状況などを
SAP Leonardoで分析し、最適なプロツー
ルを現場のキャビネットに置く取り組みを
行っています。富山の置き薬ならぬ、置き
工具といったイメージですね。現場の方
は、状況に合わせた道具の判断に悩むこと
がありますが、現場にあるＭＲＯストッカー
のキャビネットにその日に必要な工具や建
材などがあれば便利です。この取り組みを
進化させることで、現場の作業者の安全性
も高めていけると考えています。
大我氏：富山の置き薬と同じビジネスモデル
を、薬屋ではないトラスコ中山さんがやってい
ることがポイントですね。0から1は、世の中に
とっての新発明である必要はなく、自社内での
0から1でもイノベーションになると思います。
ほかの業種では常識的に行われていることを
自社のイノベーションとしてもよいのです。この
考え方がBusiness Innovators Network
を作るキッカケの1つで、自社の固定概念や先
入観を壊すために、違う考え方の人たちと付
き合おうという取り組みです。SAPは、26業
種のお客様とのお付き合いがありますが、そ
のネットワークを生かしたコミュニティを作る

SAPでは、日本のお客様のイノベーションを支援する

ために、これまでのビジネスの範囲を超えた取り組

みを進め、建設生産プロセスのプラットフォーム

「LANDLOG」への参画や、IoTで新たなビジネス創

造を目指すイノベーターが集まる「Business Inno-

vators Network」の推進を行ってきた。そして、

2018年12月には大手町にビジネスイノベーションス

ペース「TechLab（仮称）」が開設される。こうしたイ

ノベーションを生み出す取り組みに参画するトラスコ

中山の数見篤氏に、SAPジャパン株式会社の大我猛

氏が現在の取り組みの状況や将来の期待を伺った。

誰もがイノベーターになる
可能性を秘めている！
社会課題の解決に立ち向かうイノベーション“創出空間”誕生

■ビジネスイノベーションスペース「TechLab（仮称）」
SAP STRATEGY FOR CUSTOMERS

ビジネスイノベーションスペース「TechLab（仮称）」
創造性を高め、新規事業のマインドを刺激し、デザインシンキングが行える

TechLab（仮称）は、2018年12月に東京都千
代田区の大手町ビルに開設される、新規ビジ
ネスの創出を目的としたビジネスイノベー
ションのためのコラボラティブスペース。企
業の新規事業部門やスタートアップの個室、
デザインシンキングを実施するエリア、ビジネ
ス創出のための工房、プロモーション動画の
撮影スタジオ、入居者の交流を促すラウンジ
やイベントスペースなどが備えられるほか、
SAPジャパンのスタッフが常駐してコミュ二
ティ間のコラボレーションやデザインシン
キングの促進を支援する。多様なステークス

ホルダーとコラボレーションしながら、デザ
インシンキングを中心としたイノベーションフ
レームワークに沿って、迅速で実践的に新規
ビジネスの構築と検証が可能となっている。

トラスコ中山のMROストッカーは、現場ですぐ
必要な工具などプロツールをIoTで管理し、究
極のクイックデリバリーを目指している。

SAPジャパン株式会社
バイスプレジデント チーフカスタマーオフィサー 兼
デジタルエコシステム 統括本部長

大我 猛氏
トラスコ中山株式会社
執行役員 経営管理本部
情報システム部 部長

数見 篤氏
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ことで皆様に貢献できると考えています。
Business Innovators Networkでは、ま
ず、新規事業系のリーダーの方々に交流会
に参加していただいて情報交換しています。
また、国連が定めた17のSDGs（持続可能
な開発目標）を考えるアイデアソン（アイデ
アとマラソンを組み合わせた造語）、シリ
コンバレーのスタートアップと日本企業を
つなぐスタートアップデー、シリコンバレー
の次世代リーダーの育成なども実施し、ト
ラスコ中山さんにもご参加いただきます。
今後は、各企業をつなぐ共同プロジェクト
に注力していきたいですね。

イノベーションを加速させる
TechLab（仮称）に対する大きな期待

大我氏：0から1にした後に、1を10や100に
していくには、アイデアを形にしていくこと
が重要となってきます。今後は、ＭＲＯストッ
カーをどのような形にしていこうと考えられ
ているのでしょうか。
数見氏：デジタルだけではなく、アナログとデ
ジタルの両方で取り組むことが重要です。建
設現場や製造現場でしっかりと使ってもらっ
て、フィードバックや要望を出してもらうこと
で、デジタルで何をすればよいかが見えてき
ます。オフラインのマーケティングをしっかり
やり、現場のデータの取り方を考え、お客様
の行動や購買タイミングなどを観察して、どの
ような機能を追加/強化するか、次に何をレコ
メンドしていけばよいかを考える必要がありま
す。これが実現できれば、ＭＲＯストッカーだ
けでなく、トラスコ中山全体のプラットフォー
ムの価値になっていくと考えています。
大我氏：このような取り組みを推進するに
は、行動に移せる人材が必要不可欠です。
トラスコ中山さんでは、どのような人材育成
を行っているのでしょうか。
数見氏：当社は、「自覚に勝る教育なし」とい
う言葉のもと、当事者意識の高い社員の育
成を目指しています。また、ユニークな人材
育成方法の1つとして、JOBローテーションと
いうものがあります。一般社員から本部長
まで、約5年の周期で、部署だけでなく本部

も横断した人事異動が行われています。私
も今は経営管理本部の情報システム部長で
すが、昨年の6月までは営業部門の部長を
務めていました。さまざまな経験がビジネ
スにプラスとなっており、イノベーションの
大事な要素となっています。
大我氏：Business Innovators Network
に、今後期待したいことは何ですか。
数見氏：異文化、異業種の刺激が自社のイ
ノベーションのキッカケになることに期待
しており、SAPさんとお付き合いしてきて
良かったと感じるところですね。
大我氏：広い業種のネットワークを活用して、
変革やチャレンジを行っているお客様と、そ
れを必要としているお客様をつなぐことが
我々の貢献の1つだと考えています。今後、
TechLab（仮称）も開設され、SAP自身が実
践しているアントレプレナーシッププログ
ラムによって、他社とのコラボレーションや

デザインシンキングが行いやすくなります。
TechLab（仮称）に対する取り組みや期待
はどうでしょう。
数見氏：Business Innovators Network
の方 と々一緒に、TechLab（仮称）を作り、育
てていきたいですね。外のさまざまな人た
ちと一緒に実験して、イノベーションを起こす
ことを楽しみにしています。これからTech-
Lab（仮称）に入る人たちは、どんな会社が
入っているのかを気にしているかもしれませ
んが、自ら最初に飛び込むといった気持ちを
大切にしたいと考えています。Business
Innovators NetworkやTechLab（仮称）
では、会社の規模にかかわらず、同じ土俵に
立ってさまざまな情報交換ができることが
大きな価値や刺激となると思います。
当社では「独創経営」と表し、定説や常識に
とらわれずユニークで斬新な経営・機能向
上を目指しています。先人の居ない道を歩
くのには苦労、失敗もするでしょうが、早く
失敗したほうが早く学べるというのが当社
の企業風土でもあり新しいテクノロジー導
入にも数多くチャレンジしています。こう
いった考え方の我々がTechLab（仮称）な
どで少しでも他社に刺激を与え、少しでも
他社から刺激をもらうことができれば、大
きな価値となっていくでしょう。

誰もがイノベーターになる可能性を秘めている！ 社会課題の解決に立ち向かうイノベーション“創出空間”誕生

※2001年に創設、世界的に認知されグローバルなネットワークを有
する賞。日本企業の競争力を向上させることを目的とし、革新的な戦
略で、高収益を生み出す企業を表彰する。

現状の改善ではなく
イノベーションを生み出す方法を模索

大我氏：変革にチャレンジする多くの企業
では、0を1にして、1を10や100にしていく
ことが大きなテーマとなっています。トラス
コ中山さんがLANDLOGのビジネスパー
トナーになられた背景や経緯について教え
てください。
数見氏：当社はポーター賞※を受賞するな
ど、イノベーティブな挑戦を大切にしていま
す。とはいえ他社とは違う独創的なイノ
ベーションを継続的に生み出し続けること
は簡単ではありません。また業務革新に
は、自社だけでなく仕入先や販売店、ユー
ザーも視野に入れることが大切になるの
で、自社だけでの継続的なイノベーション
は難しいと考えていました。そのようなと
きに、SAP SELECT Tokyo 2017でコマツ
の四家さんがLANDLOGについて話してい
るのを聞き、自社だけでは解決できないこ
とをサプライチェーン全体で考えることに感
銘を受け、我々もLANDLOGに参画するこ
とで1歩踏み出せると考えました。

大我氏： 0を1にすることは、顧客の何を解
決するかが重要となり、イノベーションは目
的を持って行う必要があるとSAPは考えて
いますが、トラスコ中山さんはどのような価
値を重視されているのでしょうか。
数見氏：現場で必要なプロツールの品揃え
を徹底し、すばやく届けることが我々の「が
んばれ!!日本のモノづくり」という企業メッ
セージを具現化し、当社のコアバリューと
なると考えています。そのため、在庫回転
率ではなく、お客様からのご注文のうち、ど
れだけ在庫から出すことができたか、とい
う在庫ヒット率を最上位のKPIとして設定
しており、現在の在庫ヒット率89.9％を1％
でも高くすることに注力しています。
大我氏：自社の効率を考えれば在庫回転率
が重要ですが、在庫ヒット率を重視するとい
うのは、まさにデザインシンキングによる顧
客視点に通じる考え方ですね。

他の業種の取り組みを参考にして
自社のイノベーションに役立てる

大我氏：現在のLANDLOGでの取り組みを
教えてください。

数見氏：MROストッカーという、顧客デー
タや天候データ、現場の施工状況などを
SAP Leonardoで分析し、最適なプロツー
ルを現場のキャビネットに置く取り組みを
行っています。富山の置き薬ならぬ、置き
工具といったイメージですね。現場の方
は、状況に合わせた道具の判断に悩むこと
がありますが、現場にあるＭＲＯストッカー
のキャビネットにその日に必要な工具や建
材などがあれば便利です。この取り組みを
進化させることで、現場の作業者の安全性
も高めていけると考えています。
大我氏：富山の置き薬と同じビジネスモデル
を、薬屋ではないトラスコ中山さんがやってい
ることがポイントですね。0から1は、世の中に
とっての新発明である必要はなく、自社内での
0から1でもイノベーションになると思います。
ほかの業種では常識的に行われていることを
自社のイノベーションとしてもよいのです。この
考え方がBusiness Innovators Network
を作るキッカケの1つで、自社の固定概念や先
入観を壊すために、違う考え方の人たちと付
き合おうという取り組みです。SAPは、26業
種のお客様とのお付き合いがありますが、そ
のネットワークを生かしたコミュニティを作る

SAPでは、日本のお客様のイノベーションを支援する

ために、これまでのビジネスの範囲を超えた取り組

みを進め、建設生産プロセスのプラットフォーム

「LANDLOG」への参画や、IoTで新たなビジネス創

造を目指すイノベーターが集まる「Business Inno-

vators Network」の推進を行ってきた。そして、

2018年12月には大手町にビジネスイノベーションス

ペース「TechLab（仮称）」が開設される。こうしたイ

ノベーションを生み出す取り組みに参画するトラスコ

中山の数見篤氏に、SAPジャパン株式会社の大我猛

氏が現在の取り組みの状況や将来の期待を伺った。

誰もがイノベーターになる
可能性を秘めている！
社会課題の解決に立ち向かうイノベーション“創出空間”誕生

■ビジネスイノベーションスペース「TechLab（仮称）」
SAP STRATEGY FOR CUSTOMERS

ビジネスイノベーションスペース「TechLab（仮称）」
創造性を高め、新規事業のマインドを刺激し、デザインシンキングが行える

TechLab（仮称）は、2018年12月に東京都千
代田区の大手町ビルに開設される、新規ビジ
ネスの創出を目的としたビジネスイノベー
ションのためのコラボラティブスペース。企
業の新規事業部門やスタートアップの個室、
デザインシンキングを実施するエリア、ビジネ
ス創出のための工房、プロモーション動画の
撮影スタジオ、入居者の交流を促すラウンジ
やイベントスペースなどが備えられるほか、
SAPジャパンのスタッフが常駐してコミュ二
ティ間のコラボレーションやデザインシン
キングの促進を支援する。多様なステークス

ホルダーとコラボレーションしながら、デザ
インシンキングを中心としたイノベーションフ
レームワークに沿って、迅速で実践的に新規
ビジネスの構築と検証が可能となっている。

トラスコ中山のMROストッカーは、現場ですぐ
必要な工具などプロツールをIoTで管理し、究
極のクイックデリバリーを目指している。

SAPジャパン株式会社
バイスプレジデント チーフカスタマーオフィサー 兼
デジタルエコシステム 統括本部長

大我 猛氏
トラスコ中山株式会社
執行役員 経営管理本部
情報システム部 部長

数見 篤氏
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ラム修正に多大な工数がかかっていたた
め、この削減が抜本的なコスト対策には
欠かせなかったからだ。同時に、5年ごと
に発生するハードウェア更改の費用を
カットするため、プラットフォーム環境も
従来のオンプレミスからクラウドに移す
ことを決断した。
パートナーには、株式会社日立フーズ＆
ロジスティクスシステムズ（以下、日立
F&L）を選定した。同社は2003年に株
式会社日立製作所とニチレイの合弁会社
として設立。ニチレイグループのITを全
面的に担ってきた。
「長年当社のSAP R/3の運用に携わって
おり、システムだけでなくニチレイグルー
プの業務の流れを熟知しています。SAP
S/4HANA移行に関しては未知なことが
多くありましたが、これまでと異なる挙動
が見られれば、すぐに気付いてもらえる安
心感がありました」（小松氏）
周到な導入計画と熟練のスタッフによっ
て移行作業は進められ、予定通り2018年
5月にはSAP S/4HANAによる新しい基
幹システムが稼動を開始した。

今回の移行がもたらした成果で最も大き
いのは、アドオンの大幅削減によるコスト
抑制だ。不要なアドオンを削減し、SAP
S/4HANAの標準機能を活用する。さら

に類似した機能は統合することで、ほぼ
目標通りの削減率を達成した。
「基本的な考え方は、アドオンを3分の1ま
で削った上で、どうしても必要な新規の機
能を10％追加するようにしました。最終的
に53％の削減を実現しました」（小松氏）
特筆すべきは、不定貫をSAP S/4HANA
の標準機能で実装するという世界初の試
みだ。小松氏は、「食肉を扱う会社にとっ
ては必須の機能で、当社グループで食肉
を扱う株式会社ニチレイフレッシュなど
では、この不定貫機能がないと商売が成
り立ちません」と明かす。このためSAP
R/3では導入時にアドオン開発したが、
今回は標準機能でカバーすることが必達
命題となっていた。
ところが、SAP S/4HANAの不定貫機能
は、ニチレイの移行プロジェクトの直前ま
でリリースされなかった。同社はこの間、
SAPジャパンおよびSAP本社の担当者に
直接コミュニケーションし、開発状況やリ
リースの見通しなどを積極的に情報入手
していた。こうした緊密な連携により、ニ
チレイは不定貫の標準機能での実装は確
定事項と判断し、準備を進めたという。
「当社の食肉関連業務は、ほぼ標準機能で
まかなえるようになり、不定貫品につい
てはトランザクションが従来システムから
半減しました。導入は思ったよりスムー
ズにできたというのが率直な印象です」
（小松氏）
また、今回のプロジェクトでは、東日本・西

日本のデータセンターを活用することに
より、主要システムのDR対応を実現して
いる。

基幹システムのSAP S/4HANA移行とい
うプロジェクトを完遂させた小松氏は、今
後の展望について「当初実現したかった
項目の中で、移行の時に盛り込みきれな
かった部分を、2018年から2019年にか
けて追加していくための計画を今進めて
います」と話す。
また将来的には、海外へもクラウド経由で
システムを展開し、各国の拠点や駐在員が
リアルタイムで基幹データにアクセスでき
る環境を整えていきたいと構想する。
「SAP R/3からSAP S/4HANAになっ
てアドオンが大幅に減ったということは、
SAPのERPの標準機能がそれだけ充実
して、当社のビジネスの実態にも合って
きたということです。SAP S/4HANAへ
の移行を考えている方は、S/4HANAの
機能をよく検討することで大幅なアド
オン削減が可能です。SAPには、引き続
き私たちの要望に的確に応えてくれる機
能の開発を続けて欲しいと思います」と
プロジェクトの感想とSAPへの要望を語
る小松氏。SAP S/4HANAを成長の原
動力に、ニチレイはこれからも力強く前
進していく。

中期経営計画に基づく情報基盤の刷新でSAP S/4HANAに移行 世界で初めて不定貫機能を標準機能で実装

1945年の創立以来、70年以上にわたっ
て日本の食卓を支える株式会社ニチレイ
（以下、ニチレイ）。現在は持株会社とし
て、冷凍食品などの加工食品事業や水産・
畜産事業、低温物流事業、バイオサイエン
ス事業などの各事業会社を統括。グルー
プ全体の経営プランニングやモニタリン
グ、資金調達、各社の経営支援などを通じ
て、企業価値の最大化を目指した組織運
営を進めている。
同社では現在、中期経営計画 "POWER
UP 2018" に基づき世界経済の変動や国
内人口動態の変化がもたらす消費形態の
多様化に対応した、さらなる成長のため
の事業改革を進めている。その取り組み
の1つが情報システムのアーキテクチャー
の刷新であり、今回のSAP S/4HANAへ
の移行もそうした情報・データ活用戦略の
上に位置づけられると、経営企画部 副部
長（情報企画担当）小松 唯史氏は語る。
「当社では2001年にSAP R/3を導入し

て以来、導入当時のベストプラクティスを
活用してきました。その結果、現在の環境
にそぐわない個所が顕在化し、コスト面
においても増加の一途をたどっていまし
た。これまでの基幹システムの延長が新
たな成長戦略の足かせになりかねない状
況を打開する必要がありました」
例えば、受注伝票の作成はアドオンによ
る複雑なロジックで処理が重く、途中ま
で処理した後は夜間バッチで在庫を更新
する仕組みとしていた。このためリアルタ
イムな在庫管理ができず、業績確認をす
る際も見込みの数字を使わざるを得な
かった。またアドオンの多さから、セキュ
リティパッチの影響を把握しきれず、迅速
な更新対応ができないことも運用上の課
題になっていた。

ニチレイが基幹系移行のプロジェクトに
着手したのは2015年。移行時期は現行
システムの保守期限のタイミングを踏ま
えて2018年5月と2023年5月の二案を

検討したが、自然災害が増加しており基
幹システムのDR（Disaster Recovery）
対応が急務になっていること、SAP R/3
の導入経験があるメンバーが在職中に移
行を行いたいなどの理由から実施完了時
期を2018年5月に定めた。
そのため、製品選定から開発、移行まで
プロジェクト全体のスケジュールの最適化
を図るとともに、これまでの業務の継続
性を保ちつつ、コストの大幅抑制も実現
しなくてはならない。こうした制約の多
いプロジェクトを如何に乗り切るかが問
われていたと小松氏は振り返る。
「SAP S/4HANAを選んだ理由の1つは、
SAP R/3の後継であれば基本的な思想
が継承されており、移行しやすいと考え
たからです。他社の製品だと、Fit＆Gap
によってさらに時間を要してしまう。その
点SAP S/4HANAであれば、これまでの
ノウハウが活用できるため、短期間で着
実な導入が可能だと判断しました」
開発に当たっては、アドオンを55％削減
することを目標に掲げた。これまでのシ
ステムは多数のアドオン機能で開発費用
がふくらみ、さらにその後の運用やプログ

株式会社ニチレイ

「くらしを見つめ、人々に心の満足を提供する」をミッションに、冷凍食品などの加工食品、低温

物流、水産・畜産、そしてバイオサイエンスまで幅広く手がける株式会社ニチレイ。中期経営計画

に基づき情報システムのアーキテクチャー刷新を進めてきた同社は、ERPを長年運用してきた

SAP R/3からSAP S/4HANAに移行。標準機能を最大限に活用することでアドオン開発の

コストを大幅に抑え、重要テーマであったICTコストの削減を実現する見通し。なかでも、食肉

などを扱う業種には不可欠な不定貫機能を世界で初めてSAP S/4HANAの標準機能で実装す

るなど、ビジネスの成長を支える基幹システムとしての強化を推進している。

■会員事例

中期経営計画に基づく情報基盤の刷新で
SAP S/4HANAに移行
世界で初めて不定貫機能を標準機能で実装

株式会社ニチレイ
経営企画部 副部長（情報企画担当）

小松 唯史氏

株式会社ニチレイ

本社：東京都中央区築地六丁目19番20号
ニチレイ東銀座ビル
設立：1945年12月1日
資本金：303億700万円
売上高（連結）：5,680億3,200万円（2018年3月期）
従要員数（連結）：15,787名（2018年3月31日現在）
事業概要：加工食品事業、水産事業、畜産事業、低温物流事業、
不動産事業、バイオサイエンス事業
https://www.nichirei.co.jp/

2001年に導入した基幹システムが
新たな成長の足かせに

これまでのノウハウを活かせる
SAP S/4HANAを選択

アドオンを半分以下に削減するとともに
標準機能による不定貫の実装を実現

機能のさらなる充実を推進
海外拠点への展開も視野に
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ラム修正に多大な工数がかかっていたた
め、この削減が抜本的なコスト対策には
欠かせなかったからだ。同時に、5年ごと
に発生するハードウェア更改の費用を
カットするため、プラットフォーム環境も
従来のオンプレミスからクラウドに移す
ことを決断した。
パートナーには、株式会社日立フーズ＆
ロジスティクスシステムズ（以下、日立
F&L）を選定した。同社は2003年に株
式会社日立製作所とニチレイの合弁会社
として設立。ニチレイグループのITを全
面的に担ってきた。
「長年当社のSAP R/3の運用に携わって
おり、システムだけでなくニチレイグルー
プの業務の流れを熟知しています。SAP
S/4HANA移行に関しては未知なことが
多くありましたが、これまでと異なる挙動
が見られれば、すぐに気付いてもらえる安
心感がありました」（小松氏）
周到な導入計画と熟練のスタッフによっ
て移行作業は進められ、予定通り2018年
5月にはSAP S/4HANAによる新しい基
幹システムが稼動を開始した。

今回の移行がもたらした成果で最も大き
いのは、アドオンの大幅削減によるコスト
抑制だ。不要なアドオンを削減し、SAP
S/4HANAの標準機能を活用する。さら

に類似した機能は統合することで、ほぼ
目標通りの削減率を達成した。
「基本的な考え方は、アドオンを3分の1ま
で削った上で、どうしても必要な新規の機
能を10％追加するようにしました。最終的
に53％の削減を実現しました」（小松氏）
特筆すべきは、不定貫をSAP S/4HANA
の標準機能で実装するという世界初の試
みだ。小松氏は、「食肉を扱う会社にとっ
ては必須の機能で、当社グループで食肉
を扱う株式会社ニチレイフレッシュなど
では、この不定貫機能がないと商売が成
り立ちません」と明かす。このためSAP
R/3では導入時にアドオン開発したが、
今回は標準機能でカバーすることが必達
命題となっていた。
ところが、SAP S/4HANAの不定貫機能
は、ニチレイの移行プロジェクトの直前ま
でリリースされなかった。同社はこの間、
SAPジャパンおよびSAP本社の担当者に
直接コミュニケーションし、開発状況やリ
リースの見通しなどを積極的に情報入手
していた。こうした緊密な連携により、ニ
チレイは不定貫の標準機能での実装は確
定事項と判断し、準備を進めたという。
「当社の食肉関連業務は、ほぼ標準機能で
まかなえるようになり、不定貫品につい
てはトランザクションが従来システムから
半減しました。導入は思ったよりスムー
ズにできたというのが率直な印象です」
（小松氏）
また、今回のプロジェクトでは、東日本・西

日本のデータセンターを活用することに
より、主要システムのDR対応を実現して
いる。

基幹システムのSAP S/4HANA移行とい
うプロジェクトを完遂させた小松氏は、今
後の展望について「当初実現したかった
項目の中で、移行の時に盛り込みきれな
かった部分を、2018年から2019年にか
けて追加していくための計画を今進めて
います」と話す。
また将来的には、海外へもクラウド経由で
システムを展開し、各国の拠点や駐在員が
リアルタイムで基幹データにアクセスでき
る環境を整えていきたいと構想する。
「SAP R/3からSAP S/4HANAになっ
てアドオンが大幅に減ったということは、
SAPのERPの標準機能がそれだけ充実
して、当社のビジネスの実態にも合って
きたということです。SAP S/4HANAへ
の移行を考えている方は、S/4HANAの
機能をよく検討することで大幅なアド
オン削減が可能です。SAPには、引き続
き私たちの要望に的確に応えてくれる機
能の開発を続けて欲しいと思います」と
プロジェクトの感想とSAPへの要望を語
る小松氏。SAP S/4HANAを成長の原
動力に、ニチレイはこれからも力強く前
進していく。

中期経営計画に基づく情報基盤の刷新でSAP S/4HANAに移行 世界で初めて不定貫機能を標準機能で実装

1945年の創立以来、70年以上にわたっ
て日本の食卓を支える株式会社ニチレイ
（以下、ニチレイ）。現在は持株会社とし
て、冷凍食品などの加工食品事業や水産・
畜産事業、低温物流事業、バイオサイエン
ス事業などの各事業会社を統括。グルー
プ全体の経営プランニングやモニタリン
グ、資金調達、各社の経営支援などを通じ
て、企業価値の最大化を目指した組織運
営を進めている。
同社では現在、中期経営計画 "POWER
UP 2018" に基づき世界経済の変動や国
内人口動態の変化がもたらす消費形態の
多様化に対応した、さらなる成長のため
の事業改革を進めている。その取り組み
の1つが情報システムのアーキテクチャー
の刷新であり、今回のSAP S/4HANAへ
の移行もそうした情報・データ活用戦略の
上に位置づけられると、経営企画部 副部
長（情報企画担当）小松 唯史氏は語る。
「当社では2001年にSAP R/3を導入し

て以来、導入当時のベストプラクティスを
活用してきました。その結果、現在の環境
にそぐわない個所が顕在化し、コスト面
においても増加の一途をたどっていまし
た。これまでの基幹システムの延長が新
たな成長戦略の足かせになりかねない状
況を打開する必要がありました」
例えば、受注伝票の作成はアドオンによ
る複雑なロジックで処理が重く、途中ま
で処理した後は夜間バッチで在庫を更新
する仕組みとしていた。このためリアルタ
イムな在庫管理ができず、業績確認をす
る際も見込みの数字を使わざるを得な
かった。またアドオンの多さから、セキュ
リティパッチの影響を把握しきれず、迅速
な更新対応ができないことも運用上の課
題になっていた。

ニチレイが基幹系移行のプロジェクトに
着手したのは2015年。移行時期は現行
システムの保守期限のタイミングを踏ま
えて2018年5月と2023年5月の二案を

検討したが、自然災害が増加しており基
幹システムのDR（Disaster Recovery）
対応が急務になっていること、SAP R/3
の導入経験があるメンバーが在職中に移
行を行いたいなどの理由から実施完了時
期を2018年5月に定めた。
そのため、製品選定から開発、移行まで
プロジェクト全体のスケジュールの最適化
を図るとともに、これまでの業務の継続
性を保ちつつ、コストの大幅抑制も実現
しなくてはならない。こうした制約の多
いプロジェクトを如何に乗り切るかが問
われていたと小松氏は振り返る。
「SAP S/4HANAを選んだ理由の1つは、
SAP R/3の後継であれば基本的な思想
が継承されており、移行しやすいと考え
たからです。他社の製品だと、Fit＆Gap
によってさらに時間を要してしまう。その
点SAP S/4HANAであれば、これまでの
ノウハウが活用できるため、短期間で着
実な導入が可能だと判断しました」
開発に当たっては、アドオンを55％削減
することを目標に掲げた。これまでのシ
ステムは多数のアドオン機能で開発費用
がふくらみ、さらにその後の運用やプログ

株式会社ニチレイ

「くらしを見つめ、人々に心の満足を提供する」をミッションに、冷凍食品などの加工食品、低温

物流、水産・畜産、そしてバイオサイエンスまで幅広く手がける株式会社ニチレイ。中期経営計画

に基づき情報システムのアーキテクチャー刷新を進めてきた同社は、ERPを長年運用してきた

SAP R/3からSAP S/4HANAに移行。標準機能を最大限に活用することでアドオン開発の

コストを大幅に抑え、重要テーマであったICTコストの削減を実現する見通し。なかでも、食肉

などを扱う業種には不可欠な不定貫機能を世界で初めてSAP S/4HANAの標準機能で実装す

るなど、ビジネスの成長を支える基幹システムとしての強化を推進している。

■会員事例

中期経営計画に基づく情報基盤の刷新で
SAP S/4HANAに移行
世界で初めて不定貫機能を標準機能で実装

株式会社ニチレイ
経営企画部 副部長（情報企画担当）

小松 唯史氏

株式会社ニチレイ

本社：東京都中央区築地六丁目19番20号
ニチレイ東銀座ビル
設立：1945年12月1日
資本金：303億700万円
売上高（連結）：5,680億3,200万円（2018年3月期）
従要員数（連結）：15,787名（2018年3月31日現在）
事業概要：加工食品事業、水産事業、畜産事業、低温物流事業、
不動産事業、バイオサイエンス事業
https://www.nichirei.co.jp/

2001年に導入した基幹システムが
新たな成長の足かせに

これまでのノウハウを活かせる
SAP S/4HANAを選択

アドオンを半分以下に削減するとともに
標準機能による不定貫の実装を実現

機能のさらなる充実を推進
海外拠点への展開も視野に
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行した。財務・経理部 スタッフグループ
の中島春奈氏は次のように語る。
「利用者教育が最大のポイントになりまし
た。新たに領収書を撮影してアップロー
ドする作業が必要となります。そのため、
操作手順や注意事項を伝える説明会を全
国の営業所で合計13回実施しました。説
明会に参加できない場合は、テレビ会議
でフォローしました」

味の素における領収書の電子化は現在、
以下のようにルール化されている。営業
担当は、経費を使ったら領収書に署名を
して3日以内にスマートフォンで撮影して
SAP Concur Expenseにアップロード
しなければならない。3日を過ぎてし
まった場合は、第三者にスキャンを依頼
しなければならない。
「3日以上処理を怠るとかなりの手間がか
かることになるため、多くの利用者は3日
以内にアップロードしています。署名のし
忘れや、領収書の全体が撮影されていな
いなどの不備は、使い慣れることで改善
されつつあります」（中島氏）
経費精算処理の電子化は大きな効果をも
たらした。利用者は電車での移動中など
場所を問わず経費精算処理ができるよう
になり、このためだけに会社に戻る必要

がなくなった。
「アンケートの結果では約80％は楽に
なった、便利になったといった回答が寄せ
られています。電子化で時間の有効活用
できるようになったことで、業務の生産性
向上、さらには働き方改革にもつながって
います。社長からも領収書の電子化の全
社展開を頑張って欲しいとコメントをも
らいました」（中島氏）
業務の効率化は営業担当者ばかりでな
く、各部門の経理担当者にも波及した。
従来は各部門の経理担当者が精算書を紙
にまとめて経理に送っていたが、電子化
でそれらの業務もなくなり、結果として年
間1,500時間程度の時間を削減できる見
込みだという。
「紙で処理していた従来は、経理から各部
門に書類の提出を促しても、送った、送っ
てないといったやり取りも発生すること
もありました。今は催促する必要もなく
なっています」（加藤氏）

今後は、領収書の電子化を全社に拡大し
ていく考えで、2019年春ごろには味の素
本体、約3,500名分の経費精算が電子化
される予定だ。SAP Concur Expense
の国内のグループ会社への展開も始まっ
ている。現在、味の素AGF、味の素冷凍
食品など5社への導入が終了し、今後も
順次拡大していく予定だ。導入したグ
ループ会社のうち直近の3社については
SAP Concur Expenseの導入と一緒に
領収書の電子化も合わせて実現し、最初
からペーパーレス化によるメリットを精算
者が実感できるようにしているという。
「今回の導入でノウハウが蓄積されたこと
もあり、グループ会社への横展開では
キックオフからユーザー教育、導入まで
含めて3カ月程度で終了します。これだ
けの短期間で展開できるのはクラウド
サービスならではです」（中島氏）
全社展開と並行して現在進めているのが
請求書の電子化で、2019年2月にはSAP
Concur INVOICEを活用して実現する予
定だ。電子化によるペーパーレス化で経
費精算や財務・経理業務の効率化を実現
した味の素は、引き続き積極的に働き方
改革を推進していく。

経理フロント業務のBPO化を機にクラウド型経費精算システムSAP Concurを導入 領収書のペーパーレス化で「働き方改革」を推進

食品、アミノ酸を中心に、幅広い商品群を
揃えて事業を展開する味の素株式会社
（以下、味の素）。現在世界35の国や地域
で食品、アミノ酸、医薬品などの事業を展
開し、130超の国や地域で商品を販売し
ている。2017-2019中期経営計画では、
2020年度までにグローバル食品企業の
トップ10クラス入りすることを目標に掲
げ、「確かなグローバル・スペシャリティ・
カンパニー」に向けたロードマップを作成
して事業に取り組んでいる。
中期経営計画を遂行する中、財務・経理部
では業務の標準化、グループ共通化に向
けた取り組みが始まった。その1つとして
BPO（Business Process Outsourc-
ing）化を決定し、会計伝票の起票、仕訳
などのフロント業務をアウトソーシングし
た。財務・経理部 スタッフグループの加
藤寿佳氏は「それまでは各部門の経理担
当者が伝票入力用のフロントシステムで

処理してから、基幹系のSAP ERPにデー
タをI/Fしていました。BPO化を機にフ
ロントシステムを廃止してSAP ERPにダ
イレクトに入力する業務フローに改め、
各部門と財務・経理部門の業務負荷を軽
減することにしました」と語る。
合わせて従業員の経費精算処理において
も20年来利用してきた自社開発のフロン
トシステムを廃止して汎用のパッケージ
ソフトを導入することにした。
「今後グループに展開していくことを考慮
すると、自社要員によるメンテナンスを廃
止して標準化することは必然的な流れで
した」（加藤氏）

システムの選定では、クラウドサービスの
SAP Concur Expenseと複数のクラウ
ドサービスと比較。実績と将来性の観点
で評価した中からSAP Concur Ex-
penseを採用した。「海外生まれのサー
ビスだけに日本の商習慣に合わないので
はないかという不安はあったものの、多

くの実績、カード連携などの他アプリ
ケーションとの拡張性を考慮し、SAP
Concur Expenseを選択しました」と加
藤氏は話す。
プロジェクトは、子会社のNRIシステムテク
ノ株式会社が導入・運用を担当。2015年9
月に要件定義を開始し、2016年6月に味
の素株式会社への導入を終えた。対象ユー
ザーは全従業員の約3,500名。「導入直後
には操作方法が分からないといった声が寄
せられました。ところが、半年ほど経つと
コーポレートカード払いの履歴が画面上で
確認ができるので便利といった声が届くよ
うになりました」（加藤氏）
この段階では、まだ精算者の業務フロー
自体は変わらず、領収書の原本の提出など
は義務化されたままだった。そこで、次な
るステップとして、電子帳簿保存法に基づ
く領収書の電子化に着手。まずは日常的
に経費精算が発生する営業部門の約700
名を対象とした。2017年4月からテスト
シナリオ作成を開始して5月にテスト、7月
と8月で検証を実施。9月に国税庁に対し
て電子帳簿保存法を適用するための承認
申請をし、2018年2月から本番運用に移

味の素株式会社

1909年に世界初のうま味調味料「味の素」を販売開始以来、アミノ酸の研究・開発で世界的

なリーダーシップを発揮し、世界の文化に根差したビジネスを展開する味の素株式会社。中

期経営計画に基づき業務の集約や効率化を進める同社は、経理フロント業務のBPO化に合わ

せてクラウド型経費精算システムSAP Concurを導入し、従業員の精算プロセスを効率化し

た。2018年には営業部門700名に対して領収書のペーパーレス化運用を実施した結果、経

費精算業務が簡素化され、年間約1,500時間を削減した。今後は他の事業部門でも領収書の

電子化を進めるとともに、働き方改革を推進していく考えだ。

■会員事例

経理フロント業務のBPO化を機に
クラウド型経費精算システムSAP Concurを導入
領収書のペーパーレス化で「働き方改革」を推進

中島 春奈氏

味の素株式会社
財務・経理部

スタッフグループ

味の素株式会社
財務・経理部

スタッフグループ

加藤 寿佳氏

味の素株式会社
本社：東京都中央区京橋1-15-1
創業：1909年5月20日  設立：1925年12月17日
資本金：798億6,300万円
連結売上高：1兆1,502億900万円（2018年3月31日現在）
従業員数：単体3,464名  連結34,452名
（2018年3月31日現在）
事業概要：アミノ酸をコアとした食品事業、ライフサポート事
業、ヘルスケア事業を展開
https://www.ajinomoto.com/

営業部門の約700名を対象に
領収書の電子化に着手

ペーパーレス化の実現で
年間約1,500時間を削減

国内グループに横展開し
味の素流「働き方改革」を推進

経費フロント業務の
BPO化に合わせて
フロントシステムを廃止
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行した。財務・経理部 スタッフグループ
の中島春奈氏は次のように語る。
「利用者教育が最大のポイントになりまし
た。新たに領収書を撮影してアップロー
ドする作業が必要となります。そのため、
操作手順や注意事項を伝える説明会を全
国の営業所で合計13回実施しました。説
明会に参加できない場合は、テレビ会議
でフォローしました」

味の素における領収書の電子化は現在、
以下のようにルール化されている。営業
担当は、経費を使ったら領収書に署名を
して3日以内にスマートフォンで撮影して
SAP Concur Expenseにアップロード
しなければならない。3日を過ぎてし
まった場合は、第三者にスキャンを依頼
しなければならない。
「3日以上処理を怠るとかなりの手間がか
かることになるため、多くの利用者は3日
以内にアップロードしています。署名のし
忘れや、領収書の全体が撮影されていな
いなどの不備は、使い慣れることで改善
されつつあります」（中島氏）
経費精算処理の電子化は大きな効果をも
たらした。利用者は電車での移動中など
場所を問わず経費精算処理ができるよう
になり、このためだけに会社に戻る必要

がなくなった。
「アンケートの結果では約80％は楽に
なった、便利になったといった回答が寄せ
られています。電子化で時間の有効活用
できるようになったことで、業務の生産性
向上、さらには働き方改革にもつながって
います。社長からも領収書の電子化の全
社展開を頑張って欲しいとコメントをも
らいました」（中島氏）
業務の効率化は営業担当者ばかりでな
く、各部門の経理担当者にも波及した。
従来は各部門の経理担当者が精算書を紙
にまとめて経理に送っていたが、電子化
でそれらの業務もなくなり、結果として年
間1,500時間程度の時間を削減できる見
込みだという。
「紙で処理していた従来は、経理から各部
門に書類の提出を促しても、送った、送っ
てないといったやり取りも発生すること
もありました。今は催促する必要もなく
なっています」（加藤氏）

今後は、領収書の電子化を全社に拡大し
ていく考えで、2019年春ごろには味の素
本体、約3,500名分の経費精算が電子化
される予定だ。SAP Concur Expense
の国内のグループ会社への展開も始まっ
ている。現在、味の素AGF、味の素冷凍
食品など5社への導入が終了し、今後も
順次拡大していく予定だ。導入したグ
ループ会社のうち直近の3社については
SAP Concur Expenseの導入と一緒に
領収書の電子化も合わせて実現し、最初
からペーパーレス化によるメリットを精算
者が実感できるようにしているという。
「今回の導入でノウハウが蓄積されたこと
もあり、グループ会社への横展開では
キックオフからユーザー教育、導入まで
含めて3カ月程度で終了します。これだ
けの短期間で展開できるのはクラウド
サービスならではです」（中島氏）
全社展開と並行して現在進めているのが
請求書の電子化で、2019年2月にはSAP
Concur INVOICEを活用して実現する予
定だ。電子化によるペーパーレス化で経
費精算や財務・経理業務の効率化を実現
した味の素は、引き続き積極的に働き方
改革を推進していく。

経理フロント業務のBPO化を機にクラウド型経費精算システムSAP Concurを導入 領収書のペーパーレス化で「働き方改革」を推進

食品、アミノ酸を中心に、幅広い商品群を
揃えて事業を展開する味の素株式会社
（以下、味の素）。現在世界35の国や地域
で食品、アミノ酸、医薬品などの事業を展
開し、130超の国や地域で商品を販売し
ている。2017-2019中期経営計画では、
2020年度までにグローバル食品企業の
トップ10クラス入りすることを目標に掲
げ、「確かなグローバル・スペシャリティ・
カンパニー」に向けたロードマップを作成
して事業に取り組んでいる。
中期経営計画を遂行する中、財務・経理部
では業務の標準化、グループ共通化に向
けた取り組みが始まった。その1つとして
BPO（Business Process Outsourc-
ing）化を決定し、会計伝票の起票、仕訳
などのフロント業務をアウトソーシングし
た。財務・経理部 スタッフグループの加
藤寿佳氏は「それまでは各部門の経理担
当者が伝票入力用のフロントシステムで

処理してから、基幹系のSAP ERPにデー
タをI/Fしていました。BPO化を機にフ
ロントシステムを廃止してSAP ERPにダ
イレクトに入力する業務フローに改め、
各部門と財務・経理部門の業務負荷を軽
減することにしました」と語る。
合わせて従業員の経費精算処理において
も20年来利用してきた自社開発のフロン
トシステムを廃止して汎用のパッケージ
ソフトを導入することにした。
「今後グループに展開していくことを考慮
すると、自社要員によるメンテナンスを廃
止して標準化することは必然的な流れで
した」（加藤氏）

システムの選定では、クラウドサービスの
SAP Concur Expenseと複数のクラウ
ドサービスと比較。実績と将来性の観点
で評価した中からSAP Concur Ex-
penseを採用した。「海外生まれのサー
ビスだけに日本の商習慣に合わないので
はないかという不安はあったものの、多

くの実績、カード連携などの他アプリ
ケーションとの拡張性を考慮し、SAP
Concur Expenseを選択しました」と加
藤氏は話す。
プロジェクトは、子会社のNRIシステムテク
ノ株式会社が導入・運用を担当。2015年9
月に要件定義を開始し、2016年6月に味
の素株式会社への導入を終えた。対象ユー
ザーは全従業員の約3,500名。「導入直後
には操作方法が分からないといった声が寄
せられました。ところが、半年ほど経つと
コーポレートカード払いの履歴が画面上で
確認ができるので便利といった声が届くよ
うになりました」（加藤氏）
この段階では、まだ精算者の業務フロー
自体は変わらず、領収書の原本の提出など
は義務化されたままだった。そこで、次な
るステップとして、電子帳簿保存法に基づ
く領収書の電子化に着手。まずは日常的
に経費精算が発生する営業部門の約700
名を対象とした。2017年4月からテスト
シナリオ作成を開始して5月にテスト、7月
と8月で検証を実施。9月に国税庁に対し
て電子帳簿保存法を適用するための承認
申請をし、2018年2月から本番運用に移

味の素株式会社

1909年に世界初のうま味調味料「味の素」を販売開始以来、アミノ酸の研究・開発で世界的

なリーダーシップを発揮し、世界の文化に根差したビジネスを展開する味の素株式会社。中

期経営計画に基づき業務の集約や効率化を進める同社は、経理フロント業務のBPO化に合わ

せてクラウド型経費精算システムSAP Concurを導入し、従業員の精算プロセスを効率化し

た。2018年には営業部門700名に対して領収書のペーパーレス化運用を実施した結果、経

費精算業務が簡素化され、年間約1,500時間を削減した。今後は他の事業部門でも領収書の

電子化を進めるとともに、働き方改革を推進していく考えだ。

■会員事例

経理フロント業務のBPO化を機に
クラウド型経費精算システムSAP Concurを導入
領収書のペーパーレス化で「働き方改革」を推進

中島 春奈氏

味の素株式会社
財務・経理部

スタッフグループ

味の素株式会社
財務・経理部

スタッフグループ

加藤 寿佳氏

味の素株式会社
本社：東京都中央区京橋1-15-1
創業：1909年5月20日  設立：1925年12月17日
資本金：798億6,300万円
連結売上高：1兆1,502億900万円（2018年3月31日現在）
従業員数：単体3,464名  連結34,452名
（2018年3月31日現在）
事業概要：アミノ酸をコアとした食品事業、ライフサポート事
業、ヘルスケア事業を展開
https://www.ajinomoto.com/

営業部門の約700名を対象に
領収書の電子化に着手

ペーパーレス化の実現で
年間約1,500時間を削減

国内グループに横展開し
味の素流「働き方改革」を推進

経費フロント業務の
BPO化に合わせて
フロントシステムを廃止
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建物の地震観測を行っており、観測機器の
設置・保守、観測データの解析までワンス
トップでサービスを提供している。
白山工業は前述のとおり、振動計測機器の
開発・製作の専門メーカーとして、国や大学
が運用する地震・火山観測ネットワークの
構築、建物の地震被災度判定を遠隔で行う
サービスの提供など、地震防災に関わる幅
広いソリューションを展開している。また
最近では、検出部に電源を使用しない『位
相シフト光パルス干渉法による超高精度光
センサー』の開発（特許取得済）を世界に先
駆けて成功し、従来の機器では達成できな
かった極限環境下での地震観測や資源探
査分野への適用に向けて、現在実証試験を
進めている。
TPTと白山工業の資本業務提携は、それぞ
れが保有する設備・技術・経験を融合させ、
地震防災に関わる新たな商品・サービスを
開発し、東京電力グループの一員として、原
子力分野のみならず今後拡大が予想される
日本そして世界の地震防災ニーズに対して
積極的に貢献することを目的としている。
ここに今年9月、SAPと白山工業との資本提
携が加わり、地震計測のノウハウ、実際に計
測するための場、計測したデータを収集分
析する技術が合体したのである。また、この
提携によって得られた結果をさらに国内外
にスケールさせることが可能になった。
One Billion Livesを機に始まった白山工
業とSAPジャパンの取り組みは、SAPグ
ローバルにも広く知られている。例えば
コーポレートビジョンを体現するPur-
pose-Led Business（社会的意義のあるビ
ジネス）の1つに採用され、以下の広告写

真が世界15の空港（ニューヨーク (JFK)、
ニューアーク、シカゴ、ワシントンDC、ト
ロント、フランクフルト、アムステルダム、モ
スクワ、ドバイ、成田、羽田、シンガポール、
上海、北京、メキシコシティ）に掲示されて
いる。海外出張の折などに見かけた方も
多いのではないだろうか。

社会貢献活動を超えて
新たなビジネスの創造へ

両社はこの資本提携を通じて、将来的には
10万観測点からのデータをリアルタイムに
収集・処理できる、さらなる高性能なシス
テムの実用化を目指すとともに、社会貢献
活動で培った知見を元に、新たなビジネス

の創造を進めようとしている。
例えば白山工業が持つ位相シフト光
パルス干渉法による超高精度光セン
サー技術とSAPの持つビッグデータ
解析技術を組み合わせ、電力・石油
化学分野のプラントやインフラ設備
への保全システムを提供することで、
世界の社会インフラの持続性の向上
に貢献しようとしている。
昨今我が国は度々大きな自然災害に
見舞われ、人々の生活や経済活動へ
の深刻な影響によって国内外に「課題
大国」のイメージが付き纏っている。
テクノロジーの力で「課題解決大国」
へ。彼らの姿勢や取り組みに着想を
得るさまざまなテーマに対して、
JSUGという非営利の団体だからこ
そ可能なことがまだまだあるに違い
ない。

最後に、SAPとの提携について吉田氏はこ
う語っている。「たくさんのデータを得るた
めには、多くの人に使ってもらわないと意
味がありません。SAPは、広いネットワー
クを生かして、国内外のいろんな人にリー
チしてくれています。そして、研究機関との
試行錯誤から社会実装に移ろうというタイ
ミングで、SAPのようなコンピューティング
技術としくみが必要でした。my震度は現
段階では社会貢献活動であり無償提供して
いるので、企業のビジョンが一致し共に取
り組んでもらえる相手だからこそ社会実装
できることになりました。これから接続す
るデバイスが大幅に増えた時、SAPさんの
HANAがどれだけのパフォーマンスを見せ
てくれるのか。期待しています」

「課題大国日本」を「課題解決大国日本」にするために ―白山工業とSAPジャパンの選択

Help the world run better and
improve people’s lives
この英文はSAPのコーポレートビジョン。
製品やサービスをユーザー企業に提供する
のみならず、そうした活動を通じて世界と
人類に貢献したい、というSAPの思いが込
められたものである。
このビジョンに基づきSAPアジアパシ
フィックジャパン（APJ）地域は2016年、
One Billion Livesという社会貢献活動を
開始。「10億の人々の生活をより良くするよ
うな、社会的インパクトの大きい活動の募
集」に対して集まった180件のアイデアの中
から、最終的に選ばれた3件のうちの1つ
が、SAPジャパン有志による「個別の建物
に安価な震動センサーを設置して中程度の
地震の際の揺れを測定することで、大地震
の際の影響を予測し個別の防災対策に活
用するとともに、集めたデータをビッグ
データとして利活用する」だった。

60倍の審査を勝ち抜き実際に着手したも
のの、SAP自身には地震についても建物に
ついても全くノウハウがなく、まさに素人。
そこで彼らは日本における地震計のトップ
メーカーであり、日本全国にある地震観測
ネットワークの多くを設計・開発・設置して
いた白山工業にコンタクトした。
すでに白山工業はスマートフォンの加速度
センサーを利用して揺れを計測し、データ
をクラウドに集めるというアプリを2010
年に開発していたのである。吉田社長は当
時のことをこう振り返る。「地震計が捉える
データは、地面の振動を捉えているに過ぎ
ません。防災について考えた時、本当に知
りたいのは人が住んでいる建物が受ける影
響です。スマートフォンという高性能デバイ

スが世に出てき
たので、これを
利用して、地震防
災に貢献できな
いものかと考え
ました。そこで、
防災科学技術研
究所の研究者と
協力して、スマー
トフォンなどの
加速度センサー

から得たデータをクラウドに集め、活用す
ることにしたのです。その直後に2011年の
東日本大震災が発生し、スマホ地震計は正
しく機能することが証明されました」
「しかし技術ができても、その社会実装が進
むとは限りません。実際それから約5年間、
アプリはありましたが、社会にはほとんど広
がりませんでした。そんな時にちょうど
SAPさんからコンタクトがあり、ビジョンを
共有できる相手と分かったので、力を貸し
てもらうことにしました」（吉田氏）
現在SAPジャパンでは実証実験として白山
工業製のアプリ「my震度」をインストール
したモバイルデバイスを、SAPジャパンの
オフィスと社員宅100カ所に設置し、収集
した揺れのデータをSAP Cloud Platform
に集めるという地震観測を続け、将来の大
規模運営に向けた知見を蓄えている。並行
して地震データを活用したビジネスを検討
中の企業や組織とのディスカッションを進
めている。

課題を解決するために
これまでにないスキームを構築

一方、2017年11月、白山工業は東京電力
ホールディングス株式会社の100%子会社
である東京パワーテクノロジー株式会社
（TPT）との資本業務契約を締結した。TPT
は30年以上にわたり、主に原子力発電所
などの重要施設における地震時の地盤や

白山工業株式会社

2018年9月27日、白山工業株式会社とSAPジャパンは資本提携契約の締結を発表した。この

アナウンスを聞いて、SAPがこれまでの基幹系ソフトウェアベンダーのイメージとは異なること

を始めていると感じた人は多いのではないだろうか。この資本提携に纏わるエピソードから、デ

ジタル技術を駆使して社会に貢献する白山工業とSAPの今とこれからを紹介する。

■先進事例

「課題大国日本」を
「課題解決大国日本」にするために 
―白山工業とSAPジャパンの選択

白山工業株式会社

本社：東京都府中市日鋼町1-1 Jタワー10F
設立：1986年6月
資本金：80,000,000円
代表者：吉田 稔
事業内容：地震計測システム、被災度判定シス
テム等、地震防災システムの開発・販売
URL： https://www.hakusan.co.jp/

my震度サーバー
on SAP Cloud Platform

個人宅や、企業のオフィス・工場

建物ごとの揺れ方を把握

研究者/専門家

政府/自治体

電力ガス会社

銀行/保険会社

学校/保育園・幼稚園/
介護施設など

イベント/
スポーツ主催者

建設/
ディベロッパー

SAP HAKUSAN
デ
ー
タ
に

ア
ク
セ
ス

震
度
デ
ー
タ

システム構成とステークホルダー

日本が誇る地震計測の
専門家集団とSAPのコラボ

白山工業吉田社長（左）と
my震度プロジェクト立ち
上げメンバーの1人、SAP
ジャパン松井昌代さん
（右）。松井さんはJSUG医
薬品部会支援者でもある。
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建物の地震観測を行っており、観測機器の
設置・保守、観測データの解析までワンス
トップでサービスを提供している。
白山工業は前述のとおり、振動計測機器の
開発・製作の専門メーカーとして、国や大学
が運用する地震・火山観測ネットワークの
構築、建物の地震被災度判定を遠隔で行う
サービスの提供など、地震防災に関わる幅
広いソリューションを展開している。また
最近では、検出部に電源を使用しない『位
相シフト光パルス干渉法による超高精度光
センサー』の開発（特許取得済）を世界に先
駆けて成功し、従来の機器では達成できな
かった極限環境下での地震観測や資源探
査分野への適用に向けて、現在実証試験を
進めている。
TPTと白山工業の資本業務提携は、それぞ
れが保有する設備・技術・経験を融合させ、
地震防災に関わる新たな商品・サービスを
開発し、東京電力グループの一員として、原
子力分野のみならず今後拡大が予想される
日本そして世界の地震防災ニーズに対して
積極的に貢献することを目的としている。
ここに今年9月、SAPと白山工業との資本提
携が加わり、地震計測のノウハウ、実際に計
測するための場、計測したデータを収集分
析する技術が合体したのである。また、この
提携によって得られた結果をさらに国内外
にスケールさせることが可能になった。
One Billion Livesを機に始まった白山工
業とSAPジャパンの取り組みは、SAPグ
ローバルにも広く知られている。例えば
コーポレートビジョンを体現するPur-
pose-Led Business（社会的意義のあるビ
ジネス）の1つに採用され、以下の広告写

真が世界15の空港（ニューヨーク (JFK)、
ニューアーク、シカゴ、ワシントンDC、ト
ロント、フランクフルト、アムステルダム、モ
スクワ、ドバイ、成田、羽田、シンガポール、
上海、北京、メキシコシティ）に掲示されて
いる。海外出張の折などに見かけた方も
多いのではないだろうか。

社会貢献活動を超えて
新たなビジネスの創造へ

両社はこの資本提携を通じて、将来的には
10万観測点からのデータをリアルタイムに
収集・処理できる、さらなる高性能なシス
テムの実用化を目指すとともに、社会貢献
活動で培った知見を元に、新たなビジネス

の創造を進めようとしている。
例えば白山工業が持つ位相シフト光
パルス干渉法による超高精度光セン
サー技術とSAPの持つビッグデータ
解析技術を組み合わせ、電力・石油
化学分野のプラントやインフラ設備
への保全システムを提供することで、
世界の社会インフラの持続性の向上
に貢献しようとしている。
昨今我が国は度々大きな自然災害に
見舞われ、人々の生活や経済活動へ
の深刻な影響によって国内外に「課題
大国」のイメージが付き纏っている。
テクノロジーの力で「課題解決大国」
へ。彼らの姿勢や取り組みに着想を
得るさまざまなテーマに対して、
JSUGという非営利の団体だからこ
そ可能なことがまだまだあるに違い
ない。

最後に、SAPとの提携について吉田氏はこ
う語っている。「たくさんのデータを得るた
めには、多くの人に使ってもらわないと意
味がありません。SAPは、広いネットワー
クを生かして、国内外のいろんな人にリー
チしてくれています。そして、研究機関との
試行錯誤から社会実装に移ろうというタイ
ミングで、SAPのようなコンピューティング
技術としくみが必要でした。my震度は現
段階では社会貢献活動であり無償提供して
いるので、企業のビジョンが一致し共に取
り組んでもらえる相手だからこそ社会実装
できることになりました。これから接続す
るデバイスが大幅に増えた時、SAPさんの
HANAがどれだけのパフォーマンスを見せ
てくれるのか。期待しています」

「課題大国日本」を「課題解決大国日本」にするために ―白山工業とSAPジャパンの選択

Help the world run better and
improve people’s lives
この英文はSAPのコーポレートビジョン。
製品やサービスをユーザー企業に提供する
のみならず、そうした活動を通じて世界と
人類に貢献したい、というSAPの思いが込
められたものである。
このビジョンに基づきSAPアジアパシ
フィックジャパン（APJ）地域は2016年、
One Billion Livesという社会貢献活動を
開始。「10億の人々の生活をより良くするよ
うな、社会的インパクトの大きい活動の募
集」に対して集まった180件のアイデアの中
から、最終的に選ばれた3件のうちの1つ
が、SAPジャパン有志による「個別の建物
に安価な震動センサーを設置して中程度の
地震の際の揺れを測定することで、大地震
の際の影響を予測し個別の防災対策に活
用するとともに、集めたデータをビッグ
データとして利活用する」だった。

60倍の審査を勝ち抜き実際に着手したも
のの、SAP自身には地震についても建物に
ついても全くノウハウがなく、まさに素人。
そこで彼らは日本における地震計のトップ
メーカーであり、日本全国にある地震観測
ネットワークの多くを設計・開発・設置して
いた白山工業にコンタクトした。
すでに白山工業はスマートフォンの加速度
センサーを利用して揺れを計測し、データ
をクラウドに集めるというアプリを2010
年に開発していたのである。吉田社長は当
時のことをこう振り返る。「地震計が捉える
データは、地面の振動を捉えているに過ぎ
ません。防災について考えた時、本当に知
りたいのは人が住んでいる建物が受ける影
響です。スマートフォンという高性能デバイ

スが世に出てき
たので、これを
利用して、地震防
災に貢献できな
いものかと考え
ました。そこで、
防災科学技術研
究所の研究者と
協力して、スマー
トフォンなどの
加速度センサー

から得たデータをクラウドに集め、活用す
ることにしたのです。その直後に2011年の
東日本大震災が発生し、スマホ地震計は正
しく機能することが証明されました」
「しかし技術ができても、その社会実装が進
むとは限りません。実際それから約5年間、
アプリはありましたが、社会にはほとんど広
がりませんでした。そんな時にちょうど
SAPさんからコンタクトがあり、ビジョンを
共有できる相手と分かったので、力を貸し
てもらうことにしました」（吉田氏）
現在SAPジャパンでは実証実験として白山
工業製のアプリ「my震度」をインストール
したモバイルデバイスを、SAPジャパンの
オフィスと社員宅100カ所に設置し、収集
した揺れのデータをSAP Cloud Platform
に集めるという地震観測を続け、将来の大
規模運営に向けた知見を蓄えている。並行
して地震データを活用したビジネスを検討
中の企業や組織とのディスカッションを進
めている。

課題を解決するために
これまでにないスキームを構築

一方、2017年11月、白山工業は東京電力
ホールディングス株式会社の100%子会社
である東京パワーテクノロジー株式会社
（TPT）との資本業務契約を締結した。TPT
は30年以上にわたり、主に原子力発電所
などの重要施設における地震時の地盤や

白山工業株式会社

2018年9月27日、白山工業株式会社とSAPジャパンは資本提携契約の締結を発表した。この

アナウンスを聞いて、SAPがこれまでの基幹系ソフトウェアベンダーのイメージとは異なること

を始めていると感じた人は多いのではないだろうか。この資本提携に纏わるエピソードから、デ

ジタル技術を駆使して社会に貢献する白山工業とSAPの今とこれからを紹介する。

■先進事例

「課題大国日本」を
「課題解決大国日本」にするために 
―白山工業とSAPジャパンの選択

白山工業株式会社

本社：東京都府中市日鋼町1-1 Jタワー10F
設立：1986年6月
資本金：80,000,000円
代表者：吉田 稔
事業内容：地震計測システム、被災度判定シス
テム等、地震防災システムの開発・販売
URL： https://www.hakusan.co.jp/

システム構成とステークホルダー

日本が誇る地震計測の
専門家集団とSAPのコラボ

白山工業吉田社長（左）と
my震度プロジェクト立ち
上げメンバーの1人、SAP
ジャパン松井昌代さん
（右）。松井さんはJSUG医
薬品部会支援者でもある。

CASE STUDY

Vol.10 53



通がアプリケーションや基幹システムとの
連携などプロジェクト全体をコントロール
し、SAPジャパンからもSAP Financial
Consolidationに関するノウハウの提供を
受けながら進めたという。
「自由度の高いSAP Financial Consoli-
dationの特性を活かして当社独自の機能
でも必要なものは実装し、旧システムの複
雑な資本連結の自動ロジックもほぼ再現
しています。自動仕訳の機能を整理して不
要なロジックは整理してすっきりさせる一
方、今まで手動で対応せざるを得なかっ
たセグメント別や商品別の多軸集計機能
をSAP Financial Consolidationに取り
込みました。報告用の入力フォームも100
シート近くから60シートに削減して効率
化を図っています」（荘司氏）
今回のプロジェクトの特徴は、SAPのクラ
ウド基盤であるSAP HANA Enterprise
Cloud（HEC）上にSAP Financial Con-
solidationを構築している点だ。世界で
も事例が少なく情報が不十分な中、三井情
報、SAPジャパン、富士通の連携で難局を
乗り切ったという。
「先例が少ないことで、壁に直面するたび
に自分たちで解決せねばなりませんでし
た。ただ、技術面ではSAP関係者の協力
を得ることができ、全体として円滑に解決
することができました」（鯉沼氏）
さまざまな壁を乗り越え、連結決算シス
テムとしては国内最大級のプロジェクトを
2年2カ月で実現したことは特筆に値す
る。荘司氏は「富士通にはアプリケー

ションの設定、テスト、不具合の改修から
移行ツールの提供、基幹システムとのつな
ぎこみまで全般の支援をいただきました。
その中で、最後までやり切る強い意志と、
それを実現する馬力を感じました」と評価
している。

早期の連結全体の大勢把握が可能に
決算早期化も期待
2018年6月の本稼動後、初めての連結決
算に臨んだ同社はおおむね滞りなく処理
を完了。具体的な効果測定はこれからだ
が、いくつかの成果も見えてきている。
まず従来は1日に2-3回、毎回1時間以上
かかっていたバッチ処理は、システムの高
速化で30分毎の起動が可能となった。
バックグラウンドで処理が実行されてい
るため、バッチ処理の間もシステムの更新
を止める必要がない。また、インポート機
能を活用し、これまで各部署で処理してい
た一部の報告フォーム・仕訳入力業務を、
経理部で一括対応できるようになり、業務
の集約化も進んでいる。
連結決算速報値を出すまでの期間も短縮
する。「従来は、全社の入力が完了した後
にバッチ処理を実行していたため、毎月
20日前後にならなければ連結全体の数字
が見られませんでした。SAP Financial
Consolidationの導入ですべての報告が
完了していなくても、基本財務諸表データ
が揃う10日前後には、バッチ処理により
その時点での集計値が見られるようにな
り、早い段階で連結決算の大勢をつかむこ

とができます」（愛川氏）
今後のさらなる決算の早期化に期待が高
まっているという。さらに、パッケージ化
によりシステムのブラックボックス化が解
消されてデータの抽出がしやすくなり、
ユーザーの要望に応じて必要なレポート
を迅速に提供できるようになっている。

SAP Financial Consolidationの
管理連結への活用と機能の強化
さらに今後は、管理連結への活用を進め
ていく。「データの活用という面ではまだ
これからで、営業部門やグループ会社にも
SAP Financial Consolidationのデータ
を使ってもらえるように働きかけていきま
す」（愛川氏）
経理部門でもSAP Financial Consoli-
dationへの習熟度を高め、必要に応じて
機能強化を続けていく予定だ。SAP ERP
とSAP Financial Consolidationのデー
タを組み合わせた分析環境の提供などの
取り組みも進む方針だ。
「ユーザーからの要請に応える柔軟性に優
れ、今回のプロジェクトからはIT面でもさ
まざまなノウハウが獲得できました。今
後、国内のSAP Financial Consolida-
tionの導入企業が増えて、情報交換をしな
がらSAPに対して要望を挙げていけたら
と思います」（鯉沼氏）
グローバルに広がるネットワークにより、
環境変化に耐えうる収益基盤の確立とダ
イナミックな経営資源の配分を目指す三井
物産の取り組みは今後も続いていく。

次世代SAPテクノロジーの活用を包括的にサポート

日本を代表する総合商社として66の国と
地域、6つの事業分野でビジネスを展開
する三井物産株式会社。現在、2020年
を最終年度とする中期経営計画「Driving
Value Creation」のもと、新たな価値の
創造に取り組む同社において、連結決算
業務を担う経理部にも「攻め」への転換が
求められている。グローバルに広範なビ
ジネスを展開する同社の経営資源を、よ
り有効に配分することで経営に貢献して
いくというミッションだ。経理部 決算統
括室 室長補佐の愛川智士氏は「2015年
に経理部とCFO統括部で立ち上げたワー
キンググループがベースとなり、2016年
より決算進化プロジェクトを発足し、決算
資料を『作る』従来業務から脱却し、デー
タを『使う』体制にシフトすることでビジ
ネスや経営への貢献を目指すことにしま

した」と語る。
データを「作る」から「使う」体制にシフト
するためには会計基盤の強化が欠かせな
い。しかし、全世界で約500の連結対象
会社の決算を管理する連結決算システム
は、20年以上の間に改修を重ねて複雑化
していた。「度重なる会計基準の変更や
ユーザーのさまざまなリクエストに応じて
きた結果、仕組みが複雑化し、新たな経営
施策や要求に迅速に応えることが難しく
なっていました」と、CFO統括部 業務プロ
セス管理室 チームリーダーの鯉沼里美氏
は振り返る。
スクラッチで構築したシステムはバッチ処
理に時間がかかり、見たいデータがすぐに
見られない。開発や運用の属人化も将来
に向けた不安要素となっていた。そこで、
連結決算のパッケージ製品を導入し、連
結会計業務全体の標準化、効率化を図る
ことにした。

マルチベンダーの連携体制を
富士通がリード
三井物産は、制度連結から管理連結まで
カバーする国内外のパッケージシステム
製品を複数比較した中から、SAP Finan-

cial Consolidationを採用した。CFO統
括部 業務プロセス管理室 室長補佐の荘
司正人氏は選定の理由を次のように語る。
「パッケージでありながら当社独自のロ
ジックも反映させやすく、必要な数字が取
り出しやすい柔軟性の高さを評価しまし
た。管理連結の機能も優れており、将来的
な拡張に対応できることを期待しました」
同社は基幹システムに長年SAP ERPを利
用し、データベース基盤もSAP HANAに
移行済みのため、SAPシステムとのデー
タ連携も重要だった。「特に、海外では
SAP Financial Consolidationユーザー
間の情報共有が活発です。当社も連結決
算のデータをグローバル経営に役立てる
ノウハウを得たいと考えました」（鯉沼氏）
また荘司氏は、導入パートナーに富士通を
指名した理由について「既存システムの構
築/運用支援実績が20年近くあり、当社の
連結会計業務を熟知してくれているという
信頼感がありました」と語る。
プロジェクトは2016年4月から開始し、
2018年6月に第1ステップとして制度連結
の機能を稼動させた。プロジェクトは富士
通をプライムとするマルチベンダー体制で
実施。三井情報、日本IBMとともに、富士

富士通株式会社

近年急激に進化を遂げるSAPのデジタルイノベーション基盤を、自社の経営目標に沿っ

てどのように活用していくべきか、多くの企業が模索している。富士通では豊富なSAP

システム構築/運用実績をベースに、次世代テクノロジーを積極的に取り入れている企業

を包括的に支援している。今回は将来的なデータ活用を見据え、SAPのテクノロジーを

取り入れて経営戦略を支えるシステムの高度化に取り組む3社の事例を紹介する。

次世代SAPテクノロジーの
活用に取り組む企業を
富士通の豊富な知見を活かして包括的にサポート

CASE STUDY
■経営戦略を支えるシステム高度化事例

Partner Solutions

設立：1947年7月
資本金：3,414億8,164万8,946円（2018年3月31日現在）
従業員数：42,304名（連結、2018年3月31日現在）
事業内容：金属、機械・インフラ、化学品、エネルギー、生活産
業、次世代・機能推進の6つの事業を展開
https://www.mitsui.com/

三井物産株式会社

（左から）三井物産株式会社 CFO統括部 鯉沼氏、
経理部 愛川氏、CFO統括部 荘司氏

SAP HANA 
Enterprise Cloud上に

国内最大規模の
連結会計システムを導入

1 三井物産株式会社
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通がアプリケーションや基幹システムとの
連携などプロジェクト全体をコントロール
し、SAPジャパンからもSAP Financial
Consolidationに関するノウハウの提供を
受けながら進めたという。
「自由度の高いSAP Financial Consoli-
dationの特性を活かして当社独自の機能
でも必要なものは実装し、旧システムの複
雑な資本連結の自動ロジックもほぼ再現
しています。自動仕訳の機能を整理して不
要なロジックは整理してすっきりさせる一
方、今まで手動で対応せざるを得なかっ
たセグメント別や商品別の多軸集計機能
をSAP Financial Consolidationに取り
込みました。報告用の入力フォームも100
シート近くから60シートに削減して効率
化を図っています」（荘司氏）
今回のプロジェクトの特徴は、SAPのクラ
ウド基盤であるSAP HANA Enterprise
Cloud（HEC）上にSAP Financial Con-
solidationを構築している点だ。世界で
も事例が少なく情報が不十分な中、三井情
報、SAPジャパン、富士通の連携で難局を
乗り切ったという。
「先例が少ないことで、壁に直面するたび
に自分たちで解決せねばなりませんでし
た。ただ、技術面ではSAP関係者の協力
を得ることができ、全体として円滑に解決
することができました」（鯉沼氏）
さまざまな壁を乗り越え、連結決算シス
テムとしては国内最大級のプロジェクトを
2年2カ月で実現したことは特筆に値す
る。荘司氏は「富士通にはアプリケー

ションの設定、テスト、不具合の改修から
移行ツールの提供、基幹システムとのつな
ぎこみまで全般の支援をいただきました。
その中で、最後までやり切る強い意志と、
それを実現する馬力を感じました」と評価
している。

早期の連結全体の大勢把握が可能に
決算早期化も期待
2018年6月の本稼動後、初めての連結決
算に臨んだ同社はおおむね滞りなく処理
を完了。具体的な効果測定はこれからだ
が、いくつかの成果も見えてきている。
まず従来は1日に2-3回、毎回1時間以上
かかっていたバッチ処理は、システムの高
速化で30分毎の起動が可能となった。
バックグラウンドで処理が実行されてい
るため、バッチ処理の間もシステムの更新
を止める必要がない。また、インポート機
能を活用し、これまで各部署で処理してい
た一部の報告フォーム・仕訳入力業務を、
経理部で一括対応できるようになり、業務
の集約化も進んでいる。
連結決算速報値を出すまでの期間も短縮
する。「従来は、全社の入力が完了した後
にバッチ処理を実行していたため、毎月
20日前後にならなければ連結全体の数字
が見られませんでした。SAP Financial
Consolidationの導入ですべての報告が
完了していなくても、基本財務諸表データ
が揃う10日前後には、バッチ処理により
その時点での集計値が見られるようにな
り、早い段階で連結決算の大勢をつかむこ

とができます」（愛川氏）
今後のさらなる決算の早期化に期待が高
まっているという。さらに、パッケージ化
によりシステムのブラックボックス化が解
消されてデータの抽出がしやすくなり、
ユーザーの要望に応じて必要なレポート
を迅速に提供できるようになっている。

SAP Financial Consolidationの
管理連結への活用と機能の強化
さらに今後は、管理連結への活用を進め
ていく。「データの活用という面ではまだ
これからで、営業部門やグループ会社にも
SAP Financial Consolidationのデータ
を使ってもらえるように働きかけていきま
す」（愛川氏）
経理部門でもSAP Financial Consoli-
dationへの習熟度を高め、必要に応じて
機能強化を続けていく予定だ。SAP ERP
とSAP Financial Consolidationのデー
タを組み合わせた分析環境の提供などの
取り組みも進む方針だ。
「ユーザーからの要請に応える柔軟性に優
れ、今回のプロジェクトからはIT面でもさ
まざまなノウハウが獲得できました。今
後、国内のSAP Financial Consolida-
tionの導入企業が増えて、情報交換をしな
がらSAPに対して要望を挙げていけたら
と思います」（鯉沼氏）
グローバルに広がるネットワークにより、
環境変化に耐えうる収益基盤の確立とダ
イナミックな経営資源の配分を目指す三井
物産の取り組みは今後も続いていく。

次世代SAPテクノロジーの活用を包括的にサポート

日本を代表する総合商社として66の国と
地域、6つの事業分野でビジネスを展開
する三井物産株式会社。現在、2020年
を最終年度とする中期経営計画「Driving
Value Creation」のもと、新たな価値の
創造に取り組む同社において、連結決算
業務を担う経理部にも「攻め」への転換が
求められている。グローバルに広範なビ
ジネスを展開する同社の経営資源を、よ
り有効に配分することで経営に貢献して
いくというミッションだ。経理部 決算統
括室 室長補佐の愛川智士氏は「2015年
に経理部とCFO統括部で立ち上げたワー
キンググループがベースとなり、2016年
より決算進化プロジェクトを発足し、決算
資料を『作る』従来業務から脱却し、デー
タを『使う』体制にシフトすることでビジ
ネスや経営への貢献を目指すことにしま

した」と語る。
データを「作る」から「使う」体制にシフト
するためには会計基盤の強化が欠かせな
い。しかし、全世界で約500の連結対象
会社の決算を管理する連結決算システム
は、20年以上の間に改修を重ねて複雑化
していた。「度重なる会計基準の変更や
ユーザーのさまざまなリクエストに応じて
きた結果、仕組みが複雑化し、新たな経営
施策や要求に迅速に応えることが難しく
なっていました」と、CFO統括部 業務プロ
セス管理室 チームリーダーの鯉沼里美氏
は振り返る。
スクラッチで構築したシステムはバッチ処
理に時間がかかり、見たいデータがすぐに
見られない。開発や運用の属人化も将来
に向けた不安要素となっていた。そこで、
連結決算のパッケージ製品を導入し、連
結会計業務全体の標準化、効率化を図る
ことにした。

マルチベンダーの連携体制を
富士通がリード
三井物産は、制度連結から管理連結まで
カバーする国内外のパッケージシステム
製品を複数比較した中から、SAP Finan-

cial Consolidationを採用した。CFO統
括部 業務プロセス管理室 室長補佐の荘
司正人氏は選定の理由を次のように語る。
「パッケージでありながら当社独自のロ
ジックも反映させやすく、必要な数字が取
り出しやすい柔軟性の高さを評価しまし
た。管理連結の機能も優れており、将来的
な拡張に対応できることを期待しました」
同社は基幹システムに長年SAP ERPを利
用し、データベース基盤もSAP HANAに
移行済みのため、SAPシステムとのデー
タ連携も重要だった。「特に、海外では
SAP Financial Consolidationユーザー
間の情報共有が活発です。当社も連結決
算のデータをグローバル経営に役立てる
ノウハウを得たいと考えました」（鯉沼氏）
また荘司氏は、導入パートナーに富士通を
指名した理由について「既存システムの構
築/運用支援実績が20年近くあり、当社の
連結会計業務を熟知してくれているという
信頼感がありました」と語る。
プロジェクトは2016年4月から開始し、
2018年6月に第1ステップとして制度連結
の機能を稼動させた。プロジェクトは富士
通をプライムとするマルチベンダー体制で
実施。三井情報、日本IBMとともに、富士

富士通株式会社

近年急激に進化を遂げるSAPのデジタルイノベーション基盤を、自社の経営目標に沿っ

てどのように活用していくべきか、多くの企業が模索している。富士通では豊富なSAP

システム構築/運用実績をベースに、次世代テクノロジーを積極的に取り入れている企業

を包括的に支援している。今回は将来的なデータ活用を見据え、SAPのテクノロジーを

取り入れて経営戦略を支えるシステムの高度化に取り組む3社の事例を紹介する。

次世代SAPテクノロジーの
活用に取り組む企業を
富士通の豊富な知見を活かして包括的にサポート

CASE STUDY
■経営戦略を支えるシステム高度化事例

Partner Solutions

設立：1947年7月
資本金：3,414億8,164万8,946円（2018年3月31日現在）
従業員数：42,304名（連結、2018年3月31日現在）
事業内容：金属、機械・インフラ、化学品、エネルギー、生活産
業、次世代・機能推進の6つの事業を展開
https://www.mitsui.com/

三井物産株式会社

（左から）三井物産株式会社 CFO統括部 鯉沼氏、
経理部 愛川氏、CFO統括部 荘司氏

SAP HANA 
Enterprise Cloud上に

国内最大規模の
連結会計システムを導入

1 三井物産株式会社
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広く知られた総合住宅メーカーであり、商
業施設や都市開発、環境エネルギー事業な
どにも事業領域を拡げる大和ハウス工業株
式会社。現在同社では、海外拠点の会計シ
ステムをSAP S/4HANA Cloudで整備す
る取り組みを進めている。これはビジネス
の成長スピードに対応した情報基盤整備の
一環だと、情報システム部 部長 松山竜蔵
氏は語る。
「海外進出国はすでに20カ国（2018年9月
末時点）に達しており、事業成長のスピード
と経営ガバナンスのギャップをいかにITで
サポートしていくかが大きな課題です」
会計システムに求められるのが、リアルタイム
で経営情報を把握する、リスクの予兆をいち
早く感知するといった「同時性」だ。大和ハウ
ス工業単体だけでなく、グループ会社もこ
ぞって海外への進出を進めているため、経営
状況のリアルタイム把握が可能な情報基盤
は必須だ。しかし、各拠点に合わせて個々に
開発/導入する従来の手法では、時間も費用
もかかり過ぎる。標準化された業務機能を
すぐに導入できる仕組みが必要だった。
「クラウド型ERPなら初期投資を抑えられ
ますし、ビジネスのニーズに応じてスピー
ド感を持って立ち上げられると判断しまし
た」（松山氏）
グループの基幹システムとしてSAP ERPを
利用している大和ハウス工業にとって、情報

基盤の一元化とシステム間連携を図る上
で、SAP S/4HANA Cloudの採用はごく自
然な流れだった。
また、富士通がSAP S/4HANA Cloud導
入パートナーに選ばれた背景には、2012
年に大和ハウス工業がレガシーの会計シス
テムをSAP ERPへ移行した実績への評価
と長期にわたる信頼関係があった。

富士通のPoC支援を活用して
多くのハードルをクリア
実際にSAP S/4HANA Cloudに触れてみ
ると、従来のERPとはまったく別物だった
と松山氏は印象を語る。
「プロジェクト冒頭でSAPからの説明を聞
いた時点で、従来のERPと同じに考えてい
ては導入できないとわかりました。構築手
順もオンプレミスとはまったく違うし、3カ
月に1度のペースでバージョンアップが行
われ、次 と々新しい機能が登場する。しか
もユーザーがカスタマイズできる部分は、
ほとんどない。『これは新しい方法論が必
要だ！』と痛感しました」
オンプレミスでの経験が応用できない課題
を一つひとつ確認しながら解決するため、
同社は富士通からSAP S/4HANA Cloud
のPoC支援を受けることにした。
「継続的に海外展開していくことを考える
と、このPoC支援を受けてしっかり検証し
た上で、慎重に進めていくのが賢明だと富
士通とも一致しました」（松山氏）
SAP S/4HANA自体が最新のプロダクト
で、やってみないとわからない部分が多い。
課題が発生するたびに「富士通のPoC担当
者が、まさに『格闘』してくれた」と松山氏は

振り返る。「海外拠点の現地ユーザーもマ
ニュアルもすべて英語の環境でも、常時コン
タクトを取って、導入作業を前へ進めてくれ
ました」

会計データに基づく経営戦略ツールを
目指し、さらなる進化を
大和ハウス工業のSAP S/4HANA Cloud
導入第1号となった拠点がマレーシアだ。す
でに開発や現地の会計担当者のトレーニン
グも完了し、新しい会計年度の始まる2019
年1月の利用開始を待つばかりだという。
同社は今後、SAP S/4HANA Cloudによ
る新しい会計システムを世界中の拠点に展
開し、連携させたいと考えている。それに
よってリアルタイムの管理連結を実現し、会
計データをもとにした経営状況の迅速な把
握と経営判断を可能にするのが目標だ。
「当社の掲げる『創業100周年に売上高10
兆円』の実現に向けてドライブできる仕組
みを準備しておく必要があります」と展望を
語る松山氏。半世紀先のさらなる成長に向
けて、大和ハウス工業は着 と々情報基盤を
進化させている。

創業：昭和30年4月5日（設立：昭和22年3月4日）
資本金：1,616億9,920万1,496円
従業員数：16,275名 （平成30年4月1日現在）
事業内容：建築事業、都市開発事業、海外不動産開発事業、環境
エネルギー事業、医療・介護ロボットの販売など 
https://www.daiwahouse.com

次世代SAPテクノロジーの活用を包括的にサポート

〒105-7123 東京都港区東新橋1-5-2 
汐留シティセンター
TEL：0120-933-200
（9:00-17:30、土日祝日、当社指定休業日を除く）
http://www.fujitsu.com/jp/

富士通株式会社

お問い合わせ先

富士通株式会社

自動車、船舶、飛行機などの輸送用機器や
各種プラント向けのポンプなどに使われる
メカニカルシールのトップメーカーとしてグ
ローバルに事業を展開するイーグル工業株
式会社。同社は2013年に国内の事業部門
にSAP ERPを導入後、富士通の支援を受
けて他の拠点にも展開。さらに2017年度
～2019年度の計画でSAP ERPのグロー
バル統合に向け、アジア、欧州、アメリカへ
の展開を進めている。一方で、SAP
S/4HANAへの移行検討も開始した。
「更新系と情報系のデータベースがSAP
HANAで統合されて開発性が高まり、リア
ルタイム処理が実現すること、ユーザー操
作画面が改善されること、AIの活用にお
いて財務の入金消込処理におけるSAPの
デジタル化ソリューション（SAP Cash
Application）との連携などへの期待も含
めて、SAP S/4HANA移行に向けたPoC
の実施を決めました」と、経営企画室 副室
長の徳田晋一氏は語る。
同社は2011年より情報基盤のインフラ
ネットワークの構築運用に関わり、SAP
ERPのAMO/ITOサービスでアプリケー
ションとBASISの運用を委託している富
士通に相談。富士通がリリースしたばか
りの「SAP S/4HANA PoC支援サービ
ス」を採用して操作性や既存資産への影響
などを確認することにした。

「自社の要員がSAP ERPの海外展開プロ
ジェクトに注力している現在は、十分なリ
ソースの確保も難しい状況です。そこで
当社の業務に基づくSAP S/4HANAの評
価を要員含めて任せられること、富士通か
ら月額サービスとして提供されるクラウド
環境とSAP S/4HANAライセンスを使用
することで、自社でライセンスを購入する
ことなく実施できることを評価して、PoC
支援サービスを採用しました」（徳田氏）
PoCのプロジェクトは、2017年12月～
2018年3月の4カ月間で実施。富士通の
IaaS環境にPoC環境を構築し、イーグル
工業で稼動しているSAP ERPのシステム
データをインポート。次にPoC環境を
SAP S/4HANAにコンバージョンして検
証作業を実施する流れだ。経営企画室 IT
一部 EBIS三課 課長の荒井俊成氏は次の
ように説明する。
「シナリオは当社の代表的な事業部のもの
をロジスティクス関連（SD/MM/PP）で
10個、会計関連（FI/CO）で14個をピック
アップして試しました。データはトランザ
クションも含めてすべてコピーしています。
検証では、標準機能の互換チェック、簡易
的な業務検証、SAP社提供のBest Prac-
ticeと当社で作り込んだ帳票・SAPクエリ
を中心としたアドオン（国内500本/海外
130本）の検証、ダウンタイムの計測、パ
フォーマンスチェックを実施しました」

ダウンタイムの把握により
移行スケジュールが具体化
PoCサービスを利用した結果、イーグル工
業では実データに基づくSAP S/4HANA

への移行に伴う影響を確認し、概算対応
工数も算出することができた。「更新系、
内部のAPI系、レポート系までひととおり
確認ができ、富士通からはギャップを解消
する解決策もいただきました。パフォー
マンスについてもSAP S/4HANA用
チューニング前のレベルで確認できて感
触をつかむことができました」（荒井氏）
今後の移行に向けては、ダウンタイムが把
握できたことが特に大きいという。「工場
の生産を止めないためにも、移行時のダ
ウンタイムに注目していました。今回の検
証環境上では4日間必要とわかったこと
で、今後の移行に向けてベストな解決策を
検討していきます」（徳田氏）
SAP S/4HANAへの移行にかかる工数・
スケジュール・費用が把握できたことで、
移行スケジュールについても計画が固まっ
たという。今後は、現在富士通データセン
ターで運用しているインフラ環境のクラウ
ド化を検討している。その場合、SAP S/4
HANAへのコンバージョンはクラウド環境
で行う見込みとなる。
「富士通のAMO/ITOチームにはSAP
ERPの導入から4年間、困ったことに対し
て何でもフランクに相談に乗っていただき
助かっています。当社の業務への理解を
深めた上で適切なアドバイスをいただけ
ていますので、SAP S/4HANAへのコン
バージョンも含めて、さまざまな支援に期
待しています」（荒井氏）
世界規模でデータの共有、リアルタイム活
用を進めるイーグル工業では、さらなる情
報活用に向けたチャレンジを今後も続けて
いく。

大和ハウス工業株式会社設立：1964年10月
資本金：104億9,098万円
従業員数：6,400名（2018年6月26日現在）
事業内容：各種メカニカルシール、特殊バルブ、プラント機器、
舶用製品、金属ベローズ応用品等の製造/販売 並びに機械器
具設置工事等上記に付帯する業務
https://www.ekkeagle.com/

イーグル工業株式会社

（左から）イーグル工業株式会社
経営企画室の荒井氏、徳田氏

SAP S/4HANA移行に向けて
富士通のPoCサービスを活用

2
海外拠点へのSAP S/4HANA
Cloud導入に向けたPoCを実施

3

大和ハウス工業株式会社
情報システム部 部長

松山 竜蔵氏

イーグル工業株式会社 大和ハウス工業株式会社

CASE STUDY Partner Solutions
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広く知られた総合住宅メーカーであり、商
業施設や都市開発、環境エネルギー事業な
どにも事業領域を拡げる大和ハウス工業株
式会社。現在同社では、海外拠点の会計シ
ステムをSAP S/4HANA Cloudで整備す
る取り組みを進めている。これはビジネス
の成長スピードに対応した情報基盤整備の
一環だと、情報システム部 部長 松山竜蔵
氏は語る。
「海外進出国はすでに20カ国（2018年9月
末時点）に達しており、事業成長のスピード
と経営ガバナンスのギャップをいかにITで
サポートしていくかが大きな課題です」
会計システムに求められるのが、リアルタイム
で経営情報を把握する、リスクの予兆をいち
早く感知するといった「同時性」だ。大和ハウ
ス工業単体だけでなく、グループ会社もこ
ぞって海外への進出を進めているため、経営
状況のリアルタイム把握が可能な情報基盤
は必須だ。しかし、各拠点に合わせて個々に
開発/導入する従来の手法では、時間も費用
もかかり過ぎる。標準化された業務機能を
すぐに導入できる仕組みが必要だった。
「クラウド型ERPなら初期投資を抑えられ
ますし、ビジネスのニーズに応じてスピー
ド感を持って立ち上げられると判断しまし
た」（松山氏）
グループの基幹システムとしてSAP ERPを
利用している大和ハウス工業にとって、情報

基盤の一元化とシステム間連携を図る上
で、SAP S/4HANA Cloudの採用はごく自
然な流れだった。
また、富士通がSAP S/4HANA Cloud導
入パートナーに選ばれた背景には、2012
年に大和ハウス工業がレガシーの会計シス
テムをSAP ERPへ移行した実績への評価
と長期にわたる信頼関係があった。

富士通のPoC支援を活用して
多くのハードルをクリア
実際にSAP S/4HANA Cloudに触れてみ
ると、従来のERPとはまったく別物だった
と松山氏は印象を語る。
「プロジェクト冒頭でSAPからの説明を聞
いた時点で、従来のERPと同じに考えてい
ては導入できないとわかりました。構築手
順もオンプレミスとはまったく違うし、3カ
月に1度のペースでバージョンアップが行
われ、次 と々新しい機能が登場する。しか
もユーザーがカスタマイズできる部分は、
ほとんどない。『これは新しい方法論が必
要だ！』と痛感しました」
オンプレミスでの経験が応用できない課題
を一つひとつ確認しながら解決するため、
同社は富士通からSAP S/4HANA Cloud
のPoC支援を受けることにした。
「継続的に海外展開していくことを考える
と、このPoC支援を受けてしっかり検証し
た上で、慎重に進めていくのが賢明だと富
士通とも一致しました」（松山氏）
SAP S/4HANA自体が最新のプロダクト
で、やってみないとわからない部分が多い。
課題が発生するたびに「富士通のPoC担当
者が、まさに『格闘』してくれた」と松山氏は

振り返る。「海外拠点の現地ユーザーもマ
ニュアルもすべて英語の環境でも、常時コン
タクトを取って、導入作業を前へ進めてくれ
ました」

会計データに基づく経営戦略ツールを
目指し、さらなる進化を
大和ハウス工業のSAP S/4HANA Cloud
導入第1号となった拠点がマレーシアだ。す
でに開発や現地の会計担当者のトレーニン
グも完了し、新しい会計年度の始まる2019
年1月の利用開始を待つばかりだという。
同社は今後、SAP S/4HANA Cloudによ
る新しい会計システムを世界中の拠点に展
開し、連携させたいと考えている。それに
よってリアルタイムの管理連結を実現し、会
計データをもとにした経営状況の迅速な把
握と経営判断を可能にするのが目標だ。
「当社の掲げる『創業100周年に売上高10
兆円』の実現に向けてドライブできる仕組
みを準備しておく必要があります」と展望を
語る松山氏。半世紀先のさらなる成長に向
けて、大和ハウス工業は着 と々情報基盤を
進化させている。

創業：昭和30年4月5日（設立：昭和22年3月4日）
資本金：1,616億9,920万1,496円
従業員数：16,275名 （平成30年4月1日現在）
事業内容：建築事業、都市開発事業、海外不動産開発事業、環境
エネルギー事業、医療・介護ロボットの販売など 
https://www.daiwahouse.com

次世代SAPテクノロジーの活用を包括的にサポート

〒105-7123 東京都港区東新橋1-5-2 
汐留シティセンター
TEL：0120-933-200
（9:00-17:30、土日祝日、当社指定休業日を除く）
http://www.fujitsu.com/jp/

富士通株式会社

お問い合わせ先

富士通株式会社

自動車、船舶、飛行機などの輸送用機器や
各種プラント向けのポンプなどに使われる
メカニカルシールのトップメーカーとしてグ
ローバルに事業を展開するイーグル工業株
式会社。同社は2013年に国内の事業部門
にSAP ERPを導入後、富士通の支援を受
けて他の拠点にも展開。さらに2017年度
～2019年度の計画でSAP ERPのグロー
バル統合に向け、アジア、欧州、アメリカへ
の展開を進めている。一方で、SAP
S/4HANAへの移行検討も開始した。
「更新系と情報系のデータベースがSAP
HANAで統合されて開発性が高まり、リア
ルタイム処理が実現すること、ユーザー操
作画面が改善されること、AIの活用にお
いて財務の入金消込処理におけるSAPの
デジタル化ソリューション（SAP Cash
Application）との連携などへの期待も含
めて、SAP S/4HANA移行に向けたPoC
の実施を決めました」と、経営企画室 副室
長の徳田晋一氏は語る。
同社は2011年より情報基盤のインフラ
ネットワークの構築運用に関わり、SAP
ERPのAMO/ITOサービスでアプリケー
ションとBASISの運用を委託している富
士通に相談。富士通がリリースしたばか
りの「SAP S/4HANA PoC支援サービ
ス」を採用して操作性や既存資産への影響
などを確認することにした。

「自社の要員がSAP ERPの海外展開プロ
ジェクトに注力している現在は、十分なリ
ソースの確保も難しい状況です。そこで
当社の業務に基づくSAP S/4HANAの評
価を要員含めて任せられること、富士通か
ら月額サービスとして提供されるクラウド
環境とSAP S/4HANAライセンスを使用
することで、自社でライセンスを購入する
ことなく実施できることを評価して、PoC
支援サービスを採用しました」（徳田氏）
PoCのプロジェクトは、2017年12月～
2018年3月の4カ月間で実施。富士通の
IaaS環境にPoC環境を構築し、イーグル
工業で稼動しているSAP ERPのシステム
データをインポート。次にPoC環境を
SAP S/4HANAにコンバージョンして検
証作業を実施する流れだ。経営企画室 IT
一部 EBIS三課 課長の荒井俊成氏は次の
ように説明する。
「シナリオは当社の代表的な事業部のもの
をロジスティクス関連（SD/MM/PP）で
10個、会計関連（FI/CO）で14個をピック
アップして試しました。データはトランザ
クションも含めてすべてコピーしています。
検証では、標準機能の互換チェック、簡易
的な業務検証、SAP社提供のBest Prac-
ticeと当社で作り込んだ帳票・SAPクエリ
を中心としたアドオン（国内500本/海外
130本）の検証、ダウンタイムの計測、パ
フォーマンスチェックを実施しました」

ダウンタイムの把握により
移行スケジュールが具体化
PoCサービスを利用した結果、イーグル工
業では実データに基づくSAP S/4HANA

への移行に伴う影響を確認し、概算対応
工数も算出することができた。「更新系、
内部のAPI系、レポート系までひととおり
確認ができ、富士通からはギャップを解消
する解決策もいただきました。パフォー
マンスについてもSAP S/4HANA用
チューニング前のレベルで確認できて感
触をつかむことができました」（荒井氏）
今後の移行に向けては、ダウンタイムが把
握できたことが特に大きいという。「工場
の生産を止めないためにも、移行時のダ
ウンタイムに注目していました。今回の検
証環境上では4日間必要とわかったこと
で、今後の移行に向けてベストな解決策を
検討していきます」（徳田氏）
SAP S/4HANAへの移行にかかる工数・
スケジュール・費用が把握できたことで、
移行スケジュールについても計画が固まっ
たという。今後は、現在富士通データセン
ターで運用しているインフラ環境のクラウ
ド化を検討している。その場合、SAP S/4
HANAへのコンバージョンはクラウド環境
で行う見込みとなる。
「富士通のAMO/ITOチームにはSAP
ERPの導入から4年間、困ったことに対し
て何でもフランクに相談に乗っていただき
助かっています。当社の業務への理解を
深めた上で適切なアドバイスをいただけ
ていますので、SAP S/4HANAへのコン
バージョンも含めて、さまざまな支援に期
待しています」（荒井氏）
世界規模でデータの共有、リアルタイム活
用を進めるイーグル工業では、さらなる情
報活用に向けたチャレンジを今後も続けて
いく。

大和ハウス工業株式会社設立：1964年10月
資本金：104億9,098万円
従業員数：6,400名（2018年6月26日現在）
事業内容：各種メカニカルシール、特殊バルブ、プラント機器、
舶用製品、金属ベローズ応用品等の製造/販売 並びに機械器
具設置工事等上記に付帯する業務
https://www.ekkeagle.com/

イーグル工業株式会社

（左から）イーグル工業株式会社
経営企画室の荒井氏、徳田氏

SAP S/4HANA移行に向けて
富士通のPoCサービスを活用

2
海外拠点へのSAP S/4HANA
Cloud導入に向けたPoCを実施

3

大和ハウス工業株式会社
情報システム部 部長

松山 竜蔵氏

イーグル工業株式会社 大和ハウス工業株式会社
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り便利と説得したという。
「しぶしぶ始めたAWSへの移行ですが、
実際やってみると仮想化の知識が役立つ、
障害は起きない、どこからでも操作ができ
て便利だ、ハードウェアの故障を心配しな
くていいのは楽だといった声がエンジニア
から上がり始めました」（吉田氏）

クラウドの特性を活かした
運用ポリシーでコストを低減
こうしてGWMSのAWS移行を始めた日立
物流は、3年かけて東京、バージニア、シン
ガポール、北京、シドニーへの展開を終了。
並行して日立物流グループ共通システムであ
るSAP ERP（FI、CO、HR）とSAPの周辺
システム（経理系、人勤系、本社系）の移行
にも着手。当初はマルチクラウド戦略のも
と、事業系のGWMSなどはAWS、SAP含
めた基幹系は他社クラウドを想定。しかし、
開発・検証環境の評価を行った他社クラウ
ドよりAWS環境の方が安定していることを
評価して、SAPも本番機はAWSで稼動させ
ることとした。3カ月かけて設計、構築、テス
トを実施後、2016年12月末にWindows
Server/SQL Serverベースで稼動している
SAP ERPの本番環境をAmazon EC2
Windows環境上へ移行した。
SAP ERPに関しては、クラウドならではの
特性を活かした運用ポリシーを定めるこ
とでサーバー費用の削減効果を最大化し
ている。1つ目がサーバーの稼動時間の調
整だ。開発/検証系と待機系サーバーは、
通常の営業日は午前2時～7時、休業日は
午前2時～翌営業日の午前7時の時間を停
止し、稼動率を抑制。次に、サーバー構築
時のスペックに余裕があった環境では

AWSのインスタンスタイプを見直し、利用
料を低減。さらに、既存サーバーのリース
解約時期を見直し、ランニングコストの低
減を図った。
これらの施策によってクラウド化の投資額
は3年以内に回収できる見込みが立った。
実際、月額のサーバー費用は、オンプレミ
スで運用していた2015年3月と比較して、
移行後の2017年10月以降、32％低減さ
れている。
移行後は、運用負荷が大きく軽減された。
「AWSのサーバー監視サービスによって異
常時にはアラートメールが発信され、障害
を未然に防止できます。異常を検知した際
の情報共有もAWSのヘルプデスクとの
チャット連携が可能で、障害対策時間の短
縮につながっています。サーバースペックに
起因する障害もインスタンスタイプの変更
と再起動で対応できるため、対策時間が短
縮しました」と、IT戦略本部 経営システム統
括部 部長補佐 石川博之氏は語る。AWS
移行後はサーバー起因による大きなシステ
ム停止もなく、安定稼動を続けている。

5つのリージョンで
204個のインスタンスが稼動中
日立物流では現在、5つのリージョンで
204個のAmazon EC2 Windowsインス
タンス（仮想サーバー）を中心に稼動し、利
用拠点は16の国と地域にわたる。サー
バーを新設する際はクラウドファーストと
し、お客様の了承が得られないケースや
AWSでサポートしていないOS利用などの
例外を除いて、AWSを採用している。
高可用性については、データベースの
Amazon Relational Database Service

（Amazon RDS）を複数リージョンで保存
するMulti-AZで配置。DR環境は、1つの
リージョンの環境を別のリージョンにバッ
クアップとして保存するクロスリージョン
により、5つのうち1つがダウンしてもバッ
クアップ先のリージョンでカバーできるよ
うにした。
今後はAWS以外のサービスも含めたマル
チクラウド化を進め、ノウハウの蓄積と
エンジニアのスキル向上を目指す。また、
インフラの自社保有と外部委託の2つを仕
分けながら、「持つIT」から「使うIT」への転
換を目指していく方針だ。
技術面では増加するインスタンスの管理手
法の確立に向けて、管理ツールの導入を検
討中だ。技術組織の体制もクラウド対応
に向けて整備していく。「クラウド化は単な
るインフラ形式の変化でなく、業務のやり
方が変わると捉え、クラウド専門チームや
独立した技術研究チームの設置も視野に
入れています」（吉田氏）
日立物流では、今後もクラウドファーストの
ポリシーのもと、「グローバルサプライ
チェーンにおいて最も選ばれるソリューション
プロバイダ」として世界に貢献していく。

SAP ERP本番機をAWSに移行しサーバー費用を32％削減、BCP対策も確立

グローバル物流システム強化と早期立
上げを目指してAWSに移行
3PL(システム物流)、重量・機工、フォワー
ディングの3つのコア事業を通じて企業の
サプライチェーン最適化を支援する日立物
流。現在はコア事業を強化しながらIoT、
AI、ロボティクスなど、先端技術の物流分
野における実用化に向けてスマートロジス
ティクス（自動化/省力化）を推進している。
同社がクラウド化に着手したのは2014年
で、利用実績もなく詳しいエンジニアも社
内には全くおらず「他社と比べて周回遅れ
だった」とIT戦略本部 デジタルビジネス推
進部 部長補佐の田代肇氏は振り返る。当
時はeコマースの台頭や人口減などでマー
ケット構造が変化し、荷主のグローバル化
が進行。同社も世界を意識したビジネス

戦略を明確に打ち出し、IT組織もグローバ
ルへの対応・強化が必須だった。
同社では当時、世界10カ国で利用してい
る在庫管理システムGlobal Warehouse
Management System（GWMS）を日本
のオンプレミス環境から提供し、DR環境
も国内で構築していた。しかし、自然災害
などが原因で日本のオンプレミス環境に
影響が発生した場合、最悪海外拠点の出荷
が停止してしまうリスクを再評価し、システ
ムの提供場所を3極（アメリカ、アジア、中
国）に見直すことを決断。また、DR環境も
含めたオンプレミスのサーバーの既存費
用と比較しコスト低減も図りたいと考え
た。さらに1.5年以内での3極立ち上げ、
BtoBレベルのサービス品質という要件を
加えて検討した結果、AWSを採用。「当

時、すべてのニーズを満たしていたクラウド
サービスはAWSだけでした」（田代氏）

ポジティブマインドへの転換で
導入に立ちはだかる壁を克服
AWS環境の構築はグループ会社の日立物
流ソフトウェアが担当することになったもの
の、エンジニアからは「本当にアプリケー
ションが動くか責任が持てない」という声が
上がり、日立物流社内からは「SAPのような
ミッションクリティカルなシステムは載せら
れない」という意見も根強かった。
そこで取り組んだのが、技術者のマインド
セットの転換だ。日立物流ソフトウェア
ICTソリューション本部長の吉田佑一郎氏
は「自社でAWSをやらないなら他社を使
うという強気な姿勢を示したところ、いず
れやるなら最初から絡まないと後々の保
守が大変、クラウドが本流になっていくと
他の仕事も減っていくという危機感が芽生
えました」と語る。ポジティブマインドに
変えるため、AWS固有の難解な単語を技
術者が知っている技術/単語に置き換える
工夫もした。従来までの「障害を防ぐ構
成」から「障害が起きても大丈夫な構成」へ
の転換を図り障害発生への不安を払拭し
たところ、「仮想化技術を知っていれば何と
かなる」という声も出始めた。実機が目の
前にないと何かと不便という意見にも、ほ
ぼすべての操作がマネジメントコンソール
からできるAWSならオンプレミス環境よ

アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社

総合的な物流サービスを提供している株式会社日立物流は自社データセンターの運用コスト増大への

対応策として2014年からアマゾン ウェブ サービス（以下、AWS）への移行に着手し、16の国と地域

で204のシステムをAWS上のAmazon Elastic Compute Cloud (EC2) Windowsを中心に

運用している。2016年12月には、SAP ERP 6.0の本番機をAWSに移行。オンプレミス環境と

比べてサーバー費用を32％低減し、サーバー起因による障害発生もなく、安定稼動を続けている。

SAP ERP本番機をAWSに移行し
サーバー費用を32％削減、
BCP対策も確立

■株式会社 日立物流 導入事例

株式会社日立物流

創業：1950年2月
資本金：168億200万円
（2018年3月末現在）
売上高（連結）：7,003億9,100万円
（2018年3月期）
従業員数（連結）：47,784名
（2018年3月末現在）
事業内容：国内物流事業、国際物流事業、その他事業
http://www.hitachi-transportsystem.com/

サーバ構成（SAP本番環境）

株式会社日立物流
IT戦略本部

デジタルビジネス推進部 部長補佐

田代 肇氏

株式会社日立物流
IT戦略本部

経営システム統括部 部長補佐

石川 博之氏

日立物流ソフトウェア株式会社
ICTソリューション本部長

吉田 佑一郎氏

メインDBサーバ3
台は東京リージョ
ンBサイトへDBロ
グ同期を実施

AWS

利用拠点（本部/営業所） 利用拠点（本部/営業所）

Backend Subnet A Backend Subnet B

VPC

AWS

VPC

Backend Subnet C
冗長構成

冗長構成
DRサイトに
AMIを転送DirectConnectDirectConnectDirectConnect

Internet-VPNInternet-VPNInternet-VPN

VPN ConnectionVPNConnectionVPN Connection
SAPサーバ

共通サーバ

非稼動サーバ
（AMI）

ルータ

冗長構成概要シンガポール東　京

AP
サーバ

AP
サーバ

帳票
サーバ

管理
サーバ

帳票
サーバ

管理
サーバ

AP
サーバ

帳票
サーバ

管理
サーバ

本番機
①

本番機
①

国内
本番機

ジョブ
管理 CLI用

海外
本番機

Uni
本番機

本番機
②

本番機
②

本番機
③

本番機
③

社内WAN

〒141-0021 東京都品川区上大崎3-1-1
目黒セントラルスクエア　
https://aws.amazon.com/jp/

アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社

お問い合わせ先
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り便利と説得したという。
「しぶしぶ始めたAWSへの移行ですが、
実際やってみると仮想化の知識が役立つ、
障害は起きない、どこからでも操作ができ
て便利だ、ハードウェアの故障を心配しな
くていいのは楽だといった声がエンジニア
から上がり始めました」（吉田氏）

クラウドの特性を活かした
運用ポリシーでコストを低減
こうしてGWMSのAWS移行を始めた日立
物流は、3年かけて東京、バージニア、シン
ガポール、北京、シドニーへの展開を終了。
並行して日立物流グループ共通システムであ
るSAP ERP（FI、CO、HR）とSAPの周辺
システム（経理系、人勤系、本社系）の移行
にも着手。当初はマルチクラウド戦略のも
と、事業系のGWMSなどはAWS、SAP含
めた基幹系は他社クラウドを想定。しかし、
開発・検証環境の評価を行った他社クラウ
ドよりAWS環境の方が安定していることを
評価して、SAPも本番機はAWSで稼動させ
ることとした。3カ月かけて設計、構築、テス
トを実施後、2016年12月末にWindows
Server/SQL Serverベースで稼動している
SAP ERPの本番環境をAmazon EC2
Windows環境上へ移行した。
SAP ERPに関しては、クラウドならではの
特性を活かした運用ポリシーを定めるこ
とでサーバー費用の削減効果を最大化し
ている。1つ目がサーバーの稼動時間の調
整だ。開発/検証系と待機系サーバーは、
通常の営業日は午前2時～7時、休業日は
午前2時～翌営業日の午前7時の時間を停
止し、稼動率を抑制。次に、サーバー構築
時のスペックに余裕があった環境では

AWSのインスタンスタイプを見直し、利用
料を低減。さらに、既存サーバーのリース
解約時期を見直し、ランニングコストの低
減を図った。
これらの施策によってクラウド化の投資額
は3年以内に回収できる見込みが立った。
実際、月額のサーバー費用は、オンプレミ
スで運用していた2015年3月と比較して、
移行後の2017年10月以降、32％低減さ
れている。
移行後は、運用負荷が大きく軽減された。
「AWSのサーバー監視サービスによって異
常時にはアラートメールが発信され、障害
を未然に防止できます。異常を検知した際
の情報共有もAWSのヘルプデスクとの
チャット連携が可能で、障害対策時間の短
縮につながっています。サーバースペックに
起因する障害もインスタンスタイプの変更
と再起動で対応できるため、対策時間が短
縮しました」と、IT戦略本部 経営システム統
括部 部長補佐 石川博之氏は語る。AWS
移行後はサーバー起因による大きなシステ
ム停止もなく、安定稼動を続けている。

5つのリージョンで
204個のインスタンスが稼動中
日立物流では現在、5つのリージョンで
204個のAmazon EC2 Windowsインス
タンス（仮想サーバー）を中心に稼動し、利
用拠点は16の国と地域にわたる。サー
バーを新設する際はクラウドファーストと
し、お客様の了承が得られないケースや
AWSでサポートしていないOS利用などの
例外を除いて、AWSを採用している。
高可用性については、データベースの
Amazon Relational Database Service

（Amazon RDS）を複数リージョンで保存
するMulti-AZで配置。DR環境は、1つの
リージョンの環境を別のリージョンにバッ
クアップとして保存するクロスリージョン
により、5つのうち1つがダウンしてもバッ
クアップ先のリージョンでカバーできるよ
うにした。
今後はAWS以外のサービスも含めたマル
チクラウド化を進め、ノウハウの蓄積と
エンジニアのスキル向上を目指す。また、
インフラの自社保有と外部委託の2つを仕
分けながら、「持つIT」から「使うIT」への転
換を目指していく方針だ。
技術面では増加するインスタンスの管理手
法の確立に向けて、管理ツールの導入を検
討中だ。技術組織の体制もクラウド対応
に向けて整備していく。「クラウド化は単な
るインフラ形式の変化でなく、業務のやり
方が変わると捉え、クラウド専門チームや
独立した技術研究チームの設置も視野に
入れています」（吉田氏）
日立物流では、今後もクラウドファーストの
ポリシーのもと、「グローバルサプライ
チェーンにおいて最も選ばれるソリューション
プロバイダ」として世界に貢献していく。

SAP ERP本番機をAWSに移行しサーバー費用を32％削減、BCP対策も確立

グローバル物流システム強化と早期立
上げを目指してAWSに移行
3PL(システム物流)、重量・機工、フォワー
ディングの3つのコア事業を通じて企業の
サプライチェーン最適化を支援する日立物
流。現在はコア事業を強化しながらIoT、
AI、ロボティクスなど、先端技術の物流分
野における実用化に向けてスマートロジス
ティクス（自動化/省力化）を推進している。
同社がクラウド化に着手したのは2014年
で、利用実績もなく詳しいエンジニアも社
内には全くおらず「他社と比べて周回遅れ
だった」とIT戦略本部 デジタルビジネス推
進部 部長補佐の田代肇氏は振り返る。当
時はeコマースの台頭や人口減などでマー
ケット構造が変化し、荷主のグローバル化
が進行。同社も世界を意識したビジネス

戦略を明確に打ち出し、IT組織もグローバ
ルへの対応・強化が必須だった。
同社では当時、世界10カ国で利用してい
る在庫管理システムGlobal Warehouse
Management System（GWMS）を日本
のオンプレミス環境から提供し、DR環境
も国内で構築していた。しかし、自然災害
などが原因で日本のオンプレミス環境に
影響が発生した場合、最悪海外拠点の出荷
が停止してしまうリスクを再評価し、システ
ムの提供場所を3極（アメリカ、アジア、中
国）に見直すことを決断。また、DR環境も
含めたオンプレミスのサーバーの既存費
用と比較しコスト低減も図りたいと考え
た。さらに1.5年以内での3極立ち上げ、
BtoBレベルのサービス品質という要件を
加えて検討した結果、AWSを採用。「当

時、すべてのニーズを満たしていたクラウド
サービスはAWSだけでした」（田代氏）

ポジティブマインドへの転換で
導入に立ちはだかる壁を克服
AWS環境の構築はグループ会社の日立物
流ソフトウェアが担当することになったもの
の、エンジニアからは「本当にアプリケー
ションが動くか責任が持てない」という声が
上がり、日立物流社内からは「SAPのような
ミッションクリティカルなシステムは載せら
れない」という意見も根強かった。
そこで取り組んだのが、技術者のマインド
セットの転換だ。日立物流ソフトウェア
ICTソリューション本部長の吉田佑一郎氏
は「自社でAWSをやらないなら他社を使
うという強気な姿勢を示したところ、いず
れやるなら最初から絡まないと後々の保
守が大変、クラウドが本流になっていくと
他の仕事も減っていくという危機感が芽生
えました」と語る。ポジティブマインドに
変えるため、AWS固有の難解な単語を技
術者が知っている技術/単語に置き換える
工夫もした。従来までの「障害を防ぐ構
成」から「障害が起きても大丈夫な構成」へ
の転換を図り障害発生への不安を払拭し
たところ、「仮想化技術を知っていれば何と
かなる」という声も出始めた。実機が目の
前にないと何かと不便という意見にも、ほ
ぼすべての操作がマネジメントコンソール
からできるAWSならオンプレミス環境よ

アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社

総合的な物流サービスを提供している株式会社日立物流は自社データセンターの運用コスト増大への

対応策として2014年からアマゾン ウェブ サービス（以下、AWS）への移行に着手し、16の国と地域

で204のシステムをAWS上のAmazon Elastic Compute Cloud (EC2) Windowsを中心に

運用している。2016年12月には、SAP ERP 6.0の本番機をAWSに移行。オンプレミス環境と

比べてサーバー費用を32％低減し、サーバー起因による障害発生もなく、安定稼動を続けている。

SAP ERP本番機をAWSに移行し
サーバー費用を32％削減、
BCP対策も確立

■株式会社 日立物流 導入事例

株式会社日立物流

創業：1950年2月
資本金：168億200万円
（2018年3月末現在）
売上高（連結）：7,003億9,100万円
（2018年3月期）
従業員数（連結）：47,784名
（2018年3月末現在）
事業内容：国内物流事業、国際物流事業、その他事業
http://www.hitachi-transportsystem.com/

サーバ構成（SAP本番環境）

株式会社日立物流
IT戦略本部

デジタルビジネス推進部 部長補佐

田代 肇氏

株式会社日立物流
IT戦略本部

経営システム統括部 部長補佐

石川 博之氏

日立物流ソフトウェア株式会社
ICTソリューション本部長

吉田 佑一郎氏

〒141-0021 東京都品川区上大崎3-1-1
目黒セントラルスクエア　
https://aws.amazon.com/jp/

アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社
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引率が高くなる「EC2リザーブドインスタン
ス（RI）」のメリットが大きい。契約期間は1
年/3年から選べて長期契約ほど割引率は
高くなるが、当時、契約期間中はインスタン
スが変更できないといった制約があった。
「投資効果を考えてEC2リザーブドインス
タンス（RI）を3年契約で採用し、確かにコ
ストメリットは得られました。しかし契約期
間中、AWSから新しいインスタンスがリ
リースされても、3年間は新インスタンスへ
乗り換えられませんでした」（守谷氏）
3年契約終了後、新たなインスタンスに乗り
換えた。インスタンスの変更自体は管理画
面上から設定するだけで終了したという。
「新構成への変更もBeeXに依頼しました。
それまでの運用実績からI/O性能、CPUス
ペック、メモリー、ディスク容量などを分析
してサイジングを行い、さらに今後の事業
成長なども考慮して、最もコストパフォー
マンスの高い構成案を提案していただきま
した」（守谷氏）
新構成の採用により、インフラコストの最適
化は一気に進んだ。金光氏は「約10％のコ
スト削減ができました。最初の移行時から
は連結子会社の数が20社近く増えてトラン
ザクションの量が増加していますが、パ
フォーマンスを落とすことなくコストが削減
できています」と語る。インスタンスの性能
分析レポートはBeeXから毎月提供され、
随時チェックしながら必要があれば対応を
依頼している。

AWSとBeeXから提供される
SOC1レポートで監査業務を効率化
AWSに移行してからも、HOYAではさまざ

まな課題に対応してきた。
同社はAWSのユーザーコミュニティに参加
して最新情報を収集し、BeeXからも随時
情報提供や改善提案を受けている。また、
BeeXから提供されるAWS上のシステム
運用に関するSOC1レポートも、監査対応
に役立っている。
「SAP ERPはもちろん、それ以外のシステ
ムに関しても、AWSの運用に関することは
ひととおりBeeXに任せることができ、コス
ト低減や運用の高度化に関する提案も含
め、非常に頼りにしています。その分、社内
ではアプリケーションの保守や、本来の会
計に関する業務など、付加価値の高い領域
に注力できます。IT監査についてもAWS
とBeeXから提供されるSOC1レポートを
そのまま活用できるため、我々はアプリ
ケーション部分の監査レポートの作成に集
中できるようになりました」（金光氏）

AWS上に管理会計用の
インスタンスを追加して予実分析の実現へ
HOYAは今後、情報分析機能用にインス
タンスを追加し、タイムリーに情報を提供し
ていく予定だ。

守谷氏は「財務データや非財務データなど
を利用し、ユーザー主導で分析ができる環
境を構築していきたいと思います」と展望
を述べる。また、将来的にはBeeXととも
にAIや機械学習などの新しいテクノロジー
を活用し、システム運用を自動化/高度化し
ていく構想も描いている。
HOYAがAWSの利用を決断した2013年
当時、日本企業の多くはパブリッククラウド
上でのSAPシステム稼動に踏み切っていな
かった。しかし同社はいち早くAWSに移
行し、試行錯誤しながらインフラコストを
低減してきた。そのチャレンジの過程は、こ
れから続く企業にとって大いに参考になる
はずだ。

創立：1941年11月1日（設立：1944年8月23日）
資本金：62億6,420万円
売上高：連結4,789億2,700万円（2017年3月期）
従業員数：連結3万5,752名（2017年3月31日現在）
事業概要：情報・通信とライフケアの事業領域において、
ヘルスケア、メディカル、エレクトロニクス、映像の4セグ
メントでグローバルに事業を展開する総合光学メーカー
http://www.hoya.co.jp/

世界約120拠点で利用するSAP ERPをAWS上で運用

〒103-0027 東京都中央区日本橋2-11-2
太陽生命日本橋ビル 16F
TEL 03-6214-2830（受付時間 平日9:30～18:00）
https://www.beex-inc.com/

株式会社BeeX

お問い合わせ先

HOYA株式会社
財務部  ITグループ

金光 和純氏

HOYA株式会社
財務部  ITグループ

守谷 祥広氏

HOYA株式会社

インフラコストの最適化を目指して
AWSの活用を決断
HOYAは光学技術を軸に多角化を進め、半
導体やデジタル機器を支える最先端の情
報・通信分野から、メガネやコンタクトレン
ズ、内視鏡など人々の生活を支えるヘルス
ケア分野で、さまざまな形で社会に価値を
提供している。現在、世界30カ国以上に約
140の連結子会社を持ち、海外の売上比率
は70％に達している。
複数の異なる事業を展開する同社におい
て、ITシステムの企画/開発/運用は各事業
部の情報システム部門が担っている。一方、
グループ共通の財務会計および連結会計
のシステムについては、財務部が本社およ
び連結子会社全体を統括。1997年には

SAP ERPを本社に導入し、海外を含むグ
ループ各社にスピード展開した。
財務部は2009年頃、SAP ERPの基盤を
UNIXからWindowsに移行するとともに、
パブリッククラウドを導入してハードウェアの
制約を排除し、コスト効率を高める体制を
検討した。しかしその時点では、必要な
ハードウェアスペック、コストなどを検討した
結果、プライベートクラウドを採用。 そして
2013年、ようやくパブリッククラウドを採用
するメリットが見えてきたことから、AWSへ
の移行を決断する。複数のサービスの中か
らAWSを採用した理由について、財務部 IT
グループの守谷祥広氏は次のように語る。
「SLAが明確に定義され、障害発生の情報
も少なく安心して利用できると判断しまし

た。また当時いち早くSAP ERPの稼動認
定を取得済みで、性能面での懸念も事前の
PoCを実施することでクリアしました」
クラウドへの移行と新たに追加したBCP/
DR環境の構築をわずか2カ月半で完了し、
2013年11月には本社やグループ会社を含
むすべてのSAP ERPがAWS上で稼動し
た。その効果について財務部 ITグループの
金光和純氏は、次のように振り返る。「プラ
イベートクラウドと比較して、約50％～60％
のコスト削減を実現できました。また従量
課金の保守サポートを採用したことで運用
維持費も軽減しています。さらに、AWSの
複数リージョンを活用したBCP/DR対策も
実現したことも大きな成果です」

長期割引のインスタンス変更により
インフラコストを約10％削減
移行後のインフラ運用については、BeeX
のワンストップ運用保守サービスを利用し、
現在まで機能強化や運用改善を重ねてい
る。SAPシステムは現在、本番環境5（アジ
ア、欧州、米国、連結会計、資金管理）、開
発・試験環境8の合計13インスタンスの構
成だ。
AWS上でのERP運用を開始したHOYAに
とって、思わぬ誤算もあった。開発機や検
証機では従量課金のオンデマンド利用が有
効だが、本番機のようにリソースが緩やか
に増えていくケースでは、長期コミットで割

株式会社BeeX

情報・通信とライフケアを中心に、グローバルに事業を展開するHOYA株式会社は、90年代後半から

SAP ERPを導入し、海外を含むグループ約120社で活用してきた。2013年末には運用基盤をアマゾン

ウェブ サービス（AWS）にマイグレーション。株式会社BeeXの支援のもと、運用ノウハウを蓄積しながら

パフォーマンスとコストの最適化を進め、グループ会社の増加といった環境変化にも柔軟に対応している。

世界約120拠点で利用する
SAP ERPをAWS上で運用し、
インフラコストを最適化

■HOYA株式会社 導入事例

図2：SAPシステムの課題とAWSによる解決

図1：システム構成図
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引率が高くなる「EC2リザーブドインスタン
ス（RI）」のメリットが大きい。契約期間は1
年/3年から選べて長期契約ほど割引率は
高くなるが、当時、契約期間中はインスタン
スが変更できないといった制約があった。
「投資効果を考えてEC2リザーブドインス
タンス（RI）を3年契約で採用し、確かにコ
ストメリットは得られました。しかし契約期
間中、AWSから新しいインスタンスがリ
リースされても、3年間は新インスタンスへ
乗り換えられませんでした」（守谷氏）
3年契約終了後、新たなインスタンスに乗り
換えた。インスタンスの変更自体は管理画
面上から設定するだけで終了したという。
「新構成への変更もBeeXに依頼しました。
それまでの運用実績からI/O性能、CPUス
ペック、メモリー、ディスク容量などを分析
してサイジングを行い、さらに今後の事業
成長なども考慮して、最もコストパフォー
マンスの高い構成案を提案していただきま
した」（守谷氏）
新構成の採用により、インフラコストの最適
化は一気に進んだ。金光氏は「約10％のコ
スト削減ができました。最初の移行時から
は連結子会社の数が20社近く増えてトラン
ザクションの量が増加していますが、パ
フォーマンスを落とすことなくコストが削減
できています」と語る。インスタンスの性能
分析レポートはBeeXから毎月提供され、
随時チェックしながら必要があれば対応を
依頼している。

AWSとBeeXから提供される
SOC1レポートで監査業務を効率化
AWSに移行してからも、HOYAではさまざ

まな課題に対応してきた。
同社はAWSのユーザーコミュニティに参加
して最新情報を収集し、BeeXからも随時
情報提供や改善提案を受けている。また、
BeeXから提供されるAWS上のシステム
運用に関するSOC1レポートも、監査対応
に役立っている。
「SAP ERPはもちろん、それ以外のシステ
ムに関しても、AWSの運用に関することは
ひととおりBeeXに任せることができ、コス
ト低減や運用の高度化に関する提案も含
め、非常に頼りにしています。その分、社内
ではアプリケーションの保守や、本来の会
計に関する業務など、付加価値の高い領域
に注力できます。IT監査についてもAWS
とBeeXから提供されるSOC1レポートを
そのまま活用できるため、我々はアプリ
ケーション部分の監査レポートの作成に集
中できるようになりました」（金光氏）

AWS上に管理会計用の
インスタンスを追加して予実分析の実現へ
HOYAは今後、情報分析機能用にインス
タンスを追加し、タイムリーに情報を提供し
ていく予定だ。

守谷氏は「財務データや非財務データなど
を利用し、ユーザー主導で分析ができる環
境を構築していきたいと思います」と展望
を述べる。また、将来的にはBeeXととも
にAIや機械学習などの新しいテクノロジー
を活用し、システム運用を自動化/高度化し
ていく構想も描いている。
HOYAがAWSの利用を決断した2013年
当時、日本企業の多くはパブリッククラウド
上でのSAPシステム稼動に踏み切っていな
かった。しかし同社はいち早くAWSに移
行し、試行錯誤しながらインフラコストを
低減してきた。そのチャレンジの過程は、こ
れから続く企業にとって大いに参考になる
はずだ。

創立：1941年11月1日（設立：1944年8月23日）
資本金：62億6,420万円
売上高：連結4,789億2,700万円（2017年3月期）
従業員数：連結3万5,752名（2017年3月31日現在）
事業概要：情報・通信とライフケアの事業領域において、
ヘルスケア、メディカル、エレクトロニクス、映像の4セグ
メントでグローバルに事業を展開する総合光学メーカー
http://www.hoya.co.jp/

世界約120拠点で利用するSAP ERPをAWS上で運用

〒103-0027 東京都中央区日本橋2-11-2
太陽生命日本橋ビル 16F
TEL 03-6214-2830（受付時間 平日9:30～18:00）
https://www.beex-inc.com/
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財務部  ITグループ

金光 和純氏

HOYA株式会社
財務部  ITグループ

守谷 祥広氏

HOYA株式会社

インフラコストの最適化を目指して
AWSの活用を決断
HOYAは光学技術を軸に多角化を進め、半
導体やデジタル機器を支える最先端の情
報・通信分野から、メガネやコンタクトレン
ズ、内視鏡など人々の生活を支えるヘルス
ケア分野で、さまざまな形で社会に価値を
提供している。現在、世界30カ国以上に約
140の連結子会社を持ち、海外の売上比率
は70％に達している。
複数の異なる事業を展開する同社におい
て、ITシステムの企画/開発/運用は各事業
部の情報システム部門が担っている。一方、
グループ共通の財務会計および連結会計
のシステムについては、財務部が本社およ
び連結子会社全体を統括。1997年には

SAP ERPを本社に導入し、海外を含むグ
ループ各社にスピード展開した。
財務部は2009年頃、SAP ERPの基盤を
UNIXからWindowsに移行するとともに、
パブリッククラウドを導入してハードウェアの
制約を排除し、コスト効率を高める体制を
検討した。しかしその時点では、必要な
ハードウェアスペック、コストなどを検討した
結果、プライベートクラウドを採用。 そして
2013年、ようやくパブリッククラウドを採用
するメリットが見えてきたことから、AWSへ
の移行を決断する。複数のサービスの中か
らAWSを採用した理由について、財務部 IT
グループの守谷祥広氏は次のように語る。
「SLAが明確に定義され、障害発生の情報
も少なく安心して利用できると判断しまし

た。また当時いち早くSAP ERPの稼動認
定を取得済みで、性能面での懸念も事前の
PoCを実施することでクリアしました」
クラウドへの移行と新たに追加したBCP/
DR環境の構築をわずか2カ月半で完了し、
2013年11月には本社やグループ会社を含
むすべてのSAP ERPがAWS上で稼動し
た。その効果について財務部 ITグループの
金光和純氏は、次のように振り返る。「プラ
イベートクラウドと比較して、約50％～60％
のコスト削減を実現できました。また従量
課金の保守サポートを採用したことで運用
維持費も軽減しています。さらに、AWSの
複数リージョンを活用したBCP/DR対策も
実現したことも大きな成果です」

長期割引のインスタンス変更により
インフラコストを約10％削減
移行後のインフラ運用については、BeeX
のワンストップ運用保守サービスを利用し、
現在まで機能強化や運用改善を重ねてい
る。SAPシステムは現在、本番環境5（アジ
ア、欧州、米国、連結会計、資金管理）、開
発・試験環境8の合計13インスタンスの構
成だ。
AWS上でのERP運用を開始したHOYAに
とって、思わぬ誤算もあった。開発機や検
証機では従量課金のオンデマンド利用が有
効だが、本番機のようにリソースが緩やか
に増えていくケースでは、長期コミットで割

株式会社BeeX

情報・通信とライフケアを中心に、グローバルに事業を展開するHOYA株式会社は、90年代後半から

SAP ERPを導入し、海外を含むグループ約120社で活用してきた。2013年末には運用基盤をアマゾン

ウェブ サービス（AWS）にマイグレーション。株式会社BeeXの支援のもと、運用ノウハウを蓄積しながら

パフォーマンスとコストの最適化を進め、グループ会社の増加といった環境変化にも柔軟に対応している。

世界約120拠点で利用する
SAP ERPをAWS上で運用し、
インフラコストを最適化

■HOYA株式会社 導入事例

図2：SAPシステムの課題とAWSによる解決

図1：システム構成図
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S/4HANAの会計、生産、販売、購買、品質
管理に、サプライチェーン戦略を支援する
SAP Integrated Business Planning
（SAP IBP）、製造現場を可視化するSAP
Manufacturing Integration and Intelli-
gence（SAP MII）、調達・購買管理のSAP
Ariba、連結決算に利用するSAP Busi-
ness Planning and Consolidation（SAP
BPC）を加えたビッグバン導入となった。
プロジェクトを通じて、SAPのベストプラク
ティスをベースに業務プロセスを標準化し
てアドオンを抑制した。それに大きく貢献
したのが、日本オクラロがプロジェクト前か
ら行った入念な準備だった。
「グローバル選定フェーズが始まる1年前か
ら検討チームを立ち上げ、各業務部門から
意思決定権を持つ人材を集めて業務のある
べき姿を徹底的に議論しました。標準機能
を使うために譲れるところ/譲れないところ
を議論しながら、妥協点も設けて、アド
オン開発を最小限に抑制しました。事前に
徹底して議論していたため、プロジェクト開
始後も日本チームが主導権を握ることがで
きました」（會澤氏）
グローバルなプロジェクトのためプロジェ
クトメンバーは米国、イタリア、日本の各所
に場所を移しながら2週間単位で要件定義
を実施。毎回約100名近くのメンバーが参
加し、さまざまな議論を重ねた。さらにモ
ジュール単位で詳細な要件を詰めながら、
マスター整備、移行テストなどを進めて
いった。日立グループの的確なサポートも
大いに役立ったという。
「日立のコンサルタントやSEのリスポンシ
ビリティ（責任感）は素晴らしいものでし
た。困難に直面しても真摯に向き合い、私
たちの要求をSAPの標準仕様に落とし込

んでくれました。また、米国PMO（Project
Management Office）との情報の橋渡し
もしていただき、意思疎通もスムーズに進
みました。これだけ大規模なシステムにも
関わらず大きなトラブルがなく、予算内で計
画通りに稼動できて、日立グループを選定
したことが間違っていなかったと改めて実
感しました」（那倉氏）

海外拠点とも共通の言語で
共通のデータを見ながら意思決定
「全世界で同じERPを使い、海外の拠点と
共通のデータを見ながら意思決定ができる
ようになった効果は計り知れません」と會
澤氏は強調する。SAP S/4HANAの圧倒
的なパフォーマンスも評価。ハードウェア
が最新化され、コードをゼロから見直して
再整備したこともあり、体感的な処理ス
ピードは大きく向上している。
特に大きな効果をもたらしているのが、
SAP S/4HANAと連携したSAP Inte-
grated Business Planningだ。従来の環
境ではオフラインでサプライチェーン計画
を策定し、現場のスケジュールと合わせて
MRPにデータを渡していた。SAP Inte-
grated Business Planningなら販売と購
買を問わず、複数地域に散在する情報を集
約し、SAP HANAプラットフォーム上で高
速に見込み数値を計算できる。共通の
フォーマットでデータが格納されているた
め、信頼性のある情報に基づく予測や、物
流のリードタイムの議論も可能になった。
「需要予測の透明性とスピードは確実に向上
しています。グローバル全体で共通の数字が
見られるため、意思決定は確実に早くなりま
した。また、中国、イギリスなどの製造拠点間
でモノを売り買いする社内間取引も、同じ目

線で取引ができるようになりました」（會澤氏）
SAP Integrated Business Planningにつ
いては今後、BIツールと組み合わせて情報
を活用することも検討している。「現場担当
者が各国のサプライチェーン情報を見なが
ら議論することで、最適なサプライ
チェーン体制を確立できます」（那倉氏）

安定化と定着化を図るとともに
SAP Aribaのさらなる活用へ
日本オクラロでは、マレーシアの製造委託
会社への発注のみに活用しているSAP
Aribaを他の製造委託会社にも拡大するこ
とを考えている。SAPソリューション全体
については、稼動したばかりということもあ
り、現在の課題は定着化にある。
「日本オクラロにとってSAPは初めて使うシ
ステムですが、使っていくうちに理解が深ま
り、改善のアイデアも浮かんできています。
日立グループには定着化に向けて豊富な
経験と知識を活かしたサポートに期待して
います」（會澤氏）
本社や各国の拠点がお互いの文化を尊重
しながら、世界中の顧客に向けて事業を推
進しているオクラロ。グローバル共通IT基
盤は、今後も同社の成長を支えていく。

日本オクラロ株式会社
設立：2000年9月
資本金：1億円
売上高（連結）：6億90万ドル（2017年6月期）
事業概要：ハイエンド光モジュール、半導体レーザーの開発・
製造・販売
https://www.oclaro.com/jp/

SAP S/4HANAでグローバルシステムを統合 サプライチェーン情報も一元化し需要予測と意思決定の迅速化を実現

産業ソリューション事業部
〒170ｰ8466 東京都豊島区東池袋4-5-2 
ライズアリーナビル
TEL：03-5928-8238
http://www.hitachi.co.jp/sap/

株式会社日立製作所

お問い合わせ先

グローバルで基幹システムを統合し
“One Oclaro”の実現へ
光学モジュール、光通信デバイスの世界的
メーカーであるオクラロ。本社と一部の研
究開発部門を米国カリフォルニア州のサン
ノゼ、主たる研究開発と生産部門をイギリ
ス、イタリア、中国、日本に有し、全世界に販
売網を展開している。日本法人である日本
オクラロ株式会社は、半導体光デバイス、
レーザーダイオード、光送受信モジュール
などを製造し、通信機器メーカーやデータ
センター事業者などに販売している。
オクラロ全体のIT戦略は米国本社がリード
する一方、業務の中核となる生産・販売系
のシステムは日本、中国、欧州/米国の3
リージョンが独自に導入/構築/運用してき
た。そこで既存システムの更改を機に、基
幹システムのグローバル統合による業務プ
ロセスの標準化に乗り出した。日本オクラ
ロのオペレーションセンタ センタ長を務
める會澤徹氏は次のように語る。
「複数の会社が合併した経緯もあり、同じ会
社内でも別の業務プロセスが動いており、
まるで別会社のようでした。リージョン間で
データや伝票をやり取りする際も、手作業
でデータを合体したり、伝票を別々に用意
する必要があり、ビジネスが大きくなるにつ
れ弊害が出てきていました。そこで、システ
ムが今後の成長の足かせにならないよう、
今回のプロジェクトを通じてグローバルレ
ベルでの“One Oclaro”を目指しました」

日本の製造業を熟知した技術力と
グローバルなコミュニケーション力を評価
システム統合プロジェクトには、米国本社
と3つのリージョンが参加。まずERP選定
委員会を設置して、各リージョンからの参
加者がコスト、リードタイム、コンセプト、SI
のノウハウ、製造業での経験などの評価項
目を定めて議論した。最終的に採用され
たのは、米国Hitachi Consulting corpo-
rationと日立製作所の合同チームが提案し
たSAP S/4HANAだ。日本以外のリー
ジョンの旧基幹システムはSAP ERPだっ
たこともあり、結果的に移行への影響を最
小限に抑える効果もあった。
導入を支援するコンサルタントとシステム
インテグレーターに日立グループを選んだ
決め手は、日本の製造業を熟知しているこ

とと、円滑なコミュニケーションへの期待
だった。日本オクラロ ITセンタ ビジネス
ソリューション部 部長の那倉康一氏は次の
ように説明する。
「SAP機能を熟知し、かつ英語で意思疎通
できるコンサルタントがプロジェクト成功
の鍵であると確信していました。日本固有
の商習慣や、日米、各拠点の会計基準の相
違を理解したうえで、日本法人のニーズを
吸い上げてブループリントに的確に反映さ
せる実力を持つパートナーは、日立グルー
プ以外に考えられませんでした」

SAP S/4HANAを中心とした
ソリューション群を11カ月でビックバン導入
導入プロジェクトは2016年11月から始ま
り、2017年10月に本稼動を開始。SAP

株式会社日立製作所

光モジュールや半導体レーザーの開発、製造、販売を手がけるOclaro, Inc.（オクラロ）グループ

は、世界各地の製造・販売拠点のオペレーションの標準化を目指してSAP S/4HANAを導入。加

えてサプライチェーン業務を効率化するSAP Integrated Business Planning（SAP IBP）

などのSAPソリューションを、日立製作所と米国Hitachi Consulting corporationの支援

のもと導入し、グローバルレベルでの情報の可視化と意思疎通を大きく向上させた。

SAP S/4HANAでグローバルシステムを統合
サプライチェーン情報も一元化し
需要予測と意思決定の迅速化を実現

■日本オクラロ株式会社 導入事例

會澤 徹氏

日本オクラロ株式会社
ITセンタビジネスソリューション部

部長

日本オクラロ株式会社
オペレーションセンタ

センタ長
那倉 康一氏
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S/4HANAの会計、生産、販売、購買、品質
管理に、サプライチェーン戦略を支援する
SAP Integrated Business Planning
（SAP IBP）、製造現場を可視化するSAP
Manufacturing Integration and Intelli-
gence（SAP MII）、調達・購買管理のSAP
Ariba、連結決算に利用するSAP Busi-
ness Planning and Consolidation（SAP
BPC）を加えたビッグバン導入となった。
プロジェクトを通じて、SAPのベストプラク
ティスをベースに業務プロセスを標準化し
てアドオンを抑制した。それに大きく貢献
したのが、日本オクラロがプロジェクト前か
ら行った入念な準備だった。
「グローバル選定フェーズが始まる1年前か
ら検討チームを立ち上げ、各業務部門から
意思決定権を持つ人材を集めて業務のある
べき姿を徹底的に議論しました。標準機能
を使うために譲れるところ/譲れないところ
を議論しながら、妥協点も設けて、アド
オン開発を最小限に抑制しました。事前に
徹底して議論していたため、プロジェクト開
始後も日本チームが主導権を握ることがで
きました」（會澤氏）
グローバルなプロジェクトのためプロジェ
クトメンバーは米国、イタリア、日本の各所
に場所を移しながら2週間単位で要件定義
を実施。毎回約100名近くのメンバーが参
加し、さまざまな議論を重ねた。さらにモ
ジュール単位で詳細な要件を詰めながら、
マスター整備、移行テストなどを進めて
いった。日立グループの的確なサポートも
大いに役立ったという。
「日立のコンサルタントやSEのリスポンシ
ビリティ（責任感）は素晴らしいものでし
た。困難に直面しても真摯に向き合い、私
たちの要求をSAPの標準仕様に落とし込

んでくれました。また、米国PMO（Project
Management Office）との情報の橋渡し
もしていただき、意思疎通もスムーズに進
みました。これだけ大規模なシステムにも
関わらず大きなトラブルがなく、予算内で計
画通りに稼動できて、日立グループを選定
したことが間違っていなかったと改めて実
感しました」（那倉氏）

海外拠点とも共通の言語で
共通のデータを見ながら意思決定
「全世界で同じERPを使い、海外の拠点と
共通のデータを見ながら意思決定ができる
ようになった効果は計り知れません」と會
澤氏は強調する。SAP S/4HANAの圧倒
的なパフォーマンスも評価。ハードウェア
が最新化され、コードをゼロから見直して
再整備したこともあり、体感的な処理ス
ピードは大きく向上している。
特に大きな効果をもたらしているのが、
SAP S/4HANAと連携したSAP Inte-
grated Business Planningだ。従来の環
境ではオフラインでサプライチェーン計画
を策定し、現場のスケジュールと合わせて
MRPにデータを渡していた。SAP Inte-
grated Business Planningなら販売と購
買を問わず、複数地域に散在する情報を集
約し、SAP HANAプラットフォーム上で高
速に見込み数値を計算できる。共通の
フォーマットでデータが格納されているた
め、信頼性のある情報に基づく予測や、物
流のリードタイムの議論も可能になった。
「需要予測の透明性とスピードは確実に向上
しています。グローバル全体で共通の数字が
見られるため、意思決定は確実に早くなりま
した。また、中国、イギリスなどの製造拠点間
でモノを売り買いする社内間取引も、同じ目

線で取引ができるようになりました」（會澤氏）
SAP Integrated Business Planningにつ
いては今後、BIツールと組み合わせて情報
を活用することも検討している。「現場担当
者が各国のサプライチェーン情報を見なが
ら議論することで、最適なサプライ
チェーン体制を確立できます」（那倉氏）

安定化と定着化を図るとともに
SAP Aribaのさらなる活用へ
日本オクラロでは、マレーシアの製造委託
会社への発注のみに活用しているSAP
Aribaを他の製造委託会社にも拡大するこ
とを考えている。SAPソリューション全体
については、稼動したばかりということもあ
り、現在の課題は定着化にある。
「日本オクラロにとってSAPは初めて使うシ
ステムですが、使っていくうちに理解が深ま
り、改善のアイデアも浮かんできています。
日立グループには定着化に向けて豊富な
経験と知識を活かしたサポートに期待して
います」（會澤氏）
本社や各国の拠点がお互いの文化を尊重
しながら、世界中の顧客に向けて事業を推
進しているオクラロ。グローバル共通IT基
盤は、今後も同社の成長を支えていく。

日本オクラロ株式会社
設立：2000年9月
資本金：1億円
売上高（連結）：6億90万ドル（2017年6月期）
事業概要：ハイエンド光モジュール、半導体レーザーの開発・
製造・販売
https://www.oclaro.com/jp/

SAP S/4HANAでグローバルシステムを統合 サプライチェーン情報も一元化し需要予測と意思決定の迅速化を実現

産業ソリューション事業部
〒170ｰ8466 東京都豊島区東池袋4-5-2 
ライズアリーナビル
TEL：03-5928-8238
http://www.hitachi.co.jp/sap/

株式会社日立製作所

お問い合わせ先

グローバルで基幹システムを統合し
“One Oclaro”の実現へ
光学モジュール、光通信デバイスの世界的
メーカーであるオクラロ。本社と一部の研
究開発部門を米国カリフォルニア州のサン
ノゼ、主たる研究開発と生産部門をイギリ
ス、イタリア、中国、日本に有し、全世界に販
売網を展開している。日本法人である日本
オクラロ株式会社は、半導体光デバイス、
レーザーダイオード、光送受信モジュール
などを製造し、通信機器メーカーやデータ
センター事業者などに販売している。
オクラロ全体のIT戦略は米国本社がリード
する一方、業務の中核となる生産・販売系
のシステムは日本、中国、欧州/米国の3
リージョンが独自に導入/構築/運用してき
た。そこで既存システムの更改を機に、基
幹システムのグローバル統合による業務プ
ロセスの標準化に乗り出した。日本オクラ
ロのオペレーションセンタ センタ長を務
める會澤徹氏は次のように語る。
「複数の会社が合併した経緯もあり、同じ会
社内でも別の業務プロセスが動いており、
まるで別会社のようでした。リージョン間で
データや伝票をやり取りする際も、手作業
でデータを合体したり、伝票を別々に用意
する必要があり、ビジネスが大きくなるにつ
れ弊害が出てきていました。そこで、システ
ムが今後の成長の足かせにならないよう、
今回のプロジェクトを通じてグローバルレ
ベルでの“One Oclaro”を目指しました」

日本の製造業を熟知した技術力と
グローバルなコミュニケーション力を評価
システム統合プロジェクトには、米国本社
と3つのリージョンが参加。まずERP選定
委員会を設置して、各リージョンからの参
加者がコスト、リードタイム、コンセプト、SI
のノウハウ、製造業での経験などの評価項
目を定めて議論した。最終的に採用され
たのは、米国Hitachi Consulting corpo-
rationと日立製作所の合同チームが提案し
たSAP S/4HANAだ。日本以外のリー
ジョンの旧基幹システムはSAP ERPだっ
たこともあり、結果的に移行への影響を最
小限に抑える効果もあった。
導入を支援するコンサルタントとシステム
インテグレーターに日立グループを選んだ
決め手は、日本の製造業を熟知しているこ

とと、円滑なコミュニケーションへの期待
だった。日本オクラロ ITセンタ ビジネス
ソリューション部 部長の那倉康一氏は次の
ように説明する。
「SAP機能を熟知し、かつ英語で意思疎通
できるコンサルタントがプロジェクト成功
の鍵であると確信していました。日本固有
の商習慣や、日米、各拠点の会計基準の相
違を理解したうえで、日本法人のニーズを
吸い上げてブループリントに的確に反映さ
せる実力を持つパートナーは、日立グルー
プ以外に考えられませんでした」

SAP S/4HANAを中心とした
ソリューション群を11カ月でビックバン導入
導入プロジェクトは2016年11月から始ま
り、2017年10月に本稼動を開始。SAP

株式会社日立製作所

光モジュールや半導体レーザーの開発、製造、販売を手がけるOclaro, Inc.（オクラロ）グループ

は、世界各地の製造・販売拠点のオペレーションの標準化を目指してSAP S/4HANAを導入。加

えてサプライチェーン業務を効率化するSAP Integrated Business Planning（SAP IBP）

などのSAPソリューションを、日立製作所と米国Hitachi Consulting corporationの支援

のもと導入し、グローバルレベルでの情報の可視化と意思疎通を大きく向上させた。

SAP S/4HANAでグローバルシステムを統合
サプライチェーン情報も一元化し
需要予測と意思決定の迅速化を実現

■日本オクラロ株式会社 導入事例

會澤 徹氏

日本オクラロ株式会社
ITセンタビジネスソリューション部

部長

日本オクラロ株式会社
オペレーションセンタ

センタ長
那倉 康一氏

システム概要図
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「SAP ERPは移送管理システム（TMS）と
いう、異なるドメイン間のシステム変更を
自動実行、監視するしくみを備えているた
め、本番環境と開発検証環境を素早く安
全に入れ替えることが可能です。将来、
オンプレミスで稼動させているSAP S/4
HANA本番環境をクラウドに移行すること
も考え、オンプレミスとクラウド間のシス
テム移送を意識してパブリッククラウドを
選定する必要がありました。Azureが当社
の求める移送方式に対応していたことも、
大きなポイントでした」（小島氏）
九州電力ではRed Hat Enterprise
Linux（RHEL）を標準環境としてきたた
め、OSSで構成される開発検証環境の迅
速な立ち上げにAzureは適切なのかとい
う懸念があったが、開発の前段階で懸念は
払拭されたと九電ビジネスソリューション
ズ株式会社の白野隆氏は語る。「OSSとク
ラウドベンダー間の役割が整っていない
と、問い合わせの際にたらい回しにされ、
開発が滞るおそれがあります。しかし検討
を進める中で、マイクロソフトとレッドハッ
トが強いパートナーシップを築いているこ
とが分かりました。マイクロソフトがオー
プン化を進めているという印象は受けて
いましたが、想像以上に数多くのOSS、さ
まざまなベンダーと強固なパートナーシッ
プをもっていました」

2カ月という短期間で
開発検証環境を用意
パートナーシップに基づく技術支援、
Azureの機能性を活かすことで、九州電力
はわずか2カ月でSAP S/4HANAの開発

検証環境を用意した。九電ビジネスソ
リューションズ株式会社の高下大輝氏は次
のように話す。
「クラウドで仮想マシンを迅速に立ち上げら
れる上、AzureではSAP環境を構築するた
めに必要なソフトウェアやサービスを即座
に手配することが可能です。RHELやSAP
HANAベースのアプリケーションに対応し
たサービス、仮想マシンなどをAzure Mar-
ketplaceから入手して即座にデプロイする
ことができるため、開発検証環境の立ち上
げ期間を大幅に短縮できました」
九電ビジネスソリューションズ株式会社の
志道賢治氏は、マイクロソフトの技術的な
支援も評価する。
「Azure、SAP S/4HANAいずれの構築も
当社には初めての経験であり、『仮想マ
シンはどのグレードが適しているのか』『リ
ソースを最適に運用するにはどういったし
くみが必要か』『セキュアな接続を担保す
るためにはプライベートクラウドとAzure
をどう接続すればいいか』など、疑問を1
つずつ解消していかねばなりませんでし
た。専任の技術者をつけていただくなど、
マイクロソフトから手厚く迅速なサポート
を受けたおかげで、疑問を解消しながらス
ムーズに作業を進めることができました」

Azure上でSAP S/4HANAの
本番環境の稼動も構想
SAP S/4HANAの移行プロジェクトは
2018年5月現在、順調に進行している。
「パブリッククラウドを実際に利用し、想像
以上のスピードで作業が進められることを
実感しました。今後、SAP S/4HANAの

本番環境をAzureで運用することもある
かもしれません。また、新たな周辺システ
ムをAzureで展開するという選択肢もあ
るでしょう」（吉田氏）
Azureの検討に際して、九州電力ではマイ
クロソフトのデータセンターの見学も実
施。吉田氏は強固なポリシーのもと、運
用管理がなされていると体感できたと高
い信頼性、SLAを評価する一方、メンテ
ナンスなどのシステム停止がコントロール
できないことを指摘。この点が、SAP S/4
HANAの本番環境を稼動する条件になる
と小島氏は語る。
「財務管理を司るSAP S/4HANAが停止
した場合、業務遅延や支払漏れなどの可
能性があります。もしシステム停止をコン
トロールできるのであれば、本番環境での
適用も検討できるでしょう。当社でも開発
検証環境やDR環境の運用を通じて、
Azureの信頼性を見極めていきたいと
思っています」
電力市場が大きく変化しつつある中、九州
電力ではSAP S/4HANA移行を1つの切
り口とすることによって、業界におけるプ
レゼンスをより高めようとしている。

九州電力株式会社
設立：昭和26年５月
資本金：2,373億円（平成30年３月31日現在）
売上高（連結）：7,003億9,100万円
（平成30年３月31日現在）
従業員数（連結）：13,022名
（平成30年３月31日現在）
事業内容：九州を中心とするエネルギー供給事業
https://www.kyuden.co.jp/

Azureの活用により財務システムを早期刷新 

〒108-0075東京都港区港南2-16-3
品川グランドセントラルタワー
TEL：0120-41-6755
（9:00～17:30土日祝日、弊社指定休業日を除く）
https://azure.microsoft.com/ja-jp/solutions/sap/

日本マイクロソフト株式会社

お問い合わせ先

パブリッククラウドを活用した
SAP S/4HANA移行を計画
九州電力は2015～2021年度の「グルー
プ中期経営方針」において「『日本一のエネ
ルギーサービス』を提供する企業グルー
プ」となることを掲げている。この方針達
成に向けて、九州電力株式会社 テクニカ
ルソリューション統括本部 情報通信本部
経理プロジェクトグループ 吉田龍義氏は
次のように語る。
「当社はガス小売事業や再生可能エネル
ギー事業など、新たな取り組みを積極的
に展開しています。変化への対応力を強化
するにはITも『標準的なシステムに業務を
合わせる』という思考への変革が必要で
す。この象徴となるプロジェクトが財務基
盤のSAP S/4HANA移行です」

約20年間運用を続けてきたスクラッチの
システムでは、2020年の送配電部門の法
的分離など今後の産業変化への対応が困
難だった。パッケージに合わせて業務フ
ローを標準化することは、変化に追従可能
な「スピード経営」の実現に繋がるという
判断だ。また、インフラ整備の方針につい
て同社のテクニカルソリューション統括本
部 情報通信本部 経理プロジェクトグルー
プ 小島毅士氏は次のように説明する。
「開発検証基盤とDR（災害対策）基盤に
Microsoft Azureを採用しました。当面
はオンプレミスで本番稼動させる予定で
すが、SAP S/4HANAは少なくとも10年
間利用し続けるシステムです。時代に合わ
せてインフラも可変していけるよう、パブ
リッククラウドの活用を決定しました」

同社グループは自社データセンターに構
築したプライベートクラウドで全ITを整備
してきたが、プライベート環境では物理リ
ソースに制約がある。パブリッククラウド
であれば、物理的な制約や上限を解消し、
アジリティをさらに高められる。

財務データを預けるセキュアな
サービスとしてAzureを選択
プロジェクト開始は2016年度で、2018年
度中の完了を目指している。
「SAP S/4HANAは、各事業システムとも
連動するコアシステムです。また、各事業の
財務情報を集約しているため、管理される
データは極めて重要な企業資産でもありま
す。Azureを選択した最大の理由は、シス
テムを安定して稼動しつづけることができ、
セキュアにデータを守ることができるとい
う信頼性の高さにありました」（吉田氏）
東日本と西日本にデータセンターを構え
るAzureは、物理的な冗長構成が可能だ。
これにより可用性が高いだけでなく、有事
が発生した場合に日本国内の管轄裁判所
を通じて、クラウド上のデータを手元に戻
すことができる。また、マイクロソフトは日
本で初めてCSゴールドマークを取得した
ベンダーであり、セキュリティ面で優れた実
績を有する。加えて、SAPシステムと高い
親和性を持つ。

日本マイクロソフト株式会社

2011年に発生した東日本大震災とこれに伴う原子力事故を契機に、新たな法体制への移行や競争の激

化など、エネルギー産業は今、大きな変革期を迎えている。九州電力は、経営基盤となる財務システム

をSAP S/4HANAに刷新するプロジェクトを推進。パブリッククラウドであるMicrosoft Azureを

活用することで、市場のめまぐるしい変化やリアルタイム経営に対応できるIT基盤を整備しつつある。

Azureの活用により
財務システムを早期刷新
電力システム改革の中で変化に強い
IT基盤の構築へ

■九州電力株式会社 導入事例

新経理システム構築プロジェクト システム構成イメージ

九州電力株式会社
テクニカルソリューション統括本部

情報通信本部 経理プロジェクトグループ

吉田 龍義氏

九州電力株式会社
テクニカルソリューション統括本部

情報通信本部 経理プロジェクトグループ

小島 毅士氏

九電ビジネスソリューションズ株式会社

白野 隆氏

九電ビジネスソリューションズ株式会社

高下 大輝氏

九電ビジネスソリューションズ株式会社

志道 賢治氏

九州電力 経理プロジェクトルーム

九州電力 事務所

九州電力 データセンター

ExpressRoute

バックアップ回線
（VPN接続）

メイン回線
（専用線）

経理本部環境

保守用回線

Microsoft Azure

共通環境

外部保守環境

保守用端末

Automation

Backup

LogAnalytics

Monitor

力 事務所

経理本部環境

S/4HANA

タ

社内ネットワーク

共通環境

外部保守 境

NVA
（ファイアウォール）

L

経理開発環境

経理検証環境

経理教育環境

経理災害対策環境

S/4HANA

S/4HANA

S/4HANA

S/4HANA

NSG

Qtnet
クラウドダイレクト
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「SAP ERPは移送管理システム（TMS）と
いう、異なるドメイン間のシステム変更を
自動実行、監視するしくみを備えているた
め、本番環境と開発検証環境を素早く安
全に入れ替えることが可能です。将来、
オンプレミスで稼動させているSAP S/4
HANA本番環境をクラウドに移行すること
も考え、オンプレミスとクラウド間のシス
テム移送を意識してパブリッククラウドを
選定する必要がありました。Azureが当社
の求める移送方式に対応していたことも、
大きなポイントでした」（小島氏）
九州電力ではRed Hat Enterprise
Linux（RHEL）を標準環境としてきたた
め、OSSで構成される開発検証環境の迅
速な立ち上げにAzureは適切なのかとい
う懸念があったが、開発の前段階で懸念は
払拭されたと九電ビジネスソリューション
ズ株式会社の白野隆氏は語る。「OSSとク
ラウドベンダー間の役割が整っていない
と、問い合わせの際にたらい回しにされ、
開発が滞るおそれがあります。しかし検討
を進める中で、マイクロソフトとレッドハッ
トが強いパートナーシップを築いているこ
とが分かりました。マイクロソフトがオー
プン化を進めているという印象は受けて
いましたが、想像以上に数多くのOSS、さ
まざまなベンダーと強固なパートナーシッ
プをもっていました」

2カ月という短期間で
開発検証環境を用意
パートナーシップに基づく技術支援、
Azureの機能性を活かすことで、九州電力
はわずか2カ月でSAP S/4HANAの開発

検証環境を用意した。九電ビジネスソ
リューションズ株式会社の高下大輝氏は次
のように話す。
「クラウドで仮想マシンを迅速に立ち上げら
れる上、AzureではSAP環境を構築するた
めに必要なソフトウェアやサービスを即座
に手配することが可能です。RHELやSAP
HANAベースのアプリケーションに対応し
たサービス、仮想マシンなどをAzure Mar-
ketplaceから入手して即座にデプロイする
ことができるため、開発検証環境の立ち上
げ期間を大幅に短縮できました」
九電ビジネスソリューションズ株式会社の
志道賢治氏は、マイクロソフトの技術的な
支援も評価する。
「Azure、SAP S/4HANAいずれの構築も
当社には初めての経験であり、『仮想マ
シンはどのグレードが適しているのか』『リ
ソースを最適に運用するにはどういったし
くみが必要か』『セキュアな接続を担保す
るためにはプライベートクラウドとAzure
をどう接続すればいいか』など、疑問を1
つずつ解消していかねばなりませんでし
た。専任の技術者をつけていただくなど、
マイクロソフトから手厚く迅速なサポート
を受けたおかげで、疑問を解消しながらス
ムーズに作業を進めることができました」

Azure上でSAP S/4HANAの
本番環境の稼動も構想
SAP S/4HANAの移行プロジェクトは
2018年5月現在、順調に進行している。
「パブリッククラウドを実際に利用し、想像
以上のスピードで作業が進められることを
実感しました。今後、SAP S/4HANAの

本番環境をAzureで運用することもある
かもしれません。また、新たな周辺システ
ムをAzureで展開するという選択肢もあ
るでしょう」（吉田氏）
Azureの検討に際して、九州電力ではマイ
クロソフトのデータセンターの見学も実
施。吉田氏は強固なポリシーのもと、運
用管理がなされていると体感できたと高
い信頼性、SLAを評価する一方、メンテ
ナンスなどのシステム停止がコントロール
できないことを指摘。この点が、SAP S/4
HANAの本番環境を稼動する条件になる
と小島氏は語る。
「財務管理を司るSAP S/4HANAが停止
した場合、業務遅延や支払漏れなどの可
能性があります。もしシステム停止をコン
トロールできるのであれば、本番環境での
適用も検討できるでしょう。当社でも開発
検証環境やDR環境の運用を通じて、
Azureの信頼性を見極めていきたいと
思っています」
電力市場が大きく変化しつつある中、九州
電力ではSAP S/4HANA移行を1つの切
り口とすることによって、業界におけるプ
レゼンスをより高めようとしている。

九州電力株式会社
設立：昭和26年５月
資本金：2,373億円（平成30年３月31日現在）
売上高（連結）：7,003億9,100万円
（平成30年３月31日現在）
従業員数（連結）：13,022名
（平成30年３月31日現在）
事業内容：九州を中心とするエネルギー供給事業
https://www.kyuden.co.jp/

Azureの活用により財務システムを早期刷新 

〒108-0075東京都港区港南2-16-3
品川グランドセントラルタワー
TEL：0120-41-6755
（9:00～17:30土日祝日、弊社指定休業日を除く）
https://azure.microsoft.com/ja-jp/solutions/sap/

日本マイクロソフト株式会社

お問い合わせ先

パブリッククラウドを活用した
SAP S/4HANA移行を計画
九州電力は2015～2021年度の「グルー
プ中期経営方針」において「『日本一のエネ
ルギーサービス』を提供する企業グルー
プ」となることを掲げている。この方針達
成に向けて、九州電力株式会社 テクニカ
ルソリューション統括本部 情報通信本部
経理プロジェクトグループ 吉田龍義氏は
次のように語る。
「当社はガス小売事業や再生可能エネル
ギー事業など、新たな取り組みを積極的
に展開しています。変化への対応力を強化
するにはITも『標準的なシステムに業務を
合わせる』という思考への変革が必要で
す。この象徴となるプロジェクトが財務基
盤のSAP S/4HANA移行です」

約20年間運用を続けてきたスクラッチの
システムでは、2020年の送配電部門の法
的分離など今後の産業変化への対応が困
難だった。パッケージに合わせて業務フ
ローを標準化することは、変化に追従可能
な「スピード経営」の実現に繋がるという
判断だ。また、インフラ整備の方針につい
て同社のテクニカルソリューション統括本
部 情報通信本部 経理プロジェクトグルー
プ 小島毅士氏は次のように説明する。
「開発検証基盤とDR（災害対策）基盤に
Microsoft Azureを採用しました。当面
はオンプレミスで本番稼動させる予定で
すが、SAP S/4HANAは少なくとも10年
間利用し続けるシステムです。時代に合わ
せてインフラも可変していけるよう、パブ
リッククラウドの活用を決定しました」

同社グループは自社データセンターに構
築したプライベートクラウドで全ITを整備
してきたが、プライベート環境では物理リ
ソースに制約がある。パブリッククラウド
であれば、物理的な制約や上限を解消し、
アジリティをさらに高められる。

財務データを預けるセキュアな
サービスとしてAzureを選択
プロジェクト開始は2016年度で、2018年
度中の完了を目指している。
「SAP S/4HANAは、各事業システムとも
連動するコアシステムです。また、各事業の
財務情報を集約しているため、管理される
データは極めて重要な企業資産でもありま
す。Azureを選択した最大の理由は、シス
テムを安定して稼動しつづけることができ、
セキュアにデータを守ることができるとい
う信頼性の高さにありました」（吉田氏）
東日本と西日本にデータセンターを構え
るAzureは、物理的な冗長構成が可能だ。
これにより可用性が高いだけでなく、有事
が発生した場合に日本国内の管轄裁判所
を通じて、クラウド上のデータを手元に戻
すことができる。また、マイクロソフトは日
本で初めてCSゴールドマークを取得した
ベンダーであり、セキュリティ面で優れた実
績を有する。加えて、SAPシステムと高い
親和性を持つ。

日本マイクロソフト株式会社

2011年に発生した東日本大震災とこれに伴う原子力事故を契機に、新たな法体制への移行や競争の激

化など、エネルギー産業は今、大きな変革期を迎えている。九州電力は、経営基盤となる財務システム

をSAP S/4HANAに刷新するプロジェクトを推進。パブリッククラウドであるMicrosoft Azureを

活用することで、市場のめまぐるしい変化やリアルタイム経営に対応できるIT基盤を整備しつつある。

Azureの活用により
財務システムを早期刷新
電力システム改革の中で変化に強い
IT基盤の構築へ

■九州電力株式会社 導入事例

新経理システム構築プロジェクト システム構成イメージ

九州電力株式会社
テクニカルソリューション統括本部

情報通信本部 経理プロジェクトグループ

吉田 龍義氏

九州電力株式会社
テクニカルソリューション統括本部

情報通信本部 経理プロジェクトグループ

小島 毅士氏

九電ビジネスソリューションズ株式会社

白野 隆氏

九電ビジネスソリューションズ株式会社

高下 大輝氏

九電ビジネスソリューションズ株式会社

志道 賢治氏
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Oneという製品があると聞き、複数のベン
ダーに話を聞いたが、ベンダー側の問題と
して海外実績が少なかったり、対応地域が
アジア中心でヨーロッパに展開する場合は
日本からコンサルタントを連れて行かない
と支援が難しいなどの弱点があった。
次々にあたっていく中で、最終的にbe one
solutionsをパートナーとして採用した。
「海外導入実績が豊富な上、世界各国に自
社のコンサルタントがいて、現地で直接サ
ポートが受けられる点を評価しました。し
かも、be one solutionsジャパンを窓口
として各国拠点の設計や進捗管理などを国
内からコントロールできることが決め手と
なりました。be one solutionsがいなけ
れば国ごとに個々に導入せざるを得ず、そ
うなれば当初考えていたシステム統合とい
う方針とはかけ離れてしまったはずです」
（熊田氏）

安定運用と使いやすさを
海外拠点のスタッフが高く評価
SAP Business One の導入作業は、対象
となる香港、台湾、アメリカの3社で同時進
行していった。混乱を避けるため、まず3
社共通の部分となる要件定義などを先行
させ、各国のプラスαとなる部分を構築し
ていくという2段構えだ。
今回の導入では、香港の現地スタッフが充
実していたため、香港がテンプレート作成
などをリードして進め、ここで完成したも
のを台湾、アメリカに展開していった。
「各拠点3カ月くらいで導入できると聞いて
いたので、そんなに切迫したスケジュール
にならずに済みました。もちろん追い込み

ではテレビ会議を使って随時連絡を取り合
いましたが、現地スタッフの努力もあって
作業時間を確保できました。日本で決め
た方針をbe one solutionsが各国のコン
サルタントにあらかじめ伝達してくれてい
たおかげで、各拠点展開時の作業レベルが
統一されていたことに加え、香港にいるbe
one solutionsのエリアマネージャーが全
体を統括してくれたので、そういった体制
にも非常に助けられました」（熊田氏）
この結果、予定通り2017年4月には3社同
時に運用を開始。同年秋から導入が始
まった中国・深圳も2018年2月にカット
オーバーして、現在は海外で4拠点が稼動
している。
導入から1年半だが、すでにSAP Busi-
ness One のメリットは表れている。
「何より、IT 専任者のいない海外拠点でト
ラブルなく運用できているのが大きいで
すね。使い方もわかりやすく、ユーザーの
担当者が入れ替わってもすぐに後任が使い
方を憶えられます」（熊田氏）
もともとSAP ERPを使用していた香港や
アメリカでは、SAP Business Oneが非常
に使いやすいと評価されている。また現
地ローカルのERP製品を使用していた台
湾でも現場スタッフからは好評で、スムー
ズに運用できていると聞く。

戦略的データ活用基盤として
質的向上を目指す
SAP Business Oneへの移行は、当初は
予期していなかったメリットももたらした。
「日本の経理部門から、海外各社の会計
データを直接参照できるので、リアルタイ

ムで現地の状況を確認しながら、何か問題
が見つかればいち早くサポートしたり、必
要に応じてガバナンスを効かせるといった
ことが可能になってきました」（熊田氏）
この他にもさまざまな気づきが現場の
ユーザーから寄せられつつある。こうした
声を背景に、同社ではこの先、新しい基幹
システムをさらに戦略的データ活用の側面
から充実させていくと熊田氏は語る。
「もちろん海外の未導入拠点（韓国・ドイ
ツ）への展開も重要ですが、その前提とし
ても、グローバルで統合されたデータをさ
まざまな切り口から利用していく『質的向
上』に当面はフォーカスしていきたいと考
えています」
また各国の拠点では、他の拠点で何が起
きているかを知ることはなかなか難しい。
「海外各社への情報の橋渡しとしてSAP
Business Oneを活用しながら、経営か
ら現場までシームレスに情報の共有/活用
が拡がっていくようなシステムに育ててい
きたい」と語る熊田氏。エイブリックの
データ活用戦略の今後に、これからも注目
したい。

海外各社の会計データをSAP Business Oneで統合

〒105-0013 東京都港区浜松町2-7-15
浜松町 三電舎ビル 2F
TEL：03-6809-2463
E-mail：info@beonesolutions.com
support.asia@beonesolutions.com
http://beonesolutions.com/jp/

be one solutionsジャパン株式会社

お問い合わせ先

分社独立を機に
基幹システムの統合を決意
エイブリック株式会社は、セイコーインス
ツル株式会社のクオーツウォッチ用
CMOS ICの研究開発部門として発足以
来、各種機器用アナログ半導体の開発/製
造を手がけ、2016年には同社から分社独
立。以来、自動車やスマートフォン、医療機
器などさまざまな最新機器を支えるキー
デバイスとして安心/安全かつ高品質な製
品技術を提供してきた。
エイブリックは分社独立をきっかけに、新
たな基幹システムの導入を検討した。それ

まではセイコーインスツルのシステムを利
用してきたが、今後は独立した企業として
自前のシステムを持たなくてはならない。
また独自にシステムを導入/運用してきた
複数の海外販社についても、新システムへ
の統合が決定した。エイブリックの財務本
部 情報システム部 情報システム二課長 熊
田昌子氏は次のように当時を振り返る。
「拠点ごとに運用されてきた基幹システム
を統合することで、グループ全体のガバ
ナンス強化や業務の効率化、コスト改善を
実現したいと考えました。単なるシステム
刷新ではなく、経営/業務視点も含めた全

面的なデータ基盤
の見直し/再構築が
狙いでした」
情報システム部で
は、まずこれらの
コンセプトを経営
陣や各業務部門へ
提案し、メリットを
理解してもらった上
で、社内のコンセン
サスを拡げていっ
た。提案内容とし
ては、更新対象と
なる基幹システム
本体だけでなく、ロ
ジスティクス系など

周辺も含めたシステムの全体像を描く必要
があること。さらに海外拠点のあり方とし
ても、グローバルでのシステム統一が重要
といったことがポイントとなった。この提
案は最終的に経営戦略会議でも承認され、
システム刷新プロジェクトがスタートした。

ワールドワイドの実績とサポート力を
要件にベンダーを選定
新しい基幹システムでは、従来使われてき
た受発注用システム「COSMOS（コスモ
ス）」から、会計に関わる広範な業務処理
（財務会計/管理会計から、予算、債権債務
管理まで）を新しいERPパッケージに切り
出し、海外関係各社のシステムもここに統
合する方針が決められた。独立後も受発
注は引き続きCOSMOSで行い、ERPと連
携させることも決まった。ERPパッケージ
の選定要件は、まず複数の海外拠点での
利用に必要な多言語対応/多通貨対応。加
えて分社のタイムリミットが決まっているた
め、開発/導入が容易であることも求めら
れた。
同社で複数の製品を比較した結果、ワール
ドワイドですべての要件に対応できる製品
はSAP ERPともう1つの大手ベンダー製
品だけとわかったが、これらはエイブリッ
クの海外販社で使うにはオーバースペック
だった。そうした所にSAP Business

be one solutionsジャパン株式会社

グローバルに事業を展開する企業にとって、海外拠点の業務データをいかに効率よく統合/管理

するかは、成長戦略を考える上で最重要課題の1つだ。アナログ半導体専業メーカーとして世界

に最新のデバイスを提供するエイブリック株式会社は、セイコーインスツルからの分社独立を機

に、SAP Business Oneを海外拠点の新たな基幹システムとして導入。経営状況の可視化な

どのガバナンス強化と、運用負荷の軽減やコスト改善を急ピッチで進めている。

海外各社の会計データを
SAP Business Oneで統合
戦略的データ活用基盤として幅広く活用

■エイブリック株式会社 導入事例

エイブリック株式会社
財務本部 情報システム部 

情報システム二課長

熊田 昌子氏

エイブリック株式会社

営業開始：2016年1月5日
資本金：92億5,000万円
売上高：連結 328億円（2017年度）
従業員数：連結 948名（2018年3月31日現在）
事業内容：アナログ半導体製品の設計、開発、製造および販売
https://www.ablic.com/

中国
be one
solutions

SAP Business One

日本のデータセンター
ユーザー

エイブリックLAN
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Oneという製品があると聞き、複数のベン
ダーに話を聞いたが、ベンダー側の問題と
して海外実績が少なかったり、対応地域が
アジア中心でヨーロッパに展開する場合は
日本からコンサルタントを連れて行かない
と支援が難しいなどの弱点があった。
次々にあたっていく中で、最終的にbe one
solutionsをパートナーとして採用した。
「海外導入実績が豊富な上、世界各国に自
社のコンサルタントがいて、現地で直接サ
ポートが受けられる点を評価しました。し
かも、be one solutionsジャパンを窓口
として各国拠点の設計や進捗管理などを国
内からコントロールできることが決め手と
なりました。be one solutionsがいなけ
れば国ごとに個々に導入せざるを得ず、そ
うなれば当初考えていたシステム統合とい
う方針とはかけ離れてしまったはずです」
（熊田氏）

安定運用と使いやすさを
海外拠点のスタッフが高く評価
SAP Business One の導入作業は、対象
となる香港、台湾、アメリカの3社で同時進
行していった。混乱を避けるため、まず3
社共通の部分となる要件定義などを先行
させ、各国のプラスαとなる部分を構築し
ていくという2段構えだ。
今回の導入では、香港の現地スタッフが充
実していたため、香港がテンプレート作成
などをリードして進め、ここで完成したも
のを台湾、アメリカに展開していった。
「各拠点3カ月くらいで導入できると聞いて
いたので、そんなに切迫したスケジュール
にならずに済みました。もちろん追い込み

ではテレビ会議を使って随時連絡を取り合
いましたが、現地スタッフの努力もあって
作業時間を確保できました。日本で決め
た方針をbe one solutionsが各国のコン
サルタントにあらかじめ伝達してくれてい
たおかげで、各拠点展開時の作業レベルが
統一されていたことに加え、香港にいるbe
one solutionsのエリアマネージャーが全
体を統括してくれたので、そういった体制
にも非常に助けられました」（熊田氏）
この結果、予定通り2017年4月には3社同
時に運用を開始。同年秋から導入が始
まった中国・深圳も2018年2月にカット
オーバーして、現在は海外で4拠点が稼動
している。
導入から1年半だが、すでにSAP Busi-
ness One のメリットは表れている。
「何より、IT 専任者のいない海外拠点でト
ラブルなく運用できているのが大きいで
すね。使い方もわかりやすく、ユーザーの
担当者が入れ替わってもすぐに後任が使い
方を憶えられます」（熊田氏）
もともとSAP ERPを使用していた香港や
アメリカでは、SAP Business Oneが非常
に使いやすいと評価されている。また現
地ローカルのERP製品を使用していた台
湾でも現場スタッフからは好評で、スムー
ズに運用できていると聞く。

戦略的データ活用基盤として
質的向上を目指す
SAP Business Oneへの移行は、当初は
予期していなかったメリットももたらした。
「日本の経理部門から、海外各社の会計
データを直接参照できるので、リアルタイ

ムで現地の状況を確認しながら、何か問題
が見つかればいち早くサポートしたり、必
要に応じてガバナンスを効かせるといった
ことが可能になってきました」（熊田氏）
この他にもさまざまな気づきが現場の
ユーザーから寄せられつつある。こうした
声を背景に、同社ではこの先、新しい基幹
システムをさらに戦略的データ活用の側面
から充実させていくと熊田氏は語る。
「もちろん海外の未導入拠点（韓国・ドイ
ツ）への展開も重要ですが、その前提とし
ても、グローバルで統合されたデータをさ
まざまな切り口から利用していく『質的向
上』に当面はフォーカスしていきたいと考
えています」
また各国の拠点では、他の拠点で何が起
きているかを知ることはなかなか難しい。
「海外各社への情報の橋渡しとしてSAP
Business Oneを活用しながら、経営か
ら現場までシームレスに情報の共有/活用
が拡がっていくようなシステムに育ててい
きたい」と語る熊田氏。エイブリックの
データ活用戦略の今後に、これからも注目
したい。

海外各社の会計データをSAP Business Oneで統合

〒105-0013 東京都港区浜松町2-7-15
浜松町 三電舎ビル 2F
TEL：03-6809-2463
E-mail：info@beonesolutions.com
support.asia@beonesolutions.com
http://beonesolutions.com/jp/

be one solutionsジャパン株式会社

お問い合わせ先

分社独立を機に
基幹システムの統合を決意
エイブリック株式会社は、セイコーインス
ツル株式会社のクオーツウォッチ用
CMOS ICの研究開発部門として発足以
来、各種機器用アナログ半導体の開発/製
造を手がけ、2016年には同社から分社独
立。以来、自動車やスマートフォン、医療機
器などさまざまな最新機器を支えるキー
デバイスとして安心/安全かつ高品質な製
品技術を提供してきた。
エイブリックは分社独立をきっかけに、新
たな基幹システムの導入を検討した。それ

まではセイコーインスツルのシステムを利
用してきたが、今後は独立した企業として
自前のシステムを持たなくてはならない。
また独自にシステムを導入/運用してきた
複数の海外販社についても、新システムへ
の統合が決定した。エイブリックの財務本
部 情報システム部 情報システム二課長 熊
田昌子氏は次のように当時を振り返る。
「拠点ごとに運用されてきた基幹システム
を統合することで、グループ全体のガバ
ナンス強化や業務の効率化、コスト改善を
実現したいと考えました。単なるシステム
刷新ではなく、経営/業務視点も含めた全

面的なデータ基盤
の見直し/再構築が
狙いでした」
情報システム部で
は、まずこれらの
コンセプトを経営
陣や各業務部門へ
提案し、メリットを
理解してもらった上
で、社内のコンセン
サスを拡げていっ
た。提案内容とし
ては、更新対象と
なる基幹システム
本体だけでなく、ロ
ジスティクス系など

周辺も含めたシステムの全体像を描く必要
があること。さらに海外拠点のあり方とし
ても、グローバルでのシステム統一が重要
といったことがポイントとなった。この提
案は最終的に経営戦略会議でも承認され、
システム刷新プロジェクトがスタートした。

ワールドワイドの実績とサポート力を
要件にベンダーを選定
新しい基幹システムでは、従来使われてき
た受発注用システム「COSMOS（コスモ
ス）」から、会計に関わる広範な業務処理
（財務会計/管理会計から、予算、債権債務
管理まで）を新しいERPパッケージに切り
出し、海外関係各社のシステムもここに統
合する方針が決められた。独立後も受発
注は引き続きCOSMOSで行い、ERPと連
携させることも決まった。ERPパッケージ
の選定要件は、まず複数の海外拠点での
利用に必要な多言語対応/多通貨対応。加
えて分社のタイムリミットが決まっているた
め、開発/導入が容易であることも求めら
れた。
同社で複数の製品を比較した結果、ワール
ドワイドですべての要件に対応できる製品
はSAP ERPともう1つの大手ベンダー製
品だけとわかったが、これらはエイブリッ
クの海外販社で使うにはオーバースペック
だった。そうした所にSAP Business

be one solutionsジャパン株式会社

グローバルに事業を展開する企業にとって、海外拠点の業務データをいかに効率よく統合/管理

するかは、成長戦略を考える上で最重要課題の1つだ。アナログ半導体専業メーカーとして世界

に最新のデバイスを提供するエイブリック株式会社は、セイコーインスツルからの分社独立を機

に、SAP Business Oneを海外拠点の新たな基幹システムとして導入。経営状況の可視化な

どのガバナンス強化と、運用負荷の軽減やコスト改善を急ピッチで進めている。

海外各社の会計データを
SAP Business Oneで統合
戦略的データ活用基盤として幅広く活用

■エイブリック株式会社 導入事例

エイブリック株式会社
財務本部 情報システム部 

情報システム二課長

熊田 昌子氏

エイブリック株式会社

営業開始：2016年1月5日
資本金：92億5,000万円
売上高：連結 328億円（2017年度）
従業員数：連結 948名（2018年3月31日現在）
事業内容：アナログ半導体製品の設計、開発、製造および販売
https://www.ablic.com/

システム概要図

CASE STUDY Partner Solutions

Vol.10 69



がJALのニーズに合致し、プロジェクトは
大きく前進することになる。

毎日の朝会を軸に精度と
スピード感をキープ
3社合同という異色の体制でスタートした
ものの、毎月1回の評価を経て間もなく
2014年の夏には、シグマクシスが全体を
統括する体制に落ち着いた。その理由に
青木氏は、シグマクシスのプロジェクト管
理手法を挙げる。それまでは従来通りの
ウォーターフォール型で開発を進めてき
たが、そのスピード感ではとても完成でき
ないと感じていた。
「新システムは70本を超える外部システ
ムとの連携が必須で、開発途中で変更が
発生することも前提に作業を進める必要
がある。シグマクシスのアジャイル型開発
に即した管理手法を見て、これならできる
と直感したのです」
またシグマクシスはマネジメント側の考え
や議論の本質を、現場に対して解りやすく
具現化するノウハウを数多く持っている。
その好例が、プロジェクトの大きな原動力
となった毎日の朝会だ。これはアジャイル
開発におけるデイリースクラムをヒントに
青木氏が考案したもので、プロジェクト期
間中の毎朝1時間、JALと協力会社のリー
ダー全員が集まって昨日の報告と問題提
起を行う。ときに1時間枠では足りず、2～
3時間にもおよぶこともあった。有限な時
間と早期のプロジェクト推進を意識し、朝
早い方に時間を早める「早朝会」や「早々

朝会」も実施し、ゴールを意識し決めるべ
きことを決めてきた。さらにOODA
（Observe/Orient/Decide/Act）ループ
に基づき、マイルストーン管理の手法を用
いて、3カ月ごとにメンバー300名全員で
進捗チェックを実施。可視化と情報共有
を徹底することでメンバーの目線を引き上
げ、プロジェクト全体の精度とスピードを
最後まで高いレベルで維持した。
「シグマクシスはプロジェクトを進める上で
『あるべき姿』を提示して、現状と対比させ
ながら、その実現には何をするべきかとい
うロジカルな思考や、実現に向けたロード
マップとマイルストーンを示すことで、作業
全体の進捗を力強く支えてくれました」

顧客ニーズへの柔軟な対応を目指して
新たな業務基盤を活用
チーム一丸となっての取り組みのもとプ
ロジェクトは着実に進み、予定通り2017
年11月のサービスインを迎えた。移行
データ量は1,358万件という巨大なシス
テムにもかかわらず、移行時のシステム停
止時間はわずか6時間。しかも予定より
も15分早く切り替えを完了することがで
きたという。
運用開始から間もなく1年、カットオーバー
時に見送った機能の追加や不具合対応もほ
ぼ収束し、これからは活用面でのさらなる
充実を目指したいと青木氏は抱負を語る。
「移行のメリットとしては、年間数十億円規
模のコスト削減を見込んでいます。また
国際的な制度変更にも、クラウドなら迅速

な対応が可能です。何よりお客さまの
ニーズの変化に柔軟に対応できる基盤が
生まれたことで、現場から新しい活用プ
ランが続 と々挙がってきています。これら
を実現していくための戦略立案およびプ
ロジェクトのパートナーとして、シグマクシ
スには大いに期待しています」
さらに今回のプロジェクトでは、自社のビ
ジネスのあり方に対するマインドの変革も
あった。
「これまでは旧基幹システムをはじめ、自
社に最適化されたシステムをゼロベース
で開発する『自前主義』をとってきました。
しかし今後は発想を転換し、世界中の事
例やソリューションに目を配り、ベストプラ
クティスを見つけて即座に業務に応用す
る。そうしたスピード感をもって私たち自
身が変わっていく必要があると実感してい
ます」と、青木氏はお客さま自身がまだ気
づいていないニーズまでをすばやく拾い
上げ、新しい価値を提案していきたいと力
強く語る。新たな翼を得て、大きく羽ばた
くJALの行く手に注目していきたい。

徹底したプロジェクトマネジメント体制で大規模な旅客系基幹システムをクラウドサービスに移行

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 4-1-28 
虎ノ門タワーズオフィス9F
TEL：03-6430-3400
https://www.sigmaxyz.com/

株式会社シグマクシス

お問い合わせ先

半世紀を経た旅客系基幹システムの
大規模刷新
今回JALが半世紀ぶりに刷新したのは、
PSS（旅客サービスシステム）と呼ばれ、旅
客航空便すべての予約・発券・チェックイン
業務を担う、航空会社の心臓部ともいうべ
き基幹業務システムだ。だが1967年にメ
インフレームで構築して以来、長年にわた
る追加/変更で構造が複雑化し、小さな変
更にも多くの時間と費用を要するように
なっていた。
JAL の経営陣はこのシステムの刷新こそ
競争力強化の要ととらえ、1990年代から
全社プロジェクトとして更新に取り組んで
きたが、経営上の重要案件が発生するた
びに先送りを余儀なくされた。満を持して
「SAKURAプロジェクト」がスタートしたの
は2010年5月。JALが会社更生法の適用
を申請した直後だった。
「基幹システムの刷新は、JALの経営再生に
おける重要なインフラ施策となっていまし
た。世界の航空会社130社以上が採用して
いるパッケージソフトAmadeus Altea（以
下、アルテア）を活用した業務標準化とクラ
ウド化によって、運用保守の大幅なコスト
軽減が見込めると判断しました」と、プロ

ジェクトリーダーを務めた路線統括本部 副
本部長 青木紀将氏は振り返る。
2011年からは10数名のスタッフによるプ
ロジェクトチームも動き出した。それでも
なお、進捗は難航をきわめたという。
「業務改革を伴うプロジェクトでしたので、
例えば世界標準機能を前提としたAma-
deus社のシステムと日本国内の競争環境
に即した複雑な国内料金の考え方の違い
のように、社内の理解を必ずしも得られる
場面ばかりではありませんでした」

ゴールに向け300名体制で
プロジェクトを再始動
SAKURAプロジェクトが一大転機を迎え
たのは2014年4月。Web販売部長を務
めていた西畑智博氏（現、執行役員）が責
任者に抜擢され、同時に経営企画部時代
のERP導入プロジェクトを牽引した実績
を持つ青木氏が旅客システム推進部長に
着任し、PSS の現場責任者となった。両
氏は過去の経緯や状況を分析し、2014年
7月にITとビジネスの統合を実施。社内お
よび関係会社から各現場業務に精通した
300人が選抜され、プロジェクトチームの
再統合/強化が行われた。その際強調され

たのが、新システムの稼動日程をまず決
め、そこから逆算する厳格なスケジュール
運営の必要性だ。「全社挙げての巨大プロ
ジェクトとあって、進捗状況をほぼリアル
タイムで可視化し、その情報をもとにそれ
ぞれの担当者が自律的に動くことが強く求
められました」と青木氏は語る。
船出にあたって青木氏がもっとも重視した
のが、プロジェクトマネジメントだった。当
初プロジェクトの仕切り役は大手コンサル
ティング会社が担っていたが、技術面で豊
富なリソースを持つ日本アイ・ビー・エムに
マネジメントを交替。さらに、外資系パッ
ケージソフトウェア導入のプロジェクト管
理に精通したシグマクシスが参加し、テス
ト担当に日本タタ・コンサルタンシー・
サービシズも加わった。
「シグマクシスは別途IT企画部の案件で、
給与システムなどを担当していました。そ
の実績を評価し、このプロジェクトに加
わってもらおうということになりました。
3社合同という形をとったのは、各社の得
意分野の『いいとこ取り』をしたいという
狙いでした」（青木氏）
あるべき姿から逆算して計画を立案/推進
するシグマクシスの手法と柔軟な考え方

株式会社シグマクシス

2017年11月、日本航空株式会社（JAL）は、50年にわたって運用してきた予約・発券シ

ステムを、航空業界標準のパッケージソフトAmadeus Altea（アマデウス アルテア）の

クラウド環境に移行した。新たなステージに向かうため、完成までに投資総額800億円を

要したシステム刷新を成功に導いた背景には、あるべき姿から逆算で計画の立案/推進を

後押ししたシグマクシスの徹底的なプロジェクトマネジメントが大きく貢献している。

徹底したプロジェクトマネジメント体制で
大規模な旅客系基幹システムを
クラウドサービスに移行

■日本航空株式会社 導入事例

日本航空株式会社

設立：1951年8月1日
資本金および資本準備金：3,558億4500万円　
※100万円未満切り捨て
売上高：連結 1兆3,832億円（2017年度）
従業員数：12,127人（2018年3月現在）
事業内容：定期航空運送事業および不定期航空運送事業/航
空機使用事業/その他附帯するまたは関連する一切の事業
https://www.jal.com/ja/

日本航空株式会社
路線統括本部 副本部長

青木 紀将氏
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がJALのニーズに合致し、プロジェクトは
大きく前進することになる。

毎日の朝会を軸に精度と
スピード感をキープ
3社合同という異色の体制でスタートした
ものの、毎月1回の評価を経て間もなく
2014年の夏には、シグマクシスが全体を
統括する体制に落ち着いた。その理由に
青木氏は、シグマクシスのプロジェクト管
理手法を挙げる。それまでは従来通りの
ウォーターフォール型で開発を進めてき
たが、そのスピード感ではとても完成でき
ないと感じていた。
「新システムは70本を超える外部システ
ムとの連携が必須で、開発途中で変更が
発生することも前提に作業を進める必要
がある。シグマクシスのアジャイル型開発
に即した管理手法を見て、これならできる
と直感したのです」
またシグマクシスはマネジメント側の考え
や議論の本質を、現場に対して解りやすく
具現化するノウハウを数多く持っている。
その好例が、プロジェクトの大きな原動力
となった毎日の朝会だ。これはアジャイル
開発におけるデイリースクラムをヒントに
青木氏が考案したもので、プロジェクト期
間中の毎朝1時間、JALと協力会社のリー
ダー全員が集まって昨日の報告と問題提
起を行う。ときに1時間枠では足りず、2～
3時間にもおよぶこともあった。有限な時
間と早期のプロジェクト推進を意識し、朝
早い方に時間を早める「早朝会」や「早々

朝会」も実施し、ゴールを意識し決めるべ
きことを決めてきた。さらにOODA
（Observe/Orient/Decide/Act）ループ
に基づき、マイルストーン管理の手法を用
いて、3カ月ごとにメンバー300名全員で
進捗チェックを実施。可視化と情報共有
を徹底することでメンバーの目線を引き上
げ、プロジェクト全体の精度とスピードを
最後まで高いレベルで維持した。
「シグマクシスはプロジェクトを進める上で
『あるべき姿』を提示して、現状と対比させ
ながら、その実現には何をするべきかとい
うロジカルな思考や、実現に向けたロード
マップとマイルストーンを示すことで、作業
全体の進捗を力強く支えてくれました」

顧客ニーズへの柔軟な対応を目指して
新たな業務基盤を活用
チーム一丸となっての取り組みのもとプ
ロジェクトは着実に進み、予定通り2017
年11月のサービスインを迎えた。移行
データ量は1,358万件という巨大なシス
テムにもかかわらず、移行時のシステム停
止時間はわずか6時間。しかも予定より
も15分早く切り替えを完了することがで
きたという。
運用開始から間もなく1年、カットオーバー
時に見送った機能の追加や不具合対応もほ
ぼ収束し、これからは活用面でのさらなる
充実を目指したいと青木氏は抱負を語る。
「移行のメリットとしては、年間数十億円規
模のコスト削減を見込んでいます。また
国際的な制度変更にも、クラウドなら迅速

な対応が可能です。何よりお客さまの
ニーズの変化に柔軟に対応できる基盤が
生まれたことで、現場から新しい活用プ
ランが続 と々挙がってきています。これら
を実現していくための戦略立案およびプ
ロジェクトのパートナーとして、シグマクシ
スには大いに期待しています」
さらに今回のプロジェクトでは、自社のビ
ジネスのあり方に対するマインドの変革も
あった。
「これまでは旧基幹システムをはじめ、自
社に最適化されたシステムをゼロベース
で開発する『自前主義』をとってきました。
しかし今後は発想を転換し、世界中の事
例やソリューションに目を配り、ベストプラ
クティスを見つけて即座に業務に応用す
る。そうしたスピード感をもって私たち自
身が変わっていく必要があると実感してい
ます」と、青木氏はお客さま自身がまだ気
づいていないニーズまでをすばやく拾い
上げ、新しい価値を提案していきたいと力
強く語る。新たな翼を得て、大きく羽ばた
くJALの行く手に注目していきたい。

徹底したプロジェクトマネジメント体制で大規模な旅客系基幹システムをクラウドサービスに移行

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 4-1-28 
虎ノ門タワーズオフィス9F
TEL：03-6430-3400
https://www.sigmaxyz.com/

株式会社シグマクシス

お問い合わせ先

半世紀を経た旅客系基幹システムの
大規模刷新
今回JALが半世紀ぶりに刷新したのは、
PSS（旅客サービスシステム）と呼ばれ、旅
客航空便すべての予約・発券・チェックイン
業務を担う、航空会社の心臓部ともいうべ
き基幹業務システムだ。だが1967年にメ
インフレームで構築して以来、長年にわた
る追加/変更で構造が複雑化し、小さな変
更にも多くの時間と費用を要するように
なっていた。
JAL の経営陣はこのシステムの刷新こそ
競争力強化の要ととらえ、1990年代から
全社プロジェクトとして更新に取り組んで
きたが、経営上の重要案件が発生するた
びに先送りを余儀なくされた。満を持して
「SAKURAプロジェクト」がスタートしたの
は2010年5月。JALが会社更生法の適用
を申請した直後だった。
「基幹システムの刷新は、JALの経営再生に
おける重要なインフラ施策となっていまし
た。世界の航空会社130社以上が採用して
いるパッケージソフトAmadeus Altea（以
下、アルテア）を活用した業務標準化とクラ
ウド化によって、運用保守の大幅なコスト
軽減が見込めると判断しました」と、プロ

ジェクトリーダーを務めた路線統括本部 副
本部長 青木紀将氏は振り返る。
2011年からは10数名のスタッフによるプ
ロジェクトチームも動き出した。それでも
なお、進捗は難航をきわめたという。
「業務改革を伴うプロジェクトでしたので、
例えば世界標準機能を前提としたAma-
deus社のシステムと日本国内の競争環境
に即した複雑な国内料金の考え方の違い
のように、社内の理解を必ずしも得られる
場面ばかりではありませんでした」

ゴールに向け300名体制で
プロジェクトを再始動
SAKURAプロジェクトが一大転機を迎え
たのは2014年4月。Web販売部長を務
めていた西畑智博氏（現、執行役員）が責
任者に抜擢され、同時に経営企画部時代
のERP導入プロジェクトを牽引した実績
を持つ青木氏が旅客システム推進部長に
着任し、PSS の現場責任者となった。両
氏は過去の経緯や状況を分析し、2014年
7月にITとビジネスの統合を実施。社内お
よび関係会社から各現場業務に精通した
300人が選抜され、プロジェクトチームの
再統合/強化が行われた。その際強調され

たのが、新システムの稼動日程をまず決
め、そこから逆算する厳格なスケジュール
運営の必要性だ。「全社挙げての巨大プロ
ジェクトとあって、進捗状況をほぼリアル
タイムで可視化し、その情報をもとにそれ
ぞれの担当者が自律的に動くことが強く求
められました」と青木氏は語る。
船出にあたって青木氏がもっとも重視した
のが、プロジェクトマネジメントだった。当
初プロジェクトの仕切り役は大手コンサル
ティング会社が担っていたが、技術面で豊
富なリソースを持つ日本アイ・ビー・エムに
マネジメントを交替。さらに、外資系パッ
ケージソフトウェア導入のプロジェクト管
理に精通したシグマクシスが参加し、テス
ト担当に日本タタ・コンサルタンシー・
サービシズも加わった。
「シグマクシスは別途IT企画部の案件で、
給与システムなどを担当していました。そ
の実績を評価し、このプロジェクトに加
わってもらおうということになりました。
3社合同という形をとったのは、各社の得
意分野の『いいとこ取り』をしたいという
狙いでした」（青木氏）
あるべき姿から逆算して計画を立案/推進
するシグマクシスの手法と柔軟な考え方

株式会社シグマクシス

2017年11月、日本航空株式会社（JAL）は、50年にわたって運用してきた予約・発券シ

ステムを、航空業界標準のパッケージソフトAmadeus Altea（アマデウス アルテア）の

クラウド環境に移行した。新たなステージに向かうため、完成までに投資総額800億円を

要したシステム刷新を成功に導いた背景には、あるべき姿から逆算で計画の立案/推進を

後押ししたシグマクシスの徹底的なプロジェクトマネジメントが大きく貢献している。

徹底したプロジェクトマネジメント体制で
大規模な旅客系基幹システムを
クラウドサービスに移行

■日本航空株式会社 導入事例

日本航空株式会社

設立：1951年8月1日
資本金および資本準備金：3,558億4500万円　
※100万円未満切り捨て
売上高：連結 1兆3,832億円（2017年度）
従業員数：12,127人（2018年3月現在）
事業内容：定期航空運送事業および不定期航空運送事業/航
空機使用事業/その他附帯するまたは関連する一切の事業
https://www.jal.com/ja/

日本航空株式会社
路線統括本部 副本部長

青木 紀将氏
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きたり、撮影した領収書の画像データで経
費精算できるなどe-文書法にも対応してお
り、利用者の利便性につながる点も決め手
となりました」（丸尾）

出張者の安全確認業務も
スムーズに行えるように
新しい出張業務プロセスは、すでにNECグ
ループに順次適用され、さまざまな成果が
上がっています。
「例えば、海外出張の場合、以前はフライト
の手配に出張者と担当者間のやりとりが2、
3日は必要でしたが、今は本人手配であれ
ば1件あたり20分程度で済みます」と丸尾。
NECグループ全体の海外出張件数は1ケ月
で約700件。担当者の手配作業の効率化
だけで、月換算で延べ約140時間を削減で
きた計算になります。事務処理工数全体で
計算すると約30％の削減につながってい
ます。海外出張については、リスク対応の
面でも成果がありました。
「先日、ある地域で震度7クラスの地震が発
生した際には、SAP Concurの安全管理機
能を利用して、直ちに現地に出張している
従業員に一斉に連絡を取り、数時間で全員
の安全を確認することができました。以前
は一人ひとり個別に安否確認をしていたた
め2日近くかかることもあった業務です」と
丸尾は続けます。
「SAP Concurのワークフローの中で規程
のチェックを行ったり、間違えやすかった
消費税の区分を自動化することで、以前は
30～40％発生していた精算の手戻りが、今

は10％以下に減っています」と洲之内は話
します。加えて、e-文書法対応の全社展開
を見据えたトライアルも進めています。電
子データで経費申請が可能なので、経費精
算の工数や紙のやりとりを大幅に削減でき
ます。今後は交通系ICカードをリーダーに
かざすだけで、交通費の精算処理を行える
ようにするなど、さらなる業務プロセスの
改善を続けていく計画もあります。

自らの経験を活かした新サービスで
お客様の業務改革を支援
このような成果を受けて、NECマネジメン
トパートナーでは業務改革の経験をお客様
に還元すべく「経費マネジメントBPOサー
ビス」を提供しています。既存プロセスの
棚卸、ムダの洗い出しやコストの可視化か
ら、適切な標準業務プロセスの策定、さら
にSAP Concurの導入支援、運用開始後
には、業務そのもののアウトソーシングま
で引き受けるサービスです。SAP Concur
の導入支援企業は多数ありますが、自らの
経験を基に業務改革のコンサルティング
から、運用定着、効果創出までをトータル
にサポートできるのはNECマネジメント
パートナーだけです。いかにムダを省いて
効率化し、戦略的な領域にリソースを集中
させるかは、企業経営にとって長年の大き
なテーマです。NECマネジメントパート
ナーでは、今後も共通業務のシェアード
サービス化を加速させ、BPOサービスを
積極的に提案し、お客様の業務改革を強
力に支援していきます。

NECグループ10万人の業務改革推進プロジェクト

〒211-8601 神奈川県川崎市中原区下沼部1753
TEL：044（435）5683

NECマネジメントパートナー
BPOサービス事業部

お問い合わせ先

年間7万時間に及ぶ出張者の
申請・精算工数の削減を目指す
NECグループは9つのビジネスユニット、
46の連結会社を持つ大規模な組織です。
この大規模な組織を効率的に運営し、グ
ループ経営の基盤を強化するため、現在、
グループを挙げて業務改革推進プロジェク
トを推進しています。
「対象となる業務は、人事・総務・経理・調
達といった間接業務です。従来、これらの
業務は、プロセスや制度がビジネスユニッ
トや会社ごとに異なっており、作業工数や人
員配置に多くのムダを抱えていました。こ
のムダを解消しつつ、業務そのものを高度
化し、働き方を改革する取り組みを進めて
います」とNECグループの戦略的シェアー
ドサービス会社として、人事・総務・経理・
調達などの共通業務を一元的に担うNEC
マネジメントパートナーの洲之内隆典は話
します。この改革の旗印として、まず先行し
て着手したのが出張プロセスの改革です。
「出張にかかる旅費・交通費に関しては、割
安航空券や契約ホテルなどの活用により、
3年間で10％のコスト削減を達成してきま
した。しかし、そのプロセスを分析すると、
出張者側の工数こそ削減の余地が大きいこ
とがわかってきました」とNECマネジメン
トパートナーの丸尾 弘一郎は述べます。例
えば、出張者とのやりとりは電話やメール
が主体。申請処理や交通チケットの手配確
認などで何度もやりとりが発生します。海

外出張の場合は、経費精算に為替レートも
反映させなければなりません。
「NECグループ全体の出張・外出件数は年
間約100万件。そのための工数を時間に換
算すると約7万時間にも及びます。分析の
結果、最適なプロセスを策定すれば、航空
券を割安に抑えるより、さらに大きな成果
が期待できるということがわかったのです」
と丸尾は説明します。

既存業務を分析して 
SAP Concur上に最適なプロセスを展開
出張業務のプロセスは、最適な交通ルート
や宿泊先の選定・手配、交通費・宿泊費の
精算など多岐にわたります。NECはグロー
バルにビジネスを展開しているため、海外

出張にも対応しなければなりません。先に
述べた通り、この業務プロセスを効率化す
るためにNECマネジメントパートナーは既
存プロセスを分析して工数を「時間／年」と
して定量化し、これまで目には見えなかっ
たコストを可視化。そのうえで、ムダの削
減と従業員の利便性向上という観点から、
最適な業務プロセスを策定していったのです。
さらに既存のシステムを廃止して、新しい出張
業務の基盤として米Concur Technologies
社のサービス「SAP Concur（2018年3月
にブランド名改称）」の導入を決定。
「単にチケットの手配や経費の精算をサ
ポートできるだけでなく、経費の見える化・
分析機能などによって、継続的な業務改革
の基盤として利用できる点を評価しました。
また、出張者自らが航空チケットを手配で

日本電気株式会社

NECグループ10万人の
業務改革推進プロジェクト

SAP Concurを基盤に、出張の申請や精算にかかる出張者の間接工数40％削減を計画。
業務改革から得た知見をBPOサービスとしてお客様へ提供。

NECマネジメントパートナー株式会社
社名：NECマネジメントパートナー株式会社
所在地：神奈川県川崎市中原区下沼部1753
（NEC玉川事業場）
設立：2014年4月1日 資本金：1億円
従業員数：4,521名（2018年2月末現在）
事業概要：総務・人事・調達から教育・プロモーションまで、
事業プロセスの重要機能を最適化し、トータルでソリュー
ションのご提供をしています。
URL：https://www.necmp.co.jp/ 洲之内 隆典

NECマネジメントパートナー株式会社
ツーリスト事業部出張オペレーション部部長

NECマネジメントパートナー株式会社
人事サービス事業部シニアエキスパート

丸尾 弘一郎

出張申請
予約

精算
（立替交通費含む）

経費
マネジメント

申請
自動作成

規程自動
チェック

規程自動
チェック

データ分析・
アドバイス

請求データ連携

チケット発券

ホテル、ＪＲ、
航空券予約サイト

BPO

IT

お客さま

NEC
マネジメント  
パートナー

従業員向けサービスデスク・危機管理支援

カード会社連携

出張関連業務改善サポート（コンサルティング）

システムサポート

診断・
システム導入
サポート

SAP Concurを利用して、経費精算などの業務プロセスを標準化するだけでなく、標準プロセ
ス策定までの支援、さらに運用を外部委託するBPOまで対応。

課題背景

・NECグループではNECのビジネスユニットや
関連会社ごとに異なる間接業務が分散してお
り、ムダが多くなっていた
・グループ全体の出張・外出件数は年間約100
万件。その申請や精算手続きに約7万時間を
費やしている
・割安航空券や契約ホテルなどの活用から出張
旅費を10％削減した。出張に掛かるコストの
更なる削減を目指したい

成　果

・電子データによる経費申請も可能に。
出張者の間接工数を大幅に削減
出張者は、航空券を自ら手配できるようにな
り、申請から精算のプロセスが一元化。撮影
した領収書の画像データでの経費申請やIC
カードリーダーの活用から、出張者の出張申
請・精算にかかる工数の40％削減を計画
・出張にかかる管理部門の工数を約30％削減
航空チケットのWeb予約やSAP Concurの
ワークフロー上に規程などのチェックを盛り
込むことで約30％削減に成功
・「経費マネジメントBPOサービス」を展開
NECグループで培った知見やノウハウを付加
した新サービスを提供。お客様の業務改革に
貢献するソリューションの拡充へ

導入前の背景や課題

選択のポイント

導入後の成果
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きたり、撮影した領収書の画像データで経
費精算できるなどe-文書法にも対応してお
り、利用者の利便性につながる点も決め手
となりました」（丸尾）

出張者の安全確認業務も
スムーズに行えるように
新しい出張業務プロセスは、すでにNECグ
ループに順次適用され、さまざまな成果が
上がっています。
「例えば、海外出張の場合、以前はフライト
の手配に出張者と担当者間のやりとりが2、
3日は必要でしたが、今は本人手配であれ
ば1件あたり20分程度で済みます」と丸尾。
NECグループ全体の海外出張件数は1ケ月
で約700件。担当者の手配作業の効率化
だけで、月換算で延べ約140時間を削減で
きた計算になります。事務処理工数全体で
計算すると約30％の削減につながってい
ます。海外出張については、リスク対応の
面でも成果がありました。
「先日、ある地域で震度7クラスの地震が発
生した際には、SAP Concurの安全管理機
能を利用して、直ちに現地に出張している
従業員に一斉に連絡を取り、数時間で全員
の安全を確認することができました。以前
は一人ひとり個別に安否確認をしていたた
め2日近くかかることもあった業務です」と
丸尾は続けます。
「SAP Concurのワークフローの中で規程
のチェックを行ったり、間違えやすかった
消費税の区分を自動化することで、以前は
30～40％発生していた精算の手戻りが、今

は10％以下に減っています」と洲之内は話
します。加えて、e-文書法対応の全社展開
を見据えたトライアルも進めています。電
子データで経費申請が可能なので、経費精
算の工数や紙のやりとりを大幅に削減でき
ます。今後は交通系ICカードをリーダーに
かざすだけで、交通費の精算処理を行える
ようにするなど、さらなる業務プロセスの
改善を続けていく計画もあります。

自らの経験を活かした新サービスで
お客様の業務改革を支援
このような成果を受けて、NECマネジメン
トパートナーでは業務改革の経験をお客様
に還元すべく「経費マネジメントBPOサー
ビス」を提供しています。既存プロセスの
棚卸、ムダの洗い出しやコストの可視化か
ら、適切な標準業務プロセスの策定、さら
にSAP Concurの導入支援、運用開始後
には、業務そのもののアウトソーシングま
で引き受けるサービスです。SAP Concur
の導入支援企業は多数ありますが、自らの
経験を基に業務改革のコンサルティング
から、運用定着、効果創出までをトータル
にサポートできるのはNECマネジメント
パートナーだけです。いかにムダを省いて
効率化し、戦略的な領域にリソースを集中
させるかは、企業経営にとって長年の大き
なテーマです。NECマネジメントパート
ナーでは、今後も共通業務のシェアード
サービス化を加速させ、BPOサービスを
積極的に提案し、お客様の業務改革を強
力に支援していきます。

NECグループ10万人の業務改革推進プロジェクト

〒211-8601 神奈川県川崎市中原区下沼部1753
TEL：044（435）5683

NECマネジメントパートナー
BPOサービス事業部

お問い合わせ先

年間7万時間に及ぶ出張者の
申請・精算工数の削減を目指す
NECグループは9つのビジネスユニット、
46の連結会社を持つ大規模な組織です。
この大規模な組織を効率的に運営し、グ
ループ経営の基盤を強化するため、現在、
グループを挙げて業務改革推進プロジェク
トを推進しています。
「対象となる業務は、人事・総務・経理・調
達といった間接業務です。従来、これらの
業務は、プロセスや制度がビジネスユニッ
トや会社ごとに異なっており、作業工数や人
員配置に多くのムダを抱えていました。こ
のムダを解消しつつ、業務そのものを高度
化し、働き方を改革する取り組みを進めて
います」とNECグループの戦略的シェアー
ドサービス会社として、人事・総務・経理・
調達などの共通業務を一元的に担うNEC
マネジメントパートナーの洲之内隆典は話
します。この改革の旗印として、まず先行し
て着手したのが出張プロセスの改革です。
「出張にかかる旅費・交通費に関しては、割
安航空券や契約ホテルなどの活用により、
3年間で10％のコスト削減を達成してきま
した。しかし、そのプロセスを分析すると、
出張者側の工数こそ削減の余地が大きいこ
とがわかってきました」とNECマネジメン
トパートナーの丸尾 弘一郎は述べます。例
えば、出張者とのやりとりは電話やメール
が主体。申請処理や交通チケットの手配確
認などで何度もやりとりが発生します。海

外出張の場合は、経費精算に為替レートも
反映させなければなりません。
「NECグループ全体の出張・外出件数は年
間約100万件。そのための工数を時間に換
算すると約7万時間にも及びます。分析の
結果、最適なプロセスを策定すれば、航空
券を割安に抑えるより、さらに大きな成果
が期待できるということがわかったのです」
と丸尾は説明します。

既存業務を分析して 
SAP Concur上に最適なプロセスを展開
出張業務のプロセスは、最適な交通ルート
や宿泊先の選定・手配、交通費・宿泊費の
精算など多岐にわたります。NECはグロー
バルにビジネスを展開しているため、海外

出張にも対応しなければなりません。先に
述べた通り、この業務プロセスを効率化す
るためにNECマネジメントパートナーは既
存プロセスを分析して工数を「時間／年」と
して定量化し、これまで目には見えなかっ
たコストを可視化。そのうえで、ムダの削
減と従業員の利便性向上という観点から、
最適な業務プロセスを策定していったのです。
さらに既存のシステムを廃止して、新しい出張
業務の基盤として米Concur Technologies
社のサービス「SAP Concur（2018年3月
にブランド名改称）」の導入を決定。
「単にチケットの手配や経費の精算をサ
ポートできるだけでなく、経費の見える化・
分析機能などによって、継続的な業務改革
の基盤として利用できる点を評価しました。
また、出張者自らが航空チケットを手配で

日本電気株式会社

NECグループ10万人の
業務改革推進プロジェクト

SAP Concurを基盤に、出張の申請や精算にかかる出張者の間接工数40％削減を計画。
業務改革から得た知見をBPOサービスとしてお客様へ提供。

NECマネジメントパートナー株式会社
社名：NECマネジメントパートナー株式会社
所在地：神奈川県川崎市中原区下沼部1753
（NEC玉川事業場）
設立：2014年4月1日 資本金：1億円
従業員数：4,521名（2018年2月末現在）
事業概要：総務・人事・調達から教育・プロモーションまで、
事業プロセスの重要機能を最適化し、トータルでソリュー
ションのご提供をしています。
URL：https://www.necmp.co.jp/ 洲之内 隆典

NECマネジメントパートナー株式会社
ツーリスト事業部出張オペレーション部部長

NECマネジメントパートナー株式会社
人事サービス事業部シニアエキスパート

丸尾 弘一郎

SAP Concurを利用して、経費精算などの業務プロセスを標準化するだけでなく、標準プロセ
ス策定までの支援、さらに運用を外部委託するBPOまで対応。

課題背景

・NECグループではNECのビジネスユニットや
関連会社ごとに異なる間接業務が分散してお
り、ムダが多くなっていた
・グループ全体の出張・外出件数は年間約100
万件。その申請や精算手続きに約7万時間を
費やしている
・割安航空券や契約ホテルなどの活用から出張
旅費を10％削減した。出張に掛かるコストの
更なる削減を目指したい

成　果

・電子データによる経費申請も可能に。
出張者の間接工数を大幅に削減
出張者は、航空券を自ら手配できるようにな
り、申請から精算のプロセスが一元化。撮影
した領収書の画像データでの経費申請やIC
カードリーダーの活用から、出張者の出張申
請・精算にかかる工数の40％削減を計画
・出張にかかる管理部門の工数を約30％削減
航空チケットのWeb予約やSAP Concurの
ワークフロー上に規程などのチェックを盛り
込むことで約30％削減に成功
・「経費マネジメントBPOサービス」を展開
NECグループで培った知見やノウハウを付加
した新サービスを提供。お客様の業務改革に
貢献するソリューションの拡充へ

導入前の背景や課題

選択のポイント

導入後の成果
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本稼動後に運用と並行して改善を加えて
いった。「マスターデータをゼロから作った
経緯もあり、数字が落ち着くまでには1年～
2年かかりました。3年目以降は正確な情
報が取得できるようになり、ユーザーも徐々
にシステムに慣れていきました」（内田氏）
トーハツではSAP ERPの運用が軌道に
乗った後、設計情報管理を含む製品ライフ
サイクル管理ソリューション（PLM）の導入に
着手。PLMパッケージであるAras Inno-
vator®※を導入し、2013年4月より稼動を開
始した。「従来の部品表（BOM）は当社独自
のルールに基づきMicrosoft Accessベー
スで作成していたため、CADで作成した設
計情報とBOMの情報、それぞれが個別に管
理されている状態でした。設計変更が発生
すると紙の設計図面で製造部門とやり取り
していたため、最新の正確な設計情報を共
有することが困難でした。そこで、設計情報
と製造情報をシームレスに連携することで、
設計プロセス全体の可視化を図りました」
（内田氏）
トーハツの採番ルールをAras Innovatorに
移植する形で3カ月で環境を構築。さらに
コベルコシステムのPLM導入ナレッジを用
いてSAP ERPとの連携部分を短期間かつ
低コストで開発した。その結果、CADで作
成した設計部品表（E-BOM）は、Aras
Innovator上で半自動的に製造部品表（M-
BOM）に変換され、SAP ERP側と迅速に
情報連携できるようになっている。

各業務担当者が同じ基準で
共通のデータに基づいて意思決定を実施
SAP ERPの導入により、トーハツの業務の

全体最適化は大幅に進んだ。担当レベルで
把握していた数値情報を、誰もが見たい時
に見られるようになり、販売、購買、在庫、
生産の各担当者がそれぞれデータに基づい
て意思決定を行っている。
「例えば、購買業務におけるコスト削減や在
庫削減などの実績が即座に把握できるた
め、原価の低減や利益の向上に向けた活動
がしやすくなりました。今では“SAP ERPが
ないと仕事が回らない”という声が聞かれる
までになっています」（塚田氏）
具体的な効果としては、見込み生産の製品
在庫回転率が従来の3カ月分から2カ月分
に向上し、在庫を低減できた。会計の月次
決算の締め日も、従来の15営業日から3営
業日へと大幅に短縮。業務効率の面では事
務処理の作業効率が約30％向上し、営業部
の人数が50名から35名に減る中で、より生
産性の高い業務にシフトできるようになっ
た。その結果、10年間で売上規模が1.5倍
増加している中でも、要員を大幅に増やす
ことなく業務を処理できている。さらに、仕
入先や販売先との間では帳票配信の仕組み
を新たに導入。検収通知や請求書などの送
受信が、従来のFAXや郵送からWeb配信に
切り替わったことで、業務のスピードアップ
が実現した。
PLMソリューションによって設計業務の標準
化も進み、個人依存からの脱却が実現。設
計プロセスが可視化されたことで、作業の
遅延も速やかに把握して改善に着手でき
る。また、設計情報と製造情報の連携によ
り、常に最新の製品情報が共有され、業務
スピードも向上している。
「部門間で最新の部品情報を共有すること

で、製品構成のトレーサビリティが確保でき
ます。設計変更の際も内容をタイムリーかつ
的確に製造工程に反映することが可能にな
り、ガバナンスも強化されました。今後、3D
CADで設計する案件が増えていくことで、初
期工程の段階でプロセスを検証するフロン
トローディング※によって設計品質が向上し、
量産開始後の設計変更の低減も期待できま
す」（内田氏）

SAP S/4HANAへの移行に向けて
準備を開始
トーハツでは、2025年のECC6.0のサポー
ト終了に備えて、SAP S/4HANAへの移行
準備も進めていく考えだ。「必要に応じて
サーバーのリプレースやSAP ERPのUni-
code化や拡張パッケージの適用も進めて
いきます」（塚田氏）
コベルコシステムは、現在もリモートによる
オンデマンドのアプリケーション運用保守
サービス（AMS）を通してSAP ERPとPLM
の両面で安定稼動を支援。内田氏は「提案
力と技術力、そして粘り強いサポートの姿勢
を評価しています。今後もSAP S/4HANA
やデジタル化ソリューションなど、SAP製品
の最新動向を踏まえたタイムリーな提案に
期待しています」と語っている。

SAP ERPにより業務の全体最適化を実現 PLMソリューションとの連携で設計から製造まで可視化

〒657-0845 神戸市灘区岩屋中町4丁目2番7号 
シマブンビル11階
TEL：0120-75-0044
E-mail：seizouhyper@kobelcosys.co.jp
（営業時間 9:00～17:30、土・日・祝日は除く）
http://www.kobelcosys.co.jp/

コベルコシステム株式会社

お問い合わせ先

利益体質の企業体への転換を目指し
ERPの導入を検討
「社会貢献」を企業理念に掲げ、マリン事業と
防災事業を展開するトーハツ。主力製品の
船外機と可搬消防ポンプの分野では日本の
パイオニアとして知られ、製品は世界120カ
国以上に出荷されている。
同社が業務プロセスの見直しに着手したの
は2005年。当時、本社の経理業務には手
組みの会計システムを導入していたが、製
造、販売、在庫・購買管理などは系統だった
システム化が行われておらず、本社が工場や
各営業所から必要な数値情報を集約してい
る状況だった。現場は不便さを感じていな
かったというが、今後の事業成長には全体
最適化が必要と判断し、ERPの導入を検討
した。取締役 財務部長の塚田英一氏は次
のように語る。
「目的の1つは管理情報の整合性を確保する
ことです。データを一気通貫で見られるよう
にすることで、業務部門が数値に基づいた
判断ができるようにしようと思いました。も
う1つは管理会計の高度化です。データの管
理精度を高めて原価低減や業務コストの削
減を実現し、各部門の採算性を確立する狙
いがありました」
基幹システムの構築は、同社のシステム室が
主導して業務プロセスを整理し、ERPパッ
ケージのベストプラクティスを活用すること
を決めた。システム室長の内田毅氏は「極

力コストをかけずに理想を実現する手段と
してパッケージに業務を合わせる方針を固
め、トップダウンで導入を進めることにしまし
た」と振り返る。

製造、販売、購買・在庫、財務会計、
管理会計の５モジュールを
ビッグバン稼動
ERPパッケージとベンダーの選定フェーズで
は、RFPを作成して6社に提案を依頼。最
終的に国産製品とSAP ERPを比較し、コベ
ルコシステムが提案したSAP ERPを採用し
た。「当社は船外機の海外輸出比率が高く、
外貨に対応していることを重視しました。ま
た、統合データベースによるデータ統合やリ
アルタイム分析といった機能も評価しまし
た」（塚田氏）
コベルコシステムの提
案時の熱意も評価し
た。「担当プロジェクト
マネージャー（PM）が
当社の目指す方向を
正しく理解し、課題解
決を実現する道筋をわ
かりやすく示してくれた
ことが決め手になりま
した。製造業向けテン
プレートのHI-KORT
を用いて導入すること
で、完成後の姿が具体

的にイメージできたことも好印象でした。
SAP ERPの豊富な導入実績、ノウハウに基
づいた提案に期待しました」（内田氏）
導入プロジェクトは2006年4月にスタート
し、旧システムとの並行稼動期間を経て本稼
動を迎えた。プロジェクト期間は1年で、製
造、販売、購買・在庫、財務会計、管理会計
の５モジュールを同時に立ち上げるビッグ
バン稼動を実現。「業務パッケージの利用
自体が初めてだったので、現場に精通した業
務担当者とFIT&GAPを進め業務をパッ
ケージに合わせていきました。アドオンは
最低限必要な帳票や倉庫管理システムとの
連携に抑えています」（塚田氏）
導入後はデータの整合性確保、ユーザーの
操作教育と習熟レベルの向上、SAP ERPと
連携した倉庫管理システムの運用について、

コベルコシステム株式会社

小型船舶のエンジン（船外機）や可搬消防ポンプ製品のトップメーカーであるトーハツ株式会社。同社は業務シス

テムの全体最適化による原価低減と業務コスト削減を目指し、コベルコシステムのSAP ERP導入テンプレート

「HI-KORT」を用いて製造から販売、購買、会計、在庫管理に至るシステムをビッグバン稼動させた。その後、設計

業務を支援するPLMソリューションをSAP ERPと連携。設計プロセスの可視化による品質改善を進めている。

SAP ERPにより業務の全体最適化を実現
PLMソリューションとの連携で
設計から製造まで可視化

■トーハツ株式会社 導入事例

マスター管理
Aras Innovator

設計部品表

2D/3D-CAD連携
品目

生産計画登録

MRP

出庫

債権管理 一般会計 債務管理 手形管理（支払） TDC倉庫管理

人事管理 勤怠管理

製品原価管理 利益センタ会計 原価センタ会計 収益性管理

従業員経費管理 固定資産管理 手形管理（受取）

機番登録

製造指図発行

実績原価計算

作業実績登録

機番管理

在庫転送

各種在庫照会

棚卸

指図情報照会

能力負荷山積

入庫

BOM

在庫所要量一覧

計画外入出庫

作業手順 顧客／仕入先 販売価格／購買単価

各種情報照会

受入・検収

発注

見積

購買要求
プロジェクト管理

引合

見積

受注
与信管理

出荷・売上
輸出管理

請求

各種情報照会

パーツWEBカタログ

ワランティ管理

帳票配信

販売管理（SD）

外部WEB連携

購買管理
（MM）

ハンディーターミナル

人事・給与（HR）

連結決算システム

生産管理（PP）

在庫管理（MM）

財務会計（FI）

管理会計（CO）

Aras Innovator導入範囲 SAP導入範囲
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トーハツ株式会社

本社：東京都板橋区小豆沢3-5-4
設立：1932年10月
資本金：5億円
事業概要：マリン事業、防災事業、その他の事業
https://www.tohatsu.co.jp/

※フロントローディング：仕様策定や設計など初期の工程
のうちに試作や量産など後工程で発生しそうな問題の検
討や改善などにも前倒しで取り組むことで、品質の向上や
工期の短縮などを推進する手法（IT用語辞典より）
※Aras®およびAras Innovator®は、Aras Corporation
の登録商標または商標です。
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本稼動後に運用と並行して改善を加えて
いった。「マスターデータをゼロから作った
経緯もあり、数字が落ち着くまでには1年～
2年かかりました。3年目以降は正確な情
報が取得できるようになり、ユーザーも徐々
にシステムに慣れていきました」（内田氏）
トーハツではSAP ERPの運用が軌道に
乗った後、設計情報管理を含む製品ライフ
サイクル管理ソリューション（PLM）の導入に
着手。PLMパッケージであるAras Inno-
vator®※を導入し、2013年4月より稼動を開
始した。「従来の部品表（BOM）は当社独自
のルールに基づきMicrosoft Accessベー
スで作成していたため、CADで作成した設
計情報とBOMの情報、それぞれが個別に管
理されている状態でした。設計変更が発生
すると紙の設計図面で製造部門とやり取り
していたため、最新の正確な設計情報を共
有することが困難でした。そこで、設計情報
と製造情報をシームレスに連携することで、
設計プロセス全体の可視化を図りました」
（内田氏）
トーハツの採番ルールをAras Innovatorに
移植する形で3カ月で環境を構築。さらに
コベルコシステムのPLM導入ナレッジを用
いてSAP ERPとの連携部分を短期間かつ
低コストで開発した。その結果、CADで作
成した設計部品表（E-BOM）は、Aras
Innovator上で半自動的に製造部品表（M-
BOM）に変換され、SAP ERP側と迅速に
情報連携できるようになっている。

各業務担当者が同じ基準で
共通のデータに基づいて意思決定を実施
SAP ERPの導入により、トーハツの業務の

全体最適化は大幅に進んだ。担当レベルで
把握していた数値情報を、誰もが見たい時
に見られるようになり、販売、購買、在庫、
生産の各担当者がそれぞれデータに基づい
て意思決定を行っている。
「例えば、購買業務におけるコスト削減や在
庫削減などの実績が即座に把握できるた
め、原価の低減や利益の向上に向けた活動
がしやすくなりました。今では“SAP ERPが
ないと仕事が回らない”という声が聞かれる
までになっています」（塚田氏）
具体的な効果としては、見込み生産の製品
在庫回転率が従来の3カ月分から2カ月分
に向上し、在庫を低減できた。会計の月次
決算の締め日も、従来の15営業日から3営
業日へと大幅に短縮。業務効率の面では事
務処理の作業効率が約30％向上し、営業部
の人数が50名から35名に減る中で、より生
産性の高い業務にシフトできるようになっ
た。その結果、10年間で売上規模が1.5倍
増加している中でも、要員を大幅に増やす
ことなく業務を処理できている。さらに、仕
入先や販売先との間では帳票配信の仕組み
を新たに導入。検収通知や請求書などの送
受信が、従来のFAXや郵送からWeb配信に
切り替わったことで、業務のスピードアップ
が実現した。
PLMソリューションによって設計業務の標準
化も進み、個人依存からの脱却が実現。設
計プロセスが可視化されたことで、作業の
遅延も速やかに把握して改善に着手でき
る。また、設計情報と製造情報の連携によ
り、常に最新の製品情報が共有され、業務
スピードも向上している。
「部門間で最新の部品情報を共有すること

で、製品構成のトレーサビリティが確保でき
ます。設計変更の際も内容をタイムリーかつ
的確に製造工程に反映することが可能にな
り、ガバナンスも強化されました。今後、3D
CADで設計する案件が増えていくことで、初
期工程の段階でプロセスを検証するフロン
トローディング※によって設計品質が向上し、
量産開始後の設計変更の低減も期待できま
す」（内田氏）

SAP S/4HANAへの移行に向けて
準備を開始
トーハツでは、2025年のECC6.0のサポー
ト終了に備えて、SAP S/4HANAへの移行
準備も進めていく考えだ。「必要に応じて
サーバーのリプレースやSAP ERPのUni-
code化や拡張パッケージの適用も進めて
いきます」（塚田氏）
コベルコシステムは、現在もリモートによる
オンデマンドのアプリケーション運用保守
サービス（AMS）を通してSAP ERPとPLM
の両面で安定稼動を支援。内田氏は「提案
力と技術力、そして粘り強いサポートの姿勢
を評価しています。今後もSAP S/4HANA
やデジタル化ソリューションなど、SAP製品
の最新動向を踏まえたタイムリーな提案に
期待しています」と語っている。

SAP ERPにより業務の全体最適化を実現 PLMソリューションとの連携で設計から製造まで可視化

〒657-0845 神戸市灘区岩屋中町4丁目2番7号 
シマブンビル11階
TEL：0120-75-0044
E-mail：seizouhyper@kobelcosys.co.jp
（営業時間 9:00～17:30、土・日・祝日は除く）
http://www.kobelcosys.co.jp/

コベルコシステム株式会社

お問い合わせ先

利益体質の企業体への転換を目指し
ERPの導入を検討
「社会貢献」を企業理念に掲げ、マリン事業と
防災事業を展開するトーハツ。主力製品の
船外機と可搬消防ポンプの分野では日本の
パイオニアとして知られ、製品は世界120カ
国以上に出荷されている。
同社が業務プロセスの見直しに着手したの
は2005年。当時、本社の経理業務には手
組みの会計システムを導入していたが、製
造、販売、在庫・購買管理などは系統だった
システム化が行われておらず、本社が工場や
各営業所から必要な数値情報を集約してい
る状況だった。現場は不便さを感じていな
かったというが、今後の事業成長には全体
最適化が必要と判断し、ERPの導入を検討
した。取締役 財務部長の塚田英一氏は次
のように語る。
「目的の1つは管理情報の整合性を確保する
ことです。データを一気通貫で見られるよう
にすることで、業務部門が数値に基づいた
判断ができるようにしようと思いました。も
う1つは管理会計の高度化です。データの管
理精度を高めて原価低減や業務コストの削
減を実現し、各部門の採算性を確立する狙
いがありました」
基幹システムの構築は、同社のシステム室が
主導して業務プロセスを整理し、ERPパッ
ケージのベストプラクティスを活用すること
を決めた。システム室長の内田毅氏は「極

力コストをかけずに理想を実現する手段と
してパッケージに業務を合わせる方針を固
め、トップダウンで導入を進めることにしまし
た」と振り返る。

製造、販売、購買・在庫、財務会計、
管理会計の５モジュールを
ビッグバン稼動
ERPパッケージとベンダーの選定フェーズで
は、RFPを作成して6社に提案を依頼。最
終的に国産製品とSAP ERPを比較し、コベ
ルコシステムが提案したSAP ERPを採用し
た。「当社は船外機の海外輸出比率が高く、
外貨に対応していることを重視しました。ま
た、統合データベースによるデータ統合やリ
アルタイム分析といった機能も評価しまし
た」（塚田氏）
コベルコシステムの提
案時の熱意も評価し
た。「担当プロジェクト
マネージャー（PM）が
当社の目指す方向を
正しく理解し、課題解
決を実現する道筋をわ
かりやすく示してくれた
ことが決め手になりま
した。製造業向けテン
プレートのHI-KORT
を用いて導入すること
で、完成後の姿が具体

的にイメージできたことも好印象でした。
SAP ERPの豊富な導入実績、ノウハウに基
づいた提案に期待しました」（内田氏）
導入プロジェクトは2006年4月にスタート
し、旧システムとの並行稼動期間を経て本稼
動を迎えた。プロジェクト期間は1年で、製
造、販売、購買・在庫、財務会計、管理会計
の５モジュールを同時に立ち上げるビッグ
バン稼動を実現。「業務パッケージの利用
自体が初めてだったので、現場に精通した業
務担当者とFIT&GAPを進め業務をパッ
ケージに合わせていきました。アドオンは
最低限必要な帳票や倉庫管理システムとの
連携に抑えています」（塚田氏）
導入後はデータの整合性確保、ユーザーの
操作教育と習熟レベルの向上、SAP ERPと
連携した倉庫管理システムの運用について、

コベルコシステム株式会社

小型船舶のエンジン（船外機）や可搬消防ポンプ製品のトップメーカーであるトーハツ株式会社。同社は業務シス

テムの全体最適化による原価低減と業務コスト削減を目指し、コベルコシステムのSAP ERP導入テンプレート

「HI-KORT」を用いて製造から販売、購買、会計、在庫管理に至るシステムをビッグバン稼動させた。その後、設計

業務を支援するPLMソリューションをSAP ERPと連携。設計プロセスの可視化による品質改善を進めている。

SAP ERPにより業務の全体最適化を実現
PLMソリューションとの連携で
設計から製造まで可視化

■トーハツ株式会社 導入事例

システム図

トーハツ株式会社

本社：東京都板橋区小豆沢3-5-4
設立：1932年10月
資本金：5億円
事業概要：マリン事業、防災事業、その他の事業
https://www.tohatsu.co.jp/

※フロントローディング：仕様策定や設計など初期の工程
のうちに試作や量産など後工程で発生しそうな問題の検
討や改善などにも前倒しで取り組むことで、品質の向上や
工期の短縮などを推進する手法（IT用語辞典より）
※Aras®およびAras Innovator®は、Aras Corporation
の登録商標または商標です。
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点をつなぐ足回りのネットワークは、NTT
ComのMPLS回線を用いてグローバル約
60カ所、日本国内約200カ所とつないで
いる。インフラのパフォーマンスやネット
ワーク速度についても快適に利用できて
いるという。「日本だけでなく、アジア、欧
米とのデータ連携が発生する当社の場合、
バックボーンのスピードも重要で、NTT
Comのネットワークにより品質が担保さ
れています」（實川氏）
インフラとネットワークをまとめてNTT
Comにアウトソーシングすることで得られ
るメリットは大きい。インフラのリソースも
必要に応じて調達できるため、サイジング
からも解放された。都倉氏は「オンプレミ
ス時代は3年先を見据えてリソースを確保
しても1年で足りなくなったり、反対に多すぎ
たりしました。現在は必要に応じてリソース
が調達できるため、コストの最適化が実現
し、ビジネスの変化にも対応しやすくなりま
した」と話す。利用ユーザーがDR環境の要
否をメニューから選ぶだけでDRが構築さ

れ、花王独自で行ってきた設計や構築によ
る作業負荷からも解放されている。
経営面におけるメリットも大きい。原田氏
は、「基幹系システムのSystems of Re-
cord、デジタルトランスフォーメーション
を見据えたSystems of Differentiation
のいずれにおいても、クラウドなら短期間
に環境を用意してすぐにPoCを実施してモ
ノになるかならないかを判断し、即座にビ
ジネスにつなげることができます」と、クラ
ウドのアジリティに期待を寄せている。
今後もオンプレミスで稼動中のSAPシステ
ムの更新に合わせて順次クラウド環境に切
り替えながら、SAP S/4HANAへの移行も
検討していく考えだ。合わせてデータ分析
などの情報系の基盤にもクラウドを積極的
に活用し、マルチクラウド化を進めていく。
情報システム部門自体も時代に合わせた
変革が求められている今、組織改革も今
後の課題だ。「システムの構築/運用を担当
する部隊から、イノベーションによって自ら
世の中を変えていく集団に育てていきた
い」と原田氏は展望を述べている。

グローバルSAPシステムをエンタープライズクラウドに移行 高速ネットワークでマルチクラウド環境を構築

TEL：0120-106107
（9:30～17:00、土日祝日を除く）
https://www.ntt.com/

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

お問い合わせ先

経営目標に貢献する
ITインフラのクラウドシフト
「自ら変わり、そして変化を先導する企業
へ」をスローガンに掲げ、2020年に向け
て2017年度から「特長ある企業イメージ
の醸成」「利益ある成長」「すべてのステー
クホルダーへの還元」の3つにこだわった
中期経営計画「K20」に取り組む花王グ
ループ。2030年までに「グローバルで存
在感のある企業となる」という経営目標に
向けた基盤づくりを進めている。
経営を支える情報システム部門では現在、
2025年をターゲットにグローバルSAPシ
ステムの標準化に取り組んでいる。執行
役員で情報システム部門統括の原田良一
氏は次のように語る。
「花王グループは2000年から各国のグ

ループ会社にSAP ERPを導入するプロ
ジェクトに着手し、アジア、欧米、日本国内
と順次展開してきました。そのプロジェク
トを前中期経営計画の最終年度（2015年）
に終えたばかりの今、次の10年で各事業会
社に運用を定着させることが目的です」
未来の経営に資する新たな技術に対応し
ていくことも、情報システム部門に課せら
れたミッションだ。2018年度に経営全般
にAIなどの最新技術を活用する専門部署
「先端技術戦略室」が設立され、情報シス
テム部門と連携して活動している。「研究、
生産、販売、管理などの部署のエース級の
メンバーが検討したアイデアの実現を支援
し、最大価値を生むことを期待されていま
す」（原田氏）
これらの取り組みに欠かせないのがIT

インフラの強化だ。そのため同社はITイン
フラのクラウドシフトを進め、適材適所で
クラウドサービスを使い分けるマルチクラ
ウド戦略を進めている。基幹業務を支え
るSAPシステムも例外ではなく、2014年
よりクラウド化に着手した。

SAPに特化したクラウド基盤と
グローバル拠点間ネットワークを
アウトソース
SAPシステムのクラウド化は、既存サー
バーの更新のタイミングで切り替える方針
を取っている。当初は海外ベンダーのクラ
ウドサービスを採用したが、構築・運用面
で多くの課題があった。そこで2017年よ
りクラウドサービスの乗り換えを検討し、
NTTコミュニケーションズ（以下、NTT
Com）をパートナーに採用。当時リリース
されたばかりの「Enterprise Cloud for
SAPソリューション」が同社の要件にマッ
チした。決め手は、インフラからネットワー
クサービスまで一括で提供されることに
あったと、情報システム部門 ICT部 情報技
術G 課長の實川晴武氏は語る。
「オンプレミスの時代は海外拠点のデータ
センター間のネットワークを自前で用意し
ていましたが、クラウドを採用することで
ネットワーク部分の構築、運用から解放さ
れます。各国の拠点からデータセンターに

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

トイレタリー用品から産業用ケミカル製品まで幅広く提供する花王株式会社。2015年にSAP

システムのグローバル展開を終えた同社は、グローバルSAPシステムをクラウド化するため、

NTTコミュニケーションズのマネージド型クラウドサービス「Enterprise Cloud for SAP

ソリューション※」を採用。さらに日米の運用拠点間をバックボーンネットワークで接続するとと

もに、周辺のクラウドサービスともネットワーク連携してマルチクラウド体制を構築している。

グローバルSAPシステムを
エンタープライズクラウドに移行
高速ネットワークでマルチクラウド環境を構築

■花王株式会社 導入事例

花王株式会社
創業：1887年6月  
資本金：854億円
事業概要：化粧品、スキンケア・ヘアケ
ア、ヒューマンヘルスケア、ファブリッ
ク＆ホームケアのコンシューマープロダ
クツ事業、産業界のニーズにきめ細か
く対応したケミカル製品の展開
www.kao.com/jp/

基幹システムは本クラウドに集約  日・欧米のクラウド間ネットワークで接続

花王株式会社
執行役員

情報システム部門統括

原田 良一氏

花王株式会社
情報システム部門

ICT部 情報技術G 課長

實川 晴武氏

花王株式会社
情報システム部門
ICT部 情報技術G

都倉 政弘氏

Web系 Windows系

NW-HUB

AWS GoogleAzure

NTT Com
Enterprise Cloud 

for ERP

SDx

AWS Azure

NW-HUB

分析系

日本 欧米
インターネット

クラウド間
ネットワーク

Web系 Windows系

基幹系システム

NTT Com
Enterprise Cloud 

for ERP

基幹系システム

※Enterprise Cloud for SAPソリューションは、SAP向けにVirtustreamのミッションクリティカルな環境に対応する共有型クラウド技術と運用をセットにしてNTTコミュニケーションズが提供しているソリューションです。
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アクセスする足回りのネットワークをNTT
Comに運用をお願いしてきた経緯もあり、
クラウド基盤間や足回りの接続も考慮して
採用しました」
NTT Comは花王への技術支援を2002年
頃から行っており、オンプレミスのデータ
センターも運用している。全システムがク
ラウド移行を終えるまではオンプレミスで
の運用も継続されるため、クラウドとシー
ムレスに連携できるメリットも大きかった。
NTT ComはAWSやMicrosoft Azureな
どのパブリッククラウドと連携するコネク
トサービスも提供しているため、マルチク
ラウド化を進める花王の方針にもマッチし
ていたという。
最初のプロジェクトは、グループの経営情
報を一元管理するSAP Central Finance
をターゲットとし、2017年6月から1年3カ
月で導入した。その後もサーバーの更新に
合わせて、国内のデータウェアハウス基盤
であるSAP BWを2018年9月に約3カ月
かけてUpgradeし、現在は予算計画シス
テムのSAP BPCの移行を進めている。
Enterprise Cloud for SAPソリュー
ションの特長は、クラウド基盤サービスば
かりでなく、テナント環境設定からシステム
移行までを支援するサービス、導入後の監
視運用代行サービスまで、フルマネージド
で提供されることにある。そのメリットに
ついて情報システム部門 ICT部 情報技術G
の都倉政弘氏は次のように評価する。
「以前のクラウドサービスはメンテナンス
の実施時間がベンダーの判断で決まるた
め、米国の深夜＝日本時間の昼間に当たっ

てしまうこともありました。NTT Comが
提供するクラウドなら運用の自由度が高く、
メンテナンス実施時間もコントロール可能で
す。また利用したH/Wリソース分だけ課金
する仕組みは我々の考えに適しています」

ビジネスの変化への対応力が向上
IT部門はイノベーティブな部隊へ
現在、SAPシステムが稼動するクラウド基
盤は日本とアメリカの2カ所に置き、クラ
ウド間はNTT Comの10Gのバックボーン
ネットワークで接続。クラウド基盤と各拠
点をつなぐ足回りのネットワークは、NTT
ComのMPLS回線を用いてグローバル約
60カ所、日本国内約200カ所とつないで
いる。インフラのパフォーマンスやネット
ワーク速度についても快適に利用できて
いるという。「日本だけでなく、アジア、欧
米とのデータ連携が発生する当社の場合、
バックボーンのスピードも重要で、NTT
Comのネットワークにより品質が担保さ
れています」（實川氏）
インフラとネットワークをまとめてNTT
Comにアウトソーシングすることで得られ
るメリットは大きい。インフラのリソースも
必要に応じて調達できるため、サイジング
からも解放された。都倉氏は「オンプレミ
ス時代は3年先を見据えてリソースを確保
しても1年で足りなくなったり、反対に多すぎ
たりしました。現在は必要に応じてリソース
が調達できるため、コストの最適化が実現
し、ビジネスの変化にも対応しやすくなりま
した」と話す。利用ユーザーがDR環境の要
否をメニューから選ぶだけでDRが構築さ

れ、花王独自で行ってきた設計や構築によ
る作業負荷からも解放されている。
経営面におけるメリットも大きい。原田氏
は、「基幹系システムのSystems of Re-
cord、デジタルトランスフォーメーション
を見据えたSystems of Differentiation
のいずれにおいても、クラウドなら短期間
に環境を用意してすぐにPoCを実施してモ
ノになるかならないかを判断し、即座にビ
ジネスにつなげることができます」と、クラ
ウドのアジリティに期待を寄せている。
今後もオンプレミスで稼動中のSAPシステ
ムの更新に合わせて順次クラウド環境に切
り替えながら、SAP S/4HANAへの移行も
検討していく考えだ。合わせてデータ分析
などの情報系の基盤にもクラウドを積極的
に活用し、マルチクラウド化を進めていく。
情報システム部門自体も時代に合わせた
変革が求められている今、組織改革も今
後の課題だ。「システムの構築/運用を担当
する部隊から、イノベーションによって自ら
世の中を変えていく集団に育てていきた
い」と原田氏は展望を述べている。

グローバルSAPシステムをエンタープライズクラウドに移行 高速ネットワークでマルチクラウド環境を構築

TEL：0120-106107
（9:30～17:00、土日祝日を除く）
https://www.ntt.com/

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

お問い合わせ先

経営目標に貢献する
ITインフラのクラウドシフト
「自ら変わり、そして変化を先導する企業
へ」をスローガンに掲げ、2020年に向け
て2017年度から「特長ある企業イメージ
の醸成」「利益ある成長」「すべてのステー
クホルダーへの還元」の3つにこだわった
中期経営計画「K20」に取り組む花王グ
ループ。2030年までに「グローバルで存
在感のある企業となる」という経営目標に
向けた基盤づくりを進めている。
経営を支える情報システム部門では現在、
2025年をターゲットにグローバルSAPシ
ステムの標準化に取り組んでいる。執行
役員で情報システム部門統括の原田良一
氏は次のように語る。
「花王グループは2000年から各国のグ

ループ会社にSAP ERPを導入するプロ
ジェクトに着手し、アジア、欧米、日本国内
と順次展開してきました。そのプロジェク
トを前中期経営計画の最終年度（2015年）
に終えたばかりの今、次の10年で各事業会
社に運用を定着させることが目的です」
未来の経営に資する新たな技術に対応し
ていくことも、情報システム部門に課せら
れたミッションだ。2018年度に経営全般
にAIなどの最新技術を活用する専門部署
「先端技術戦略室」が設立され、情報シス
テム部門と連携して活動している。「研究、
生産、販売、管理などの部署のエース級の
メンバーが検討したアイデアの実現を支援
し、最大価値を生むことを期待されていま
す」（原田氏）
これらの取り組みに欠かせないのがIT

インフラの強化だ。そのため同社はITイン
フラのクラウドシフトを進め、適材適所で
クラウドサービスを使い分けるマルチクラ
ウド戦略を進めている。基幹業務を支え
るSAPシステムも例外ではなく、2014年
よりクラウド化に着手した。

SAPに特化したクラウド基盤と
グローバル拠点間ネットワークを
アウトソース
SAPシステムのクラウド化は、既存サー
バーの更新のタイミングで切り替える方針
を取っている。当初は海外ベンダーのクラ
ウドサービスを採用したが、構築・運用面
で多くの課題があった。そこで2017年よ
りクラウドサービスの乗り換えを検討し、
NTTコミュニケーションズ（以下、NTT
Com）をパートナーに採用。当時リリース
されたばかりの「Enterprise Cloud for
SAPソリューション」が同社の要件にマッ
チした。決め手は、インフラからネットワー
クサービスまで一括で提供されることに
あったと、情報システム部門 ICT部 情報技
術G 課長の實川晴武氏は語る。
「オンプレミスの時代は海外拠点のデータ
センター間のネットワークを自前で用意し
ていましたが、クラウドを採用することで
ネットワーク部分の構築、運用から解放さ
れます。各国の拠点からデータセンターに

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

トイレタリー用品から産業用ケミカル製品まで幅広く提供する花王株式会社。2015年にSAP

システムのグローバル展開を終えた同社は、グローバルSAPシステムをクラウド化するため、

NTTコミュニケーションズのマネージド型クラウドサービス「Enterprise Cloud for SAP

ソリューション※」を採用。さらに日米の運用拠点間をバックボーンネットワークで接続するとと

もに、周辺のクラウドサービスともネットワーク連携してマルチクラウド体制を構築している。

グローバルSAPシステムを
エンタープライズクラウドに移行
高速ネットワークでマルチクラウド環境を構築

■花王株式会社 導入事例

花王株式会社
創業：1887年6月  
資本金：854億円
事業概要：化粧品、スキンケア・ヘアケ
ア、ヒューマンヘルスケア、ファブリッ
ク＆ホームケアのコンシューマープロダ
クツ事業、産業界のニーズにきめ細か
く対応したケミカル製品の展開
www.kao.com/jp/

基幹システムは本クラウドに集約  日・欧米のクラウド間ネットワークで接続

花王株式会社
執行役員

情報システム部門統括

原田 良一氏

花王株式会社
情報システム部門

ICT部 情報技術G 課長

實川 晴武氏

花王株式会社
情報システム部門
ICT部 情報技術G

都倉 政弘氏

※Enterprise Cloud for SAPソリューションは、SAP向けにVirtustreamのミッションクリティカルな環境に対応する共有型クラウド技術と運用をセットにしてNTTコミュニケーションズが提供しているソリューションです。
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個別最適でデジタル変革に向けた
データ連携が出来ない

最初のトピックとなったのは「日本企業の
現状情報システムの課題」だ。鈴鹿氏は約
560社が参加するユーザーコミュニティの
知見をもとに、ユーザーから見た情報シス
テムの課題を指摘する。「縦割り構造の組
織が独自にシステムを作ってきた結果、個
別最適が進みすぎたこと。これがビジネス
の変革やデジタル化を阻害する要因となっ
ています。この延長線上でERPを導入して
も本来の強みは生かせず、蓄積されたデー
タの活用もままなりません」

また、差異化の問題も根強いという。
「現場の『わがまま』を聞いてカスタマイズ
の山となったシステムは、今やビジネス上
の競争力になりえません。これからはIoT
や機械学習といった、さまざまなテクノロ
ジーを組み合わせることで差異化を行う時
代になっていきます」と鈴鹿氏は語った。

部門変革の柱は全体最適視点と
マネ－ジメント力

これらの課題提起から、話題は「これか

らの日本企業における情報システム」へ
移った。ビジネス全体を俯瞰した最適化の
実現には、情報システム部門と業務ノウハ
ウを持つビジネス部門との協力が欠かせな
い。新しい取り組みには、何よりも「経営層
の理解」が必要であると鈴鹿氏は強調す
る。これには、情報システム部門の活動は
目先のコスト削減や費用対効果が優先さ
れ、変革への社内決裁取得に苦労してきた
という背景がある。

続いてJSOLの増田が、情報システム部

門の取り組みの事例を紹介した。ある大手
製薬会社は、大型企業統合によって複雑化
した業務プロセスの改善のためSAP ERP
を導入。IFRS対応を含むグローバルレベ
ルでの業務の標準化や、ERP標準機能を徹
底活用した既存アドオンの大幅削減という
成果を得た。プロジェクトの要となったの
は、情報システム部門がリーダーシップを
発揮し、グローバル全体の推進役を務めた
ことだった。
「情報システム部門の力があれば、大規

株式会社NTTデータ

2018年1月に開催された「NTT DATA Innovation Conference 2018」では「デジタル時代の情報シス

テムの課題とこれからのあるべき姿について」と題した対談を実施し、特別ゲストであるジャパンSAPユー

ザーグループ（JSUG）会長の鈴鹿靖史氏と共に、NTTデータ 執行役員 製造ITイノベーション事業本部長で

NTTデータ グローバルソリューションズ 代表取締役社長の磯谷元伸、JSOL 執行役員 製造ビジネス事業部

長の増田裕一、クニエ Sr. Managing Director の蘇航が、情報システムの未来について議論を行った。

ユーザーとベンダーの壁を超える
デジタル化がもたらす情報システム変革 

ジャパンSAPユーザーグループ会長と考えるこれからの情報システム

NTT DATA Innovation Conference 2018

現状の課題

これから

特別トークセッション

ACTIVITY REPORT
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模なプロジェクトを成功に導けます。組織
全体を俯瞰する視点を生かして、標準化や
最適化を推進すること。またプロジェクト
の円滑な完遂のため、経営層や現場に対す
るマネージメント力を発揮することが、今後
はさらに重要になるはずです」（増田）

NTTデータの磯谷は、全体最適の視点か
ら標準化や変革を支援する取り組みとし
て、2000年から製造業を中心にユーザー
系システム子会社に出資し、共同で事業運
営してきた「ITパートナー戦略」を紹介す
る。この長期的なパートナーシップの本質
はNTTデータが持つプロジェクト管理や人
材育成のノウハウ、IT技術などを最大限に
活用して、情報システム部門や顧客の構造
改革を推進することだ。

イノベーションを阻む壁を越え
共に変革を推進していく

対談を通じて、情報システム部門の目指
すべき方向が徐々に見えてきた。最後のト
ピックとなった「デジタル化」に向けて、ユー
ザーとベンダーの協力関係を模索する。磯
谷は、会計/ 生産管理などの基幹システム
SoR（System of Record）と、顧客との接
点となるAIやIoTなどのデジタル技術SoE

（System of Engagement）の密な連携が
これまで以上に求められると指摘する。
「NTTデータは大規模なエコシステムの

形成を行いシステムを個別開発するのでは
なく、先進的なパートナーによる最良の
ハードウェアやソフトウェアを選択して組み

合わせる“Best of Breed”のアプローチを
推進しています。今後はSAP社ともSAP
Leonardoを通じた連携をさらに深めてい
く予定です」（磯谷）

変革のためのテクノロジーが揃いつつあ
る点を受けて、蘇は「デジタル化を推進す
るために、担当者たちが乗り越えるべきい
くつかの壁」の存在を示唆する。「自ら何を
すべきか考えて、これまでの自分を乗り越
えていくことが重要です。そして各部署の目
指す方向性の違いなど、組織を越えてアイ
ディアを実行に移してください。企業間、業
種間、国境などは高い壁にも感じられます
が、最近は企業間コンソーシアムや業界の
標準化、各種規制の緩和などの追い風も吹
いています」

最後に提示されたのは、「ユーザーとベン
ダーの壁」だ。「ビジネスにはベンダーも
ユーザーもなく、全員がパートナーという
考え方を持つこと」が鍵であり、すべてをク
リアすればイノベーションの創造はさらに
勢いを増していくと蘇は強調した。
「これからは、オープンイノベーションが

できる人材を皆で育てていかなければなり
ません。日本人は昔から塗り絵が得意で、

線からはみださない技術には目を見張る
ものがあります。しかし現在は、真っ白い
キャンバスにどんな絵を描くかが勝負の時
代です」と鈴鹿氏も続ける。

また、NTTデータグループへの期待とし
て「顧客第一主義を貫いてユーザーと同じ
ゴールを目指す支援を行うこと、グローバ
ルの知見を広くユーザーへ届けること」が
伝えられた。「デジタル変革の実現を通し
てユーザー企業の人材を育て、日本企業の
CIOや情報システム部門に自信と刺激を与
えられるようなベンダーは多くありません。
NTTデータグループであれば、それができ
ると確信しています」と会場に語りかけ、こ
れに磯谷が日本企業へのビジネス支援の
継続を約束して対談は幕を閉じた。

ビジネスのデジタル化という命題を前
に、従来の組織やシステムは変革に向けた
過渡期を迎えている。NTTデータグループ
は、グローバル化の波を乗りこなしたいと
考えるすべての顧客のパートナーとなり、
共に情報システムの変革を推進していく。

お問い合わせ先

※本セッションは2016年度にNTTデータが受賞した
JSUGベストサポーター賞の特典を活用しています。
※役職などは当時のものです。

〒135-6033 東京都江東区豊洲3-3-3 豊洲センタービル  TEL：050-5546-9110   E-mail：sap@kits.nttdata.co.jp
株式会社NTTデータ  製造ITイノベーション事業本部  グローバル&SAPビジネス統括部

株式会社NTTデータ執行役員
製造ITイノベーション事業本部 兼

株式会社NTTデータ グローバルソリューションズ
代表取締役社長

磯谷 元伸

ジャパンSAPユーザーグループ
会長

（日本航空株式会社 常勤監査役）

鈴鹿 靖史氏

株式会社JSOL
執行役員

製造ビジネス事業部長

増田 裕一

株式会社クニエ
Sr. Managing Director

蘇 航

デジタル化に向けて
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デジタルテクノロジーの急速な進化や変化
の早い経営環境のもと、企業においては持
続的な成長と変革を推進するため、業務
プロセスの高度化やビジネスの変化に即
時に対応できるITシステムが求められて
います。そのためにはIT資産を所有するこ
となく、短期間かつ低コストでシステム導
入を実現できるソリューションが必要です。
また、システム導入後のフェーズにおいて
も、IT運用をアウトソースしてより付加価値
の高い業務へ人材をシフトする流れが加速

しています。このような背景のもと、IT基
盤のクラウド化は日本でも顕著に表れ、
ERP導入の多くがクラウド基盤を前提とし
て求められています。アビームコンサル
ティングではこれらのニーズに対応するた
め、SaaS型サービス「ABeam Cloudグ
ローバル製販テンプレート」を提供します。

企業のビジネスイノベーションを
加速するABeam Cloud
ABeam Cloudは、業種/業界ごとのテン

プレートや企業運営に必要なさまざまな業
務アプリケーション群を、国内外のクラウ
ド事業者が提供する基盤を通じて利用でき
るサービスです。「業務アプリケーション」、

「クラウドサービス」、「保守・運用サービス」
の3要素で構成されており、AWSやAzure、
各社プライベートクラウドが提供するクラ
ウド基盤とアビームコンサルティングがこ
れまで幅広い業界/業種へのコンサル
ティングサービスで培った業務アプリケー
ションを組み合わせることで、企業のビジ
ネスイノベーションを加速します。

・迅速なIT環境の提供
オンプレミス環境ではハードウェアの調達
だけでも数カ月かかりますが、クラウドで
あれば調達にかかるリードタイムを大幅に
短縮することができます。ABeam Cloud
は、基盤の設計や構築/テスト手順を徹底
的に標準化することでスピーディーな環境
提供を実現します。さらに、さまざまな業
務アプリケーションとの接続にあたって必
要なパラメーター設定が事前に定義され
ていることで、導入時の作業負荷を軽減。
急速に変化する市場環境や、拠点新設/統
廃合や新規事業進出といったビジネスの
変化に呼応できるITシステムを実現しま

アビームコンサルティング株式会社

ビジネスのグローバル化や競争環境が厳しさを増す中、企業にはデジタル変革を強力に推し

進め、競争優位性を確保することが求められています。アビームコンサルティングのビジネス

イノベーションプラットフォーム「ABeam Cloud」を通じ提供される「グローバル製販テンプ

レート」は、基幹業務に必要なすべてのアプリケーションがSaaS型で利用できるため、短期

間/低コストでプロセスの最適化や見える化を実現し、企業の迅速な意思決定を支援します。

ABeam Cloudグローバル製販テンプレートによる
ビジネスイノベーションの加速
業種別のベストプラクティスや各国要件に適応した最新ソリューションの活用により、
グローバルの迅速な意思決定を支援
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ABeam MethodABeam Method

Industry FrameworkIndustry Framework

BPR and 
IT Integration
BPR and 
IT Integration

Project
Management
Project
Management

［体系的にまとめた業務プロセス］

［システム実機環境］

業務要件一覧、
業務フローなど
業務要件一覧、
業務フローなど

［標準的なドキュメント］

豊富なグローバルロールアウトからの他社事例／経験を凝縮

B. 実装済みシステム
事前設定済みシステムに、多数
のアドオンプログラムを搭載

C. 標準ドキュメント
業務要件定義書や業務フ
ロー、オペレーションマニュ
アルなどを整備済み

A. 業務プロセス
弊社Industry Framework
を元に、複数社のベストプ
ラクティスを加えて業務プ
ロセスを構築

ABeam Cloud 製販テンプレート - テンプレートを構成する3要素
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す。パッケージなどのインストール作業も
クラウドの機能を駆使して、通常1～2週間
かかる作業を2～3日に圧縮することを実
現しているケースもあります。さらに今後
は最新のデジタル技術の活用による構築
作業の自動化など、さらなる短縮化を見込
んでいます。

・IT基盤を低コストに運用
低コスト運用を実現するためには、クラウ
ドベンダーやサービスの特徴を理解し、そ
れらを最適に組み合わせて活用する経験
とノウハウが必要です。ABeam Cloudで
はお客様ごとの特性を考慮して最適なクラ
ウドベンダーを選定しており、パブリックク
ラウドでメジャーなAWSやAzureはもち
ろん、プライベートクラウドベンダーとも提
携してサービス提供をしています。また、シ
ステム監視や、バックアップ、DRなどのIT
基盤運用も標準化しており、稼動後のIT運
用も低コストで提供することが可能です。

・アプリケーション及び
インフラ保守サービス

SaaS型システムの活用で鍵となるのが保
守サービスです。ABeam Cloudの保守
サービスは、稼動後の継続的なIT活用支
援を行います。また、各国の問い合わせに
迅速に対応すべく、顧客拠点に近いアビー
ムコンサルティングの拠点またはアライ
アンスパートナーと共に1次受けサポート
を行います。さらに、一元管理されている
テンプレートをベースに保守を行うことに
より、各社の保守サービスの効率化が図る
ことができ、より顧客ニーズに応じたビジ
ネス変革をサポートする高度なサービスが
提供できます。

ABeam Cloudグローバル製販
テンプレート
ABeam Cloudグローバル製販テンプ
レートは、製造業向けのプロジェクトで蓄

積したプロジェクト経験やナレッジを反映
させた標準業務モデル「Industry Frame-
work」をベースに構成された、業種別テン
プレート群の１つです。業務プロセス、多
数のアドオンプログラムとパラメーター事
前設定済みシステム、成果物テンプレート
の3要素で構成されており、システム導入
を低コストかつ迅速に達成し、業務の前進
を支援します。

・最新テクノロジーへの追随
SaaS型システムの利用により、テンプレー
トのベースとなっているSAP S/4HANA
最新版へのアップグレードや各国法要件の
変更への対応、その他の有用なアプリケー
ションとの連携など、テンプレートの機能
は随時アップグレードされます。こうした
テンプレート機能の維持、S/4HANA最新
版へのアップデートを含むテンプレート拡
張は、ABeam Cloud製販テンプレートの
CoE（Center of Excellence）を中心に
行っています。CoEは毎日審議会を開催
し、各導入プロジェクトや保守運用中のお
客様からのチェンジリクエストの影響調査
等を行い、標準化や全体整合の取れたテン
プレートを維持する役割を担っています。

・企業のビジネスニーズに応える
柔軟なテンプレート

ABeam Cloudグローバル製販テンプレー
トは、企業の固有の要件に合わせて柔軟に
適用することができます。既存の周辺シス
テムとのインターフェース開発や、得意先指
定フォーマットでの帳票出力など、固有開
発をテンプレートに追加することも可能で、
多様なニーズに対応します。多くの企業は
テンプレートを極力そのまま活用し、必要
最低限の固有アドオンプログラム開発を行
うアプローチを採択しています。

導入実績
2016年3月にABeam Cloudグローバル

製販テンプレートのリリースを発表して以
来、さまざまな企業へのサービス提供を進
めています。業種では自動車部品、飲料、
食品、化学、消費財と多岐にわたり、導入
先拠点も日本をはじめとするアジア諸国

（中国、タイ、インドネシア）や北米（アメリ
カ、メキシコ）と拡大してきました。
2018年6月に稼動を迎えたタイの化学品
メーカー様では、新規工場立ち上げと同時
にプロジェクトを開始し、4カ月というス
ピードで本稼動を迎えました。同じく
2018年６月に稼動を迎えた自動車部品
メーカー様では、７カ月間でメキシコの工
場とアメリカの販社の２社同時稼動を実現
しています。
テンプレートの業務プロセス、カスタマイ
ズ事前設定済システム、そしてドキュメント
類を最大限に活用することで、より速くか
つ安定的にシステム稼動を実現することが
できました。

進化を続けるビジネスイノベーション
プラットフォーム
ABeam Cloudは、今後もアビームコンサ
ルティングが目利きした先進的なテクノロ
ジーをサービスラインナップに取り込み、
日々新たな業界/業種のテンプレートを拡
充していきます。常に進化を続けるビジネ
スイノベーションプラットフォームとして企
業のさらなるデジタルトランスフォーメー
ションの実現に貢献します。

Corporate Communication Unit  
〒100-0005 東京都千代田区丸の内1-4-1
丸の内永楽ビルディング
TEL：03-6700-8064
http://www.abeam.com/jp

アビームコンサルティング株式会社

お問い合わせ先
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各企業のシステムライフサイクルに
応じて最適なコンバージョンを支援
SAPユーザー企業が直面する2025年問
題。SAP S/4HANAへの移行は、システ
ムの企画から、開発、プラットフォーム、運
用/保守まで、システムライフサイクルに合
わせたマネジメントが必要です。SCSKで
は、長年のSAP ERPのコンサルティング
や、テンプレートの開発、導入支援、運用・
保守で培ったノウハウを活かし、ライフサ
イクルを見据えた移行作業を支援していま
す。具体的には以下の3つの価値を提供
します。

（1）SAP S/4HANAへの移行を
低リスクで実現

SAP S/4HANAへの円滑な移行に向け、
SCSKでは包括的なコンバージョンサー
ビス「Add-Value for Migration」を用意
しています。Add-Value for Migration
では、本格的な移行の前にPoC環境を構
築し、アセスメントサービスで標準機能や
アドオン機能による影響、BASISの影響
を分析。こうしたアセスメントの結果をも
とにシステムを改修する部分、改修しない

部分の要件を定義し、実現化フェーズで実
装と改修を実施します。その後のテスト
フェーズで影響の有無を確認しながら移
行し、本稼働後の運用保守の最適化にも
対応します。
SCSKは移行支援だけでなく、「なぜSAP
S/4HANAに移行するのか」「SAP S/4
HANAで得られる本当のビジネス価値は
何か」「デジタルトランスフォーメーション
をどう実現していくか」など、多くの企業が
抱えている疑問に対してもユーザーと同じ
目線で取り組んでいます。その過程では、
バラ色の未来だけを語ることなくデメリッ
トまで明らかにしたうえで、ユーザーに
とっての最適解を導きます。サービス開始
以来、すでに複数のSAPユーザーのアセ
スメントを実施中で、2019年度からは本
格的に移行の動きが加速する見込みです。

（2）クラウドソリューションと連携して
ビジネス価値を付加

SAP S/4HANAへの移行に立ちはだかる
ハードルは、ERPの利用に新しい扉が開
けるのか、ビジネスに新たな付加価値を
提供することができるかどうかにありま

す。高速化のメリットは享受できても、ア
ドオンで作り込まれた現行のシステムを
そのまま移行するだけでは、十分なメリッ
トを得ることはできません。そこでSCSK
では、SAP S/4HANAプラスアルファの
機能の提供を通して、新たなビジネス価値
を提供します。
SAP S/4HANAにおいて高い付加価値が
得 ら れ る の は 、各 種 クラウド ソリュー
ションとの連携です。そもそもSAP S/4
HANAでは、短サイクルで機能を強化して
いくことを想定して、システム本体はシン
プルな状態を維持しています。そのため、
クラウドソリューションとの相性がよく、出
張・経費管理ソリューション「SAP Con-
cur」、クラウド型人事ソリューション「SAP
SuccessFactors」、BIソリューション

「SAP Analytics Cloud」などとの統合が
容易です。SAP S/4HANAとこれらのソ
リューションが疎結合で連携することで、
変化に迅速かつ柔軟に対応できるように
なり、新たなビジネスメリットがもたらさ
れると考えられます。
また、SCSKはサブスクリプションモデル
で提供するSaaS版の「SAP S/4HANA

SCSK株式会社

SAP ERP（ECC 6.0）のサポート終了まで、ついにカウントダウンが始まった「2025年問

題」。各企業が対応策を検討していますが、新たなデータベースアーキテクチャーを採用し、

機能面で大幅な進化を遂げたSAP S/4HANAへの移行は簡単なことではありません。そ

こでSCSKでは、最適なシステムの状態を適正コストで持続できるライフサイクル管理を念

頭に置き、SAP S/4HANAへの移行を強力にバックアップしています。

システムのライフサイクルを見据えて
SAP S/4HANAへの移行に付加価値を提供
リスク低減、クラウド活用、高スキル人材を組み合わせた
SCSKの移行支援サービス

ACTIVITY REPORT
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Cloud」の導入研究にも参画し、SAPジャ
パンとパートナーが設立したコンソーシア
ムにおいて、SAP標準のテンプレート

「SAP Best Practices」の日本語化に取
り組み、SAP S/4HANA Cloudの導入支
援に向けた準備を進めています。アド
オンレスで導入し、3カ月ごとに最新の機
能強化が図られるSAP S/4HANA Clo-
udは現在、海外のグループ会社の早期立
ち上げなどに採用されていますが、今後は
国内展開においても選択肢となると予測
されます。SCSKでは加速するクラウド時
代に向けて研究を続け、ベストプラクティ
スを継続的に提供していきます。

（3）移行を支援する
ハイブリッド人材の投入

2025年まであと7年。残された時間は
思っているほど長くありません。国内だけ
で約2,000社のSAPユーザーが一斉に移
行しようとすると、SAP関連のコンサル
タントが 足りなくな る お そ れ が あり、
1,000人規模でコンサルタントが不足す
るという予測さえあります。SAP S/4
HANAは新しいアーキテクチャーを採用

しているだけに、ノウハウや経験のある優
秀なコンサルタントの奪い合いとなるこ
とは避けられません。既存の運用/保守
ベンダーに移行支援を依頼してもリソース
不足で断られた結果、保守サポートの切
れたSAP ERPをリスクのある状態で使い
続ける事態になりかねません。海外のオ
フショア開発を頼ることも可能ですが、言
語やビジネス慣習の違いによるコミュニ
ケーションのトラブルを避けるには、意思
疎通が容易な日本人のコンサルタントや
SEを中核に据えることが最適な選択肢と
なります。
そこで、SCSKではすでにOracleなど、
SAP以外のERPパッケージのスキルを持
つコンサルタントをSAPコンサルタント
に転換し、ハイブリッドで対応できる人材
を育成しています。他のERPパッケージ
の導入経験者は、業務知識が豊富で導入
方 法 論 も 身 に 付 け て い ま す。そこで、
SCSKの社内教育でまず会計系とロジス
ティクス系の業務に関する基本的な教育
を実施したうえでSAP特有のプログラ
ミング言語であるABAPを習得して、SAP
システムの開発案件に参画しながらSAP

のノウハウに対応できるよう育成していま
す。SCSKのパートナー企業に対しても同
様の教育を奨励している段階で、現在は国
内で数十人規模のコンサルタントやSEが
ハイブリッド人材として活動。ハイブリッド
人材は、他のパッケージとSAPシステムの
差異や、クラウドサービス特有のライセン
ス形態を理解しながら対応ができるため、
従来にないビジネス価値を提供できる可
能性も秘めています。
以上のように、SCSKはSAPビジネスで
長年培ってきた知見を継続的にアップ
デートしながら、来たる2025年に向けて
お客様の移行プロジェクトを高品質にサ
ポートしていきます。

システムライフサイクルを考慮したマイグレーション（コンバージョン）ソリューション  Add-Value for Migration

〒135-8110 東京都江東区豊洲3-2-20（豊洲フロント）
http://www.scsk.jp/
担当：ビジネスソリューション事業部門
E-mail：sap-info@ml.scsk.jp

SCSK株式会社

お問い合わせ先

・テストツールに蓄積されたナレッジを活用し、
 高品質と高効率を実現したAMOサービス

・アセスメント結果を用いた高精度プロジェクト運営
・テストツールを活用した高効率プロジェクト運営と 
  テストシナリオのアセット化を実現

・アプリケーション領域のアセスメントサービス
・BASIS領域のアセスメントサービス
・PoC環境構築サービス

簡易アセスメント

アセスメントAMOサービス

バージョンアップ プロジェクト

・無償の簡易アセスメントサービス 
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る車）』用SaaSや、製造業における工場内
でのAI/IoT利活用を促進するための
SaaS機能群など）。また、時々刻々と移
り変わる『今』を捉え続け、Proofと知見
を提供するIoTシステムとそれを構成する
デバイス・センサー・クラウドのネットワー
ク。また、SNSをはじめとするソーシャル
データソースと、その利用を可能とする
API群。加えて、昨今急速に環境整備が進
む、BlockchainやPDS/VRMに代表され
る次世代の各種広域ビジネス基盤。これ
ら諸基盤・機能群が連動し、事業環境変化
への対応力と伸縮性を備えたアプリケー
ションバリューチェーンこそが、次世代の
エンタープライズアプリケーションの基礎
を成すものとなる点に関して、読者の皆様
も疑いの余地はないものと考える。まさ
に、マルチクラウド時代のエンタープライ
ズアプリケーションの姿である。上述の
構成に加えて昨今注目度が一層増し、また
適用に向けた試行が加速しているのが、
AI（読者によって定義の差があると思う
が、ここではAugmented Intelligence
＜拡張知能：完全無欠の人工知能ではな
く、我々人間の意思決定や活動を支援する
お助けマンとしての機能＞）技術である。
仮に上述の各種基盤・機能群が、事業活動・
業務執行上、重要な意味を持つ『データ』
の塊を生成・蓄積するものであるとするな
らば、AIに代表される新たなエンタープ
ライズアプリケーション機能は、さしずめ
予測・予知型経営を可能とする『可能性』
と、その『確信度』を提供する経営基盤であ
る。それらは、『現場裁量の発揮を後押し・
底支えする仕組み』でなければならない。
このような視点こそ、5年10年のスパン
で見て、企業にとって本当に意味のある
デジタルアセット創り、すなわち『“真”の
デジタルコア再構築』のために必要な視
座であると筆者は考える。

テスト工程のあり方
次に（2）について。SAP導入/マイグレー
ションプロジェクトに従事されている皆さん

の悩みの1つとして、『テスト工程の効率化』
を上げることができるのではないだろう
か。前述のとおり、SAP S/4HANAを軸
とするデジタルコア再構築の活動は、従前
より培った導入/マイグレーション・ノウハ
ウに加え、マルチクラウド時代のプロジェ
クトの進め方と、AI・IoT・Blockchainな
ど関連最新技術の本番業務適用を、同時
に推進する必要性もあり、複雑化してい
る。また、テスト工程に影響を与える外部
要因として、適用しているSaaSの機能改
訂や、バージョンアップなど、サイクルの速
い対応要件もあり、全体のコーディネー
ションが容易ではない。使い古された
テーマではあるが、テスト工程における
テンプレート化/メトリックス分析/テスト
自動化の取組みの重要性が一層増してい
る。テストプロセスのテンプレート化は、
主にSaaS適用領域におけるテスト工程の
効率化に寄与し、メトリックス分析につい
ては、ERPコア領域のみならず、HOST
基幹系からOpen系・SaaS領域まで幅広
に連携したテストの実行をとおした設計
品質の検証が必要とされるデジタルコア
再構築プロジェクトにおける共通基盤と
しての重要性があげられる。大規模プロ
ジェクトにおいては、導入支援企業も複
数社関与することも稀ではなく、かつひと
たび環境整備を終えても、適用技術や
SaaSサービスの進化を踏まえ絶えず
Agileな更新・管理が必要となる次世代
エンタープライズアプリケーション環境に
おいては、テスト進捗/品質全体を可視化
し、一貫性のあるテスト管理基盤が不可欠
である。加えて、テスト実行におけるリ
ソースの最適化やツール連携をサポート
し、テスト自動化対応領域を最大化する仕
掛けも非常に重要である。
加えて、『人』。プロジェクトではいうまで
もなく多くのプロフェッショナルがプロ
ジェクト実務に従事し、その活動全体を支
えている。多くの場合、プロジェクトの途
上でフィジカル/メンタル面での体調不良
により、戦線を離脱せざるを得ない仲間

の姿を見てきたはずである。なぜか。あ
るプロスポーツのトップアスリートの方が
おっしゃるには、『人は頑張ることは簡単
なのである。本当に頑張り過ぎてはいけ
ない時に、本人がそれに気づき、また回り
もその状況を認め、本人に頑張らせない
仕組みを作り、休ませることが難しいので
ある』と。プロジェクトの現場で、全体目
標達成に向け働くすべてのプロフェッショ
ナルにも当てはまることだと思う。IBMで
は、京都の繊維メーカー、ミツフジ社と共
同で、働くプロフェッショナル向けに、ミツ
フジ 社 の ウェ アラ ブ ル・デ バ イス
『hamon』と、IBMのInternet of Bodies
基盤である『IBM IoT Worker Insights』
を組み合わせた蓄積疲労管理基盤を整備
し、この秋本格的なサービスを展開予定で
ある。いつの日か、こういった仕組みを活
用した、データに基づく疲労/体調管理が
徹底され、すべてのプロジェクト従事者
が活き活きとプロジェクト活動に従事し、
プロジェクトが掲げるゴールテープを無事
プロジェクトメンバー全員で切ることがで
きる日を祈ってやまない。我々働くプロ
フェッショナルが身につけるべき『科学的
ヘルスリテラシー』実践の場として、プロ
ジェクトを位置づけることの必要性は高い
と言える。

（https://www.ibm.com/jp-ja/industries/manufacturing/
cognitive-product-iot-internet-of-bodies?vm=r&s=1）

（執筆：日本アイ・ビー・エム株式会社 
Watson IoT 事業部 理事 事業部長  
村澤 賢一）

本稿では、（1）『目指すべき次世代のエン
タープライズアプリケーションの姿』につ
いて触れ、次いで（2）足元のプロジェクト・
ワークにおける『テスト工程のあり方』に
も言及する予定である。

目指すべき次世代の
エンタープライズアプリケーションの姿
まず（1）について。皆さんは、『Account-
ability』の意味をどのように解釈される
だろうか。日本においては多くの場合、
『説明責任』と訳し、用いられている。日々
の事業活動・実務における『執行』と『結果』
があり、その結果に対する『説明と、取る
べき責任』がある。『Accountability』と

は元来、『事業活動・実務の執行そのもの
と、その（説明）責任』にこそ真の意味があ
る。こう捉えると、事業の執行に対し責任
を有する組織・役職者・担当者が、業務執行
にあたり必要とする『相棒』としてのエン
タープライズアプリケーションに求め
るものが、単に『職務遂行上必要となる
処理機能』の塊としてではなく、『利用価値
の高い情報』を供する仕組みとして定義
されるはずであり、それこそがSAPの語
る『デジタルコア』再構築が本質的に意味
するところであると筆者は理解している。
図に示したのは、次世代エンタープライ
ズアプリケーションの基本的価値定義で
ある。

すなわち、事業活動・業務執行にあたり、
『目の前の現実=今』をどう捉え、状況打開
や、さらなる進展を図る上で必要となる
『現場裁量の発揮を後押し・底支えする仕
組み』としてのエンタープライズアプリ
ケーションの姿である。少しその構成を
見てみると、言うまでもなく、事業活動・
業務執行上必要となる諸機能の基礎を成
すOSS/BSSコアロジック群。業界横断
機能の提供、または業界固有機能の提供
に特化した各種クラウド/SaaS基盤（前者
は、CRM領域や経費精算、間接財購買、
人事領域などの諸機能を具備したSaaS
サービス、後者は例えば自動運転支援環
境としての『Connected Vehicle（つなが

日本アイ・ビー・エム株式会社

日本におけるSAP市場は、SAP S/4HANAマイグレーションで活況を呈している。一方、

SAPの語る『デジタルコア』再構築の意味するところは何か、5年10年、果ては20年先を見

据え、企業にとって本当に意味のあるデジタルアセット創りができているのか？SAPユーザー

企業、導入支援企業側問わず、その価値を冷静に見つめ直すことの意義は大きいと言える。

“真”のデジタルコア再構築に向けて

〒103-8510 東京都中央区日本橋箱崎町19-21
E-mail：IBMWIoT@jp.ibm.com
https://www-935.ibm.com/services/jp/ja/sap/

日本アイ・ビー・エム株式会社

お問い合わせ先

次世代エンタープライズアプリケーションの基本的価値定義
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事業活動を加速する 『次世代ビジネス基盤』『構造化データを前提』 とする経営管理基盤

エンタープライズマネジメント

グループ共通基盤

① 『結果に対する追求と説明』 に終始しがち
② 企業内のコラボレーション加速につながりにくい
③ 自社グループ内のデータに閉じるきらいがある
④ 『発想の幅と根拠の探索』 に限界がある

賢い社員は、KPIを逆手に取り、うまく 『まとめる』 方向に動
きがちで、『見える』 ことの意味/意義を活かした積極的な活
動になかなかつながりにくい

『目の前の現実“今“をどう解釈し、未来“可能性と確信度”を
示し、状況打開・進捗強化に向けた執行責任を問う』のが、次
世代エンタープライズアプリケーションの責務と言える
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 『可能性』 と
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る車）』用SaaSや、製造業における工場内
でのAI/IoT利活用を促進するための
SaaS機能群など）。また、時々刻々と移
り変わる『今』を捉え続け、Proofと知見
を提供するIoTシステムとそれを構成する
デバイス・センサー・クラウドのネットワー
ク。また、SNSをはじめとするソーシャル
データソースと、その利用を可能とする
API群。加えて、昨今急速に環境整備が進
む、BlockchainやPDS/VRMに代表され
る次世代の各種広域ビジネス基盤。これ
ら諸基盤・機能群が連動し、事業環境変化
への対応力と伸縮性を備えたアプリケー
ションバリューチェーンこそが、次世代の
エンタープライズアプリケーションの基礎
を成すものとなる点に関して、読者の皆様
も疑いの余地はないものと考える。まさ
に、マルチクラウド時代のエンタープライ
ズアプリケーションの姿である。上述の
構成に加えて昨今注目度が一層増し、また
適用に向けた試行が加速しているのが、
AI（読者によって定義の差があると思う
が、ここではAugmented Intelligence
＜拡張知能：完全無欠の人工知能ではな
く、我々人間の意思決定や活動を支援する
お助けマンとしての機能＞）技術である。
仮に上述の各種基盤・機能群が、事業活動・
業務執行上、重要な意味を持つ『データ』
の塊を生成・蓄積するものであるとするな
らば、AIに代表される新たなエンタープ
ライズアプリケーション機能は、さしずめ
予測・予知型経営を可能とする『可能性』
と、その『確信度』を提供する経営基盤であ
る。それらは、『現場裁量の発揮を後押し・
底支えする仕組み』でなければならない。
このような視点こそ、5年10年のスパン
で見て、企業にとって本当に意味のある
デジタルアセット創り、すなわち『“真”の
デジタルコア再構築』のために必要な視
座であると筆者は考える。

テスト工程のあり方
次に（2）について。SAP導入/マイグレー
ションプロジェクトに従事されている皆さん

の悩みの1つとして、『テスト工程の効率化』
を上げることができるのではないだろう
か。前述のとおり、SAP S/4HANAを軸
とするデジタルコア再構築の活動は、従前
より培った導入/マイグレーション・ノウハ
ウに加え、マルチクラウド時代のプロジェ
クトの進め方と、AI・IoT・Blockchainな
ど関連最新技術の本番業務適用を、同時
に推進する必要性もあり、複雑化してい
る。また、テスト工程に影響を与える外部
要因として、適用しているSaaSの機能改
訂や、バージョンアップなど、サイクルの速
い対応要件もあり、全体のコーディネー
ションが容易ではない。使い古された
テーマではあるが、テスト工程における
テンプレート化/メトリックス分析/テスト
自動化の取組みの重要性が一層増してい
る。テストプロセスのテンプレート化は、
主にSaaS適用領域におけるテスト工程の
効率化に寄与し、メトリックス分析につい
ては、ERPコア領域のみならず、HOST
基幹系からOpen系・SaaS領域まで幅広
に連携したテストの実行をとおした設計
品質の検証が必要とされるデジタルコア
再構築プロジェクトにおける共通基盤と
しての重要性があげられる。大規模プロ
ジェクトにおいては、導入支援企業も複
数社関与することも稀ではなく、かつひと
たび環境整備を終えても、適用技術や
SaaSサービスの進化を踏まえ絶えず
Agileな更新・管理が必要となる次世代
エンタープライズアプリケーション環境に
おいては、テスト進捗/品質全体を可視化
し、一貫性のあるテスト管理基盤が不可欠
である。加えて、テスト実行におけるリ
ソースの最適化やツール連携をサポート
し、テスト自動化対応領域を最大化する仕
掛けも非常に重要である。
加えて、『人』。プロジェクトではいうまで
もなく多くのプロフェッショナルがプロ
ジェクト実務に従事し、その活動全体を支
えている。多くの場合、プロジェクトの途
上でフィジカル/メンタル面での体調不良
により、戦線を離脱せざるを得ない仲間

の姿を見てきたはずである。なぜか。あ
るプロスポーツのトップアスリートの方が
おっしゃるには、『人は頑張ることは簡単
なのである。本当に頑張り過ぎてはいけ
ない時に、本人がそれに気づき、また回り
もその状況を認め、本人に頑張らせない
仕組みを作り、休ませることが難しいので
ある』と。プロジェクトの現場で、全体目
標達成に向け働くすべてのプロフェッショ
ナルにも当てはまることだと思う。IBMで
は、京都の繊維メーカー、ミツフジ社と共
同で、働くプロフェッショナル向けに、ミツ
フジ 社 の ウェ アラ ブ ル・デ バ イス
『hamon』と、IBMのInternet of Bodies
基盤である『IBM IoT Worker Insights』
を組み合わせた蓄積疲労管理基盤を整備
し、この秋本格的なサービスを展開予定で
ある。いつの日か、こういった仕組みを活
用した、データに基づく疲労/体調管理が
徹底され、すべてのプロジェクト従事者
が活き活きとプロジェクト活動に従事し、
プロジェクトが掲げるゴールテープを無事
プロジェクトメンバー全員で切ることがで
きる日を祈ってやまない。我々働くプロ
フェッショナルが身につけるべき『科学的
ヘルスリテラシー』実践の場として、プロ
ジェクトを位置づけることの必要性は高い
と言える。

（https://www.ibm.com/jp-ja/industries/manufacturing/
cognitive-product-iot-internet-of-bodies?vm=r&s=1）

（執筆：日本アイ・ビー・エム株式会社 
Watson IoT 事業部 理事 事業部長  
村澤 賢一）

本稿では、（1）『目指すべき次世代のエン
タープライズアプリケーションの姿』につ
いて触れ、次いで（2）足元のプロジェクト・
ワークにおける『テスト工程のあり方』に
も言及する予定である。

目指すべき次世代の
エンタープライズアプリケーションの姿
まず（1）について。皆さんは、『Account-
ability』の意味をどのように解釈される
だろうか。日本においては多くの場合、
『説明責任』と訳し、用いられている。日々
の事業活動・実務における『執行』と『結果』
があり、その結果に対する『説明と、取る
べき責任』がある。『Accountability』と

は元来、『事業活動・実務の執行そのもの
と、その（説明）責任』にこそ真の意味があ
る。こう捉えると、事業の執行に対し責任
を有する組織・役職者・担当者が、業務執行
にあたり必要とする『相棒』としてのエン
タープライズアプリケーションに求め
るものが、単に『職務遂行上必要となる
処理機能』の塊としてではなく、『利用価値
の高い情報』を供する仕組みとして定義
されるはずであり、それこそがSAPの語
る『デジタルコア』再構築が本質的に意味
するところであると筆者は理解している。
図に示したのは、次世代エンタープライ
ズアプリケーションの基本的価値定義で
ある。

すなわち、事業活動・業務執行にあたり、
『目の前の現実=今』をどう捉え、状況打開
や、さらなる進展を図る上で必要となる
『現場裁量の発揮を後押し・底支えする仕
組み』としてのエンタープライズアプリ
ケーションの姿である。少しその構成を
見てみると、言うまでもなく、事業活動・
業務執行上必要となる諸機能の基礎を成
すOSS/BSSコアロジック群。業界横断
機能の提供、または業界固有機能の提供
に特化した各種クラウド/SaaS基盤（前者
は、CRM領域や経費精算、間接財購買、
人事領域などの諸機能を具備したSaaS
サービス、後者は例えば自動運転支援環
境としての『Connected Vehicle（つなが

日本アイ・ビー・エム株式会社

日本におけるSAP市場は、SAP S/4HANAマイグレーションで活況を呈している。一方、

SAPの語る『デジタルコア』再構築の意味するところは何か、5年10年、果ては20年先を見

据え、企業にとって本当に意味のあるデジタルアセット創りができているのか？SAPユーザー

企業、導入支援企業側問わず、その価値を冷静に見つめ直すことの意義は大きいと言える。

“真”のデジタルコア再構築に向けて

〒103-8510 東京都中央区日本橋箱崎町19-21
E-mail：IBMWIoT@jp.ibm.com
https://www-935.ibm.com/services/jp/ja/sap/

日本アイ・ビー・エム株式会社
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イノベーションを加速する専門組織
多くの企業がIoT、AI、ビッグデータ、機械学
習、RPAなどのデジタル技術を活用したイ
ノベーションに取り組んでいます。しかし、
すでに持っている技術や設備をベースに研
究開発や事業創出を進める従来型の手法
は、限界に近づきつつあります。PoCのプ
ロジェクトを立ち上げて実現の可能性を確
認しても、ターゲットや目的が明確化され
ていないと結果的に市場のニーズに合わ
ない、あるいはサービス化までたどり着か
ないという「PoC疲れ」すら起こっていま
す。また、部門を横断して新規サービスの

開発チームを作っても、ターゲットやニーズ
があいまいな状態で企画や開発を進める
と、実現に至るまでにチームが疲弊してし
まいます。
そこで、新たなアプローチとして注目され
ているのが「人」を中心とした考え方でアイ
デアを形にするデザインシンキングです。
まず顧客の視点に立ち、少人数のメンバー
で課題を議論し、意見をチームで共有しな
がらアイデアを積み重ねていくイノベー
ション創出メソッドとして、Apple、Face-
book、Googleなどの大企業や多くのス
タートアップが採用しています。

デザインシンキングは日本でも知られつつ
ありますが、本格的に活用している企業は
多くありません。そこでクレスコ・イー・ソ
リューションは2018年4月、デザインシン
キングを用いて新たなビジネスモデルやビ
ジネス創出を支援する専門組織「ヒュー
マンセントリックデザインセンター」を設
立。日本（東京）と米国（シリコンバレー）に
拠点を置き、両国でサービスを展開してい
ます。

「シリコンバレーを拠点に、本場のイノベー
ションメソッドを用いてビジネスの再創造
を行えるようお客様を支援します。また、
日本においてもこのメソッドで課題とニー
ズの見える化に取り組むことができるた
め、イノベーションを大きく進めることが可
能になります」と、事業統括本部 取締役 本
部長の遠藤章浩は語ります。

クレスコ・イー・ソリューション自らが
効果を実感してサービス化
SAPシステムのコンサルティング、サービス
/製品開発、導入支援を主力事業とするクレ
スコ・イー・ソリューションがヒューマンセン
トリックデザインセンターを立ち上げた背
景 に は 、同 社 自 身 のビ ジ ネ スイノベー
ションがありました。新規事業を創出する
目的でデザインシンキングを社内に取り入

クレスコ・イー・ソリューション株式会社

SAPをはじめ、多くの企業が取り入れているイノベーションの手法「デザインシンキング」です

が、どう活用したらよいのかよくわからないという声も多く聞かれます。クレスコ・イー・ソリュー

ション株式会社は、デザインシンキングに特化した専門組織を立ち上げ、デザインシンキングを

提供する「Business Design」サービスを開始。思考のあり方を変えるところから支援し、ビ

ジネスモデルの構築や新規サービスの開発につなげる、まったく新しいサービスです。

デザインシンキングで課題・ニーズの発掘から
価値実現までを支援する本格サービスが登場
思考のあり方を変えてイノベーションを推進するBusiness Designサービス

サービス構成

プロジェクトフロー

・課題解決
・サービスイン
・プロダクトアウト
・事業創出

INNOVATION STAND
（イノベーションスタンド） IINNOVATION STUDIO

（イノベーションスタジオ）
または

INNOVATION CAFÉ
（イノベーションカフェ）
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れた同社は、その成果を日本企業に広めた
いと考え、デザインシンキングを提供する

「Business Design」サービスを事業化。
ヒューマンセントリックデザインセンター
グループマネージャーの今村雄人は「デザ
インシンキングの基本は、メンバーの意見
を否定せず、そこにアイデアを重ねながら
コンセプトを探っていくことにあります。こ
うした考え方が当社内に根付きつつあり、
本センターはその成果物のひとつです」と
語ります。
毎日のようにワークショップやセミナーが
開催されるシリコンバレーで知識を蓄え、
トレーニングを受けたヒューマンセントリッ
クデザインセンターのファシリテーターが、
お客様のビジネス戦略構築を支援。シリ
コンバレー担当 マネージャーの方圓は「デ
ザインシンキングを通して、お客様企業の
クリエイティビティを引き出せるようにサ
ポートするのが私たちの役目です。中国出
身で、複数の日本企業で働いた私自身の経
験も活かし、日本企業のユニークさ、素晴
らしさに気づいていただきたいと考えてい
ます」と語ります。

実践的な取り組みまで
継続的にサポート
Business Designは、以下のように3つの
サービスと1つのオプションメニューで構成
されています。

（1） INNOVATION STAND
（イノベーションスタンド）

「デザインシンキングとは何か」を知ってい
ただく初級者向けのメニューです。1日（6時
間）で座学のセミナーと体験ワークショップ
を受講し「カスタマージャーニーマップ」、

「ペルソナ」、「ストーリーボード」などデザ
インシンキングの代表的なツールを通して
イノベーションのプロセスを学びます。

（2）INNOVATION CAFE
（イノベーションカフェ）

新規ビジネスの構築と課題発見に踏み込
むための第1ステップとなるメニューです。
実現したい目的に対してデザインシンキン

グが本当に有用かを確認するために、プロ
ジェクトの先頭のプロセスを切り出して体
験。特長は、お客様自身へのヒアリングや
インタビューを実施して、まだ目に見えてい
ない課題/ニーズを発見することにありま
す。それぞれの課題を整理して解決策を検
討し、プロトタイプの作成まで実施します。
期間は1～2日、新サービス開発や課題解
決の足がかりをつかむことができたら次の
ステップ（3）に進むことが可能です。

（3）INNOVATION STUDIO
（イノベーションスタジオ）

実際の価値実現に向けて取り組むメニュー
です。お客様自身またはサービス利用者へ
のヒアリングやインタビューを実施して課
題やニーズを掘り起こし、デザインシン
キングのプロセスを何度も繰り返しなが
ら、最終的には製品化またはサービスのア
ウトプットまで導きます。本番を見据えた
サービスであるため、実施期間は内容に
よって異なります。

（オプション）Silicon Valleyツアー
シリコンバレーで最新のデザインシンキン
グを体験するツアーです。シリコンバレー
には、SAPやGoogleなど最先端のIT企業
が集まり、世界的に利用されるサービスや
製品の研究開発拠点として、世界で主導的
な役割を果たしています。シリコンバレー
や最先端企業の中心的なアプローチ方法
がデザインシンキングです。このデザイン
シンキングの聖地であるスタンフォード大
学の「d.School」で専任講師からデザイン
シンキングの講義を直接受けることができ
ます。

いずれのメニューから始めることもできま
すが、（1）または（2）やSilicon Valleyツ
アーのステップを経て、最終的に（3）の

「INNOVATION STUDIO」につなげること
が目標となります。ヒューマンセントリック
デザインセンター コンサルタントの瀬戸琳
太郎は「単発でデザインシンキングを体験
するだけでなく、何らかのアウトプットが出
せるまで継続的にサポートできるのが当社
の強みであり、サービスの目的でもありま
す。最終的には日本企業に自発的なイノ
ベーション文化が根付くところまで見届け
たいと考えています」と話します。
クレスコ・イー・ソリューションは、SAPジャ
パン、コマツ、NTTドコモ、オプティムの4
社が開発した建設・土木向けITプラット
フォームの「LANDLOG」をサポートしたり、
大分県臼杵市が実施したラグビーワールド
カップ日本大会向けワークショップにファ
シリテーターとして参加したりと、日本でも
実績を積み重ねています。新たなサービス
を活用してマインドセットの変革を進めて
いくことが、日本企業の新たなビジネス
チャンスにつながるはずです。

〒104-0033  東京都中央区新川2-9-11
PMO八丁堀新川
TEL：03-5540-9551
http://www.cresco-es.co.jp/

クレスコ・イー・ソリューション株式会社

お問い合わせ先

クレスコ・イー・ソリューション株式会社
事業統括本部
取締役 本部長

遠藤 章浩

クレスコ・イー・ソリューション株式会社
ヒューマンセントリックデザインセンター

グループマネージャー

今村 雄人

クレスコ・イー・ソリューション株式会社
ヒューマンセントリックデザインセンター

マネージャー

方 圓

クレスコ・イー・ソリューション株式会社
ヒューマンセントリックデザインセンター

コンサルタント

瀬戸 琳太郎



加え、ウィプロではSAPのアプリケー
ションサービス提供を通じて蓄積してき
た業種別のベストプラクティスを元に、ビ
ジネスプロセスドキュメント、コンフィギュ
レーション、テストシナリオ等、各種テンプ
レートを開発。これらをSAP RDSとして
認定されたソリューションとして提供して
おります。
さらに、SAP Leonardo Partner Medal-
lion Initiativeにおいてウィプロが開発した
SAP Leonardoソリューションも利用可能
です。
これらSAP RDSとSAP Leonardoソ
リューションを活用することで、デジタル
変革対応にかかる開発コスト圧縮、スケ
ジュール短縮、品質リスク回避を図ること
ができます。このように「Safe Passage」
による確実でかつ迅速なSAP S/4HANA
移行と合わせ、喫緊の課題となっているデ
ジタル改革の実現を強力に支援します。

日本のお客様向けに最適化された
「信頼」デリバリーフレームワーク
1996年の日本進出以来、ウィプロは日本
のお客様の要求に柔軟に対応する体制づ
くりをしてまいりました。企業を買収して

体制を拡充するのではなく、日本の企業
として現地化した組織を成長させてきま
した。
「信頼」デリバリーフレームワークは、文字
通り日本企業との信頼関係を築くという
コンセプトに基づいて構築されています。
このフレームワークの特長は、日本のお客
様企業ならではの細かな要望への対応で
す。グローバルにおけるデリバリーモデル
を活用しつつ、日本のお客様向けに足りな
い要件を徹底的に洗い出し、ローカライズ
して提供しています。
このフレームワークを構成するのは、7つ
の信条です。具体的には、①顧客エンゲー
ジメント、②エンゲージメント評価、③適
正スキル、④ジャパンPMO、⑤品質、⑥
チームエンゲージメント、⑦言語と文化の
融合からなります。
「ジャパンPMO（プロジェクトマネジメン
トオフィス）」は日本国内のオンサイト管理
チームによる強力なプロジェクト統制の仕
組みで、この組織を中心に品質やスキルの
適正化が実現されています。また、「言語
と文化の融合」では、外国人スタッフと日
本側の顧客やスタッフとの意識のギャップ
を回避するために、お互いの言語や文化

への理解を深めるトレーニングやセミ
ナーを実施。現在日本には約250名の要
員がいますが、その背後には2,000名の
オフショア要員が控えており、大規模なプ
ロジェクトにも必要に応じた十分な要員
を随時柔軟に配置可能です。
ウィプロ・リミテッドは現地化されたデリ
バリーモデルを活用し、確実かつ迅速な
SAP S/4HANA移行サービス「Safe
Passage」、ま た SAP RDS と SAP
Leonardoソリューションを併せて提供す
ることで、お客様企業のデジタル改革を着
実にかつ早期に実現、今後も加速するデ
ジタルイノベーションを推進するパート
ナーとして貢献してまいります。

SAPビジネスを広範に展開する
インド発のグローバルIT企業
ウィプロは、インドIT業界大手6社（各社の
頭文字をとりTWITCH*と呼ぶ）の中で、
もっとも古い歴史を持つグローバル企業
です。1982年のITビジネス参入以来、急
速な成長を遂げてきました。世界に
1,250社を超える顧客を擁し、2017～
2018年のグループ総売上高は、日本円換
算で約9,500億円。62カ国の拠点で約
16万人以上の社員がお客様をサポートし
ています。日本への進出も1996年からと
古く、20年以上にわたりお客様をサポー
ト。ハイテク製造業、自動車産業、旅客
業、製薬業の企業を中心にサービスを提
供してきました。
また、現在グローバルで400社以上のお
客様を、1万1,000人を超えるSAP認定
コンサルタントが支援。世界70拠点にあ
るデリバリーセンターを通じてSAP
S/4HANA移行を含めたサービスを提供
しています。
またSAPとの共同イノベーションラボも8
拠点で開設しており、ウィプロがSAP
Leonardoを使用して開発したデジタルソ
リューションも日本のお客様に広く活用い

ただけます。
*TWITCH: Tech Mahindra, Wipro,
Infosys, Tata Consultancy Services,
Cognizant, HCL Technologies

標準移行プロセスとツールを
パッケージ化した「Safe Passage」
ウィプロのSAP向けアプリケーション
サービスは、システム運用を支援するサー
ビスカテゴリ「Run」に属するものと、デジ
タルイノベーションを支えるサービスカテ
ゴリ「Transform」に属するものの2つに
大別されます。「Transform」の中には、
デジタル変革に不可欠となる迅速なSAP
S/4HANA移行を実現するための標準プ
ロセスとツール群から成る「Safe Pas-
sage」を提供しています。
標準プロセスはウィプロが世界で手がけ
てきた80社以上の実績より培われたノウ
ハウを活用し定義されており、それを利用
すればお客様企業が移行プロセスの定義
やツール開発に時間やコストをかける必
要がなくなります。また、SAP S/4HANA
への移行には最新のSAPテクノロジーに
関する知見が不可欠ですが、このような経
験を豊富に持った技術者は限られていま

す。この状況においても「Safe Passage」
を活用することで、お客様企業における
SAP S/4HANA移行を加速することが可
能になります。
「Safe Passage」を適用したSAP S/4
HANA移行では全プロセスを通じ、お客
様企業と緊密なコミュニケーションを図
りビジネス要件に合わせたプランを以下
の手順で進行していきます。
1. アセスメント：お客様企業の経営戦略
やIT投資方針を整理、理解し、ワーク
セッションを通じて現状とのフィット＆
ギャップを実施。

2. ロードマップ策定：アセスメント結果に
基づき、最適な移行計画を策定。

3. 概念実証（PoC）：移行プロセスについ
て複数有る移行プロセスの中から最適
プロセスとツールを選定。

4. 開発/移行：策定した計画に従い、標準
プ ロ セ スとツール を 活 用し SAP
S/4HANA移行を実行。

SAP RDS（Rapid Deployment Solutions）
認定、業種別ベストプラクティスを元に
開発したソリューションを提供
迅速な移行を支える「Safe Passage」に

ウィプロ・リミテッド

グローバル競争が一層厳しさを増す中、企業にとってデジタル変革への対応はより重要になって

きています。早期にSAP S/4HANAへ移行することにより、デジタル変革への対応力を強化す

るのが喫緊の課題です。ウィプロ・リミテッドではSAP S/4HANA移行に必要な標準プロセス

とツールをパッケージ化し、確実で迅速な移行を支援。加えて、日本のお客様向けに最適化され

たデリバリーフレームワークを活用したきめ細かなサービスを提供しています。

確実かつ迅速な
SAP S/4HANA移行プロセス・ツールと
日本のお客様向けに最適化された
デリバリーフレームワーク

〒220-8126 神奈川県横浜市西区みなとみらい2-2-1-1
横浜ランドマークタワー26階
TEL：045-650-3950
https://www.wipro.com/en-JP

ウィプロ・リミテッド

お問い合わせ先

「Safe Passage」概要 ‒ SAP S/4HANA移行サービス
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基づき、最適な移行計画を策定。

3. 概念実証（PoC）：移行プロセスについ
て複数有る移行プロセスの中から最適
プロセスとツールを選定。

4. 開発/移行：策定した計画に従い、標準
プ ロ セ スとツール を 活 用し SAP
S/4HANA移行を実行。

SAP RDS（Rapid Deployment Solutions）
認定、業種別ベストプラクティスを元に
開発したソリューションを提供
迅速な移行を支える「Safe Passage」に

ウィプロ・リミテッド

グローバル競争が一層厳しさを増す中、企業にとってデジタル変革への対応はより重要になって

きています。早期にSAP S/4HANAへ移行することにより、デジタル変革への対応力を強化す

るのが喫緊の課題です。ウィプロ・リミテッドではSAP S/4HANA移行に必要な標準プロセス

とツールをパッケージ化し、確実で迅速な移行を支援。加えて、日本のお客様向けに最適化され

たデリバリーフレームワークを活用したきめ細かなサービスを提供しています。

確実かつ迅速な
SAP S/4HANA移行プロセス・ツールと
日本のお客様向けに最適化された
デリバリーフレームワーク

〒220-8126 神奈川県横浜市西区みなとみらい2-2-1-1
横浜ランドマークタワー26階
TEL：045-650-3950
https://www.wipro.com/en-JP

ウィプロ・リミテッド

お問い合わせ先

「Safe Passage」概要 ‒ SAP S/4HANA移行サービス

経営戦略・アーキテクチャ

業務を止めない移行を
実現するフレームワーク

現行オペレーションへの
影響極小化を考慮した
開発プロセス

Wipro移行サービス
専任デリバリセンター

高信頼サポートを支える
ベストプラクティスの

蓄積・改善

クラウドサービス
プロバイダとの
パートナーシップ

Wipro’s 「MigMan」 Wipro’s 「IntelliAssure/AssureNext」

経営戦略および
現状分析・把握

ロードマップおよび
インフラ構築

移行開発
およびテスト

サービスイン・
運用保守

デジタル革新に
向けたアセスメントおよび
アーキテクチャ定義

ロードマップ  移 行 実行

・業務オペレーションの現状分析・把握
・デジタル革新・クラウド戦略の策定
・経営効果の定義 （ビジネスケース）

・RTO・RPO定義 
 （ディザスタリカバリ要件）
・プラットフォーム選定
・最適なクラウド選定

・データ・モジュールのグループ分け、 
 移行ステップの定義
・移行方式の定義
・テスト計画定義

・移行開発・テスト
・サービスイン
・展開・運用保守

仕
組
み・ツ
ー
ル
群
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SAP S/4HANAの標準機能置き換えや
アドオンへの影響を分析
SAP S/4HANAへの移行に際しては「業務
やシステムへの影響」への対応が重要とな
ります。トランザクションに変更はあるの
か、現行のアドオン機能がSAP S/4HANA
の標準機能への置き換えが可能どうかなど
を理解し、準備を進めなくてはなりません。
また、アドオン改修や必要な移行作業を想
定して予算を組み、経営陣の理解を得る必
要もあります。
そこで移行プロジェクトに先立ち、業務へ
の影響分析/予測という側面から支援する
のが「JIEC Visualizer for SAP HANA（移
行アセスメントサービス）」です。このサー
ビスは以下のメニューから構成されます。
アドオン影響分析サービス：現行システム
で稼動中のアドオンが移行後、正しく動作

するか調査/分析
SAP標準機能分析サービス：現在の業務で
使用しているトランザクションが移行後も
継続使用できるかを分析
PoC環境提供サービス：現行環境をシステ
ムコンバージョンしたPoC環境で移行の影
響を検証/課題を抽出
BASIS構築検証サービス：移行する際に発
生するエラーなどの事前検知とダウンタイ
ム計測

実データを使ったPoC環境で
課題を可視化
JIECではこれまでにもECC6.0ユーザー
を対象にアドオン分析サービスを提供して
きました。その実績を元に、「JIEC Visual-
izer for SAP HANA（移行アセスメント
サービス）」ではSAP S/4HANA向けにメ

ニューを大幅に充実。
ポイントは新たに設け
たPoC環境の提供で
す。SAP S/4HANA
移行後、実際の業務の
トランザクションにど
んな影響があるかは
ユーザーにとって大き
な問題です。標準機能
に関しては、「SAP標準
機能分析サービス」で
影響の度合いを可視
化できます。しかしカ
スタマイズの部分は
ユーザーごとに異なる

ため、実機を動かしながら確認することで、
よりイメージを把握しやすくなります。

徹底的な事前検証で追加コストを防ぐ
「JIEC Visualizer for SAP HANA（移行ア
セスメントサービス）」は、ユーザーがJIEC
の技術者と対話しながら進めていける点も
大きな特長です。たとえば「アドオン影響
分析サービス」は全体で約3カ月の工程で
すが、期間中はサマリーレポートによる状
況報告や、関係者による報告会などを随時
行います。エラーや問題への対処方法と
いったナレッジ、改修の工数、ダウンタイム
の予測も提供します。
事前検証が不十分な場合、本番環境に移行
してから予期しない問題が次々に出てくる
おそれもあります。だからこそPoCで問題
点を洗い出しておくことが、後々の追加コス
ト抑制につながります。2025年問題に確
実に対応するためにも、「ひと手間かけるか
らこそ、安心して移行できる」サービスの活
用をご検討ください。

SAP ERP ECC 6.0のユーザーが直面する2025年の保守サポート終了。SAP S/4HANAへの移行を

検討する際、具体的に何をすべきで、また移行にあたって発生する影響や対応コストをどう割り出せばよい

でしょうか。株式会社JIECは、標準機能への置き換え、アドオンごとの詳細分析、PoCによる検証環境と

いった移行アセスメントサービスを提供することで、円滑な移行作業とコスト抑制を支援します。

システム移行後の影響を可視化する
SAP S/4HANAのアセスメントサービス
アドオン改修や移行作業を明確化して予算策定や工数予測に活用

株式会社JIEC

ナレッジ分析

JIEC Visualizer for SAP HANA

アドオン
分析ツール

アドオン
修正工数

カスタマイズ
差分結果

トランザクション
差分結果

コンサルタント
分析析分ジッレナ

    

ル 分
サンコ

ツ析分
ンオドア

    

析分
トンタルサ

    

ク

V

ザト

CEIJ     

ル 分

A

オ カドア

ーツ析分

NAHPASrofrezilausiV    

析

A

ズ

分

イタ

    

果結分差
ンョシクザンラト

    

数 分差
スカ

工正修
ンオドア

    

果結分
ズイマタ

JIEC Visualizer for SAP HANA

〒160-0023 東京都新宿区西新宿6-24-1 
西新宿三井ビル20階
TEL：03-5326-3865
https://www.jiec.co.jp/

株式会社JIEC
ERP営業部

お問い合わせ先
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本格BI導入の高いハードル
SAP HANAの導入が加速する中で、BI

（ビジネスインテリジェンス）を取り入れて
ビッグデータをもっと活用したい、AIを
使った機械学習なども取り入れたいといっ
た要望は増える一方です。しかし、SAP
HANAを本格的に分析に活用している企
業はまだわずかです。その要因として国内
随一のBI専業ベンダーZEALが指摘する
のは、BIシステム導入にはひと昔前の「高
コスト、難しい」といったイメージがいまだ
根強い点や、本番導入前の現状分析と課題
把握、可能性検証といったステップがある
ため、どこから手をつけていいのかわから
ないというハードルの高さです。

IIJとZEALがPoCから本格導入までを
ワンストップで提供
そこでIIJとZEALが提供を開始したのが

「SAP HANA分析ソリューション on IIJ
GIO」です。最大の特長は、「新データウェア
ハウス（DWH）移行を前提としたPoCによ

る検証/評価」と、「その結果に基づくSAP
HANAへのマイグレーション」の各フェー
ズをカバーしている点にあります。
ステップ1「SAP HANA PoC」では、現行
システムの課題抽出/分析、移行提案に加
え、ユーザーの実データを使ったPoCを
SAP HANA上で実施。約1カ月で本番移
行に向けた改革ポイントを明確化し、希望
するシステムの実現の可否を高い精度で見
極められます。ステップ2のSAP HANA
本番移行では、新DWHの構築/移行、周辺
システムの改修などのプランニング（ご提
案/見積もり）、実施までをサポートします。

IIJならではの高品質＆セキュアなクラウド
「SAP HANA分析ソリューションon IIJ
GIO」のインフラ基盤には、高品質なクラウ
ド、ネットワーク、セキュリティを一気通貫で
提供するクラウドプラットフォームのIIJ
GIOを採用。重要な企業データを扱うBI
システムにふさわしい安定したセキュアな
データ基盤が、プライベートクラウドの専用

環境で高速に利用可能です。
特にSAP HANAに関しては、クラウド、ホス
ティング、オペレーションの3つのベンダー認定
を2013年に取得しており、データベースとの
高い親和性や安定運用が期待できます。

高額なコストをかけずに
最新のBIツールを活用

「SAP HANA 分析ソリューションon IIJ
GIO」は、(1)BIを触ったことがない/失敗経
験がある、(2)多くのソリューションからど
れを選ぶか迷っている、(3)現行のBIシス
テムが属人化していたりベンダー依存に
なっている など、高度なデータ活用をした
いのに、ナレッジやリソースの不足から最
初の一歩が踏み出せない企業に最適なソ
リューションです。要望に応じてコンサル
タントによる支援も行っていますので、
SAP HANAを導入済みのユーザーはもち
ろん、BI導入を見据えたDWH移行を検討
中の企業は、ぜひご注目ください。

攻めのビジネスに向けたデータ分析の必要性を感じながら、導入ハードルの高さに二の足を踏む企業が少なくあり

ません。株式会社インターネットイニシアティブ（IIJ）と株式会社ジール（ZEAL）が提供する「SAP HANA分析ソ

リューション on IIJ GIO」は、データ分析システムの現状把握から課題抽出、PoCによる精度の高い可能性検証と

投資対効果測定を実施。さらにクラウド上に構築されたデータウェアハウスへの移行まで総合的にサポートします。

SAP HANAのデータ分析システムを
PoCから本番移行まで包括的に支援
データから価値を創出し、ビジネスの課題解決を強力に推進

株式会社インターネットイニシアティブ

IIJ GIO クラウド基幹システム DB

データ整備

データ蓄積

全社情報活用基盤

高度統計解析処理

セルフサービス BI

SAP HANA分析ソリューション on IIJ GIO

〒102-0071 東京都千代田区富士見2-10-2　
飯田橋グラン・ブルーム
TEL：03-5205-4466
E-mail：sap-sales@iij.ad.jp
http://www.iij.ad.jp

株式会社インターネットイニシアティブ

お問い合わせ先
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オールHANDのリソースで
総合的なサポートを提供
1996年設立のHAND社（本社：上海）は、中
国主要都市10カ所の拠点に事業所を置き、
シリコンバレー、東京、シンガポールの現地
法人に加え、インドとドイツにも拠点を拡大
中です。20年以上にわたって61カ国、100
サイトを超える導入実績を持つSAPプラチ
ナパートナーであり、2017年はSAP China
でベストパートナー、ベストS/4HANAアド
プションパートナー、ベストグローバルパー
トナーを受賞しています。
日本法人のハンドジャパンは2007年から
日本企業のSAP導入を支援。その実績は
毎年20拠点以上にのぼり、東南アジア、中
南米、中国へのロールアウトから海外企業
の日本法人へのロールインまで幅広く手が
けています。その特長は、HANDグループ
のネットワークと豊富なIT人材を駆使して、
導入コンサルティングからカスタマイズ開
発、導入後の運用保守まで総合的にサポー
トできることにあります。

HANDグループにはSAP S/4HANAコン
サルタント600名以上が在籍するほか、豊
富な高スキル人材が集結。ロールアウト案
件ではオフショアや現地パートナーを頼る
ことなく、HANDグループのリソースです
べて対応できるため、拠点間の齟齬もなく
低コスト/スピーディな導入を実現。日本
語、英語、中国語をはじめ、各種言語に対応
可能で、日本企業には日本語でドキュメン
トを提供するなど、お客様のニーズに迅速
に応えます。

テンプレート、導入方法、
プロジェクト体制の3点セット
SAPシステムのグローバル導入における課
題は、ローカル対応、プロジェクト管理、シ
ステム対応、運用保守です。特に買収した
海外拠点の場合、現地でのガバナンスが難
しく、プロジェクトが難航するケースが少な
くありません。そこでHANDグループは独
自のグローバル導入方法論として、以下の
3点セットで対応します。

１）テンプレート
設備製造、自動車部品、農薬/化学、薬品/医
療機器業界向けSAP認証テンプレートを用
意。設定済みのシステムと関連ドキュメント
も合わせて提供。日本で導入済みのシステ
ムをグローバル展開する企業には、機能や
アドオンを整理/取捨選択して効率的に展開
するための設計/開発を支援します。
２）導入方法
テンプレートに基づいた導入計画書を作
成。導入計画書には、スケジュール、作業
工程表（WBS）、ユーザートレーニングの実
施要件まで記載します。
３）プロジェクト体制
プロジェクトの舵取り役となるPMOのほか、
多拠点展開でも業務とシステムの標準化を
維持する「コアチーム」、各国要件を熟知して
コアチームと連携する「オンサイトチーム」、重
要な移行に専任で取り組む「データ移行
チーム」、稼動前後に発生する問題を解決し
ながら運用保守の体制に移行する「稼動後
サポートチーム」が一体となって対応します。
SAPシステムの迅速なロールアウトは、SAP
S/4HANA導入の経験も豊富なハンドジャ
パンにぜひご相談ください。

システムのグローバル展開には、商習慣や税制の違いなど多くの障壁が待ち受けています。中国発のITソ

リューションベンダーHANDグループは、60カ国以上でSAP導入を手がけてきた実績に基づき、独自のグ

ローバル展開方法論を確立。日本法人であるハンドジャパン株式会社では、アジアや中南米、欧州などに進出す

る企業の円滑なシステムロールアウトを、HANDグループのグローバル人材を駆使してご支援します。

SAPシステムのグローバル展開を成功に導く
HANDグループの「鉄板の方法論」

ハンドジャパン株式会社

〒104-0031 東京都中央区京橋1-2-5  京橋TDビル7階
TEL：03-6225-2985
http://hand-japan.co.jp/

ハンドジャパン株式会社

お問い合わせ先

グローバル展開プロジェクト

導入方法 プロジェクト体制テンプレート

・業務フローテンプレート
・業務規程、基準
・システム設定基準
・アドオン開発基準（レポート、
  画面、ユーザイグジットなど)
・データ基準
・他……

・テンプレートデモ
・業務マッチングによる、
  ギャップ分析と提案
・ギャップ対応案評価と承認
・変更管理
・伝票、帳票収集
・トレーニング
・テスト
・カットオーバー
・稼動後サポート
・他……

・PMO（要件、仕様レビュー、
  プロジェクトを成功へ導く舵取り）
・コアチーム
  （業務、システム標準化を維持）
・オンサイトチーム
  （拠点別対応）
・データ移行チーム
  （データ移行を重視した専業チーム）
・稼動後サポートチーム
  （稼動後の定着化支援を重視したチーム）
・他……

グローバル導入方法論
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世界中で採用されるSAP on AWS
SAP on AWSの導入実績はグローバルで
数千社に達し、デジタル基盤となるSAP
Cloud Platformも東京を含む6つのAWS
リージョンで稼動。AWS上のSAP S/4
HANAとSAPの各種クラウドサービスを
疎結合で接続し、デジタルトランスフォー
メーションを実現できます。
仮想サーバーサービスのAmazon EC2は
インスタンスの種類が豊富で、性能要件や
システム用途に合わせて最適なスペックが
選択できます。最新のハードウェアを継続
的に利用できることもメリットです。SAP
HANAの本稼動認定インスタンスも豊富
で、現在12TBメモリーまで提供しており、
この大容量メモリー搭載インスタンスを日
本でも既に本番環境でご利用のお客様が
います。また、2019年には最大24TBメモ
リーまで対応するロードマップもあります。

APIでSAP S/4HANAと結合し
ユーザー体験の向上に貢献
このようにAWS上でのSAP稼動は特別な
ことではなくなっており、既にAWSを利用
している多くのお客様は次のビジネスを見
据えて変化しようとしています。
AWSには、IoT、機械学習、DevOpsなどさ
まざまな領域において、現時点で125以上
のサービスがあり、インターフェースとなる
APIを連携することでSAP S/4HANAに新
たな付加価値を持たせることが可能。
Amazon API GatewayとAmazon Cog-
nitoを利用し、トラフィック管理や認可とア

クセスコントロールをしな
がら安全にSAP S/4HANA
と接続できます。
例えばAWS IoTエンタープ
ライズボタンを使えば、ボ
タンを押すだけでSAP S/4
HANAを 呼 び 出し、業 務
データの取得や入力を自動
化。会話型インターフェー
スを構築するAmazon Lex
では、音声やチャットでSAP
ERPの受発注の入力、SAP CRMから顧客
データを呼び出して商談履歴の確認などが
可能になります。

機械学習はサービスから
開発基盤までエンドツーエンドに提供
機械学習の分野では、画像・動画解析、テ
キスト読み上げ、音声からの文字起こし、
センチメント（感情）分析、機械翻訳サービ
スがあります。例えば、深層学習可能なビ
デオカメラAWS DeepLensを工場の製造
ラインなどに配置して製品画像を取得し、
認識することでバックエンドのSAPシステ
ムから製品情報を自動的に呼び出すことが
可能です。サービス業では店頭の顧客を認
識してSAP CRMの登録情報とマッチング
することもできます。
企業自ら学習モデルを作る場合は、機械学
習のライブラリーやフレームワークが事前
構成されており、モデル開発から展開まで
をエンドツーエンドでサポートするプラッ
トフォームAmazon SageMakerを利用

できます。
データ分析の分野では、SAP/SAP以外の
アプリケーションのデータの収集から、蓄
積、抽出、変換、分析までを一元化し、必要
に応じて分析結果だけをエンドユーザーに
提供するデータレイクを作ることも簡単です。
イノベーションに必要な要素はすべてAWS
が提供し、クラウドの柔軟性を活かした
DevOpsが実現します。さまざまなAWS
サービスの活用が、SAPシステムに新たな
付加価値を生み出す一歩となります。

今やSAPシステムで広く活用されるアマゾン ウェブ サービス（AWS）。従量課金、サイジングからの

解放、勝機を逃さない俊敏性などに加え、IoT、機械学習、ビッグデータ、アナリティクスなど、デジタル

トランスフォーメーションに欠かせないサービスも豊富です。

125を超えるAWSサービスの活用により
デジタルトランスフォーメーションを加速し、
ビジネス変革を実現

アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社

loT

ビックデータ

SAP HANA as a Service 

AWS インフラストラクチャサービス 

SAP Cloud PlatformSAP
S/4HANA
OLTP

SAP
B/4HANA
OLAP

ISV
アプリ
ケーション

機械学習 DevOps エンタープライズ
アプリケーション

SAPとAWSサービスを組み合わせたデジタルトランスフォーメーション

〒141-0021 東京都品川区上大崎3-1-1
目黒セントラルスクエア　
https://aws.amazon.com/jp/

アマゾン ウェブ サービス ジャパン株式会社

お問い合わせ先
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■JSUGの概要
名称：ジャパンSAPユーザーグループ（JSUG）
設立：1996年
2018年11月現在、法人会員（ユーザー）477社、賛助会
員（パートナー）79社の計556社の会員企業と、JSUG-
NET登録者8,300名、また計31の部会・WG・分科会な
どの活動体で構成

■JSUG会員資格
●法人会員：SAPのシステムを使用しているまたは使用
が見込まれる法人、事業所または部門
●賛助会員：本会の理念に賛同するパートナー企業
※但し、本会の目的に沿わない場合は、常任理事会の
判断により、入会を認めない場合があります
●スチューデント会員：本会の目的に賛同した学生で、在
学期間に限る
●個人会員：本会の目的に賛同した個人
※但し、入会には複数のJSUG役員による推薦が必要
となります

■年会費
●法人会員：60,000円/年　
※入会初年度の年会費（入会翌月～当年度末迄）は無料
●賛助会員：110,000円/年
●スチューデント会員：1,000円/年
●個人会員：10,000円/年

■お問い合わせ
ジャパンSAPユーザーグループ
東京都新宿区新宿5-8-11 平原ビル2F
E-mail:info@jsug.org   TEL:03-3355-2392
運営時間：平日 10:00-18:00

JSUG入会のご案内 2018年度JSUGサポータープログラム

■協賛企業一覧
●ダイヤモンドサポーター
SAPジャパン株式会社
●プラチナサポーター（全25社）
株式会社アイ・ピー・エス/アクセンチュア株式会社/アビームコ
ンサルティング株式会社/アマゾン ウェブ サービス ジャパン
株式会社/EMCジャパン株式会社/EYアドバイザリー・アンド・
コンサルティング株式会社/インフォシスリミテッド/SCSK株
式会社/株式会社NTTデータ/グーグル・クラウド・ジャパン合
同会社/株式会社シグマクシス/住友セメントシステム開発株式
会社/株式会社ソフテス/日本アイ・ビー・エム株式会社/日本タ
タ・コンサルタンシー・サービシズ株式会社/日本電気株式会社
/日本ヒューレット・パッカード株式会社/日本マイクロソフト株
式会社/株式会社BeeX/PwCコンサルティング合同会社/株式
会社日立製作所 /be one solutionsジャパン株式会社/富士
通株式会社/三井情報株式会社/株式会社レイヤーズ・コンサル
ティング

●ゴールドサポーター（全11社）
伊藤忠テクノソリューションズ株式会社/ウィプロ・リミテッド/
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社/オープンテキ
スト株式会社/クレスコ・イー・ソリューション株式会社/コベル
コシステム株式会社/株式会社JIEC/株式会社電通国際情報サ
ービス/東洋ビジネスエンジニアリング株式会社/SUSE（ノベ
ル株式会社）/三菱電機インフォメーションシステムズ株式会社

●NETサポーター（全3社）
株式会社インターネットイニシアティブ/株式会社野村総合研
究所/ハンドジャパン株式会社

●MVP賞
照木 麻子（株式会社NYK Business Systems）
●ベストサポーター賞
富士通株式会社
●事例ダウンロード賞
テクニカル部会
●プラチナサポーター継続賞
株式会社アイ・ピー・エス
アクセンチュア株式会社
アビームコンサルティング株式会社
SCSK株式会社
株式会社日立製作所
三井情報株式会社
●特別功労賞（該当者なし）

JSUG Award 2018

我々はデジタルの渦の真っ只中にいる。
イノベーションを起こすのは今！

各部会のアクティビティや会員事例など、JSUGの活動を
まとめたJSUG INFOのバックナンバーは、JSUGNETで
ご覧いただけます。

JSUG Awardは、JSUG活動に多大な貢献のあった方々へ
の感謝の意を表し、5つの区分にて表彰するものです。
2018年度の選考結果は以下の通りです。

JSUG INFO. バックナンバーのご案内

ご入会はこちらから　
http://www.jsug.org/

●特別賞 三井 一夫
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